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１ 

 

 

第１章 総論 

 

第１ 外部監査の概要 

 

１ 外部監査の種類 

  地方自治法第２５２条の３７第１項に基づく包括外部監査 

 

２ 選定した特定の事件（テーマ） 

不測の事態における事務処理について～新型コロナウイルス感染症に対する対応を中

心として 

 

３ 事件を選定した理由 

令和元年１２月以降、世界で新型コロナウイルス感染症（COVID-19。以下単に「感

染症」ということもある）が猛威をふるい、翌２年４月７日から７都道府県（愛知県は

含まず）を対象に緊急事態宣言が発令された。同月１０日には、愛知県知事も愛知県内

に「愛知県緊急事態宣言」を発出したことから、市内の公の施設の利用は軒並み停止さ

れ、市民も外出を自粛して経済活動は抑制された。また、市が締結した契約を途中で終

了したり変更したりせざるを得ないものも多数発生した。さらに、感染症に関する緊急

事態宣言が発出されたのは当初予算調製後であったため、補正予算により増大した経費

は、感染症対策に関連しない補正額も含め、約５５０億円と多額に上った。このように、

令和２年度は、感染症の拡大という不測の事態に対し、前例のない様々な対応を余儀な

くされた最初の年度となった。 

もちろん、今回の感染症のような不測の事態が短期間に繰り返されるとは考え難いが、

近年の気候変動による大災害や大地震の発生、SARS、MERS、新型インフルエンザ等

の感染症、口蹄疫、鳥インフルエンザ、豚熱等の動物伝染病による移動制限の可能性も

考慮に入れると、今後も不測の事態は生じうるということを覚悟しなければならない時

期が到来していると言わざるを得ない。また、不測の事態は、局所的には施設や樹木の

管理不全、土木工事の強度不足、施設設備の修繕や更新の遅れといった人為的なミスが

自然の威力と競合した結果、発生することも考えられる。 

このような不測の事態に対処するに当たっても、可能な限り「法の支配」が貫徹され

ることが理想であることは言うまでもない。そのためには、不測の事態を極力事前に予

測して対策を立てておくことが望ましい。一方、限られた予算という資源を有効に配分

し、持続可能な市民生活と行政経営を両立するためには、事前の対策によらない大胆な

判断をせざるを得ない場面が存在するであろうことも想像に難くない。 



２ 

 

そこで、予備費の充用、予算の補正、予算の流用、事故繰越し、専決処分、基金の運

用、契約中断、公の施設の利用中止など、当初予算の調製時には予測していなかった事

態に対処するために行った事務処理のあり方について監査し、次なる不測の事態に対し

てあらかじめ備えておくことが妥当な範囲で、事前の対策を検討しておくことには意義

があると考えた。なお、「不測の事態」は新型コロナウイルス感染症の拡大が中心であ

ることは間違いないが、当初予算の調製時には予測していなかった事態を広く「不測の

事態」として捉えており、予算の流用は正に当初予算の調製時には想定していなかった

事態に対する事務処理の具体的な現れであるとの理解の下、予算の流用案件については

必ずしも新型コロナウイルス感染症の拡大防止と関連性のない事務事業についても、取

り上げる意義があると考えた（第３章第２）。 

 

４ 外部監査の対象部署 

保健部を除く部署全て。 

市によると、監査対象を確定した令和３年６月の時点でも、感染症の感染拡大が断続

的に生じており、保健部の職員が中心となって感染症対策事務に従事しているとのこと

である。 

これらの職員のうち、令和３年４月及び５月の時間外勤務が８０時間以上となった職

員はそれぞれ９人と１３人で、このうち１００時間を超えた職員が７人と８人に上った

とのことである。そして、同部感染症予防課では、当該感染症対策事務のため半数近く

の職員が１月当たり８０時間以上の時間外勤務を経験するに至っており、現時点で同課

を中心に業務がひっ迫していることが窺われる。 

また、当該感染症については、テーマ選定を行う６月の時点でワクチン接種が始まっ

たところであり、これらに関する業務が今後も増大し、業務がよりひっ迫する可能性が

ある。 

このような状況下で、保健部を監査の対象部局として選定してしまうと、本来の重要

な業務の遂行に影響を及ぼしかねないことに加え、当該部局において監査への対応を十

分に行う余裕がないために充実した監査の実施が困難になると想定されることから、本

年度については、保健部を監査対象から除外することとした。 

 

５ 外部監査の対象期間 

令和２年度（必要に応じて他の年度も対象とする） 

 

６ 外部監査の実施期間 

  令和３年６月２９日から令和４年２月１６日まで 
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７ 外部監査の方法 

⑴ 予備調査 

   本年度は、監査対象とするべき特定の事件を選定する前の令和３年５月中旬に、次

のような観点で予備調査を行った。 

① 令和２年度中の新型コロナウイルス感染症に関連した歳出（補正予算、流用等） 

② 令和２年度中に、感染拡大防止、災害その他のため、契約を締結したが、当初か

ら履行せず、又は履行を開始した後に中断したことのある契約又は使用を中止した

ことのある公の施設に関する事務処理のあり方 

③ 教育 

④ 交通 

⑤ デジタル化 

 ⑵ レクチャーと資料提出要請 

上記予備調査の結果も参考にしつつ、令和３年６月下旬までに監査テーマを選定し、

翌７月７日に財政課のレクチャーを受け、同月１４日に次のような資料の提出を要請

した。 

① 令和２年度中の歳出補正された予算（新型コロナウイルス感染症に関連するもの

に限る）の執行に関する資料 

② 令和２年度中の予算の流用又は予備費の充用（予備調査に回答があったもの）の

うち、流用等の額が１００万円以上のものに関する予算の執行に関する資料及び同

予算の流用先に対応する流用元の予算要求に関する資料 

③ 種類別の基金残高（一般会計分）直近５年間（２０１６～２０２０年）の推移、

財政調整基金の直近１０年間（２０１１～２０２０年）の推移、一般会計繰入状況

の推移及び運用益の推移 

④ 中断又は変更等した契約（予備調査に回答があったもの）の当初契約書、変更契

約書、合意解約書、精算書その他契約の発生・変更・消滅・支出に関する一切の資

料その他関連する文書 

⑤ 利用停止した施設（予備調査に回答があったもの）の指定管理に関する基本協定

書、年度協定書、中断・再開に関する一切の文書、精算書、その他関連する文書。

管理等委託契約その他指定管理以外の場合は、契約の当初契約書、変更契約書、合

意解約書、精算書その他契約の発生・変更・消滅・支出に関する一切の資料その他

関連する文書 

⑶ 提出資料の検討 

その後は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮するため、提出資料の

検討を中心に監査を行い、市に詳細を確認する必要が生じた場合には電話や電子メー

ルに添付した照会文書等の方法で照会し、電子メール又は紙媒体で回答を得る方法で

監査を実施した。 
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 ⑷ 全体会議 

   監査期間中、監査人と補助者による全体会議を基本的にウェブ会議の方法で開催し、

情報と視点の共有化を図った。全体会議の日程は、次のとおりである。 

５月７日、６月４日、６月１４日、７月７日、７月２１日、８月４日、８月１８日、

９月３日、９月１４日、９月２１日、９月２８日、１０月５日、１０月１３日、１０

月２１日、１０月２９日、１１月５日、１１月１０日、１１月１７日、１２月２日、

１２月１０日、１２月２３日 

 ⑸ ヒアリング 

   令和３年１１月１７日、第１稿提出後に、希望する対象課との間でウェブ会議又は

電話の方法でヒアリングし、意見調整を行った。ヒアリングした対象課は、次のとお

りである。 

経営戦略課、財政課、行政改革推進課、スポーツ戦略課、美術館、総務監査課、福

祉総合相談課、高齢福祉課、次世代産業課、農地整備課、学校づくり推進課、保健給

食課 

 

８ 包括外部監査人及び補助者 

   包括外部監査人 田口  勤 弁護士 

   補助者     都築 真琴 弁護士 

   補助者     青山 正和 弁護士 

   補助者     菊池 龍太 弁護士 

   補助者     西脇 正訓 弁護士 公認会計士 

   補助者     杉浦 理絵 弁護士 

   補助者     中村博太郎 弁護士 

 

９ 利害関係 

包括外部監査人は、監査の対象とした事件について、地方自治法第２５２条の２９に

規定されている利害関係はない。 

 

第２ 本書の構成 

１ 章立て 

以下の本報告書では、第２章において、不測の事態に対する対応方法の概要を記載し、

第３章で具体的な事業を監査した結果を記載した。 

第２章では、まず原則的な予算措置のあり方である当初予算について概括的に説明し、

次に当初予算の調製時に予測できなかった事態に対処するための各種手法の中でも原則

的な予算の補正を説明した。そして、予算を補正する手続のひとつである専決処分、予

算を次年度に繰り越して使用するために補正される繰越明許費を説明した。さらに、予
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算の範囲内で不測の事態に対処する方法でもある、予算の流用、予算の充用、補正予算

等の財源として使用されることがある財政調整基金について説明した。 

なお、契約と指定管理者制度の事務処理のうち、複数のものにまたがる問題点や個別

の契約等に限らない問題を含む指摘や意見も、第２章に記述した。 

第３章では、具体的な事業について監査した結果を記載した。令和２年度は、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大とその防止やその他不測の事態に対処し続ける年度であった。

次の指摘や意見に必ずしも繋がらなかった事業についても、歴史的事実として書き留め

る意味もあり、記載した事業もある。 

 

２ 指摘と意見 

法令等に違反して是正の必要がある事項及び市や出資団体が自ら定立し、又は契約書

や合意書で定められた規範に違反している事項は【指摘】として記載した。また、これ

ら法令等や規範に違反している訳ではないが、正確性を欠くものや、著しく不合理で裁

量を逸脱していると認めた事項も【指摘】とした。 

これに対し、経済性、効率性及び有効性の３Ｅの観点のほか、合理性や相当性の観点

から、是正を推奨するものは【意見】として記載した。なお、単純な誤記であることが

明らかで他に影響のないものは、正確性を欠くものであっても軽重を判断し【意見】に

止めたものもある。 

なお、地方自治法第２５２条の３８第２項によれば、「包括外部監査人は、監査の結

果に基づいて必要があると認めるときは、当該包括外部監査対象団体の組織及び運営の

合理化に資するため、監査の結果に関する報告に添えてその意見を提出することができ

る。」とされている。包括外部監査人が、その権限の範囲内（財務監査）で監査の結果

に関する報告に意見を記載するのは当然であり、同条項であえて「報告に添えてその意

見」を提出できるとしている趣旨は、地方自治法第１９９条第１０項と同様、監査を通

じて経済的で効率的な行政の水準を維持し、これを高める見地から、これに関する見解

を明らかにすることが監査人の職責（松本英昭著 逐条地方自治法第９次改訂版１４９

３頁及び７１３頁参照）とされているからである（昭和２７年１０月６日付け行政実例

参照）。そこで、このような観点からの意見については、【添える意見】として掲載した

（第２章第５の３⑶、同章第１０の２参照）。 
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第２章 不測の事態（その予防を含む）に対する対応方法の概要 

第１ 当初予算について 

１ 令和２年度当初予算調製前後の感染状況 

令和２年度一般会計当初予算は、令和２年３月の定例会において議案４０号として市

議会で審議され、同年３月１３日に原案のとおり可決承認された。承認の対象となった

予算関係議案の要旨に関する資料は、同年２月１３日付けで作成されていた。 

しかし、同年１月２０日頃までには、中華人民共和国国内で新型コロナウイルスによ

る肺炎の発症が確認された患者は２００名に達し、タイ王国、大韓民国だけでなく、日

本国内でも患者が確認されていた。その頃、横浜港を出港したクルーズ船ダイヤモン

ド・プリンセス号の乗客で、１月２５日に香港で下船した男性が新型コロナウイルス感

染症に罹患していたことが２月１日に確認されてから同月末までには、同船内で７００

名以上の感染者が確認されたほか、日本国内の感染者数は２００名を超えていた。 

３月１３日、新型インフルエンザ対策特別措置法の対象に新型コロナウイルス感染症

を追加する改正法が参議院本会議で成立、翌日施行され、「緊急事態宣言」の発令が可

能となり、４月７日、政府は緊急事態宣言を発令した（愛知県は除く）。また、４月１

０日に発出された「愛知県緊急事態宣言」により、当初政府による宣言の対象外であっ

た愛知県の住民に対しても不要不急の外出自粛が要請され、学校や体育館などの施設の

使用停止、イベントの開催制限要請・指示などの措置がとられた。 

３月１３日成立の市の当初予算は、令和２年４月１日から翌３年３月３１日までの会

計年度の収入と支出に関する全ての事項が予定されていることが理想ではあるが、予算

関係の資料が作成された２月１３日以降の事情、特に新型コロナウイルス感染症の拡大

に対応するための経費は、当然のことながら全く加味されていなかった。 

そこで、市が当初予算を編成するまでに予測していなかった不測の事態に対して、ど

のように対応したかについて監査するため、前提となる予算に関する規律についてまず

整理する。 

 

２ 予算の種類と原則 

⑴ 予算の種類 

地方自治法第２１５条は、予算は次の一から七に掲げる事項に関する定めからなる

としている。歳入歳出予算及びこれに直接関連する事項並びに将来の財政負担を伴い

実質的に予算の内容となるものの全体像を把握できるようにするためである。 

一 歳入歳出予算 

二 継続費 

三 繰越明許費 

四 債務負担行為 

五 地方債 
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六 一時借入金 

七 歳出予算の各項の経費の金額の流用 

 ⑵ 予算書 

首長は、毎会計年度予算を調製し、年度開始前に、議会の議決を経なければならな

い（地方自治法第２１１条）。令和２年度の市一般会計予算書（抜粋）は次のとおり

である（第１～４表は省略）。 

令和２年度豊田市一般会計予算 

令和２年度豊田市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１８２,６００,０００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よる。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費

の経費の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５,０００,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係

る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

とする。 

令和２年２月２１日提出 

豊田市長      

 ⑶ 予算単一主義 

   地方自治体の財政状況の全体像が容易に把握できるよう、特別会計以外の予算は、

全て単一の一般会計でまとめて整理するべきとされる。複雑で多岐にわたる事務を処

理することができるよう、特別会計を設けることができるが、特別会計は、次のよう

な場合に限り条例で設置できるとされている（地方自治法第２０９条第２項）。 

① 普通地方公共団体が特定の事業（地方公営企業等）を行なう場合 

② その他特定の歳入をもつて特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する

必要がある場合 

 ⑷ 会計年度及び会計年度独立の原則 

   地方自治法第２０８条は、会計年度を毎年４月１日から翌年３月３１日までとし、

各会計年度の歳出は、その年度の歳入で支出するべきとし、会計年度独立の原則を採
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用している。しかし、この原則を例外なく厳格に適用することとすると、かえって円

滑な財政運営を阻害する場合があるため、次のような例外が認められている。 

① 継続費の逓次繰越し（地方自治法第２１２条） 

② 繰越明許費（地方自治法第２１３条） 

③ 事故繰越し（地方自治法第２２０条第３項ただし書） 

④ 過年度収入（地方自治法施行令第１６０条）及び過年度支出（同第１６５条の８） 

⑤ 歳計剰余金の繰越し（地方自治法第２３３条の２） 

⑥ 翌年度歳入の繰上充用（地方自治法施行令第１６６条の２） 

 

３ 歳入歳出予算 

⑴ 総計予算主義 

 地方自治法第２１０条は、一会計年度における一切の収入及び支出は、全てこれを

歳入歳出予算に編入しなければならないとし、歳入と歳出を混淆（相殺）することな

く、収入（各種経費に充てるための財源となるべき現金の収納）と支出（行政上の需

要を満たすための現金の支払）それぞれの予定額を歳入予算、歳出予算に計上するべ

きという総計予算主義を採用している。 

 ⑵ 予算統一の原則 

   地方自治法第２１６条は、歳入歳出予算のうち、歳入はその性質（地方税、国庫支

出金等）に従って款項に区分し、歳出はその目的（議会費、民生費、教育費等）に従

って款項に区分するべき旨を規定する。各項はさらに予算執行に関して目節に区分さ

れる。 

歳入予算は、歳出の財源としての見積にすぎず、予算区分いかんによって受ける制

約は重要ではなく、単に収入をどのように整理するかの問題である。これに対して歳

出予算は、予算に計上することによって、支出の限度や内容を法的に拘束するため、

予算に計上されない経費を支出したり、計上された額を超えて支出したりすることは

できない。 

 ⑶ 款項目節の区分 

   議会の議決の対象となる歳入歳出予算は、款項であり、これらを「議決科目」、目

節を「執行科目」、双方併せて「予算科目」と呼ぶことがある。 

地方自治法施行令第１４７条第１項は、歳入歳出予算の款項の区分は、総務省令で

定める区分を基準としてこれを定めなければならないとしており、地方自治法施行規

則第１５条第１項は款項の区分について別記（歳入につき【図表１－１】、歳出につ

き【図表１－２】参照）として詳細に定めている。一方、節について同規則同条第２

項は、歳出予算に係る節の区分は、別記（歳入につき【図表１－３】、歳出につき

【図表１－４】参照）のとおり定めなければならないとしている。 
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款項目の区分は基準であるのに対して、節の区分は厳密に別記（【図表１－３】及

び【図表１－４】参照）のとおり区分することを求めている。その趣旨は、歳出予算

における節は、個々の予算の執行に当たっての最小限度の「単位」であり、普遍的な

ものとして統一されていることが、住民が予算を常識的に把握する上においても、ま

た他の地方公共団体と比較して論じる上においても望ましいと判断されたためである

とされている（松本英昭著 要説地方自治法 第十次改訂版 新地方自治制度の全容

５１９頁）。 

 

地方自治法施行令 

（歳入歳出予算の款項の区分及び予算の調製の様式） 

第１４７条 歳入歳出予算の款項の区分は、総務省令で定める区分を基準としてこれを定め

なければならない。 

２ 予算の調製の様式は、総務省令で定める様式を基準としなければならない。 

（予算の執行及び事故繰越し） 

第１５０条 普通地方公共団体の長は、次の各号に掲げる事項を予算の執行に関する手続と

して定めなければならない。 

一 予算の計画的かつ効率的な執行を確保するため必要な計画を定めること。 

二 定期又は臨時に歳出予算の配当を行なうこと。 

三 歳入歳出予算の各項を目節に区分するとともに、当該目節の区分に従つて歳入歳出予

算を執行すること。 

２ 前項第三号の目節の区分は、総務省令で定める区分を基準としてこれを定めなければな

らない。 

 

【図表１－１】歳入歳出予算の款項の区分及び目の区分（第十五条関係）（歳入の一部） 
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【図表１－２】歳入歳出予算の款項の区分及び目の区分（第十五条関係）（歳出の一部） 

歳             出 

都  道  府  県 市    町    村 

款 項 目 款 項 目 

１ 

 

 

 

 

 

２  

議会費 

 

 

 

 

 

総務費 

 

１ 

 

 

 

 

 

１ 

 

議会費 

 

 

 

 

 

総務管理

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

２ 

 

 

 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４  

 

５ 

 

 

議会費 

 

 

事務局費 

 

 

 

    

一般管理

費 

人事管理

費 

広報費 

 

文書費 

 

財政管理

費 

１ 

 

 

 

 

 

２ 

議会費 

 

 

 

 

 

総務費 

 

１ 

 

 

 

 

 

１ 

 

議会費 

 

 

 

 

 

総務管理

費 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

１  

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

 

 

議会費 

 

 

 

 

 

 

一般管理

費 

文書広報

費 

財政管理

費 

会計管理

費 

財産管理

費 

 

【図表１－３】歳入予算に係る節の区分（第十五条関係） 

款  の  区  分 節 

都（道府県）税、市（町

村）税 

１ 現年課税分 

２ 滞納繰越分 

ただし、歳入予算の項の区分を地方消費税とするもの及び項

の区分を軽自動車税とし目の区分を環境性能割とするものに

ついては、目と同一とする。 

地方消費税清算金 

地方譲与税 

利子割交付金 

配当割交付金 

株式等譲渡所得割交付金 

地方消費税交付金 

環境性能割交付金 

地方特例交付金 

地方交付税 

交通安全対策特別交付金 

繰入金 

繰越金 

目と同一とする。 

その他の歳入科目 歳出予算の項の区分等に対応して普通地方公共団体の長が定

めた節の区分による。 

 



１１ 

 

【図表１－４】歳出予算に係る節の区分（第十五条関係）（一部を抜粋） 

節 説       明  

１ 報 酬 

 

議 員 報 酬 

委 員 報 酬 

 

非 常 勤 職 員 報 酬   

 

執行機関である委員会の委員及び委

員（常勤のものを除く。）に係る報酬 

その他の非常勤職員の報酬 

２ 給 料 特 別 職 給 

 

 

 

一 般 職 給 

知事、副知事、市町村長及び副市町

村長並びに教育長、常勤の監査委員

及び人事委員会の常勤の委員に係る

報酬 

 

３ 職 員 手 当 等 扶 養 手 当 

初 任 給 調 整 手 当 

通 勤 手 当 

特 殊 勤 務 手 当 

特 地 勤 務 手 当 

何 手 当 

児 童 手 当 

 

 

 

法律又はこれに基づく条例に基づく

手当 

 

４ 共 済 費 

 

地方公務員共済組合に 

対する負担金 

報酬、給料及び賃金に 

係る社会保険料 

 

５ 災 害 補 償 費 

 

療 養 補 償 費 

休 業 補 償 費 

何 補 償 費 

葬 祭 料 

 

６ 恩給及び退職年金 

 

 

恩 給 

退 職 年 金 

 

普通恩給、増加恩給及び扶助料 

退職年金、通算退職年金、公務傷病

年金及び遺族年金 

７ 報 償 費 報 奨 金 

 

賞 賜 金 

買 上 金 

報酬に掲げるもの以外のもの（謝礼

金を含む。） 

 

８ 旅 費 

 

費 用 弁 償 

 

普 通 旅 費 

特 別 旅 費 

議員その他の非常勤職員の費用弁償

及び関係人等に対する実費弁償 

 

９ 交 際 費   

10 需 用 費 

 

消 耗 品 費 

 

 

 

燃 料 費 

 

食 糧 費 

印 刷 製 本 費 

光 熱 水 費 

修 繕 料 

 

 

 

文具、印紙の類で一度の使用でその

効用を失うもの及び数会計年度にわ

たり使用される物品で備品の程度に

至らない消耗器材 

暖房、炊事等の庁用燃料及び自動車

用燃料費 

 

 

電気、ガス、水道及び冷暖房使用料 

備品の修繕若しくは備品又は船舶、航空

機等の部分品の取替えの費用及び家屋等

の小修繕で工事請負費に至らないもの 
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賄 材 料 費 

飼 料 費 

医 薬 材 料 費 

11 役 務 費 

 

通 信 運 搬 費 

保 管 料 

広 告 料 

手 数 料 

筆 耕 翻 訳 料 

火 災 保 険 料 

自動車損害保険料 

郵便、電信電話料及び運搬料 

 

 

地方債事務取扱手数料 

筆耕、翻訳及び速記料 

 

12 委 託 料 

 

 試験、研究及び調査並びに映画等製

作委託料 

13 使用料及び賃借料   

14 工 事 請 負 費 

 

何 工 事 請 負 費 

 

 

土地、工作物等の造成又は製造及び

改造の工事並びに工作物等の移転及

び除却の工事等に要する経費で契約

によるもの 

15 原 材 料 費 工 事 材 料 費 

加 工 用 材 料 費 

 

16 公有財産購入費 

 

権 利 購 入 費 

土 地 購 入 費 

家 屋 購 入 費 

船舶、航空機等購入費 

 

17 備 品 購 入 費 

 

庁 用 器 具 費 

機 械 器 具 費 

動 物 購 入 費 

 

 

消耗品以外の動物 

18 負担金、補助及び 

交付金 

 

負 担 金 

補 助 金 

交 付 金 

 

19 扶 助 費 

 

生 活 扶 助 費 

何 扶 助 費 

 

20 貸 付 金   

21 補償、補填及び賠 

償金 

 

補 償 金 

補 填 金 

賠 償 金 

 

欠損補填金及び繰上充当金 

22 償還金、利子及び 

割引料 

 

 

償 還 金 

 

小切手支払未済償還金 

利 子 及 び 割 引 料 

 

還 付 加 算 金 

地方債の元金償還金、税収入等の還

付金 

 

地方債及び一時借入金の利子並びに

割引発行する地方債の割引料 

23 投資及び出資金 

 

 債券及び株式の取得に要する経費並

びに公益財団法人の定款に係る出え

ん金等 

24 積 立 金   

25 寄 付 金   

26 公 課 費   

27 繰 出 金  他会計への操出し 
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 ⑷ 細節の区分 

   節は、０１報酬から２８予備費まで区分されている。０１から２７までは、上記の

地方自治法施行規則第１５条別記歳出節の区分のとおりであり、節毎に振られた頭初

の番号は、これを変更することはできないものとされている。 

そして、市では、豊田市予算決算会計規則に基づき、必要に応じて歳出予算の節の

細分として細節を設けることができるとしており、例えば、０１報酬は０１－０１議

員報酬と０１－０２その他報酬に、０２給与は０２－０１一般職給と０２－０２特別

職給に、０３職員手当等は０３－０１扶養手当から０３－１６その他手当等まで、多

岐に細分されている。 

これら細節の全体像については、財政課と会計課で作成した節別ハンドブック（下

記「令和２年４月版節別ハンドブック目次」参照）において詳細を説明している。 

 

豊田市予算決算会計規則 

(歳入歳出予算の款項及び目節の区分) 

第７条 歳入歳出予算の款項の区分並びに目及び歳入予算に係る節の区分は、毎年度市長が

別に定める。 

２ 歳出予算に係る節の区分は、施行規則別記に規定する歳出予算に係る節の区分のとおり

とする。 

３ 前項の規定による歳出予算の節には、必要に応じその細分としての細節を設けることが

できる。この場合において、当該細節の区分は、毎年度市長が別に定める。 

 

令和２年４月版節別ハンドブック目次 

●０１ 報酬・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

●０２ 給料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

●０３ 職員手当等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

●０４ 共済費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

●０５ 災害補償費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

●０６ 恩給及び退職年金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

●０７ 報償費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

●０８ 旅費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

●０９ 交際費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

●１０－０１ 消耗品費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

●１０－０２ 燃料費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

●１０－０３ 食糧費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

●１０－０４ 印刷製本費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

●１０－０５ 光熱水費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

●１０－０６ 修繕料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

●１０－０７ 賄材料費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

●１０－０８ 飼料費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 

●１０－０９ 医薬材料費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

●１０－１０ 金券類需用費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 

●１１－０１ 通信運搬費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３５ 

●１１－０２ 広告料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 

●１１－０３ 手数料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 
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●１１－０４ 筆耕翻訳料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

●１１－０５ 火災保険料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４５ 

●１１－０６ 自動車損害保険料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

●１１－０７ 金券類役務費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４９ 

●１２ 委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５０ 

●１３ 使用料及び賃借料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４ 

●１４ 工事請負費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５９ 

●１５ 原材料費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６１ 

●１６ 公有財産購入費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６３ 

●１７ 備品購入費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６５ 

●１８ 負担金、補助及び交付金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６８ 

●１９ 扶助費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７３ 

●２０ 貸付金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７４ 

●２１－０１、０２ 補償費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７５ 

●２１－０３ 賠償金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７７ 

●２２ 償還金、利子及び割引料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７８ 

●２３ 投資及び出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７９ 

●２４ 積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８０ 

●２５ 寄附金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８１ 

●２６ 公課費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８２ 

●２７ 繰出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８３ 

●２８ 予備費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８４ 

 

４ 継続費 

地方自治法第２１２条は、普通地方公共団体の経費をもって支弁する事件でその履行

に数年度を要するものについては、予算の定めるところにより、その経費の総額及び年

割額を定め、数年度にわたって支出することができるとし、この経費を継続費としてい

る。会計年度独立の原則の例外である（前述２⑷参照）。  

年割額のうち当該年度の具体的な歳出額は、歳入歳出予算に編入される。継続費の毎

会計年度の年割額に係る歳出予算の経費の金額のうち、その年度内に支出を終わらなか

ったものは、当該継続費の継続年度の終わりまで逓次繰り越して使用することができる

（地方自治法施行令第１４５条第１項）。 

 

５ 債務負担行為 

地方自治法第２１４条は、歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範

囲内におけるものを除くほか、普通地方公共団体が債務を負担する行為をするには、予

算で債務負担行為として定めておかなければならないとする。債務負担行為として予算

で定めた案件は、その支出すべき年度に義務費として歳入歳出予算に計上される。 

 

６ 地方債 

地方自治法第２３０条は、普通地方公共団体は、別に法律で定める場合において、予

算の定めるところにより、地方債を起こすことができ、起債の目的、限度額、起債の方
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法、利率及び償還の方法は、予算でこれを定めなければならないとしている。単行議決

ではなく、予算でこれを定めることとされている。地方債は、特定の費途に充てること

を目的として、地方公共団体が他の者から資金を２か年度以上にわたって長期に借り入

れるものであり、財政負担の平準化、負担の世代間の公平化等を目的としている。 

 

７ 一時借入金 

地方自治法第２３５条の３は、普通地方公共団体の長は、歳出予算内の支出をするた

め、一時借入金を借り入れることができ、その借入れの最高額は、予算でこれを定めな

ければならないとしている。また、一時借入金は、当該の会計年度の歳入をもって償還

しなければならない。一時借入金は、既定歳出予算内の支出現金の不足を補うために一

時的に調達される資金である。 

 

８ 歳出予算の各項の経費の金額の流用 

地方自治法第２２０条第２項は、歳出予算の経費の金額は、各款の間又は各項の間に

おいて相互にこれを流用することができないが、歳出予算の各項の経費の金額は、予算

の執行上必要がある場合に限り、予算の定めるところにより、これを流用することがで

きるとしている。ただし、豊田市予算決算会計規則第１７条第１項ただし書では、人件

費と物件費の相互流用及び食糧費に対しての流用を禁止している。 

詳細については、第５において後述する。 

 

９ 事故繰越し 

当初予算の概念からは外れるが、地方自治法第２２０条第３項ただし書は、歳出予算

の経費の金額のうち、年度内に支出負担行為をし、避けがたい事故のため年度内に支出

を終わらなかったものを翌年度に繰り越して使用することができる旨を定めている。継

続費及び繰越明許費等とともに、会計年度独立の原則の例外である（前述２⑷参照）。 

不測の事態により当該年度中に執行が終わらない事業経費については、必要な事業で

繰越しがやむを得ないものであるときは繰越明許費又は事故繰越しにより措置すること

になるが、それ以外は次年度の新規事業として厳密な検討を経て当初予算において措置

するべきことになる。 

令和２年度には、鞍ケ池公園キャンプフィールド等施設整備事業で、緊急事態宣言発

令を受けた事業者の出張制限等のため、年度内の完成が困難となり事故繰越しした事例

が１件発生した。約１０年ぶりの事例である。 

 

地方自治法 

（予算の執行及び事故繰越し） 

第２２０条 普通地方公共団体の長は、政令で定める基準に従って予算の執行に関する手続

を定め、これに従って予算を執行しなければならない。 
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２ 歳出予算の経費の金額は、各款の間又は各項の間において相互にこれを流用することが

できない。ただし、歳出予算の各項の経費の金額は、予算の執行上必要がある場合に限

り、予算の定めるところにより、これを流用することができる。 

３ 繰越明許費の金額を除くほか、毎会計年度の歳出予算の経費の金額は、これを翌年度に

おいて使用することができない。ただし、歳出予算の経費の金額のうち、年度内に支出負

担行為をし、避けがたい事故のため年度内に支出を終わらなかったもの（当該支出負担行

為に係る工事その他の事業の遂行上の必要に基づきこれに関連して支出を要する経費の金

額を含む。）は、これを翌年度に繰り越して使用することができる。 

 

第２ 予算の補正について 

１ 不測の事態に対処する予算処理 

予算の調製後に生じた不測の事態に対処するための方法としては、予算の範囲内で行

う予算の流用や予備費の充用がまず考えられるが、当初予算の範囲内で対処しきれない

ものについては、予算の補正が必要である。 

予算の補正は、議会の議決による場合と、専決処分による場合がある。歳入予算の補

正を伴う場合は、国や県から支出される補助金等の新たな財源が見込まれる場合のほか、

財政調整基金等の基金からの繰入金等の財源が確保されなければならない。 

 

２ 予算の補正の意義 

地方自治法第２１８条第１項は、首長は補正予算を調製し、議会に提出できる旨の規

定である。予算の補正とは、予算が成立した後に生じた事由に基づいて、既定の経費の

不足を充足し、又は既定予算の変更を行うため、一旦は成立した予算の科目若しくは金

額を追加若しくは更正し、又は事項に変更を加えることである。 

ここにいう「追加」は予算の増額や新しい予算科目の創設を目的とするもの、「更正」

は成立した予算内で科目の変更又は金額の減少を行うことを目的とするもの、「事項の

変更」は継続費、繰越明許費、債務負担行為等の各事項に変更を加えることを目的とす

るものである。 

市においては、通常、６月、９月、１２月、３月に市議会定例会を開催する際に、そ

の都度必要な補正予算を編成している。ただし、急を要する補正予算について次の定例

会の議決を待てない場合は、臨時議会を開催して議決を得るか、議会を招集する時間的

余裕がないことが明らかな場合は、市長による専決処分を行うことになる（後述の第３

の２③及び３①参照）。 

 

３ 令和２年度補正予算の概要 

令和２年度補正予算のうち、新型コロナウイルス感染症対応のため（ただし、一部新

型コロナウイルス感染症対応以外の経費を含む）のものは、【図表１－５】のとおり５

００億円を超えた。そのうち最も多くを占めるのは、市民一人につき１０万円を支給す

る特別定額給付金給付事業給付であり、４２６億７５００万円の補正予算が組まれた。  
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【図表１－５】令和２年度補正予算のうち一般会計歳出補正の内容 

（コロナ関連に限定かつ保健部の所管を除く）        （千円）

事業名 内容 補正額
新型コロナウイルス感染症対策協力金交

付事業
・休業要請に協力した事業者に対して協力金を交付 745,000

信用保証料補助金
・中小企業・小規模事業者が国・県の新コロナウイルス感染症

に関する融資を受けた場合に支払う信用保証料を補助
720,000

予備費
・新型コロナウイルス感染症対策に伴う不測の事態に対応する

ために増額
500,000

事業名 内容 補正額

特別定額給付金給付事業給付
・市民一人当たり10万円を給付

・給付に係る事務費
42,675,000

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業
・児童手当に1万円を上乗せして給付

・給付に係る事務費
597,972

事業名 内容 補正額
ふるさと寄附金推進費 ・WE　LOVEとよた応援寄附金の事務や返礼に係る費用 97,700

生活困窮者自立支援費
・住居のない又は失うおそれのある困窮者に対し、住居確保給

付金の支給や緊急一時的な宿泊場所を提供
42,491

豊田地域医療センター運営費負担金
・新型コロナウイルス感染症の影響等による収入減に対し、運

営費負担金を増
560,000

医療従事者応援金負担金

・新型コロナウイルスに感染した患者を受け入れた医療機関へ

応援金を交付

・愛知県に対し市負担分を支出(1 / 3)

16,020

臨時特別水道事業補助金 ・水道料金（基本料金）を４か月分免除 800,000

中小企業等雇用調整補助金
・国の雇用調整助成金等の支給決定を受けた中小企業等に対し

て上乗せ補助
730,000

テレワーク導入支援補助金
・テレワーク導入に関する国の助成金等の支給決定を受けた事

業者に対して上乗せ補助
30,000

新型コロナウイルス感染症対策協力金

（定額）

・県の休業要請に協力した事業者に対して交付する協力金の対

象拡大に伴う増
510,000

中小企業者等支援補助金（定額）
・売上が減少し、かつ県の休業要請等に伴う協力金を受給して

いない中小企業者等に10万円の支援金を給付
700,000

ＷＥ　ＬＯＶＥとよた応援商品券事業費 ・市内中小店舗等で使用できるプレミアム付の商品券を発行 500,000

GIGAスクール構想推進事業費

・児童生徒1人1台の学習用タブレット端末整備について、緊急

時における家庭でのオンライン学習環境の整備のため、令和3

年度以降で予定していた小学1～3年生分を前倒しして整備

・その他遠隔学習用カメラ・マイク、モバイルルーター及び特

別支援学校児童生徒用入出力支援装置を整備

846,039

就学援助事業

・準要保護者等である小中学生の保護者に対し、WE LOVE とよ

た応援商品券

・ 1人1万2千円(2千円のプレミアム分含む）

31,556

事業名 内容 補正額

介護事業所等サービス継続支援費補助金
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響下であっても介護サー

ビスを継続提供するためのかかり増し経費（消耗品等）を補助
684

特別養護老人ホーム等施設整備費補助金

（定額）

・新型コロナウイルス感染拡大リスク低減のため、介護施設等

に簡易陰圧装置の設置費を補助
21,600

子育て支援センター・つどいの広場費
・新型コロナウイルス感染拡大防止のために購入するマスクや

消毒液等
8,500

新型コロナウイルス感染拡大防止対策補

助金

・私立こども園等が新型コロナウイルス感染拡大防止のために

購入するマスクや消毒液等の費用を補助
89,453

公立こども園（保育園）管理運営費
・新型コロナウイルス感染拡大防止のために購入するマスクや

消毒液等
44,711

ひとり親世帯臨時特別給付金給付費
・ひとり親世帯へ給付金を給付する事業費

・給付に係る人件費及び事務費
354,248

公立こども園（幼稚園）管理運営費
・新型コロナウイルス感染拡大防止のために購入するマスクや

消毒液等
7,681

［ 令和2年度4月補正予算の概要］

令和2年度補正予算（5月1日専決）の概要

［ 令和2年度6月補正予算の概要］

［ 令和2年度6月補正予算（追加議案）の概要］
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事業名 内容 補正額

日中一時支援等事業の体制強化等

事業費補助金

・日中一時支援事業所等の人件費や消毒等のかかり

増し経費を補助
1,099

サービス継続支援事業費補助金
・生活介護、児童発達支援など障がい福祉サービス

の提供体制確保のためのかかり増し経費を補助
2,087

テレワーク等導入支援事業費補助

金

・VRを活用したソーシャルスキルトレーニングシス

テムの導入経費補助
692

衛生管理体制確保支援等事業費補

助金
・マスクや消毒液、簡易陰圧装置等の費用を補助 75,000

ICT導入モデル事業費補助金
・ICT機器（タブレット端末、オンライン会議シス

テム）の導入費用を補助
3,054

ロボット等導入支援事業費補助金 ・施設現場へ介護ロボット等を導入する費用を補助 304

就労系障がい福祉サービス等機能

強化事業費補助金（定額）

・継続して生産活動を実施するために必要な経費を

補助
1,000

訪問入浴サービス等体制強化事業

費補助金

・訪問入浴等事業の人件費や消毒等のかかり増し経

費を補助
2,826

放課後等デイサービス支援等事業

費補助金

・利用増加に伴う保護者負担分かかり増し経費を補

助
8,171

放課後等デイサービス費
・臨時休校によりサービス利用が増加したかかり増

し経費を補助
5,722

感染症対策支援費
・新型コロナウイルス感染拡大防止のためマスクや

消毒液等を購入
4,140

学校再開支援費
・感染拡大防止のためマスクや消毒液等の経費を各

学校に配分
151,500

事業名 内容 補正額

妊婦のPCR検査費補助金（定額） ・妊婦が行うPCR検査費用を補助 37,800

事業名 内容 補正額

新型コロナウイルス関連　事業中

止に伴う減額

・給食協会委託費等の減▲173,078

・東京オリンピック・パラリンピック関連事業開催

費▲97,790

・議会活動費▲20,160

・他14事業

▲534,937

地域交通推進費
・新型コロナウイルスの影響で減少した運賃収入を

補填
4,007

生活困窮者自立支援費
・住居のない又は失うおそれのある困窮者に対し、

住居確保給付金を給付
113,098

基幹バス運行費
・新型コロナウイルスの影響で減少した運賃収入を

補填
71,135

事業名 内容 補正額

ひとり親世帯臨時特別給付金給付

費
・ひとり親世帯へ給付金を給付 117,323

事業名 内容 補正額

新型コロナウイルス関連事業中止

に伴う減額

・おいでんまつり開催負担金▲168,000

・世界ラリー選手権開催負担金▲ 37,000

・他2事業

▲230,000

　　　　　合計合計 50,462,676

［ 令和2年度9月補正予算の概要］

［ 令和2年度補正予算(12月14日専決）の概要］

［ 令和2年度12月補正予算の概要］

［ 令和2年度補正予算(7月27日専決）の概要］

［ 令和2年度補正予算(8月14日専決）の概要］

 
※減額補正は▲で表記し、合計は増額補正から減額補正を差し引いた数字を計上した。 
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第３ 専決処分 

１ 専決処分と予算の補正 

予算の補正は、議会の議決による場合と、専決処分による場合があることは既に述べ

た。 

地方自治法第１７９条は、議会において議決すべき事件又は決定すべき事件に関して、

必要な議決又は決定が得られない場合の補充的手段として、当該普通地方公共団体の長

に専決処分の権限を認めている。この場合普通地方公共団体の長は、次の会議において

これを議会に報告し、その承認を求めなければならない（同条第３項）。 

また、同法第１８０条は、議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により特に指

定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にすることができると

している。同条の専決処分をした首長は、これを議会に報告しなければならない（同条

第２項）。 

 

２ 議会の報告承認案件 

地方自治法第１７９条第１項本文は、次の①から④までの場合に、首長は、議会にお

いて議決すべき事件を処分することができる旨を規定している。 

 ① 議会が成立しないとき。 

 ② 同法第１１３条ただし書の場合においてなお会議を開くことができないとき。 

 ③ 普通地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に緊急を要するた

め議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めるとき。 

 ④ 議会において議決すべき事件を議決しないとき。 

議会において議決すべき事件には、同法第９６条第１項各号の事件が含まれ、同項第

２号の「予算を定めること」として予算の補正も専決処分することが可能である。 

令和２年度予算に関連しては、令和３年２月２日に繰越明許費の新規設定について、

同法第１７９条の専決処分により予算の補正がなされた例がある。ただし、これに対し

ては国の事業のスケジュールが変更となったため、予算の繰越しは行われなかった。 

 

３ 議会の報告案件 

市の議会では、市長において専決処分することを得る事項（昭和４０年６月２５日議

決）を議決し、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、市長の専決処分事項とし

て次の①から⑥までの事項を指定している。 

 ① 全額を負担金、補助金、交付金、寄附金等の特定財源をもってする補正予算（負担

付きのものを除く。）を定めること。 

 ② 地方債の額及び条件の変更に関すること。 

 ③ １件１００万円以下（損害賠償の額が１００万円を超える交通事故に係るものにあ

っては、自動車損害賠償責任保険契約、自動車保険普通保険契約又は自動車損害共済



２０ 

 

委託契約により支払われる保険金の額及びてん補額に免責金額を加えた額に相当する

額）の法律上の義務に属する損害賠償の額を定めること。 

 ④ 議会の議決のあった工事又は製造の請負契約について、１５００万円以下の変更を

すること。 

 ⑤ 市営住宅、新婚者住宅、特定公共賃貸住宅、地域定住化促進住宅及び小原活性化促

進住宅の家賃、共益費若しくは駐車場使用料の支払又はこれらの住宅（駐車場を含

む。）の明渡しに係る訴えの提起、和解及び調停に関すること。 

 ⑥ その目的の価額が５００万円以下の金銭債権に係る訴えの提起、和解及び調停（⑤

に規定するものを除く。）に関すること。 

  令和２年度には、同条に基づき【図表１－６】記載の専決処分がなされた。  
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【図表１－６】令和２年度専決案件一覧（地方自治法第１８０条） 

  

議会 専決日 題　　　　名 所管部局

令和２年５月 令和2年4月9日 工事請負契約の変更について 福祉部

令和２年５月 令和2年4月9日 訴えの提起について（学校給食費請求事件） 市民部

令和２年５月 令和2年4月14日 和解の成立について（市営住宅明渡等請求和解事件） 都市整備部

令和２年５月 令和2年5月1日 令和２年度豊田市一般会計補正予算 企画政策部

令和２年６月 令和2年5月18日 損害賠償額の決定について（こども園における保育中の物損事故） 子ども部

令和２年６月 令和2年5月19日 損害賠償額の決定について（工作物の管理瑕疵による傷害事故） 地域振興部

令和２年６月 令和2年5月20日 損害賠償額の決定について（施設の管理瑕疵による物損事故） 総務部

令和２年６月 令和2年5月21日 工事請負契約の変更について 建設部

令和２年６月 令和2年5月28日 工事請負契約の変更について 建設部

令和２年６月 令和2年5月28日 工事請負契約の変更について 建設部

令和２年６月 令和2年6月10日 訴えの提起について（市営住宅明渡等請求事件） 都市整備部

令和２年９月 令和2年6月26日 和解の成立について（学校給食費請求事件） 市民部

令和２年９月 令和2年7月8日 工事請負契約の変更について 建設部

令和２年９月 令和2年7月14日 工事請負契約の変更について 生涯活躍部

令和２年９月 令和2年7月27日 令和２年度豊田市一般会計補正予算 企画政策部

令和２年９月 令和2年7月30日 訴えの提起について（学校給食費請求事件） 市民部

令和２年９月 令和2年7月30日 訴えの提起について（不当利得返還金請求事件） 市民部

令和２年９月 令和2年8月6日 損害賠償額の決定について（公用車による交通事故） 産業部

令和２年９月 令和2年8月7日 工事請負契約の変更について 子ども部

令和２年９月 令和2年8月11日 損害賠償額の決定について（樹木の管理瑕疵による物損事故） 生涯活躍部

令和２年９月 令和2年8月14日 令和２年度豊田市一般会計補正予算 企画政策部

令和２年９月 令和2年8月28日 訴えの提起について（市営住宅明渡等請求事件） 都市整備部

令和２年９月 令和2年9月16日 和解の成立について（市営住宅明渡等請求和解事件） 都市整備部

令和２年９月 令和2年9月23日 令和２年度豊田市一般会計補正予算 企画政策部

令和２年１２月 令和2年10月1日 損害賠償額の決定について（公用車による物損事故） 環境部

令和２年１２月 令和2年10月8日 損害賠償額の決定について（小学校における物損事故） 教育部

令和２年１２月 令和2年10月9日 和解の成立について（学校給食費請求事件） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月6日 損害賠償額の決定について（公用車による交通事故） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月6日 損害賠償額の決定について（公用車による交通事故） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月9日 訴えの提起について（学校給食費請求事件） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月9日 訴えの提起について（学校給食費請求事件） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月9日 訴えの提起について（生活保護徴収金請求事件） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月9日 訴えの提起について（国民健康保険療養給付費返還請求事件） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月9日 訴えの提起について（地域定住化促進住宅家賃請求事件） 市民部

令和２年１２月 令和2年11月13日 令和２年度豊田市一般会計補正予算 企画政策部

令和２年１２月 令和2年11月13日 損害賠償額の決定について（緑地の管理瑕疵による物損事故） 都市整備部

令和２年１２月 令和2年11月24日 製造請負契約の変更について（都市計画道路高橋細谷線竜宮橋上部工製造） 建設部

令和２年１２月 令和2年11月25日 損害賠償額の決定について（市道の管理瑕疵による物損事故） 建設部

令和２年１２月 令和2年11月25日 損害賠償額の決定について（市道の管理瑕疵による物損事故） 建設部

令和２年１２月 令和2年11月25日 損害賠償額の決定について（市道の管理瑕疵による物損事故） 建設部

令和２年１２月 令和2年11月25日 損害賠償額の決定について（施設の管理瑕疵による物損事故） 都市整備部

令和２年１２月 令和2年12月14日 令和２年度豊田市一般会計補正予算 企画政策部

令和３年３月 令和3年1月15日 和解の成立について（市営住宅明渡等請求和解事件） 都市整備部

令和３年３月 令和3年2月2日 訴えの提起について（市営住宅明渡等請求事件） 都市整備部

令和３年３月 令和3年2月8日 工事請負契約の変更について（豊田市立朝日丘中学校校舎増築工事） 教育部

令和３年３月 令和3年2月8日 工事請負契約の変更について（豊田市立朝日丘中学校電気設備工事） 教育部

令和３年３月 令和3年2月9日 工事請負契約の変更について（（仮称）松平屋根付広場新設工事） 生涯活躍部

令和３年３月 令和3年2月25日 工事請負契約の変更について（花本産業団地拡張事業造成工事） 産業部

令和３年３月 令和3年3月3日 工事請負契約の変更について（東梅坪橋橋りょう耐震補強工事） 建設部



２２ 

 

第４ 繰越明許費 

地方自治法第２１３条は、歳出予算の経費のうちその性質上又は予算成立後の事由

に基づき年度内にその支出を終わらない見込みのあるものについては、予算の定める

ところにより、翌年度に繰り越して使用することができると規定し、この経費を繰越

明許費としている。継続費、事故繰越し等とともに、会計年度独立の原則の例外であ

る（前述第１の２⑷参照）。 

繰越明許費は、原則として補正予算の形で予算に現れてくる。当該事業の財源が確

保されているにもかかわらず、突発的な事故等によって翌年度にまたがるような事態

が生じた場合に、前年度の歳入歳出予算を補正減額したり不用額としたりして、翌年

度の歳入歳出予算を補正するといった手続によることなく、予算の繰越使用によって

事業の実施が翌年度にまたがることを認める制度である。 

令和２年度中の９月から３月にかけて繰越明許費として補正された予算（新型コロ

ナウイルス感染症の影響によるものとは限らない）の一覧は【図表１－７】のとおり、

合計７３億３７７０万円であった。市によると、このうち新型コロナウイルス感染症

の直接的な影響を受けたものは、中小企業等雇用調整補助事業５億円と、（仮）三河

豊田駅前地区優良建築物等整備事業８０２０万円であったが、間接的に影響を受けて

繰越明許費とされたものはより広範囲に及ぶとのことであった。 
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【図表１－７】令和２年度繰越明許費一覧 

事業名 金額（千円）

高齢者福祉施設非常用自家発電設備整備補助事業 5,300
中小企業等雇用調整補助事業 500,000
地積調査事業 74,800
路面舗装修繕事業 170,200
橋りょう定期点検事業 152,000
橋りょう修繕事業（日影歩道橋外２橋） 50,000
橋りょう修繕事業（足助記念橋） 42,200
市道新設事業（市道中垣内九久平１号線） 185,000
市道新設事業（市道藤岡北一色迫線外１路線） 6,900
市道改良事業（市道鍋田１号線外３路線） 14,000
市道改良事業（市道立岩平古線） 12,000
市道改良事業（市道松平足助線） 35,000
市道改良事業（市道三好岡崎線） 35,000
歩道設置事業（市道千足深田山線外２路線） 104,000
歩道設置事業（市道高嶺通学線） 60,000
洪水ハザードマップ作成事業 12,000
流域貯留施設整備事業（米田池） 63,000
公共施設管理者負担事業（土橋土地区画整理事業） 386,500
公共施設管理者負担事業（寺部土地区画整理事業） 141,100
公共施設管理者負担事業（花園土地区画整理事業） 558,500
街路建設事業（都市計画道路豊栄河合線） 230,000
名鉄三河線若林駅付近連続立体交差事業 726,000
特定道路改良促進事業（豊田南バイパス関連市道宮町本新線外１路線） 56,000
特定道路改良促進事業（豊田北バイパス関連市道若草４号線） 30,000
特定道路改良促進事業（豊田北バイパス関連市道扶桑１号線） 29,000
中央公園第二期整備用地調査事業 60,000
農業用送水管測量設計事業 24,300
（仮）三河豊田駅前地区優良建築物等整備事業 80,200
消防隊員用感染防止衣取得事業 15,200
足助消防署外構整備事業 50,000
笹戸詰所格納庫整備事業 52,000
保全改修・トイレ再整備事業(根川小学校外１１校） 1,396,400
バリアフリー化整備事業（市木小学校外２校） 243,800
屋外遊具整備事業(野見小学校外１２校） 210,000
保全改修・トイレ再整備事業(猿投台中学校外５校） 1,122,100
とよた科学体験館プラネタリウム改修事業 312,000
旧鈴木家住宅給水工事負担事業 1,200
柳川瀬公園マレットゴルフ場トイレ増築事業 10,000
藤岡体育センター浄化槽改築事業 24,300
緑の公園ネット設置事業 2,500
農業施設災害復旧事業 47,200
土木施設災害復旧事業 8,000

合　　計 7,337,700
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第５ 予算の流用 

１ 意義 

  予算の流用の意義については、歳出予算の各項の経費の金額の流用に関連して予算の

箇所（第２章第１の８）で説明したとおりである。 

地方自治法第２１５条第７号は、歳出予算の各項の経費の金額の流用を予算として定

めるべき旨を規定しながら、同法第２２０条第２項は、「歳出予算の経費の金額は、各

款の間又は各項の間において相互にこれを流用することができない。ただし、歳出予算

の各項の経費の金額は、予算の執行上必要がある場合に限り、予算の定めるところによ

り、これを流用することができる。」としているため、各款の間での流用は禁止されて

おり、各項の間の流用は、予算の定める限度で可能である。一方、各目節間、細節間、

事業間の流用は禁止されていない。ただし、人件費と物件費の相互流用及び食糧費に対

しての流用は豊田市予算決算会計規則第１７条第１項ただし書で禁止されている（後

述）。 

不測の事態に対処するための予算執行の現実的な方法としては、当初予算の範囲内で

行う流用がまず考えられる。 

 

２ 予算の流用手続 

 ⑴ 予算の定め 

   同一款内での各項間の経費を流用するには、予算の定めが必要である。一般会計に

おける項間流用に関する予算書の記載例は次のとおりである（再掲）。 

 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共

済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各

項の間の流用とする。 

 

 ⑵ 豊田市予算決算会計規則の手続 

   豊田市予算決算会計規則では、歳出予算の各項、各目、各節及び各細節間の流用が

必要な場合は、副部長が予算更正伺書を財政課長に提出する必要がある。この場合で

も、人件費と物件費の相互流用及び食糧費に対しての流用は同規則により禁止されて

いることは既に指摘した。 

市によると、各副部長から財政課に提出される予算更正伺書の提出件数は、令和２

年度には、予備費充用案件（後述）も含めると２０００件程度に及び、いずれも紙媒

体で管理しているとのことである。 
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  豊田市予算決算会計規則 

（歳出予算の流用） 

第１７条 各部等の副部長は、歳出予算の各項、各目、各節及び各細節間の流用を必要

とする場合は、予算更正伺書を財政担当課長に提出しなければならない。ただし、人

件費と物件費の相互流用及び食糧費に対しての流用をしてはならない。 

２ 財政担当課長は、前項の規定に基づいて提出された予算更正伺書を審査し、意見を

付して、財政担当専門監の決定を求めるものとする。 

３ 財政担当課長は、財政担当専門監が歳出予算の流用を決定したときは、直ちに各部

等の副部長及び会計管理者に通知しなければならない。 

４ 前条の規定に基づく歳出予算の配当は、前項の流用決定により変更されたものとみ

なす。 

（節の新設） 

第１８条 各部等の副部長は、歳入歳出予算に新たに節を設ける必要があるときは、そ

の理由を明らかにして予算更正伺書を財政担当課長に提出しなければならない。 

２ 財政担当課長は、前項の規定に基づいて提出された予算更正伺書を審査し、意見を

付して、財政担当専門監の決定を求めるものとする。 

３ 財政担当課長は、財政担当専門監が予算の節の新設を決定したときは、直ちに各部

等の副部長及び会計管理者に通知しなければならない。 

(他経費への流用禁止) 

第２０条 第１７条の規定により流用した経費又は前条（略）の規定により充用した経

費は、更に他の経費に流用することができない。 

 

３ 予算流用の現状 

 ⑴ 予備調査の経緯  

予備調査の段階で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の予防に関連する予算更

正伺書の提出を求めたところ、財政課からは合計１３９件の予算更正伺書が提出され

た。そこには、次の４３課に係る予算更正伺書が含まれていた。 

情報戦略課、国際まちづくり推進課、秘書課、財政課、庶務課、法務課、人事課、

行政改革推進課、財産管理課、市民税課、資産税課、足助支所、稲武支所、小原支所、

上郷支所、下山支所、高岡支所、藤岡支所、防災対策課、市民活躍支援課、文化振興

課、生涯スポーツ推進課、文化財課、次世代育成課、子ども家庭課、保育課、地域包

括ケア企画課、総務監査課、福祉総合相談課、障がい福祉課、産業労働課、商業観光

課、交通政策課、幹線道路推進課、街路課、土木課、（消）総務課、警防救急課、（北）

管理課、学校教育課、青少年相談センター、学校づくり推進課、保健給食課 

 ⑵ 本調査の経緯 

予備調査の段階で提出された予算更正伺書のうち、流用（充用）の額が１００万円

以上のものを抽出すると、５５件であった。そこで、本調査に当たりこれらの課に流

用の一覧を改めて求めたところ、追加提出されたものも含めると、件数にして３７８

件、金額にして１１億２７００万円弱の流用額が報告された。そのうち新型コロナウ

イルス感染症の拡大防止に関連するものを抽出すると、【図表１－８】のとおり、２

億３７００万円余りであった。 
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【図表１－８】１００万円以上流用の一覧（新型コロナウイルス感染症の影響） （円） 

所管課 流用金額 説明
財産管理課 3,580,165 コロナ対策でアクリル板を購入するため

財産管理課 2,356,177 コロナによる空調稼働増により、光熱水費が不足するため

足助支所 3,594,833 指定管理料の一部経費の精算を行うため

市民活躍支援課 1,199,010 【交流館】使用料還付

市民活躍支援課 1,405,892 【地文】指定管理料精算

文化振興課 2,628,780 新型コロナウイルスの影響で施設使用料の還付を行う必要があるため

文化振興課 2,090,000 サーモグラフィー購入のため

文化振興課 2,090,000 サーモグラフィー購入のため

生涯スポーツ推進課 1,580,027 指定管理料の精算により実績額が当初予定額を上回ったため

生涯スポーツ推進課 2,379,482 指定管理料の精算により実績額が当初予定額を上回ったため

生涯スポーツ推進課 6,212,622 指定管理料の精算により実績額が当初予定額を上回ったため

次世代育成課 2,200,000 放課後児童クラブ用使い捨てマスク購入費

次世代育成課 1,947,000 放課後児童クラブにおける手指消毒用アルコール

次世代育成課 2,215,400 放課後児童クラブ用加湿空気清浄機購入のため

次世代育成課 4,500,000 コロナウイルス感染症対策により、会場変更費・会場設営費増加のため

次世代育成課 1,400,000 コロナウイルス感染症対策により、会場変更費・会場設営費増加のため

子ども家庭課 44,685,970 母子生活支援施設委託措置費

子ども家庭課 1,729,247 子育て世帯への臨時特別給付金のお知らせ郵便料支払

子ども家庭課 3,428,810 子育て世帯への臨時特別給付金（振込手数料、組戻手数料）

保育課 2,871,396 新型コロナウイルス感染症対策用消毒のため

保育課 23,634,614 新型コロナウイルス感染症対策用消毒のため

保育課 1,661,854 新型コロナウイルス感染症対策用空気清浄機購入のため

保育課 2,848,000 新型コロナウイルス感染症対策として給食費相当額等を助成するため

保育課 4,013,424 新型コロナウイルス感染症対策用消毒

保育課 1,200,000 感染予防費の購入が必要なため

障がい福祉課 1,400,300 食器消毒保管庫を購入するため

（消）総務課 11,012,155 新型コロナウイルス感染症第２波に備えた感染防護具等を購入するため

（消）総務課 14,625,600 保見出張所及び力石出張所の長寿命化を修繕で執行するため

（消）総務課 2,870,615 自動式心マッサージ器を藤岡小原分署に配備するため

（消）総務課 4,620,000 新型コロナウイルス感染症対策のため、救急車に間仕切りを設置するため

警防救急課 9,361,000 新型コロナウイルス感染症第２波に備えた感染防護具等を購入するため

警防救急課 4,620,000 新型コロナウイルス感染症対策のため、救急車に間仕切りを設置するため

学校教育課 13,953,652 修学旅行キャンセル料補助金

学校づくり推進課 1,093,707 消耗品費不足のため

学校づくり推進課 3,087,288 電話料金が不足するため

学校づくり推進課 2,516,350 コロナ感染予防用備品等購入のため

学校づくり推進課 2,649,462 新型コロナウイルス感染対策用消毒費等

学校づくり推進課 1,610,870 新型コロナウイルス感染症対策用消毒等のため

学校づくり推進課 3,526,940 新型コロナウイルス感染症対策用消毒等のため

保健給食課 3,019,366 コロナ対策の学校要望について、備品の購入が見込みより増えるため

保健給食課 5,770,634 新型コロナウイルス対策用備品購入のため

保健給食課 4,992,560 コロナ対策用備品購入のため

保健給食課 5,223,400 新型コロナウイルス感染症緊急対策用お米券配布のため

保健給食課 13,954,341 給食センター修繕のため

合計 237,360,943
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 ⑶ 監査の結果 

   個々の流用案件を監査した結果については第３章第２で詳細に述べるが、複数の事

業にまたがりうる問題点についてここに記載する。 

  ア 要綱に基づき予算を流用した場合は支出の法的根拠が薄弱である【添える意見】 

補助金交付の根拠規定を要綱に求め、財源を流用した場合、支出の法的根拠は極

めて薄弱であることに注意されたい。 

豊田市中小企業団体等事業費補助金交付要綱を改正し、新型コロナウイルス感染

対策事業補助金（第３章第２の７⑸参照）を新設した令和２年１１月１０日当時、

財源の手当があったとは考え難いことから、始めから流用を予定していたと考えら

れる。 

たしかに補助金の公益上の必要性は、補助金等ガイドラインに示している他、補

助金要綱の新規創設や改正に当たっては、緊急時を含めて補助金等適正化委員会に

付議することとし、さらには予算要求時や予算執行伺い決裁時にも、公益上の必要

性の有無の審査をしている。しかし、支出根拠を要綱で定めかつ予算を流用した場

合には、支出根拠の点でも予算審議の点でも、民主的な意思決定が一切なされてい

ないことに注意が必要である。合理的な行政運営を維持し高めるためには、民意に

晒されながら事業を実施に移すプロセスの合理性も重要であることに留意されたい。 

  イ 入札差金を流用する場合の問題点【添える意見】 

競争入札は、官公庁が契約者を決める最も基本的かつ原則的方法であり、複数の

者に入札書を提出させ、最も有利な条件の者を契約相手として選定する方法である。

地方自治法第２条第１４項が自治体に要請する経済性を実現するためである。 

落札額と予算額の差額である入札差金を流用する例がいくつか見られたが（【図

表１－９】参照）、緊急を要する案件に対して流用することは行政運営の柔軟性を

増すものであって否定し得ないものの、安易な流用が行われれば、経済性の要請か

ら安価な契約相手と契約を締結するべく入札を実施したにもかかわらず、民主的な

手続を経ないまま当初予算額と入札による成果である落札額の差額を費消すること

にもなりかねず、経済性に反する結果となりかねない。 

切迫した状況でない限り、補正予算で措置するのが望ましい。 

  ウ 不用額を流用する場合の問題点【添える意見】 

    様々な調整や交渉の結果、予算の執行額が減少したり、令和２年度は特に新型コ

ロナウイルス感染症の拡大の影響で事業が実施できなかった結果として執行額が減

少し、多額の不用額が生じた（【図表１－９】参照）。 

調整や交渉、不測の事態の結果、必要経費が減少して不用額が発生することは、

経済性が求める結果であり、これを安易に流用してしまえば、経済性に反する結果

となりかねない。 

切迫した状況でない限り、補正予算で措置するのが望ましい。  
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【図表１－９】入札差金や不要額を流用する例                （円） 

工事名等 事業名 流用額 流用元とした理由

越戸駅前広場 114,000,000
県との調整により、不用額が発生したた
め

内環状線建設費 72,000,000
関係自治区との調整の進捗により、執行
を見送ったため

豊田刈谷線 10,593,852
用地交渉の進捗により、執行を見送った
ため

豊田刈谷線 25,000,000 入札差金で不用額が発生したため

東海環状自動車道関連公共
施設整備費

4,500,000
新型コロナの影響により、執行を見送っ
たため

国道１５５号（豊田南バイ
パス）関連整備費

3,410,000
用地交渉の進捗により、執行を見送った
ため

国道１５５号（豊田南バイ
パス）関連整備費

36,000,000
バイパスとの工事調整により、一部の執
行を見送ったため

特定道路調査費 3,838,600
新型コロナの影響により、執行を見送っ
たため

国道１５５号（豊田南バイ
パス）関連整備費

1,130,800 支障移転が不用となったため

国道１５３号（豊田北バイ
パス）関連整備費

3,245,080
バイパスの計画変更により、執行を見
送ったため

国道１５３号（豊田北バイ
パス）関連整備費

429,982 契約差金で不用額が発生したため

物件移転補償（配水
管移設）

国道１５３号（豊田北バイ
パス）関連整備費

5,005,670
バイパスの計画変更により、執行を見
送ったため

名鉄三河線若林駅付近連続
立体交差事業 事業損失防止
調査業務委託（その２）

名鉄三河線若林駅付近連続
立体交差事業

10,000,000 入札差金で不用額が発生したため

名鉄三河線若林駅付近連続
立体交差事業

5,000,000
仮線路工事の進捗に伴い、支障移転の執
行を見送ったため

名鉄三河線若林駅付近連続
立体交差事業

10,000,000 入札差金で不用額が発生したため

令和2年度　第一東
海自動車道豊田上郷
スマートインター
チェンジの工事等の
実施に関する年度協
定

物件移転補償（ガス
管移設）

名鉄三河線若林駅付
近連続立体交差事業
桁下防護詳細設計委
託

幹線道
路推進

課

街路課

 

 

第６ 予備費の充用 

１ 意義 

地方自治法第２１７条第１項本文は、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、

歳入歳出予算に予備費を計上しなければならないとしている。この計上は、一般会計で

は義務的、特別会計では任意的である。 

予算の過不足は補正予算で対応するのが通常であるが、議会を招集するまでもないよ

うな軽微なものや予算の不足に対しては、予備費を設けて措置できるようにするもので

ある。ただし、同条第２項は、議会が否決した費途に充てることはできないとしている。 



２９ 

 

令和２年度の市の予備費は、当初２億円であったが、予算の補正により５億円が追加

され、合計７億円であった。その執行状況は【図表１－１０】のとおりである。 

 

２ 充用の手続 

 ⑴ 予備費充用の費途 

地方自治法第２１７条第１項本文の「予算外の支出」とは、予算に計上されておら

ず予見できないものであったが支出不可避なものをいう。また、「予算超過の支出」

とは、予算計上の金額では不足する場合の支出である（これらの支出を総称して「充

用」という）。ただし、議会の否決した費途に充てることは同条第２項で禁止されて

いる。また、支出が繰越となる経費に充てることはできず、一旦充用したあとは繰り

戻すこともできないと解されている（松本英昭著 逐条地方自治法第９次改訂版７９

９頁）。 

⑵ 予備費充用の措置 

予備費の充用に当たっては、議会の議決を必要とせず、首長の権限で行うことが可

能であるが、予備費から直接支出するのではなく、予備費を支出科目に充てて（充

用）、支出する。すなわち、充用には、既存科目の予算残高を増額したり（一部充用

の場合）、新たに支出科目を設けて予算額の欄に記入したり（全部充用の場合）する

などの措置が必要である。 

 

  豊田市予算決算会計規則 

（節の新設） 

第１８条 各部等の副部長は、歳入歳出予算に新たに節を設ける必要があるときは、そ

の理由を明らかにして予算更正伺書を財政担当課長に提出しなければならない。 

２ 財政担当課長は、前項の規定に基づいて提出された予算更正伺書を審査し、意見を

付して、財政担当専門監の決定を求めるものとする。 

３ 財政担当課長は、財政担当専門監が予算の節の新設を決定したときは、直ちに各部

等の副部長及び会計管理者に通知しなければならない。 

（予備費の充用） 

第１９条 各部等の副部長は、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、予備費

の充用を必要とするときは、予算更正伺書を財政担当課長に提出しなければならな

い。 

２ 財政担当課長は、前項の規定に基づいて提出された予算更正伺書を審査し、意見を

付して財政担当専門監の決定を求めるものとする。 

３ 財政担当課長は、財政担当専門監が予備費の充用を決定したときは、直ちに各部等

の副部長及び会計管理者に通知しなければならない。 

４ 前項の規定により、予備費の充用が決定したときは、歳出予算の追加配当があった

ものとみなす。 

（他経費への流用禁止） 

第２０条 第１７条の規定により流用した経費又は前条の規定により充用した経費は、

更に他の経費に流用することができない。 
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【図表１－１０】予備費の予算執行一覧 

当初予算 200,000,000
補正額 500,000,000
補正後額 700,000,000

課ｺｰﾄﾞ 所属名 内容 充用額（円） 区分

AB02 人事課 マスク購入 550,000 コロナ対策

AB09 行政改革推進課
新型コロナウイルス最前線応援事
業費

11,400,000 コロナ対策

AG02 商業観光課
豊田市中小企業者等支援金の申請
受付業務委託

6,048,900 コロナ対策

AG02 商業観光課 事業者への協力金 93,650,000 コロナ対策

AG11 産業労働課 助成金申請支援報償費 2,785,000 コロナ対策

AU14 防災対策課
避難所用コロナ対策備蓄物資の整
備

32,460,881 コロナ対策

AX05 障がい福祉課
障がい者施設等職員に対する抗原
検査

1,539,318 コロナ対策

AX07 介護保険課
高齢者施設等職員に対する抗原検
査

12,593,922 コロナ対策

AX41
特別定額給付金
推進室

新生児特別定額給付金事業 65,577,000 コロナ対策

AY02 保健衛生課 検査用医薬材料費 8,791,992 コロナ対策

AY02 保健衛生課 PCR検査装置、核酸自動抽出装置 15,005,198 コロナ対策

AY02 保健衛生課 検査室備品（ワゴン等） 466,400 コロナ対策

AY03 感染症予防課
患者移設用車両購入（2台）自賠
責保険料

59,040 コロナ対策

AY03 感染症予防課 患者移設用車両購入（2台） 7,475,303 コロナ対策

AY03 感染症予防課
患者移設用車両購入（2台）重量
税

22,400 コロナ対策

BA05 警防救急課 感染防護具等の購入費 1,651,155 コロナ対策

AG04 農地整備課 災害復旧 40,000,000 災害対応

AH09 道路維持課 災害復旧 1,790,000 災害対応

AH09 道路維持課 災害復旧 2,000,000 災害対応

AH09 道路維持課 災害復旧 2,317,520 災害対応

AH11 土木課 災害復旧 18,020,000 災害対応

AH17 地域建設課 災害復旧 15,164,120 災害対応

AH17 地域建設課 道路橋りょう雪氷対策 19,031,880 災害対応

AH17 地域建設課 災害復旧 7,304,000 災害対応

AH17 地域建設課 災害復旧 53,000,000 災害対応

AW04
生涯スポーツ推
進課

都市対抗野球大会応援費 2,244,570 その他

AY02 保健衛生課
動物愛護寄附金の使途としてのワ
クチン接種費

589,501 その他

421,538,100

278,461,900

合　計

残　額
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第７ 財政調整基金 

１ 基金一般について 

⑴ 基金とは 

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を

運用するためのものをいう。地方自治法第２４１条第１項は、普通地方公共団体は、

条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又

は定額の資金を運用するための基金を設けることができるとしている。市においても、

豊田市基金条例に基づき、基金を設置している。 

 ⑵ 基金の種類 

基金の種類には、資金積立基金（特定の目的の事業の財源として支出するための基

金）、財産維持基金（運用益等を事業の財源に活用するための基金）、資金運用基金

（特定の目的の事業のための資金の貸し付け、財産の取得を実施するための基金）が

ある。 

 ⑶ 基金の残高 

   平成２８年度末から令和２年度末までの種類別の基金残高（一般会計分）と、この

間の積立額と取崩額（一般会計への繰入額）の推移は、【図表１－１１】のとおりで

ある。令和２年度末の合計額は、令和元年度末の合計額と比較して９１億９１１１万

円の減額となった。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応するため、財政調整

基金（市財政の各年度間における財政調整に資することを設置目的とする基金）を８

４億円弱、保健医療福祉基金（保健医療福祉事業の推進を図ることを設置目的とする

基金）を６０億円取り崩したことも影響していると思われるが、そればかりではなく

幹線道路建設基金（都市計画道路その他の幹線道路の建設のための基金）を１５億円、

教育施設整備基金（教育施設整備のための基金）を１２億円取り崩した影響もある。 

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は様々な予算の増減に影響し、その結果が

基金の残高にも影響している。市によると、例えば３月補正予算のうち歳出補正だけ

でも、一般会計の細節ベースで２４００件あり、歳入の増減にも新型コロナウイルス

感染症は影響しており、これらについて新型コロナウイルス感染症がどのように影響

したかを分析することは困難であるとのことであった。 
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【図表１－１１】各種基金残高の推移 
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 ⑷ 基金の運用益 

   令和２年度の基金別運用益は、【図表１－１２】のとおりである。また、運用益の

合計額の推移は、【図表１－１３】のとおりである。 

 

【図表１－１２】令和２年度基金別運用益集計                （円） 

基　金　名 証書名義 集計
豊田市クリエイティブ基金 財産維持 34,959
豊田市スポーツ振興基金 財産維持 8,152
豊田市ふるさと・水と土保全基金 資金積立 102,473
豊田市ものづくり未来創造基金 資金積立 141,167
豊田市幹線道路建設基金 資金積立 4,205,194
豊田市教育施設整備基金 資金積立 9,678,119
豊田市減債基金 資金積立 2,398,088
豊田市交通安全基金 財産維持 216,024
豊田市公共施設安全安心基金 資金積立 7,671,642
豊田市財政調整基金 資金積立 34,073,090
豊田市産業振興基金 産業振興 1,804,618
豊田市社会福祉基金 財産維持 836,613
豊田市奨学基金 財産維持 257,224
豊田市森づくり基金 資金積立 1,712,136
豊田市青少年ものづくり基金 資金積立 83,747
豊田市青少年活動施設整備基金 資金積立 381,107
豊田市青少年健全育成基金 財産維持 98,908
豊田市総合運動公園建設基金 資金積立 302,465
豊田市足助観光施設整備基金 資金積立 484,345
豊田市地域づくり振興基金 資金積立 1,669,643
豊田市低炭素社会推進基金 資金積立 1,193,757
豊田市都市高速鉄道整備基金 資金積立 5,444,520
豊田市都心環境計画推進基金 資金積立 1,705,315
豊田市都心整備基金 都心整備 1,988,883
豊田市土地開発基金 土地開発 7,585,264
豊田市保健医療福祉基金 資金積立 18,122,976
豊田市民芸・猿投古窯基金 財産維持 68,212
豊田市矢並小学校教育振興基金 財産維持 31,429
豊田市緑の推進基金 資金積立 489,498
総計 102,789,568  

 

【図表１－１３】基金運用益の推移                     （円） 

年度 平成２８ 平成２９ 平成３０ 令和１ 令和２

合計額 120,911,888 49,833,649 76,269,215 87,367,952 102,789,568
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２ 財政調整基金 

豊田市財政調整基金は、前述のとおり市財政の各年度間における財政調整に資するこ

とを設置目的とする基金であり、①歳入歳出予算に定める金額、②毎会計年度における

決算剰余金のうち市長が定める金額、③この基金の運用から生ずる収益金を積立額とす

る。一方、処分の目的は、①経済事情の著しい変動等により財源が著しく不足する場合

において当該不足額を埋める財源に充てるため、②災害により生じた経費の財源又は災

害により生じた減収を埋める財源に充てるため、③緊急に実施することが必要となった

大規模な土木その他の建設事業の経費その他必要やむを得ない理由により生じた経費の

財源に充てるためとされている（豊田市基金条例）。 

令和２年度は、市税の減額見込みへの対応や新型コロナウイルス感染症の感染拡大を

防止するために生じた経費等の財源とするために、８３億９０００万円余りの取崩しを

行ったが、令和元年度の所得に課税された法人市民税の税収が想定よりも堅調であった

こと等により、７６億９０００万円余りを積み立てた結果、令和２年度末の基金残高は

７億円の減少に留まり、３６４億円であった（【図表１－１４】参照）。 

また、直近１０年間の財政調整基金残高の推移は【図表１－１５】のとおりであった。 

 

【図表１－１４】財政調整基金の令和２年度の積立額と取崩額        （千円） 

積立 取崩

財政調整基金 37,100,000 7,690,554 8,390,554 36,400,000

区分
令和２年度増減 令和２年度末

残高
令和元年度末

残高

 

 

【図表１－１５】財政調整基金残高の推移  （千円） 

年度末残高
２３年度 2011 18,700,000
２４年度 2012 14,300,000
２５年度 2013 11,300,000
２６年度 2014 24,200,000
２７年度 2015 31,000,000
２８年度 2016 39,000,000
２９年度 2017 32,500,000
３０年度 2018 33,100,000
元年度 2019 37,100,000
２年度 2020 36,400,000

年度
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第８ 契約等と不測の事態 

１ 不測の事態における契約事務処理 

  令和２年度には、新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するために、様々なイベン

トが中止や延期とされ、施設が閉鎖された。公の施設を休館とした際の事務処理につい

ては、行政改革推進課から指定管理者制度の運営方法を中心に各種通知が発出されるな

ど、ある程度統一的な指針が示され、概ねそれに沿った事務処理がなされたこともあり、

この点は第９において概説する。 

これに対し、指定管理者制度の適用がない契約や負担金協定等（以下「契約等」とい

う）の処理に当たっては、新型コロナウイルス感染症拡大とその防止策が契約関係に与

えた影響は一様ではなく、事務処理のあり方も千差万別であった。多くは契約内容の変

更で処理されたが、契約の解消に至った例もある。そこで、令和２年度中に契約したに

もかかわらず、契約変更や契約の解消（以下総称して「契約の中断等」という）に至っ

た【図表１－１６】記載の契約について、その事務処理について監査した。 

個別の監査結果については、第３章第３において詳述するが、ここでは複数の契約に

またがる事項について記載する。 
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【図表１－１６】契約変更、中断等があった契約一覧          （円） 
番

号
契約名 相手方 担当所属

契約金額

（当初）

中断等の事

由

契約金額

（変更後）

1
リサイクルステーション資源収集運搬

業務委託
豊田環境事業協同組合 ごみ減量推進課 40,321,600 39,961,099

2
リサイクルステーション古紙等資源回

収業務委託
豊田リサイクル協同組合 ごみ減量推進課 19,296,200 18,548,347

3 植物性廃食油収集運搬業務委託 ホーメックス株式会社 ごみ減量推進課 960,960 926,909

4 リサイクルステーション管理等委託
（公社）豊田市シルバー

人材センター
ごみ減量推進課 90,676,083 84,072,260

5 リユース工房補修等業務委託
（公社）豊田市シルバー

人材センター
ごみ減量推進課 1,867,287 1,601,996

6 リユース工房管理等業務委託
（特）とよたエコ人プロ

ジェクト
ごみ減量推進課 2,310,000 1,976,558

7 環境学習施設等送迎バス（１） (株)森龍観光サービス 環境政策課 370,700

8 環境学習施設等送迎バス（２） (株)森龍観光サービス 環境政策課 376,420
新型コロナウイル

ス感染対策による

変更

399,520

9 環境学習施設等送迎バス（３） (株)森龍観光サービス 環境政策課 372,900 247,500

10 環境学習施設等送迎バス（４） (株)森龍観光サービス 環境政策課 301,400 401,940

11 環境学習施設等送迎バス（５） (株)森龍観光サービス 環境政策課 365,200
新型コロナウイル

ス感染対策による

変更

447,700

12 環境学習施設等送迎バス（６） (株)森龍観光サービス 環境政策課 369,600 333,080

13 学習用バス借入（則定） (株)森龍観光サービス 環境政策課 34,100 0

14
学習用バス借入（9/8～10/21 矢並

等）
名鉄観光サービス(株) 環境政策課 328,900 223,300

15 学習用バス借入（矢並） (有)ＫＲＢ観光バス 環境政策課 55,000 0

16 矢並湿地一般公開借入 (有)ＫＲＢ観光バス 環境政策課 529,100 471,350

17 喫煙所空気清浄機保守点検業務委託 広中電気（株） 清掃業務課 178,200

18
旭高原少年自然の家野外学習送迎バス

借入
（株）森龍観光サービス 学校教育課 549,780 0

19
豊田市総合野外センター野外学習送迎

バス借入
（株）森龍観光サービス 学校教育課 8,732,130 30,580

20 施設見学学習バス借入 名鉄観光サービス（株） 学校教育課 7,277,600
コロナ感染予防の

ために公共施設見

学を中止したため

2,675,200

21 プール用殺菌消毒剤（液体） 昭和堂薬局 保健給食課 1,134,000 0

22 プール用凝集剤 清化工業（株） 保健給食課 913,000 0

23 プール用殺菌消毒剤（顆粒） 昭和堂薬局 保健給食課 2,756,600 0

24
学校給食配送等業務委託【その１】

（豊田市中部給食センター及び１民間

会社）

日本通運（株） 保健給食課 386,163,752 386,149,940

25
学校給食配送等業務委託【その２】

（豊田市平和給食センター）
日本通運（株） 保健給食課 289,620,073 289,538,600

26
学校給食配送等業務委託【その４】

（豊田市南部給食センター）
希望運輸（株） 保健給食課 237,552,000 237,397,801

27
足助給食センター学校給食配送等業務

委託
トヨタ生活（同） 保健給食課 93,500,000 93,500,000

28 旭中学校給食配送等業務委託 トヨタ生活（同） 保健給食課 21,987,812 21,958,561

29
学校給食用飲用牛乳紙パック（一般廃

棄物）収集運搬業務委託（単価契約）
巴運輸（株） 保健給食課 4,180 0

30
給食調理等及び給食用物資調達業務委

託

（公財）豊田市学校給食

協会
保健給食課 2,733,924,137 2,535,397,820

31
稲武給食センター一般廃棄物処理業務

委託
（有）ヤハギエコノス 保健給食課 547,470

臨時休校により給

食業務が中止と

なったため（4･5

月）

458,134

32
豊田市東部給食センター改築整備運営

事業

（株）豊田東部スクール

ランチサービス
保健給食課 10,112,863,726 10,112,863,726

33
豊田市北部給食センター改築整備運営

事業

（株）豊田北部スクール

ランチサービス
保健給食課 9,711,317,873 9,711,317,873

34
市制70周年記念ロゴマーク応募作品展

覧会実施業務委託
豊田共栄サービス(株) 経営戦略課 291,500

新型コロナウイル

ス感染拡大防止
134,970

新型コロナウイル

スの影響による臨

時休校

新型コロナウイル

ス感染症の影響に

よる、施設見学の

中止等

新型コロナウイル

ス感染症の影響に

よる、施設見学の

中止等

新型コロナウィルスに関する非常事態宣言を

受けて喫煙所を閉鎖したことにより、全ての

点検時期を２か月延期したため

コロナ感染予防の

ために野外学習を

中止したため

新型コロナウイル

ス感染拡大防止の

ための学校プール

中止

新型コロナウイル

スの影響による臨

時休校

新型コロナウイルス感染症の影響による、施

設見学の中止

緊急事態宣言期間

中リサイクルス

テーションを閉鎖

したため

緊急事態宣言期間

中リユース工房を

閉鎖したため

新型コロナウイル

スの影響による臨

時休校

 



３７ 

 

番

号
契約名 相手方 担当所属
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（当初）

中断等
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35
逢妻子どもの居場所づくり事業業務委

託

（特）あいちNPO市民

ネットワークセンター
次世代育成課 11,925,474 9,717,898

36
稲武地区子どもの居場所づくり事業業

務委託

（公社）豊田市シルバー

人材センター
次世代育成課 1,803,833 1,784,758

37
浄水北小学校子どもの居場所づくり事

業業務委託

浄水北小学校地域学校共

働本部
次世代育成課 887,700 720,775

38
浄水小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

浄水小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 849,750 726,000

39
追分小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

追分小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 421,300 354,750

40
土橋小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

土橋小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 1,137,400

41
平井小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

平井小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 1,171,500

42
青木小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

青木小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 856,350

43
野見小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

野見小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 1,125,300

44
広川台小学校子どもの居場所づくり事

業業務委託

広川台小学校地域学校共

働本部
次世代育成課 1,091,200

45
東山小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

東山小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 1,112,100

46
井上小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

井上小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 985,050

47
若林西小学校子どもの居場所づくり事

業業務委託

若林西小学校地域学校共

働本部
次世代育成課 958,650

48
四郷小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

四郷小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 235,400

49
畝部小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

畝部小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 905,300

50
中金小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

中金小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 259,050

51
西保見小学校子どもの居場所づくり事

業業務委託

西保見小学校地域学校共

働本部
次世代育成課 118,250 75,680

52
矢並小学校子どもの居場所づくり事業

業務委託

矢並小学校地域学校共働

本部
次世代育成課 315,700 契約金額に変更なし

53
岩滝町自治区地域子どもの居場所づく

り事業業務委託
岩滝子供見守り隊 次世代育成課 251,200 200,000

54
豊南地区地域子どもの居場所づくり事

業業務委託

豊南地区子どものスペー

スウィンドミル
次世代育成課 250,500 200,711

55
豊松自治区地域子どもの居場所づくり

事業業務委託
豊松っ子わんぱーく 次世代育成課 266,500 契約金額に変更なし

56
丸山自治区地域子どもの居場所づくり

事業業務委託

丸山まちづくり協議会丸

山わくわくこどもクラブ
次世代育成課 417,346 357,346

57
外根自治区地域子どもの居場所づくり

事業業務委託
外根子供大きく育て隊 次世代育成課 259,000 228,500

58
平戸橋二区自治区地域子どもの居場所

づくり事業業務委託

平戸橋二区ふれあいクラ

ブ
次世代育成課 179,500 契約金額に変更なし

59
藤岡南地区地域子どもの居場所づくり

事業業務委託
ふじなんキッズ 次世代育成課 273,000 106,508

60
京町自治区地域子どもの居場所づくり

事業業務委託
京町子どもひろば 次世代育成課 87,300 0

61
公営美和自治区地域子どもの居場所づ

くり事業業務委託委
キッズクラブレインボー 次世代育成課 142,000 123,745

62
枝下町自治区地域子どもの居場所づく

り事業業務委託委
枝下わいわいクラブ 次世代育成課 152,500 38,575

63
豊田市放課後児童健全育成事業　南東

部ブロック運営業務委託
ホーメックス（株） 次世代育成課 155,000,000 152,829,785

64
豊田市放課後児童健全育成事業　南西

部ブロック運営業務委託
（学）大和学園 次世代育成課 206,346,000 202,301,751

65
豊田市放課後児童健全育成事業　北東

部ブロック運営業務委託
（株）トライグループ 次世代育成課 110,355,100 109,785,766

66
豊田市放課後児童健全育成事業　中部

ブロック運営業務委託

（副）大和社会福祉事業

振興会
次世代育成課 212,000,000 210,651,470

67
豊田市放課後児童健全育成事業　西部

ブロック運営業務委託

（副）大和社会福祉事業

振興会
次世代育成課 141,500,000 140,823,233

68
豊田市放課後児童健全育成事業　地域

クラブ（朝日丘地区）運営業務委託

（一社）朝日丘コミュニ

ティクラブ
次世代育成課 66,800,000 66,173,466

69
豊田市放課後児童健全育成事業　地域

クラブ（浄水地区）運営業務委託

（一社）まごころスクー

ル
次世代育成課 53,300,000

70 豊田市女性しごとテラス運営業務委託 （株）パソナ 産業労働課 41,851,920
一部事業が実施困難と

なり、他事業に変更

71 若年者等就労支援業務委託
ヒューマンアカデミー

（株）
産業労働課 1,571,900

施設休館等に伴い当初

予定した時期での実施

困難

72 外国人就労支援業務委託 NPO法人トルシーダ 産業労働課 3,342,460
受講者の状況の変化

（就職先が決まらない

受講者の増加）

3,791,260

73
豊田市ものづくり創造拠点管理運営業

務委託

公益社団法人豊田市シル

バー人材センター
次世代産業課 7,315,895

新型コロナウイルス感

染症拡大に伴う緊急事

態宣言により、施設の

閉館やイベントの中止

7,167,633

新型コロナウイルス感

染拡大防止

新型コロナウイルス感

染により、学校の夏季

授業日が実施されたた

め

契約金額に変更

なし

契約金額に変更

なし
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74 人・農地プラン作成支援業務委託 （一社）地域問題研究所 農政課 6,600,000
新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止の

ため

3,861,838

75 法律相談業務 愛知県弁護士会 市民相談課 5,973,000
新型コロナウイルス感

染拡大防止
4,389,000

76
豊田市駅前イベント企画・運営業務委

託
㈱ＪＴＢ スポーツ戦略課 24,999,250 355,740

77 豊田市駅下装飾業務委託 ㈱クラチスタヂオ スポーツ戦略課 313,500 115,500

78
世界ラリー選手権ＰＲコーナー（ス

ポーツコーナー）制作業務委託
㈱クラチスタヂオ スポーツ戦略課 494,450 232,650

79 「夢の教室」in豊田業務委託
公益財団法人　日本サッ

カー協会

生涯スポーツ推進

課
8,140,239

新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため
1,551,089

80 公金警備輸送委託 日本通運（株） 美術館 880,000

81 ミュージアムショップ運営業務委託
株式会社マイブックサー

ビス
美術館 3,564,000

82 豊田市美術館清掃管理業務委託 （有）旭クリーナー 美術館 12,870,000

83 豊田市美術館常駐警備業務委託
（有）パトロールサービ

ス
美術館 30,250,000

84
豊田市美術館作品看視等会場運営業務

委託
（株）コングレ 美術館 104,164,500 108,372,771

85 豊田市美術館樹木管理業務委託 （有）丹羽造園 美術館 20,570,000

86
豊田市美術館設備運転及び保守点検業

務委託
昭和建物管理（株） 美術館 34,320,000

87 高性能感染防止衣上衣及びズボン ㈱名古屋医理科商会

警防救急課

（北）管理課

（中）管理課

（南）管理課

（足）管理課

15,176,942

88
複数単価契約（ディスポニトリル手袋

ほか）
協和医科機械株式会社 （北）管理課 4,931,036

COVID-19の影響による

供給及び価格が不安定

であるため

4,302,221

89 非常照明等電気設備修繕 宮田電工株式会社 （北）管理課 497,200
現地確認時に不良で

あった箇所が正常に作

動したため

485,100

90 ディスポマスクほか９品目 （株）名古屋医理科商会 （北）管理課 349,580
COVID-19の影響による

出荷＆物流遅延
326,260

91 少年消防クラブ防火防災体験ツアー
（株）ライフサービス東

海
予防課 53,900

92
市有バス運行管理業務委託（４～５

月）
（有）ＫＲＢ観光バス （総）庶務課 1,381,600 566,649

93
市有バス（ＦＣバス）運行管理業務委

託
豊栄交通(株) （総）庶務課 3,511,200 2,522,898

94
市有バス運行管理業務委託（４～５

月）
(株)西三交通 （総）庶務課 7,843,825 4,510,385

95 新規採用職員導入研修業務委託 （株）ウィル・シード 人事課 1,375,000

96 マンツーマン指導者研修委託 （株）ウィル・シード 人事課 1,273,250

97
ふるさとふれあいウォーキング「歩か

まい稲武」事業負担金

ふるさとふれあいウォー

キング実行委員会
稲武支所 1,439,000

新型コロナウイルス感

染拡大防止により

ウォーキングイベント

の開催を中止したため

455,360

98
ラリーイベント等を活用したまちづく

り事業負担金

特定非営利活動法人稲武

まちづくり協議会
稲武支所 6,188,000

新型コロナウイルス感

染拡大防止によるラ

リーイベントの中止に

伴う事業の規模を縮小

したため

2,700,000

99
稲武地区養蚕・製糸文化伝承事業負担

金

稲武地区養蚕・製糸文化

伝承事業実行委員会
稲武支所 4,700,000

新型コロナウイルス感

染拡大防止によ事業の

規模を縮小したため

2,656,800

100
豊田市防災まちづくり啓発推進業務委

託

公益社団法人愛知建築士

会
建築相談課 1,188,000

101
豊田市戦没者春のみたま祭式典祭壇等

設営委託
（株）モダン装美 総務監査課 2,079,000

新型コロナウイルス感

染拡大防止
88,008

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、

対面形式による啓発手法の見直しをしなければ

ならなくなった。（啓発手法を対面形式からポ

スティングに変更し委託を履行した）

世界ラリー選手権日本

大会の中止

市と契約当事者とで休

館期間中の対応を変更

した

当初の見込みよりも運

行回数及び給油量が大

幅に減少したため

世界的な物流の混乱により製品輸送が停滞し、

納期までに納入できなかったため

新型コロナウイルス感染拡大のため

新型コロナウイルス感染拡大防止

契約金額に変更

なし

契約金額に変更

なし

 
※表中の担当所属課名は、令和２年度現在のもの 
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２ 物品購入契約について 

 ⑴ 豊田市物品購入契約約款 

   市では、豊田市契約規則の様式第４号（その５）（第３３条関係）として、物品購

入契約書の書式を定め、豊田市物品購入契約約款を添付して契約するものとしている。

不測の事態に関係する条項としては、次のような条項が定められている。 

 

豊田市物品購入契約約款 

（物価変動等による契約金額の変更） 

第１１条 甲又は乙は、特別な要因により主要な材料の価格に著しい変動を生じ、又は

予定数量と納入数量が著しく異なることにより契約金額が不適当となったと認められ

るときは、契約金額の変更を請求することができる。 

（履行期限の延長） 

第１２条 乙は、天災地変その他やむを得ない理由により、契約の供給期限までに物品

を納入することができないときは、直ちに甲に通知し、その指示を受けなければなら

ない。 

 

 ⑵ 物品購入契約のうち単価契約において数量を０とする法律的な意味 

プール用殺菌消毒剤（液体又は顆粒）やプール用凝集剤の物品購入契約は単価契約

であり、市は、予定数量を０へ変更することにより購入を中止している。予定数量が

予定に過ぎないことからすれば、変更契約や契約解除をしないで数量変更で対応する

というのが誤りであったとまではいえない。しかし、市によると、契約書添付の仕様

書記載の量については、個別の発注行為（個別契約）を予定しておらず、契約書を交

わすことをもって個別の発注を兼ねた運用をしているということであるから、実質的

には、既に成立した個別の売買契約を解除したに等しい状態である。契約相手の立場

からすると、増えることは想定できても減ることは想定しにくいということである。

その上、数量を著しく減少する場合には、契約約款第１１条に基づいて契約変更する

ことにより、ある程度想定外の事態に対応できるものの、単価契約において数量を０

とする場合にはそのような手立てもない。 

 ⑶ 監査の結果 

  ア 物品購入契約にも市からの解除規定を設けることを検討されたい【意見】 

不要になった物品購入を継続する合理性はないが、契約相手にとって不意打ちに

ならないよう配慮する必要もある。そのためには、市が契約の拘束力からの解放を

求めることがありうることを示しておくことが望ましく、市からの解除通知による

解除規定を設けることも検討した方が良いと考えられる。このような任意解除権に

関する規定は、豊田市工事関係委託契約約款第１６条第１項、豊田市業務委託契約

約款第１４条第１項等に見られる。これらの規定は、請負の注文者による解除に関

する民法第６４１条、委任者による解除に関する民法第６５１条第１項に由来する

と考えられる。 
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なお、上記のような要請は単価契約において顕著であるが、総価契約においても

不要になった物品購入を継続する合理性がない点は同様である。 

  イ 任意解除に伴う損害賠償の規定を検討されたい【意見】 

売買契約を締結した場合、これを履行することによる売主の利益は法的保護に値

することが通常であり、市が一方的に解除するからには、契約相手（売主）に発生

する損害を、やむを得ない特別な事情がない限り、賠償する旨の規定を同時に設け

ることが望ましい。 

 

３ 賃貸借契約について 

 ⑴ 賃貸借契約約款 

市では、賃貸借契約書を締結する際には、豊田市物品賃貸借契約約款を定めてこれ

を添付の上で契約を締結している。そして、詳細については仕様書に定められている。

物品賃貸借契約は、基本的に目的物の引渡しと返還、そして賃料支払に関する契約で

ある。 

 

豊田市物品賃貸借契約約款 

（契約不適合責任） 

第４条 甲は、引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合し

ないものであるときは、乙に対し、目的物の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡

しによる履行の追完を請求することができる。 

２ 前項の場合において、乙は、甲に不相当な負担を課すものでないときは、甲が請求

した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間

内に履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求す

ることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることな

く、直ちに代金の減額を請求することができる。 

⑴ 履行の追完が不能であるとき。 

⑵ 乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

⑶ 目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行 し

なければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行の追完をし

ないでその時期を経過したとき。 

⑷ 前３号に掲げる場合のほか、甲がこの規定による催告をしても履行の追完がなされ

る見込みがないことが明らかであるとき。 

 

 ⑵ バス借入事業と物品賃貸借契約 

学校教育課が行う野外学習送迎バス借入事業（第３章第３の２３及び２４）、施設

見学学習送迎バス借入事業（第３章第３の２５）、環境政策課が行う環境学習施設見

学バス借入事業等では、令和２年度も入札により契約相手を選定し、賃貸借契約を締

結した。 

物品借入決定書の借入概要欄には、児童・生徒等を、指定場所から目的地までの区

間、送迎するための「バスの借入」と記載され、全行程分の総価契約とされている。 
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バスの借上料、燃料費、保険料、乗務員等諸経費及び公租公課も含めて、送迎に必

要な経費は契約相手の負担である。 

 ⑶ 不測の事態に関する規定 

令和２年度は、施設の閉館や行事の自粛等が原因で、契約変更又は解約をせざるを

得ない賃貸借契約が発生した。そこで、賃貸借契約約款及びその仕様書に、不測の事

態に対する対処方法がどのように記載されているかを確認する。 

車両の不具合に対しては、上記約款の契約不適合責任の問題であり、仕様書にも代

替車両の供給義務が記載されている。物品の借入契約であるため運行に支障のない車

両を供給する義務が契約相手に課されるのは当然であり、不測の事態に含める必要も

ない。 

事故や損害に関しては、環境学習施設見学バス借入事業の仕様書に「乙（契約相手）

が送迎実施中に生じた諸事故及び賠償等については、その内容等を速やかに甲（市）

へ報告するとともに、乙においてその一切の責任を負うものとする。」とされており、

原則として契約相手が一切の責任を負うとしている。 

自然災害等に関しては、約款にも記載がなく、環境学習施設見学バス借入事業の仕

様書に「送迎の実施にあたり、天災その他やむを得ない事情等により、到着・帰着予

定時間に遅れが生じた場合または運行不能となった場合には、乙はその責務を負わな

いものとする。」とされている。新型コロナウイルス感染症の拡大も、「天災その他や

むを得ない事情等」に含まれると解して差し支えない。 

しかし、この規定は送迎の遅れや運行不能の場合に関する規定であり、不測の事態

により送迎先である施設が閉館した場合まで想定されていない。よって、「本仕様書

に記載のない事項については、甲乙協議し決定する」との規定に基づいて協議するし

かない。また、送迎の遅れや運行不能であっても、乗客である児童・生徒に起因する

ものや、契約相手に帰責性のない事情に起因するもの、また、これらに起因する事故

や損害を、「乙が送迎実施中に生じた」から契約相手の責任とするのか、「天災その他

やむを得ない事情等」として市の責任となるのかは曖昧である。 

 ⑷ 監査の結果 

   バス借入事業はその他業務委託契約によるべきである【指摘】 

節別ハンドブック（令和２年４月１日版）では、労務管理が必要なバス運行はその

他委託料として、それ以外のバス借上料は備品使用料等として予算計上することとさ

れており、所管課も、市が保有するバスの運行を外部に委託する場合はその他業務委

託として、市が保有しないバスを借り上げる場合は物品賃貸借契約を締結して事業を

運営している。物品賃貸借契約は、契約目的に適合する物品を引き渡せば、基本的に

契約の本旨に基づく履行はなされたことになり、借主は賃料の支払義務を免れない。

目的地から送迎先まで乗客を送迎できるかは、借主の責任であると考えられがちであ

る。そのような賃貸借契約を前提に、不測の事態で送迎先の施設が閉館したなど予測
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し得なかった事態に遭遇して契約相手と協議する場合、借主の立場にある市は不利な

協議を強いられることになりかねない。仕様書によって取り繕うにも、⑶で前述した

ような限界がある。 

運転手は契約相手の職員又は契約相手の外注先職員等であり、市の職員ではないこ

とが前提となっている。そうであれば、バス借入事業の実質は、市の契約相手が用意

する運転手と車両によって、指定場所から送迎場所まで児童・生徒を送迎するという、

旅客運送業務の委託関係である。このような実体を法形式に適合させる必要がある。 

物品賃貸借契約のままでは、借り受けたバスは市の支配下にあり、これを運転する

運転手は市の指揮命令下にあるという疑念を抱かざるを得ない。また、市の支配下に

あるバスの乗客になった児童・生徒の安全に配慮する義務は一次的にも終局的にも市

が負担することになる。これを運送業務委託契約と位置づけてこそ、運転手の労務管

理は契約相手の責任であることが明確となり、乗客に対する安全配慮義務も一次的に

はバスを運行する契約相手の負担であることが明確になる。 

 

４ 不測の事態における契約からの解放 

 ⑴ 契約の拘束力 

契約が有効に締結されると、当事者はその契約内容に拘束され、その状態は契約書

に定められた終了事由によって解消されるか、当事者によって有効に消滅させられる

まで続くことになる。 

拘束される契約内容は契約毎に様々であるが、物品購入であれば目的物の所有権の

移転と代金支払義務、物品賃貸借であれば目的物の占有の移転と賃料支払義務そして

終了時の目的物の返還義務などの債権債務が発生し、個々の債権債務は履行される毎

に順次満足して消滅していく。全部の債権債務が円満に消滅すれば契約そのものも消

滅するように見えるが、契約の無効、取消又は解除によって原状に復する義務が発生

しない限りにおいて、契約の効力は引き続き維持される。 

 ⑵ 不測の事態と契約の拘束力 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のために、一部又は全部を中

止せざるを得ない事務事業が多数発生し、契約にも影響が出た。契約内容によっては、

当初予定した契約の拘束力をそのまま維持することで無意味又は有害な事象が発生し

た。その場合に、契約を維持したまま変更契約を締結する方法と、契約を合意解除す

る方法があり、実際にいずれの方法も採用されていた。そこで、それぞれにどのよう

な違いがあるか検討する。 

 ⑶ 契約の拘束力の全部又は一部から解放される方法 

ア 解除権の行使による一方的な契約の解消 

  民法第５４０条は、「契約又は法律の規定により当事者の一方が解除権を有する

ときは、その解除は、相手方に対する意思表示によってする」と規定している。そ
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して、解除の効果として「当事者の一方がその解除権を行使したときは、各当事者

は、その相手方を原状に復させる義務を負う」という原状回復義務が発生する（民

法第５４５条第１項）。 

一方的意思表示で契約を解消する権利である解除権にも、①契約に基づく解除権、

②法律の規定による解除権がある。 

  （ア）契約に基づく解除権 

    ① 任意解除権 

      理由なく解除権を定めるものである。売買契約については、手付（民法第５

５７条第１項）や買戻しの特約（民法第５７９条）があれば、解除権の行使の

ために理由は必要ない。 

豊田市工事請負契約約款第４３条第１項、豊田市工事関係委託契約約款第１

６条第１項、豊田市業務委託契約約款第１４条第１項、豊田市労働者派遣契約

約款第１４条第１項等には、業務が「完了するまでの間は（略）、この契約

（の全部又は一部）を解除することができる」と規定されている。後述の請負

契約、委任契約等の解除権に由来すると解されるが、市との契約が請負、委任

に当てはまらない無名契約であっても、これら約款が契約内容に取り込まれる

ことで任意解除権が発生する。 

    ② 解約予告 

      解約の申入れ後、一定期間を経過したときに契約が終了することを契約で定

めるもの。 

    ③ 暴力団排除条項に基づく解除権 

      契約相手が反社会的勢力と関係があると認められる場合に解除できる旨を契

約で定めるもの。 

④ チェンジ・オブ・コントロール条項 

契約相手である法人の支配権が移転等した場合に解除できる旨を契約で定め

るもの。 

⑤ その他の解除条項 

契約相手が、法令に定める基準に適合しなくなったときに解除することがで

きる旨を契約で定めるものもある（廃棄物処理法施行令第４条第８号参照）。 

⑥ その他 

  （イ）法令に基づく解除権 

① 債務不履行責任（民法第５４１、５４２条） 

  契約相手が、契約に違反した場合や履行不能の場合に発生する解除権。 

② 請負契約の解除権（同法第６４１条） 

請負人が仕事を完成しない間は、注文者は、いつでも損害を賠償して契約の

解除をすることができる。 
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③ 委任契約等の解除権（民法第６５１条第１項） 

委任契約の各当事者は、いつでもその解除をすることができる。 

    ④ その他 

      贈与契約（民法第５５０条）、消費貸借契約（民法第５８７条の２）、使用貸

借契約（民法第５９３条の２、５９８条）、賃貸借契約（民法第６０７、６１

０～６１３条）、雇用契約（民法第６２５～６２８条）、請負注文者の破産（民

法第６４２条）、寄託契約（民法第６５７条の２）、商法等には契約類型毎の解

除権が定められている。 

  （ウ）事情変更による解除権 

     契約にも法律にもよらない解除権の発生原因として、信義誠実の原則（民法第

１条第２項）に基づく事情変更の原則が主張されることがある。この原則が適用

されるためには、次のような要件を充たす必要があり、大審院時代の判例にこの

原則を適用したものがあるものの、肯定例はわずかである。 

① 契約後の特別な事情の発生により契約目的が達成できなくなったこと。 

② 事情変更が契約当時予見不可能であったこと。 

③ 事情変更の結果、もともとの契約の拘束力をそのまま承認することが信義則

に反する結果となること。 

  イ 合意解約による契約の解消 

    上記のような一方的な解除のほか、当事者が契約の解消を合意する方法もある。

これは新たな契約であり、損害賠償義務の存否や額、原状回復義務の存否などを同

時に合意することも可能である。変更契約の一種という捉え方も可能であるが、履

行義務の一部も残存しない点で変更契約とは異なる。 

不測の事態が発生し、契約書、契約約款、仕様書その他の契約書類にその事態を

想定する条項が存在しない場合は、双方協議して処理を定めることになる。また、

一方的な解除権の行使が可能な場合であっても、損害賠償額その他を協議して確定

するために、あえて合意解約によることも多い。 

  ウ 変更契約 

    契約内容の全部又は一部を当事者の合意により変更する契約である。変更されな

かった契約内容はなお効力を維持し続ける点で、解除や合意解約とは異なる。その

ため、工事関係委託契約や業務委託契約では、変更契約を締結して契約金額を減額

した場合には、変更後の委託料に見合う成果物の交付は受け付ける必要が残存する。 

 ⑷ 監査の結果 

  ア 契約の解消と損害賠償額の確定の活用【意見】 

豊田市戦没者春のみたま祭式典祭壇等設営委託では、式典の中止に伴う変更契約

に当たり、当初の見積になかった「祭壇用菊花手付金」の項目を追加し５万円（税

別）を加算し、「運搬・設営・撤去」の業務は行われなかったにもかかわらず、当
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初５４万円（税別）の見積のところ３万２０４０円（税別）を残して積算した。

「運搬・設営・撤去」の業務の存否にかかわらず、３万３０００円に相当する事務

経費や手付金５万５０００円に相当する業務が発生するのであれば、当初からこれ

を見積もり、積算根拠とする必要があったと考えられるが、そもそも、事務経費及

び手付金の合計８万８００８円は、実際にかかった費用（実被害額）に関する参考

見積書として契約相手から徴収した資料を根拠に算定しており、豊田市業務委託契

約約款第１４条第２項の損害に相当する金額と考えられる。そうであれば、同条第

１項に基づき契約を解除するか、契約を合意により解約の上、損害額の確定を内容

とする合意書を締結するのが妥当であった。 

豊田市駅下装飾業務委託においても同様の問題が見られた。 

不測の事態下においては、任意解約の方法を選択しつつ、契約相手に生じる損害

について合理的な積算の下に賠償に関する合意を取り交わすことが望ましい。 

イ 変更契約書締結後の成果物の取扱い【意見】 

   豊田市駅下装飾業務委託では、デザイン費等実施分のみとし、３１万３５００円

を１１万５５００円（税込）に減額した。契約を維持したまま変更契約した場合、

デザインなど実施した成果物は納品を受ける必要がある。本事業では、デザインを

受領していたが、デザインに使用されたロゴが納品後に使用できないことが分かり、

結局デザインは使用することがなかったとのことである。 

仮に成果物について納品を受ける意味がないのであれば、契約を解消した上で、

デザイン費等実施分相当額を損害賠償として支払うのが相当である。 

豊田市駅前イベント企画・運営業務委託も同様である。 

 

５ 不測の事態における契約変更 

 ⑴ 変更契約締結の必要性と許容性 

不測の事態が発生した場合、状況変化に応じて、契約の拘束力を維持しつつもその

内容を変更することは推奨されるべきであり、不必要あるいは逆に不足したままの契

約内容に固執してまで契約を履行する必要はない。経済性、効率性、有効性の観点か

ら、需要に適合した契約内容に変更した上で、履行することが必要である。 

   法律的には、当事者が従前の債務に代えて、従前の給付の内容の「重要な変更」を

伴う新たな債務を発生させる更改契約を締結した場合は民法第５１３条第１号に基づ

き従前の債務は消滅するが、逆に「重要な変更」に至らない変更契約を締結すれば、

従前の債務を変更された内容で存続させることが可能である。 

 ⑵ 一方的な業務内容の変更と変更契約に関する契約約款の規定の解釈運用 

豊田市工事請負契約約款第１７条以下、豊田市工事関係委託契約約款第１２条、豊

田市業務委託契約約款第１０条、豊田市労働者派遣契約約款第１２条等の契約約款に
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は、契約変更に関する規定が存在し、協議して業務の内容や契約金額を変更すること

ができる旨を定めている。 

豊田市業務委託契約約款第１０条を例にすると、市（甲）は、契約相手（乙）と協

議する必要があるものの、究極の場合には乙に発生する損害を賠償（同条第２項）し

た上で一方的に契約を変更できる内容となっている。文言上は「必要がある場合」で

あれば市が一方的に業務等を変更することが可能な規定ぶりではあるが、合意によら

ず一方的に変更できるのは不測の事態が発生してそれ以外に方法がないほど切迫した

場合に限られるというように、限定的に解釈運用するべきである。 

そのような限られた場合以外は、単に協議するだけでなく変更契約書を締結するべ

きである。同条第１項第２文の「契約金額又は契約期間を変更する必要があるときは、

甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする」との規定は、このことを契約金額

と契約期間の変更に関して注意的に規定したものであり、給付内容に変更が生じる場

合は、地方自治法第２３４条第５項の趣旨から変更契約書を締結する必要がある。 

また、変更契約書を締結する際には損害賠償問題も同時に解決可能であるが、変更

契約によらない市の一方的な変更には、未解決の損害賠償問題が残ることを認識する

必要がある。そして、変更契約書を締結せずに契約内容を合意して変更する場合は、

損害賠償問題が未解決な一方的変更と区別がつかない状況にあることに注意する必要

がある。 

 

豊田市業務委託契約約款 

（契約変更又は一時中止） 

第１０条 甲は、必要がある場合は乙と協議して、業務の内容を変更し、又は業務を一時中

止し、若しくはこれを打ち切ることができる。この場合において、契約金額又は契約期間

を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。 

２ 甲は、前項の場合において、乙に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとし、

賠償額は甲乙協議して定める。 

３ 乙は、天災地変等乙の責めに帰することができない正当な理由により、契約期間内に業

務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を付した契約期間延長

願により、契約期間の延長を申し出ることができる。 

４ 甲は、前項の申出があったときは、事実を調査し、やむを得ない理由があるときは、相

当の期間に限り、契約期間の延長を認めることができる。 

（事情変更による業務委託料の変更） 

第１０条の２ 甲又は乙は、履行期間内で契約締結の日から１２か月を経過した後に、この

契約締結時において予想することのできない社会経済情勢その他の情勢の変化により、物

価又は賃金に著しい変動を生じ、そのため契約金額が著しく不適当であると認められると

きは、甲乙協議して契約金額を変更することができる。 

 

⑶ 不測の事態に対処する方法 

不測の事態が生じた場合の処理方法を整理すると、次のような方法が想定されてい

る。 
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① 市の各契約約款の末尾に「契約外の事項」として存在する「この契約に定めの

ない事項又は疑義を生じた事項については、豊田市契約規則の定めるところによ

るほか、その都度甲乙協議して定める」旨の規定に基づき、解決内容を協議の上

で合意する方法。 

② それまでの業務に対する損害を賠償して、契約そのものは市が一方的に解除す

る方法。 

③ 切迫した状況下では、契約相手に生じる損害を賠償して、市が一方的に業務内

容を変更する方法（豊田市業務委託契約約款第１０条参照）。 

 ⑷ 監査の結果 

ア 変更契約書締結の必要性【意見】 

    前⑵に記載したように、変更協議のみ行って変更契約書を締結していない場合は、

市が一方的に業務内容を変更したのか、合意の上で変更契約を口頭で締結したのか

区別がつかない法律関係にある。損害賠償問題が生じかねない一方的な変更ではな

いことを明確にするためにも、契約内容の変更には変更契約書の締結が必要である

ことを改めて確認する。なお、市によると、委託契約事務の取扱いとして、令和３

年度から変更協議後の変更契約書の締結省略は、行わないことを全庁に周知したと

のことである。 

イ 市による一方的な変更が正当化・推奨される場合【意見】 

豊田市美術館ミュージアムショップ運営業務委託では、年４回払いを年１２回払

いに変更するに際し、変更契約書を締結していた。しかし、この変更は、市が期限

の利益を放棄して先払いするものであって、契約相手に不利益はない。このような

場合には、豊田市業務委託契約約款第１０条第１項第１文に基づいて、協議を要す

るものの究極的には、市が一方的に契約変更をすることが正当化される。 

平時には変更協議の上変更契約書を締結して支払回数を増加することになるが、

真に不測の事態下では、このような対応は推奨されるべきである。 

ウ リスク分担の考え方を導入することを検討されたい【意見】 

指定管理者制度に関する基本協定書には、リスク分担表が例外なく導入されてい

るが、各種契約には極一部の例外（逢妻子どもの居場所づくり事業業務委託や豊田

市放課後児童健全育成事業業務委託）を除きリスク分担表がない。 

不測の事態が生じた場合の対応方法としては、前⑶に掲げた方法の中でも、①に

記載したように、解決内容を合意する方法が主流である。 

契約変更又は損害賠償額について協議して解決することは妥当であるが、協議の

方向性を示す指針が何もない場合は、場当たり的な解決になりかねない。そこで、

各種契約についてリスク分担の考え方を、契約約款等に予め組み込んでおくことが

妥当である。 
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リスク分担に掲げるリスクの事由は指定管理者リスク分担表と同様の事由を掲載

することになると想定されるが、まずは、契約当事者双方がリスクを負担すること

を基本としつつ、契約の実情に即して負担者に軽重を付けることから始めるのがよ

いと思われる。 

エ 契約金額の内訳を予め明確にしておくことが望ましい【意見】 

豊田市駅下装飾業務委託や豊田市戦没者春のみたま祭式典祭壇等設営委託の変更

契約に当たっては、変更契約に際して受託者から徴収した見積書を基に、当初の委

託料積算書の内訳の一部単価が増額されたり、当初の委託料積算書になかった名称

の項目が加算されたりした結果、変更契約が締結されていた。しかし、受託者から

徴収した見積書を見ても、一部単価の増額や新たな項目の追加について合理性が判

断できなかった。 

不測の事態により契約に基づく業務が中断することも予め想定し、契約金額とし

ての委託料等の内訳も当初から明確にしておくことが望ましい。 

  オ 金額の変更を伴わない変更契約も変更契約書を締結するべきである【意見】 

令和２年度までは、契約金額の変更を伴わない場合は、軽微な変更であるとして

変更契約書を取り交わさない扱いであった（公金警備輸送等業務委託等）。 

しかし、そのような前提では、変更契約書を締結しなくても済むように、契約金

額が変更しないよう変更内容を調整する動機づけが働く危険がある。本来、変更契

約により契約金額を減額できたのに減額しなかったとすれば経済性に反する結果と

なり、増額するべきであったのに増額しなかったとすれば契約相手に負担を強いる

不合理な結果となりかねない。 

市によると、委託契約事務の取扱いとして、令和３年度から変更協議後の変更契

約書の締結省略は、行わないことを全庁に周知したとのことであるが、金額に変更

がなくても給付内容の変更は軽微な変更とは認められないため、改めて意見を記載

する。 
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第９ 公の施設の利用停止等 

１ 公の施設の閉館等 

  令和２年４月１０日の愛知県緊急事態宣言を受け市では、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大防止の観点から、公の施設については原則として閉館することとしつつも、

①社会生活の維持に必要な施設、②無人施設（駐車場など）、③物理的な閉鎖措置のと

れない施設（広場、公園など）は閉館しないこととした。開館するとした施設は【図表

１－１７】、閉館するとした施設は【図表１－１８】及び【図表１－１９】、一部開館す

るとした施設は【図表１－２０】のとおりであった。 

 

【図表１－１７】開館する施設一覧 

NO 施設名 カテゴリ

1 ツーリズムとよた 観光

2 豊田市立こども園 こども園・子育て支援施設

3 放課後児童クラブ こども園・子育て支援施設

4 豊田市グリーン・クリーンふじの丘 ごみ処理施設

5 豊田市渡刈クリーンセンター ごみ処理施設

6 豊田市藤岡プラント ごみ処理施設

7 豊田市緑のリサイクルセンター ごみ処理施設

8 市役所、支所、出張所、その他市関係事務所 市役所関連施設

9 駅西口サービスセンター 市役所関連施設

10 元城駐車場 その他

11 児ノ口駐車場 その他

12 新豊田駅西大型バス駐車場 その他

13 新豊田駅西駐車場 その他

14 豊田市役所前駐車場 その他

15 愛知環状鉄道駅前駐車場（貝津駅ほか４駅） その他

16 市営駐輪場（愛環梅坪駅駐輪場ほか４４施設） その他

17 豊田市古瀬間聖苑 その他

18 豊田市公設地方卸売市場 その他

19 朝日丘自転車等保管所 その他

20 豊田市こども発達センター 保健・福祉施設

21 豊田市障がい者総合支援センター 保健・福祉施設

22 豊田市さくらワークス 保健・福祉施設

23 豊田市立乙ケ林診療所 保健・福祉施設

24 中央保健センター 保健・福祉施設

25 豊田市知的障がい者グループホーム喜多ハウス 保健・福祉施設

26 地域医療センター 保健・福祉施設

27 養護老人ホーム若草苑 保健・福祉施設
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【図表１－１８】閉館する施設一覧 

NO 施設名 カテゴリ

28 豊田市里山くらし体験館 学習・体験施設

29 豊田市稲武どんぐり工房 学習・体験施設

30 豊田市交通安全学習センター 学習・体験施設

31 豊田市自然観察の森 学習・体験施設

32 豊田市農林漁家高齢者センター 学習・体験施設

33 豊田市防災学習センター 学習・体験施設

34 豊田市近代の産業とくらし発見館 学習・体験施設

35 環境学習施設eco-T 学習・体験施設

36 豊田市立中学校（全２８校） 学校・教育施設

37 豊田市旭高原自然活用村 観光

38 豊田市香嵐渓施設 観光

39 豊田市百年草（ホテル、レストラン、ショップ） 観光

40 豊田市御内製作工房施設 観光

41 西町活性化施設 観光

42 田町活性化施設 観光

43 豊田市どんぐりの里いなぶ 観光

44 豊田市香恋の里 観光

45 豊田市石畳ふれあい広場 観光

46 老人憩の家あさひ荘 観光

47 豊田市高齢者温泉休養施設寿楽荘 観光

48 三河湖観光センター 観光

49 王滝渓谷バーベキュー場 観光

50 城跡公園足助城 観光

51 豊田市七州城址公園(隅櫓及び又日亭) 観光

52 豊田市高岡コミュニティセンター 交流館・コミュニティセンター・集会所等

53 豊田市高橋コミュニティセンター 交流館・コミュニティセンター・集会所等

54 豊田市西部コミュニティセンター 交流館・コミュニティセンター・集会所等

55 豊田市浅野会館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

56 豊田市下山憩の家 交流館・コミュニティセンター・集会所等

57 築羽農村環境改善センター築羽会館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

58 敷島農村環境改善センター敷島会館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

59 豊田市高岡農村環境改善センター 交流館・コミュニティセンター・集会所等

60 笹戸生活改善センター笹戸会館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

61 旭農林会館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

62 豊田市小原北部生活改善センター 交流館・コミュニティセンター・集会所等

63 豊田市下山基幹集落センター 交流館・コミュニティセンター・集会所等

64 市営住宅集会所 交流館・コミュニティセンター・集会所等

65 逢妻交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

66 旭交流館　 交流館・コミュニティセンター・集会所等

67 朝日丘交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

68 足助交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

69 井郷交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

70 石野交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

71 稲武交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

72 梅坪台交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

73 小原交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等  

74 上郷交流館　 交流館・コミュニティセンター・集会所等

75 猿投北交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

76 猿投台交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

77 下山交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

78 浄水交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

79 末野原交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

80 崇化館交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

81 高橋交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

82 藤岡交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

83 藤岡南交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

84 豊南交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

85 保見交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

86 前林交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

87 益富交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

88 松平交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

89 美里交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

90 竜神交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

91 若園交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

92 若林交流館 交流館・コミュニティセンター・集会所等

93 志賀子どもつどいの広場 こども園・子育て支援施設

94 とよた子育て総合支援センター こども園・子育て支援施設

95 柳川瀬子どもつどいの広場 こども園・子育て支援施設

96 リサイクルステーション ごみ処理施設

97 リユース工房 ごみ処理施設

98 豊田市城山森林公園 スポーツ施設・公園

99 笹戸公園 スポーツ施設・公園

100 鈴木正三史跡公園 スポーツ施設・公園

101 大井平公園 スポーツ施設・公園

102 城山公園 スポーツ施設・公園

103 名倉川遊歩道 スポーツ施設・公園

104 水別広場 スポーツ施設・公園

105 足助トレーニングセンター スポーツ施設・公園

106 ふれあいセンター萩野 スポーツ施設・公園

107 小原トレーニングセンター スポーツ施設・公園

108 緑の公園 スポーツ施設・公園

109 下山トレーニングセンター スポーツ施設・公園

110 下山運動場 スポーツ施設・公園

111 矢作川島崎公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

112 足助農山村広場 スポーツ施設・公園

113 上郷公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

114 押川大滝公園 スポーツ施設・公園

115 高岡公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

116 中央公園（豊田スタジアム・芝生広場部分） スポーツ施設・公園

117 運動公園（猿投公園）（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

118 毘森公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

119 土橋公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

120 柳川瀬公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園  
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【図表１－１９】閉館する施設一覧 

NO 施設名 カテゴリ

121 井上公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

122 井上公園水泳場 スポーツ施設・公園

123 荒井公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

124 御立公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

125 川田公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

126 川端公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

127 越戸公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

128 白浜公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

129 新生公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

130 平井公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

131 平山公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

132 丸山公園（スポーツ施設部分） スポーツ施設・公園

133 猿投棒の手ふれあい広場 スポーツ施設・公園

134 豊田市平戸橋いこいの広場 スポーツ施設・公園

135 豊田市旭Ｂ＆Ｇ海洋センター スポーツ施設・公園

136 豊田市旭弓道場 スポーツ施設・公園

137 豊田市旭総合体育館 スポーツ施設・公園

138 豊田市旭武道場 スポーツ施設・公園

139 豊田市足助グラウンド スポーツ施設・公園

140 豊田市足助テニスコート スポーツ施設・公園

141 豊田市足助プール スポーツ施設・公園

142 豊田市稲武夏焼グラウンド スポーツ施設・公園

143 豊田市猿投コミュニティセンター（体育館、武道場） スポーツ施設・公園

144 豊田市下山西部プール スポーツ施設・公園

145 豊田市高岡運動広場 スポーツ施設・公園

146 豊田市藤岡運動広場 スポーツ施設・公園

147 豊田市藤岡山村広場 スポーツ施設・公園

148 豊田市藤岡総合グラウンド野球場 スポーツ施設・公園

149 豊田市藤岡体育センター スポーツ施設・公園

150 豊田市藤岡テニスコート スポーツ施設・公園

151 豊田市末野原運動広場 スポーツ施設・公園

152 豊田市高橋運動広場 スポーツ施設・公園

153 豊田市石野運動広場 スポーツ施設・公園

154 豊田市五ケ丘運動広場 スポーツ施設・公園

155 豊田市岩倉運動広場 スポーツ施設・公園

156 豊田市河合池運動広場 スポーツ施設・公園

157 豊田市勘八漕艇庫 スポーツ施設・公園

158 豊田市古瀬間運動広場 スポーツ施設・公園

159 豊田市西部体育館 スポーツ施設・公園

160 豊田市逢妻運動広場 スポーツ施設・公園

161 豊田市総合体育館 スポーツ施設・公園

162 豊田市武道館 スポーツ施設・公園

163 豊田市高岡公園体育館 スポーツ施設・公園

164 豊田市東山運動広場 スポーツ施設・公園

165 豊田市東山体育センター スポーツ施設・公園

166 豊田市保見運動広場 スポーツ施設・公園  

NO 施設名 カテゴリ

167 豊田市保見マレットゴルフ場 スポーツ施設・公園

168 豊田市松平運動広場 スポーツ施設・公園

169 豊田市若園運動広場 スポーツ施設・公園

170 豊田市教職員会館テニスコート スポーツ施設・公園

171 豊田市梅坪浄水運動広場 スポーツ施設・公園

172 とよた市民活動センター 相談・活動

173 とよた男女共同参画センター 相談・活動

174 豊田市森林会館 その他

175 ものづくり創造拠点SENTAN その他

176 豊田高等職業訓練校 文化・教育施設

177 国際交流協会 その他

178 豊田市和紙のふるさと 文化・教育施設

179 豊田市六鹿会館 文化・教育施設

180 豊田市藤岡ふれあいの館 文化・教育施設

181 豊田市総合野外センター 文化・教育施設

182 豊田市旭郷土資料館 文化・教育施設

183 豊田市足助資料館 文化・教育施設

184 豊田市足助資料館大河原分館 文化・教育施設

185 豊田市足助中馬館 文化・教育施設

186 豊田市稲武郷土資料館 文化・教育施設

187 豊田市藤岡民俗資料館 文化・教育施設

188 豊田市棒の手会館 文化・教育施設

189 喜楽亭 文化・教育施設

190 豊田市郷土資料館 文化・教育施設

191 豊田市民芸館 文化・教育施設

192 豊田市陶芸資料館（さなげ古窯本多記念館） 文化・教育施設

193 松平郷館 文化・教育施設

194 豊田市中央図書館 文化・教育施設

195 豊田市こども図書室 文化・教育施設

196 豊田市美術館 文化・教育施設

197 旧松本家長屋門 文化・教育施設

198 民芸の森 文化・教育施設

199 豊田市歌舞伎伝承館 文化・教育施設

200 豊田地域文化広場 文化・教育施設

201 豊田市民文化会館 文化・教育施設

202 豊田市民ギャラリー 文化・教育施設

203 豊田市コンサートホール・能楽堂 文化・教育施設

204 豊田市視聴覚ライブラリー 文化・教育施設

205 豊田産業文化センター 文化・教育施設

206 豊田市青少年センター 文化・教育施設

207 豊田市福祉就業センター 保健・福祉施設

208 豊田市温浴施設じゅわじゅわ 保健・福祉施設

209 サン・アビリティーズ豊田 保健・福祉施設

210 ものづくりサポートセンター 文化・教育施設

211 童子苑（茶室） 文化・教育施設

212 地域子育て支援センター（こども園併設型） こども園・子育て支援施設  
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【図表１－２０】一部開館する施設一覧 

NO 施設名 カテゴリ
213 豊田市低炭素社会モデル地区「とよたエコフルタウン」 学習・体験施設
214 豊田市立小学校（全７５校） 学校・教育施設
215 豊田市立豊田特別支援学校 学校・教育施設
216 ふじの回廊 観光
217 鞍ケ池緑地 観光
218 道の駅観光案内所 観光
219 西山公園 スポーツ施設・公園
220 青木台ふれあい広場ほか５８４地域広場 スポーツ施設・公園
221 梅坪公園ほか１７５都市公園 スポーツ施設・公園
222 稲武シシナド運動公園ほか３市民広場 スポーツ施設・公園
223 平戸橋公園（豊田市民芸館に係る部分を除く。） スポーツ施設・公園
224 豊田市古瀬間城址公園 スポーツ施設・公園
225 豊田市七州城址公園 スポーツ施設・公園
226 豊田市曽根遺跡公園 スポーツ施設・公園
227 古瀬間墓地公園 スポーツ施設・公園
228 新豊田駅東口駅前広場（新とよパーク） スポーツ施設・公園
229 ポケットパーク（Nパーク）ほか３広場 スポーツ施設・公園
230 豊田市駅東口まちなか広場（芝生広場） スポーツ施設・公園
231 加茂川公園 スポーツ施設・公園
232 とよた子どもの権利相談室 相談・活動
233 若者サポートステーション 相談・活動
234 青少年相談センター 相談・活動
235 就労支援室・女性しごとテラス その他
236 消費生活センター 相談・活動
237 農ライフ創生センター その他
238 動物愛護センター その他
239 豊田市福祉センター 保健・福祉施設
240 豊田市百年草（老人デイサービスセンター） 保健・福祉施設
241 豊田市小原福祉センターふくしの里 保健・福祉施設
242 豊田市下山保健福祉センターまどいの丘 保健・福祉施設
243 豊田市藤岡福祉センターふじのさと 保健・福祉施設
244 豊田市東山デイサービスセンター 保健・福祉施設
245 豊田市老人福祉センター豊寿園 保健・福祉施設
246 豊田市稲武福祉センター 保健・福祉施設
247 足助まめだ館 保健・福祉施設
248 豊田市老人福祉センターぬくもりの里 保健・福祉施設
249 豊田市障がい者福祉会館 保健・福祉施設
250 豊田浄水特定土地区画整理組合事務所 その他
251 豊田平戸橋土地区画整理組合事務所 その他
252 豊田四郷駅周辺土地区画整理組合事務所 その他
253 レストえきまえ その他
254 おいでんバス その他
255 旭地域バス（旭コッキーバス） その他
256 足助地域バス（あいま～る） その他
257 稲武地域バス（どんぐりバス） その他
258 小原地域バス（おばら桜バス） その他
259 上郷地域バス（にこにこバス） その他
260 石野地域バス その他
261 保見地域バス その他
262 下山地域バス（しもやまバス） その他
263 高岡地域バス（ふれあいバス） その他
264 藤岡地域バス（ふじバス） その他
265 松平地域バス（松平ともえ号） その他  
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２ 指定管理者制度に対する影響 

  予備調査で、感染拡大防止、災害その他のため、公の施設の使用を中断等したことが

あるものについて、施設名、契約名又は指定管理名、担当部署、当初契約額又は指定管

理料、変更後の契約額又は指定管理料等について照会し、回答を得たもののうち、指定

管理者制度で運営している施設に関するものは、【図表１－２１】のとおりであった。 
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【図表１－２１】予備調査で回答を得た指定管理施設             （円） 

番号 施設名 相手方 担当所属 当初指定管理料 変更後の金額

1 自然観察の森 (公財)日本野鳥の会 環境政策課 78,088,012 変更なし

2 猿投棒の手ふれあい広場 ホーメックス㈱ 文化財課 45,818,463 46,527,278

3 平戸橋いこいの広場 技研サービス㈱ 文化財課 23,171,700 23,301,351

4 喜楽亭 (公財)豊田市文化振興財団 文化財課 2,706,000 変更なし

5 豊田市歌舞伎伝承館 (公財)豊田市文化振興財団 文化財課 4,095,000 変更なし

6 豊田スタジアム ㈱豊田スタジアム スポーツ戦略課 614,423,115

7 豊田市総合体育館及び豊田市武道館 (公財)豊田市スポーツ協会 スポーツ戦略課 171,543,000

8 猿投公園 (公財)豊田市スポーツ協会 生涯スポーツ推進課 114,190,000 115,770,027

9 五ケ丘運動広場 (公財)豊田市スポーツ協会 生涯スポーツ推進課 24,092,749 23,600,416

10 毘森公園 (公財)豊田市スポーツ協会 生涯スポーツ推進課 26,611,000

11

保見運動広場・土橋公園・松平運動広

場・石野運動広場・高橋運動広場・末野

原運動広場

(公財)豊田市文化振興財団 生涯スポーツ推進課 22,863,148

17
東山体育センター・東山運動広場・古瀬

間運動広場
(特非)美里スポーツクラブ 生涯スポーツ推進課 30,953,098

20 柳川瀬公園 (特非)かみごうスポーツクラブ 生涯スポーツ推進課 50,753,000

21 井上公園 (特非)いさとスポーツクラブ 生涯スポーツ推進課 24,468,100

22 梅坪浄水運動広場 (一社)梅坪・浄水スポーツクラブ 生涯スポーツ推進課 20,269,004

23 井上公園 井上公園水泳場運営企業体 生涯スポーツ推進課 42,440,000 52,427,522

24 高岡公園体育館

25 高岡公園

26 若園運動広場

27 西部体育館

28 逢妻運動広場

29 笹戸生活改善センター笹戸会館 笹戸自治区 旭支所 798,000円

30 豊田市浅野会館 浅野自治区 旭支所 862,000円

31 敷島農村環境改善センター敷島会館 敷島自治区 旭支所 1,216,000円

32 老人憩の家あさひ荘 敷島自治区加塩町内会 旭支所 6,600,000円

33 築羽農村環境改善センター築羽会館 築羽自治区 旭支所 922,000円

34 豊田市旭総合体育館ほか３施設 (公財)豊田市シルバー人材センター 旭支所 14,142,000円

35 豊田市旭農林会館 旭観光協会 旭支所 3,609,000円

36 豊田市旭高原自然活用村 ㈱旭高原 旭支所 111,800,000円

37 どんぐりの里いなぶ ㈱どんぐりの里いなぶ 稲武支所 119,376,000 121,224,124

38 どんぐり工房 いなぶ観光協会 稲武支所 9,400,000

39 農林漁家高齢者センター (公財)豊田市シルバー人材センター 稲武支所 4,447,000

40 夏焼グラウンド (公財)豊田市シルバー人材センター 稲武支所 5,163,000

41
豊田市高岡コミュニティセンター・豊田

市六鹿会館・豊田市高岡運動広場
アクティオ㈱ 高岡支所 61,384,630 62,257,277

42 小原トレーニングセンター 緑の公園 (公財)豊田市シルバー人材センター 小原支所 22,526,320

43 小原北部生活改善センター 小原北部開発推進協議会 小原支所 1,680,000

44 上郷公園 (公財)豊田市文化振興財団 上郷支所 5,206,000

45 豊田市西部コミュニティーセンター ㈱豊田ほっとかん 地域支援課 44,828,872 42,416,412

46

豊田市藤岡体育センター・豊田市藤岡総

合グラウンド野球場・豊田市藤岡運動広

場・豊田市藤岡テニスコート

㈱都市環境サービス 藤岡支所 11,101,852 11,173,248

47 豊田市藤岡ふれあいの館 ホーメックス㈱ 藤岡支所 22,649,617 22,880,149

48 豊田市藤岡山村広場 藤岡石畳地区地域づくり協議会 藤岡支所 1,769,167

49 豊田市石畳ふれあい広場 藤岡石畳地区地域づくり協議会 藤岡支所 9,130,000

50 豊田市教職員会館テニスコート (公財)豊田市文化振興財団 学校教育課(教育センター) 330,000円

51 豊田市老人福祉センター豊寿園 (福)豊田市社会福祉協議会 高齢福祉課 75,277,592 68,385,684

52 豊田市高齢者温泉休養施設寿楽荘 ㈱平畑温泉観光サービス 高齢福祉課 77,846,124 78,985,851

53 豊田市温浴施設じゅわじゅわ ㈱豊田ほっとかん 高齢福祉課 91,242,162 94,141,580

54 豊田市障がい者福祉会館

55 サン・アビリティーズ豊田

56 豊田市福祉センター (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 86,813,000

57 豊田市老人福祉センターぬくもりの里 (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 29,904,000

58 足助まめだ館 (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 36,979,000

59 豊田市百年草（老人デイサービスセンター） (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 10,830,000

60 豊田市稲武福祉センター (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 46,227,000

61 豊田市小原福祉センターふくしの里 (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 55,615,000

62 豊田市下山保健福祉センターまどいの丘 (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 47,146,000

63 豊田市藤岡福祉センターふじのさと (福)豊田市社会福祉協議会 総務監査課 37,185,000

64 豊田高等職業訓練校 職業訓練法人豊田職業訓練協会 産業労働課 6,524,400

65 豊田市森林会館 (一社)ウッディーラー豊田 森林課 13,480,000

66 豊田産業文化センター (公財)豊田市文化振興財団
商業観光課・市民活躍

支援課・次世代育成課
184,435,000

67 豊田市高岡農村環境改善センター 農村環境改善センター管理協会 農地整備課 20,433,000

68 豊田市青少年センター (公財)豊田市文化振興財団 次世代育成課 7,972,000

69 豊田市総合野外センター (公財)豊田市文化振興財団 次世代育成課 70,201,000

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

変更なし

37,134,320

ハマダスポーツ企画㈱ 生涯スポーツ推進課 20,770,000 23,149,482

(福)豊田市社会福祉協議会 障がい福祉課 46,199,000

ホーメックス㈱ 生涯スポーツ推進課 37,045,962
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  また、本調査で資料を求めたところ追加で資料提出された指定管理施設は【図表１－

２２】のとおりであった。 

 

【図表１－２２】本調査で回答を得た指定管理施設             （円） 

番号 施設名 相手方 担当所属 当初指定管理料 変更後の金額

1 とよた市民活動センター (公財)豊田市シルバー人材センター 市民活躍支援課 13,092,917 変更なし

2 豊田市逢妻交流館ほか27館 (公財)豊田市文化振興財団 市民活躍支援課 503,353,000 変更なし

3 豊田地域文化広場 ホーメックスグループ共同企業体 市民活躍支援課 117,033,276 118,936,892

4 豊田市コンサートホール・能楽堂 (公財)豊田市文化振興財団 文化振興課 83,921,000 77,017,694

5 豊田市民文化会館・豊田市民ギャラリー (公財)豊田市文化振興財団 文化振興課 159,973,000 147,973,000

6 豊田市視聴覚ライブラリー (公財)豊田市文化振興財団 文化振興課 12,908,000 6,040,538

7 豊田市香恋の里 （株）香恋の里 下山支所 61,405,601 60,472,147

8
豊田市下山基幹集落センター・下山憩の

家
(公財)豊田市シルバー人材センター 下山支所 10,528,543 8,423,129

9 下山トレーニングセンター・下山運動場 しもやまスポーツクラブ 下山支所 12,075,583 11,389,196

10
豊田市高橋コミュニティセンター・加茂

川公園
ホーメックス（株） 高橋支所 58,972,222 60,560,428

11 豊田市香嵐渓施設 （株）三州足助公社 足助支所 120,499,500 124,081,984

12
豊田市百年草（老人デイサービスセン

ターを除く）
（株）三州足助公社 足助支所 66,000,000 64,467,064

13 豊田市御内製作工房施設 御内自治区 足助支所 526,800 変更なし

14 西町活性化施設 （有）あすけ町づくり工房 足助支所 222,500 変更なし

15 田町活性化施設 田町自治会 足助支所 175,300 変更なし

16 豊田市里山くらし体験館 （一社）おいでん・さんそん 足助支所 9,146,867 変更なし

17 足助トレーニングセンター他３施設 (公財)豊田市文化振興財団 足助支所 13,985,000 変更なし

18 城跡公園足助城 （株）三州足助公社 足助支所 7,700,000 7,572,182

19 豊田市足助プール （株）メイギガードサービス 足助支所 7,185,600 変更なし

20

豊田市猿投コミュニティセンター体育

館・豊田市猿投コミュニティセンター武

道場

(公財)豊田市文化振興財団 猿投支所 12,535,000 変更なし
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３ 市の通知 

 市では、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、関係各部局に対して、施設の閉

鎖及び指定管理施設の閉館に関する統一的な見解を示し、通知や報道発表等（以下「通

知等」という）を行った。以下にその内容と経過の概略を記載する。 

⑴ 令和元年度について 

 ア 総務部において、令和２年２月頃より新型コロナウイルス感染症拡大の防止のた

めの検討が行われ、以下の通知を発出した。 

（ア）令和２年２月２５日付け「新型コロナウイルス感染症への対応に係る使用料等

の取扱いについて（通知）」の概要 

ａ 使用料等を納付した者に対し、新型コロナウイルスの拡散防止を理由として、

使用目的（イベント等）の中止による当該許可の取消し等をその使用日の前日

までに申し出た場合に使用料等を全額還付する。 

ｂ 令和２年２月１９日から遡及して適用する。 

ｃ 積極的な周知ではなく、自発的な申出があった場合のみの対応とする。 

ｄ 指定管理施設については、同様の対応を行うよう指定管理者への連絡を求め

る。 

（イ）令和２年３月５日付け「新型コロナウイルス感染症の影響による指定管理施設

の休業に伴う対応について（通知）」の概要 

ａ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のために休業する指定管理施設を

所管する所属を対象とする。 

ｂ 該当施設の指定管理者とそれぞれ協議の上、①休業に伴う利用料金収入の減

少に対して補填を行うこと、②休業に伴う管理運営経費の減少に対して指定管

理料を減額することを求める。 

ｃ 令和２年２月２９日から年度内に遡及して適用する。 

（ウ）令和２年３月１３日付け「協会公社等における新型コロナウイルス感染症拡大

防止に係る出勤の取扱い等について（通知②）」の概要 

ａ 概要 

協会公社等に対して、豊田市の新型コロナウイルス感染症への職場の対応に

関する取扱いの方針につき通知する。 

ｂ 内容 

特別休暇等の適用について以下のとおりとする。 

① 理由：小中学校等の休校に伴い、小学生及び特別支援学校の子を持つ職員

が、子の世話を行うために勤務しないことがやむを得ない場合 

 正規・特定業務職員：特別休暇（事故）  

限定・臨時職員：特別休暇（交通遮断）又はみなし勤務 
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② 理由：業務停止等により、通常業務が無くなった場合（施設等の休業・停

止により、通常業務がなくなり、他の業務へ従事変更の調整を行っ

てもなお業務がない場合の取扱い）  

正規・特定業務職員：職務専念義務免除  

限定・臨時職員：正規職員の例に準ずる 

③ 理由：職員本人が感染した場合（発熱等の症状がないが検査の結果「陽性」

である場合や診察の結果、疑いありと診断され、結果が出るまでの

間を含む）  

正規・特定業務職員：病気休暇  

限定・臨時職員：特別休暇（交通遮断）又はみなし勤務 

④ 理由：職員が感染者と濃厚接触した場合（同居親族が感染した場合、感染

者と対面したり、会議等で長時間至近距離にいた等の場合）  

正規・特定業務職員：特別休暇（事故）  

限定・臨時職員：特別休暇（交通遮断）又はみなし勤務 

⑤ 理由：発熱等がある場合  

正規・特定業務職員：年次休暇又は病気休暇  

限定・臨時職員：年次休暇又は病気休暇 

⑥ 理由：未就学児及び小学生並びに特別支援学校の子の感染が疑われ、子の

看護を行うために勤務しないことがやむを得ない場合  

正規・特定業務職員：職務専念義務免除（未就学児については特別休暇

（子の看護）を優先）  

限定・臨時職員：正規職員の例に準ずる 

イ 総務部（行政改革推進課）に対し、令和２年３月３０日付けで指定管理者から、

施設休止に伴う、従業員のつなぎ止め、収入減に対する不安が訴えられ、地域文化

広場におけるコロナウイルス感染症対策に伴う損失補填等について相談がされたと

いう事例がある。 

 ⑵ 令和２年度について 

総務部において、令和２年度における新型コロナウイルス感染症拡大の防止のため、

以下のような各種通知等を発出した。 

 ア 総務部において、検討し、全市で統一的に閉鎖する施設等を定めることとした。 

（ア）令和２年４月９日付け「新型コロナウイルス緊急事態宣言による公共施設の開

館・閉館対応について（通知）」の概要 

ａ 開館閉館を検討した公共施設の施設を所管する所属を対象とする。 

ｂ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため市の公共施設を基本的に閉

館するが、次のいずれかに該当する施設は閉館しない。 

① 社会生活の維持に必要な施設 
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② 無人施設 

③ 物理的な閉鎖措置のとれない施設 

 具体的な各施設の開館・閉館は、【図表１－１７】から【図表１－２０】ま

でのとおりであった。 

ｃ 指定管理者の減収に対する補償の方針は、詳細が決まり次第通知する。 

（イ）令和２年４月１０日付け「新型コロナウイルス緊急事態宣言に伴う指定管理施

設の閉館に係る対応について（通知）」の概要 

ａ 新型コロナウイルスの感染拡大防止のために休業する指定管理施設を所管す

る所属のほか、新型コロナウイルス感染症の影響により利用料金収入の減少が

予想される指定管理施設を所管する所属も対象とする。 

ｂ 施設の閉館の基本的な考え方は、上記（ア）と同様である。 

ｃ 指定管理者の減収に対する補償の方針の検討状況は次のとおりであるが、詳

細は別途通知する。 

① 新型コロナウイルス感染症の影響による利用者の減少に伴い発生した施設

管理運営収支の赤字部分を補填する（補填方法の詳細は、指定管理者と協議

する）。 

② 必要に応じて通常より早期に指定管理料の支払を実施する。 

補填のイメージは【図表１－２３】のとおりである。 

 

   【図表１－２３】補填イメージ図 

 

イ 公共施設の閉鎖に関するその後の通知等 

   緊急事態宣言の発出・延長と解除がなされることに伴い、通知や報道発表等がな

された。また、利用料金収入の補填等について、方針が定まっていった。 
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（ア）令和２年５月５日付け「緊急事態宣言の延長に伴う公共施設の休館期間の延長

について（報道発表）」の概要 

ａ 国の緊急事態宣言の期間延長決定に伴い、休館期間を令和２年５月３１日ま

で延長する。 

ｂ 福祉施設等の市民生活の維持に必要な施設は引き続き開館するが、市民に対

し、不要不急の利用自粛を要請する。 

（イ）令和２年５月１５日付け「「新しい生活様式」を踏まえた公共施設の利用再開

について（報道発表）」の概要 

ａ 国の緊急事態宣言の対象地域から除外されたことに伴い、休館している公共

施設について、「新しい生活様式」を踏まえた利用を段階的に再開する。 

ｂ 美術館、中央図書館、交流館、コミュニティーセンター及び市民文化会館の

再開日は令和２年５月１９日、リサイクルステーション及び鞍ケ池公園の再開

日は同月１８日。 

ｃ 「新しい生活様式」の定着に向けた取組を行う。具体的には、３つの密の防

止、マスクの着用等基本的な衛生対策の徹底。施設ごとに、利用方法や人数制

限をする等の運用。一部施設において、利用者への利用者名簿の記載を要請。

５月中は市内在住、在勤、在学の者に利用を限定。 

ｄ 運動施設は、屋内・屋外を問わず引き続き閉鎖。ただし、運動目的以外の利

用は、感染拡大防止措置をとって再開。 

（ウ）令和２年５月２２日付け「公共施設（スポーツ施設等）の利用再開について

（報道発表）」の概要 

ａ 県の休業協力要請の対象施設から体育館・水泳場等が解除されたことに伴い、

休館しているスポーツ施設等の利用を段階的に再開する。 

ｂ 豊田市運動公園陸上競技場を除く屋外スポーツ施設の再開日は令和２年５月

２６日、トレーニングジムを除く屋内スポーツ施設及び豊田市運動公園陸上競

技場の再開日は同年６月２日。入浴施設等は、同年５月２５日以降順次再開と

する。 

ｃ 「新しい生活様式」の定着に向けた取組を行う。具体的には、上記（イ）ｃ

参照。 

（エ）令和２年５月２７日付け「公共施設の利用制限の緩和に関する方針について

（通知）」の概要 

ａ 新型コロナウイルス感染拡大防止策を徹底した上で、公共施設の利用制限を

段階的に緩和していく方針を示し、国及び県の示す指針等を参考に、各施設の

利用状況及び機能等を踏まえて、具体的な対応策の検討を求める。 

ｂ 新型コロナウイルス感染拡大防止策の内容は次のとおり。３つの密の防止、

マスクの着用等基本的な衛生対策の徹底。施設ごとに、利用方法や人数制限を
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する等の運用（十分な間隔（できれば２メートル）の確保、屋内施設の場合は

収容率５０パーセント以内等）。一部施設において、ロビー等のフリースペー

スの利用者に対する利用者名簿の記載を要請。５月中は市内在住、在勤、在学

の者に利用を限定。 

ｃ 施設の利用制限に対する段階的緩和の基本的方針は、令和２年６月１日から

同月１８日までをステップ①、同月１９日から同年７月９日までをステップ②、

同月１０日から同月３１日までをステップ③、同年８月１日以降を移行期間後

とし、それぞれの段階で、催事・イベント等につき、屋内施設・屋外施設ごと

に、収容率や人数で制限をし、観光客誘致の対象も県内と県外に分け、県をま

たぐ移動等について可能な範囲を定める。 

ｄ 地域の行事について、ステップ①の時点で、特定の地域からの来場を見込み、

人数の管理ができるものは開催可。 

（オ）令和２年６月１０日付け「公共施設の段階的な利用再開を踏まえた使用料等の

取扱いの変更等について（通知）」の概要 

ａ 使用料等の還付について、令和２年２月２５日付け「新型コロナウイルス感

染症への対応に係る使用料等の取扱いについて（通知）」の適用期間を令和２

年２月１９日から当分の間とされていたものを、令和２年２月１９日から同年

７月３１日までとした。なお、期間内での申出を条件とする。 

ｂ 対応内容には変更はない。 

ｃ 指定管理施設について、同様の対応を行うよう指定管理者への連絡を求める。 

（カ）令和２年７月２２日付け「新型コロナウイルス感染症への対応に係る使用料の

取扱いの変更について（通知）」の概要 

ａ 感染者の増加傾向を踏まえ、令和２年２月２５日付け「新型コロナウイルス

感染症への対応に係る使用料等の取扱いについて（通知）」に関し、令和２年

６月１０日付け「公共施設の段階的な利用再開を踏まえた使用料等の取扱いの

変更等について（通知）」にて適用期間を変更したものを、さらに変更する。 

ｂ 適用期間につき、変更前は、令和２年２月１９日から同年７月３１日までと

していたものを、同年２月１９日から当分の間に、変更する。なお、期間内で

の申出を条件とする。 

ｃ 対応内容に変更はなく、指定管理施設について、同様の対応を行うよう指定

管理者への連絡を求める。 

（キ）令和２年１２月７日付け「新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る指定管理

料の精算について（通知）」の概要 

ａ 市の新型コロナウイルス感染症に係る指定管理者の減収等への対応方針を示

し、必要に応じて、３月の補正予算等での対応を行うことを求める。 
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ｂ 指定管理施設のうち、主に全部精算を実施しない施設を所管する所属を対象

とする。 

ｃ 指定管理業務への対応として、年度協定書上の収支計画書に基づき、収入減

少額を算定し、この収入減少額から、事業の未実施等による管理運営経費の減

少額を差し引いて、精算額を算出することを求める。 

ｄ 精算の対象とする経費を、以下のとおり指定する。 

  ① 例年精算対象としている項目として、修繕費、利用料金減免補填金、利用

料金負担金（消費増税に伴う指定管理者負担増分）及び物価変動リスク調整

対象経費（協定で定めるもの）。 

  ② 本通知により精算対象に含めるものとして、利用料金等収入（利用料金収

入（施設利用料、駐車場代、ロッカー利用料等）、公共の給付金のうち指定

管理業務に係るもの（雇用調整助成金、持続化給付金等））及び管理運営経

費（新型コロナウイルス感染症の影響を受けた経費（指定管理者の運営上の

工夫や努力など、感染症の影響でない経費は除く））。 

ｅ 自主事業への対応につき、自主事業剰余金を年度協定書上の収支計画書の収

入に組み込んでいるものは、新型コロナウイルス感染症の影響を受けたものに

ついて精算の対象とし、これ以外の自主事業については、原則、精算の対象外

とするよう求める。ただし、指定管理者との協議の上、対応を必要とする案件

については、行政改革推進課に相談すること。 

ｆ 精算額の算出と３月補正予算対応として、次のことを求める。精算額計算書

と精算額算出表を作成し、精算見込額を算出し、精算見込額がプラスの場合

（指定管理料が不足する場合）、見込額に応じて、財源は予算の流用か３月補

正予算の増額で対応すること、精算見込額がマイナスの場合（指定管理料が余

った場合）、見込額に応じて３月補正予算の減額で対応すること。そして、年

度終了後の実際の精算は、変更協定により行うこと。 

（ク）財政課によると、上記の通知に関し、新型コロナウイルス感染症拡大防止に係

る指定管理料の精算のための対応としては以下のとおりであった。 

 ａ ３月補正予算で対応したものは該当がない。 

 ｂ 予算流用で対応したものは、以下のとおり。 

 （ａ）所属：足助支所 予算事業名（親）：香嵐渓費 予算事業名（枝）：施設管

理費 案件名：香嵐渓施設指定管理料 流用額：３５８万１９８４円 

 （ｂ）所属：稲武支所 予算事業名（親）：どんぐりの里費 予算事業名（枝）：

管理運営費 案件名：どんぐりの里いなぶ指定管理料 流用額：１８２万２

８２４円 
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 （ｃ）所属：高岡支所 予算事業名（親）：支所・コミュニティセンター管理費 

予算事業名（枝）：施設管理費 案件名：高岡コミュニティセンター、六鹿会

館、高岡運動公園広場指定管理料 流用額：８７万２２７７円 

 （ｄ）所属：高橋支所 予算事業名（親）：支所・コミュニティセンター管理費 

予算事業名（枝）：施設管理費 案件名：高橋コミュニティセンター、加茂川

公園指定管理料 流用額：１８万６９８５円 

 （ｅ）所属：藤岡支所 予算事業名（親）：藤岡ふれあいの館費 予算事業名

（枝）：管理運営費 案件名：藤岡ふれあいの館指定管理料 流用額：２３万

０１４９円 

 （ｆ）所属：市民活躍支援課 予算事業名（親）：地域文化広場費 予算事業名

（枝）：管理運営費 案件名：地域文化広場指定管理料 流用額：１４０万５

８９２円 

 （ｇ）所属：生涯スポーツ推進課 予算事業名（親）：豊田市運動公園費 予算

事業名（枝）：管理運営費 案件名：猿投公園指定管理料 流用額：１５８万

００２７円 

 （ｈ）所属：生涯スポーツ推進課 予算事業名（親）：西部体育館・逢妻運動広

場費 予算事業名（枝）：管理運営費 案件名：西部体育館・逢妻運動広場指

定管理料 流用額：２３７万９４８２円 

 （ｉ）所属：生涯スポーツ推進課 予算事業名（親）：井上公園費 予算事業名

（枝）：管理運営費 案件名：井上公園指定管理料 流用額：６２１万２６２

２円 

 （ｊ）所属：高齢福祉課 予算事業名（親）：高齢者温泉休養施設費 予算事業

名（枝）：管理運営費 案件名：寿楽荘指定管理料 流用額：３３万５８５１

円 

 （ｋ）所属：高齢福祉課 予算事業名（親）：温浴施設費 予算事業名（枝）：管

理運営費 案件名：じゅわじゅわ指定管理料 流用額：１４０万４５８０円 

（ケ）令和３年１月１４日付け「愛知県における緊急事態宣言に伴う公共施設の対応

方針について（通知）」の概要 

ａ 緊急事態措置として、運動施設、集会場、博物館、美術館、図書館、ホテル

（集会の用に供する部分）等を対象施設として、２０時までの営業時間短縮、

１９時までの酒類提供、人数上限を５０００人、かつ、収容率５０パーセント

以下とする。 

ｂ 公共施設における対応の基本方針は、以下のとおり。 

  ① 各施設条例に定める「利用の許可」の規定に基づき、利用時間に係る条件

を設定し、利用時間を午後８時までとする。 
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  ② 利用時間ごとに利用区分を設定している施設の場合、各施設条例に定める

「使用料」又は「使用料の減免」の規定に基づき、使用料を減免する。減免

額は、条例又は規則に定める利用区分の使用料から短縮後の利用時間に係る

使用料を差し引いた額とし、短縮後の利用時間に係る使用料としては、条例

又は規則の定める時間単位の使用料として、条例又は規則の定めがない場合

は、（使用料）÷（利用区分の時間数）×（短縮後の利用時間数）として算出

する。 

  ③ 対象期間は、１月１８日から２月７日まで。 

ｃ そのほかの対応として以下のことを求める。 

① 午後８時以降の時間帯を含む利用区分につき、既納の使用料がある場合は、

減免相当額を還付すること。 

② 午後８時以降の時間帯に係る使用料の減免は、本通知をもって総括的に決

定する。個々の利用申請に対する減免決定は不要であること。また、新規の

予約の受付の際には、減免後の金額で納付を求めること。 

③ 利用者から、利用時間の短縮等を理由とするキャンセルの申出がある場合、

令和２年２月２５日付け通知に基づき、使用料等を還付すること。 

④ 指定管理施設における対応は、同様の対応を行うよう指定管理者に連絡す

ること。なお、還付の際の振込手数料は、指定管理料から支払うこと。 

⑤ 本通知の方針によらない対応をする場合、施設の条例・規則の範囲内で、

方針決定をすること。決裁区分は部長決定（利用日、利用時間に係る場合は

総務部長合議、使用料に係る場合は企画政策部長合議が必要）。 

⑥ 行政財産目的外使用料の対応は、財産管理課の情報を参照すること。 

（コ）令和３年２月３日付け「緊急事態宣言の期間延長に伴う公共施設の対応につい

て（通知）」の概要 

  令和３年１月１４日付け「愛知県における緊急事態宣言に伴う公共施設の対応

方針について（通知）」につき、愛知県において緊急事態宣言の延長がなされた

ため、対応期間について、１月１８日から２月７日までであったものを、１月１

８日から３月７日までと変更する。 

（サ）令和３年２月２６日付け「緊急事態宣言の解除に伴う公共施設の対応について

（通知）」の概要 

ａ 愛知県において緊急事態宣言が解除されたこと、愛知県独自の厳重警戒措置

が出されていることに鑑み、対応期間について、１月１８日から３月１４日ま

でとする。 

ｂ 対応の変更内容は、利用時間短縮が午後８時までであったところ、午後９時

までとし、使用料は短縮時間変更後の利用時間に基づく使用料を徴収する。利

用者の制限は、定員の５０パーセント以内かつ上限１万人とする。なお、市外
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在住者等への利用自粛呼びかけと業種別ガイドラインに沿った感染防止対策は、

引き続き継続する。 

（シ）令和３年３月１２日付け「愛知県厳重警戒措置の期間延長に伴う公共施設の対

応について（通知）」の概要 

ａ 令和３年１月１４日付け「愛知県における緊急事態宣言に伴う公共施設の対

応方針について（通知）」につき、愛知県独自の厳重警戒措置の期間延長がな

されたため、対応期間について、１月１８日から３月１４日までとされていた

ものを、１月１８日から３月２１日までとする。 

ｂ 利用者数の制限の修正として、催物の開催制限に従い、定員を以下の収容率

及び人数上限のうち、どちらか小さい方と定める。収容率としては、大声なし

では１００パーセント以内、大声ありでは５０パーセント以内。人数上限とし

ては、５０００人又は収容定員５０パーセント（上限１万人）のいずれか大き

い方。 

（ス）令和３年３月１９日付け「愛知県厳重警戒措置の期間延長に伴う公共施設の対

応について（通知）」の概要 

ａ 令和３年１月１４日付け「愛知県における緊急事態宣言に伴う公共施設の対

応方針について（通知）」につき、愛知県独自の厳重警戒措置の解除がなされ

たため、対応内容を以下のとおりとする。 

ｂ ３月２２日から、利用時間の短縮（対象施設：市民文化会館等１６施設、利

用時間：午後９時まで）と市外在住者等への利用自粛呼びかけについて解除す

る。 

ｃ 以下は、３月２２日以降も引き続き実施する。 

① 「業種別ガイドライン」に沿った感染防止対策 

② 「催物の開催制限」に沿った定員を設定すること 

 

４ リスク分担 

 ⑴ 指定管理者の減収等に対する対応方針とその根拠 

市は、令和２年１２月７日付け通知（前３⑵イ（キ）参照）により、主に全部精算

を実施しない施設を所管する所属を対象に、精算の対象とする経費として、例年精算

対象としている項目である、「修繕費、利用料金減免補填金、利用料金負担金（消費

増税に伴う指定管理者負担増分）、物価変動リスク調整対象経費（協定で定めるもの）」

に加えて、「利用料金等収入（利用料金収入（施設利用料、駐車場代、ロッカー利用

料等）、公共の給付金のうち指定管理業務に係るもの（雇用調整助成金、持続化給付

金等））、管理運営経費（新型コロナウイルス感染症の影響を受けた経費（指定管理者

の運営上の工夫や努力など、感染症の影響でない経費は除く）」を加えた。 
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そしてその根拠は、閉館期間中については、指定管理者制度リスク分担表（以下単

に「リスク分担表」ということもある）の「政治、行政的理由から施設の管理運営の

継続に支障が生じた場合又は業務内容に変更を余儀なくされた場合の経費の増加」は

市の負担とする記載であり、閉館期間以外については、同表の「暴風、豪雨、洪水、

地震、落盤、火災、争乱、暴動その他市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すこと

のできない自然的又は人為的な現象等に伴う施設修復等の経費増加」は市の負担とす

る記載にあるとした。 

なお、例年精算対象の利用料金負担金とは、消費税率８％を前提に利用料金収入を

見込んで指定管理料を算出している施設（平成３０年度以前に公募を実施した施設等）

は、令和元年１０月１日に実施された消費税率引上げに伴う利用料金改定を実施しな

い場合、当初の見込みより指定管理者の収入（消費税抜の金額）が減少することにな

るため、この減少額を市が補填するものである。 

 ⑵ 剰余金精算制度適用施設と剰余金精算制度非適用施設 

市によると、指定管理者制度導入施設は、大きく分けて剰余金精算制度適用施設と

剰余金精算制度非適用施設に分類でき、それぞれの内容と精算内容は【図表１－２４】

のとおりであるところ、上記令和２年１２月７日付け通知（前３⑵イ（キ）参照）の

対象である「全部精算を実施しない施設」とは主に後者の施設をいう。 

 

【図表１－２４】剰余金精算制度適用施設と剰余金精算制度非適用施設の分類表 

 

 ⑶ ２種類のリスク分担表 

リスク分担表には、「政治、行政的理由から施設の管理運営の継続に支障が生じた

場合又は業務内容に変更を余儀なくされた場合の経費の増加
．．

」は市の負担とするもの

と、同じくその場合の「経費の増減
．．

」を市の負担とするものがある。 

 名称 内容 精算内容 

1 

剰 余 金

精 算 制

度 適 用

施設 

全 部 精

算 を 実

施 す る

施設 

市の外郭団体のうち、人件費等

の運営経費を市が補助金等で支

援している団体が単独指名（非

競争）で指定管理者となってい

る施設（使用料制を適用） 

災害等の有無にかかわらず、実

績に応じて全ての経費の増減を

精算し、指定管理者に収益を生

じさせない 

2 

剰 余 金

精 算 制

度 非 適

用施設 

一 部 精

算 を 実

施 す る

施設 

・公募（競争）により選定され

たものが指定管理者である施設

（利用料金制（施設の使用料は

指定管理者の収入となる制度）

を適用） 

・株式会社である市の外郭団体

が単独指名となっている施設

（主に利用料金制を適用） 

・原則として精算を実施しない

（指定管理者の努力による経費

減、利用料金収入増は指定管理

者の収益） 

・ただし、リスク分担細則に基

づき一部の経費（修繕料、利用

料金減免補填金、利用料金負担

金及び物価変動リスク調整対象

経費）の増減について、災害等

の有無にかかわらず精算する 
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そして、上記「経費の増加」を市の負担とするリスク分担表は不可抗力の項目につ

いても「暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その他市又は指定管理者

のいずれの責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象等に伴う施設修復等

の経費増加」を市の負担とし（【図表１－２５】の１参照）、上記「経費の増減」を市

の負担とするリスク分担表は「暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動そ

の他市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現

象等に伴う施設修復等の経費増減」を市の負担としている（【図表１－２５】の２参

照）。 

 

【図表１－２５】２種類のリスク分担表の記載方法の分類 

 項目 
政治、行政的理由による

事業変更 
不可抗力 

1 

経費の「増加」を市

の負担とするリスク

分担表の記載方法 

政治、行政的理由から施

設の管理運営の継続に支

障が生じた場合又は業務

内容に変更を余儀なくさ

れた場合の経費の「増

加」 

暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、

火災、争乱、暴動その他市又は指

定管理者のいずれの責めにも帰す

ことのできない自然的又は人為的

な現象等に伴う施設修復等の経費

「増加」 

2 

経費の「増減」を市

の負担とするリスク

分担表の記載方法 

政治、行政的理由から施

設の管理運営の継続に支

障が生じた場合又は業務

内容に変更を余儀なくさ

れた場合の経費の「増

減」 

暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、

火災、争乱、暴動その他市又は指

定管理者のいずれの責めにも帰す

ことのできない自然的又は人為的

な現象等に伴う施設修復等の経費

「増減」 

 

 ⑷ 施設とリスク分担表の適用関係 

市によると、２種類のリスク分担表を使用するようになったのは、公募で指定管理

者を選定するようになった平成２０年度からで、利用料金制を採用する施設では利用

料金が指定管理者の収入になることから、不測の事態によって経費が増加する場合の

み市が指定管理料でその増加分を補填するために、【図表１－２５】の１記載のよう

な経費の増加を市のリスク分担とするリスク分担表が作成され、剰余金精算制度非適

用施設で主に利用料金制を採用する施設（【図表１－２４】の２参照）に適用するよ

うになった。しかし、不測の事態により経費が減少することは想定していなかった。

公募することなく市の単独指名によって指定管理者を選定する施設であって剰余金精

算制度適用施設では、【図表１－２５】の２記載のようなリスク分担表を使用してい

るとのことである。 

⑸ 物価変動リスク分担細則 

市では、電気、都市ガス、重油、軽油、灯油、ガソリン及びプロパンガス（以下

「特定経費」という）について、平成２０年頃に物価変動が激しかったことを踏まえ
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て、主に剰余金精算制度非適用施設の指定管理者には、別途物価変動リスク分担細則

を取り決めて適用している。 

同細則では、特定経費年度協定額と物価変動調整後所要額を次のア～エの計算式又

は方法で算出し、物価変動調整後所要額合計が特定経費年度協定額合計の１１０％又

は９０％を超えて変動した場合は、±１０％を超える部分（千円未満切捨て）を全額

精算（市が追加負担又は市に返納）するものである。 

また、これにかかわらず、特定経費年度協定額合計と物価変動調整後所要額合計の

差が５０万円を超える場合は５０万円を超える分（千円未満切捨て）を追加負担又は

返納するものとしている。 

なお、物価変動リスク分担・指定管理料の調整イメージは、次頁【図表１－２６】

のとおりである。 

  ア 物価指数及び調達単価 

区 分 物価指数 調達単価 

電 気 
電気料金支払月額を使用量（kwh）で除

して得た数値 

指定申請時点の年間積算金額を年間

計画使用量で除して得た金額 

都市ガス 
都市ガス支払月額を使用量（㎥）で除し

て得た数値 

指定申請時点の年間積算金額を年間

計画使用量で除して得た金額 

重 油 豊田市契約単価（特Ａ重油・４kl 未満） 
指定申請時点において指定管理者が

様式８で示した金額 

軽 油 豊田市契約単価（店頭） 
指定申請時点において指定管理者が

様式８で示した金額 

灯 油 
総務省小売物価統計調査 主要品目の都

市別小売価格（３７０１）・名古屋市 

指定申請時点において指定管理者が

様式８で示した金額 

ガソリン 
総務省小売物価統計調査 主要品目の都

市別小売価格（７３０１）・名古屋市 

指定申請時点において指定管理者が

様式８で示した金額 

プロパンガス 
総務省小売物価統計調査 主要品目の都

市別小売価格（３６１６）・名古屋市 

指定申請時点の年間積算金額を年間

計画使用量で除して得た金額 

  イ 特定経費年度協定額 

年度協定締結直近１月物価指数 

× 調達単価 × 指定申請時の年間計画使用量 

指定申請直近１０月物価指数 

  ウ 物価変動の判定月 

特定経費に係る物価変動リスクの分担における物価変動の判定月は４月、７月、

１０月及び１月とする。  

  エ 物価変動調整後所要額 

物価変動調整後所要額 ＝ 

判定月物価指数の平均値 

× 特定経費年度協定額 

年度協定締結直近１月物価指数 
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【図表１－２６】物価変動リスク分担・指定管理料の調整イメージ図 
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５ 監査の結果 

 ⑴ 変更協定書を締結しこれに基づく精算を行うよう通知するべき【指摘】 

リスク分担表は責任に関するリスク負担者の配分表であって、経費や損害の負担方

法を想定しており、収入の減少（需要リスク）を想定した表ではない。上記令和２年

１２月７日付け通知（前３⑵イ（キ）参照）において収入の「減少」を経費の「増加」

と解釈したことは、文言の解釈としても不自然であるし、閉館期間中とそれ以外の期

間の収入減少をいずれも補填するために、「政治、行政的理由」と「不可抗力」を使

い分ける点も技巧的に過ぎる。 

また、経費に着目してみれば、閉館期間中の経費は、水道光熱費を中心にむしろ減

額している施設がある。主に剰余金精算制度非適用施設では、不可抗力と政治、行政

的理由による事業変更の項目に関し「経費の増加」のみについて市がリスクを負担し、

「経費の減少」はリスク分担表の対象としていない。この場合、水道光熱費等の経費

の減少については精算対象とせず、収入の減少のみを「経費の増加」とみなして補填

対象とすれば、指定管理者によっては水道光熱費の減額分を指定管理料としてそのま

ま取得し、さらに収入の減少分を「経費の増加」として補填されるという、極めて不

合理な結果となるのが論理的帰結である。 

そのため、収入の減少（需要リスク）は、リスク分担表の「経費の増加」とみなす

べきではなく、リスク分担表が想定しない不測の事態であったと解さざるを得ない。 

そうであれば、市としては、精算対象として「利用料金等収入（利用料金収入（施

設利用料、駐車場代、ロッカー利用料等）、公共の給付金のうち指定管理業務に係る

もの（雇用調整助成金、持続化給付金等））、管理運営経費（新型コロナウイルス感染

症の影響を受けた経費（指定管理者の運営上の工夫や努力など、感染症の影響でない

経費は除く））」を追加する方向性を通知するだけでなく、その趣旨にしたがって変更

協定書を締結した場合には、当該変更協定書に基づき、精算するように通知するべき

であった。 

この点市は、令和２年１２月７日付け通知の３項に「年度終了後の実際の精算は、

同計算書を用いて変更協定により対応します。」と記載していることでよしとするが、

年度終了後に精算の結果について変更協定を締結するだけでなく、基本協定書又は年

度協定書に予め精算の根拠を明記し、それに基づいて実際の精算を行う必要があった。 

⑵ 管理運営経費の減少は民法第５３６条第２項の趣旨に基づき精算すべき【意見】 

  前⑴記載の精算対象のうち、管理運営経費（新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた経費（指定管理者の運営上の工夫や努力など、感染症の影響でない経費は除く。

以下同じ））に関連して、施設の閉鎖中に減少した電気料金を電気料金に関する物価

変動リスクとしてリスク分担表を適用して精算した施設（豊田市旭高原自然活用村）

や、灯油の使用量の減少について灯油の単価に関する物価変動リスクとしてリスク分

担表を適用した結果精算しなかった施設（どんぐりの里いなぶ）があった。また、令
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和２年１２月７日付け通知を根拠としたり、リスク分担表の「その他」の項目に「上

記以外の事案は、市及び指定管理者の協議による（業務の一部変更等）」と記載され

ていることを根拠としたりする施設（豊田市高岡コミュニティセンター、豊田市六鹿

会館及び豊田市高岡運動広場）もあるなど、様々であった。 

しかし、市が施設を閉鎖する判断を下し、さらに利用料金等収入（利用料金収入

（施設利用料、駐車場代、ロッカー利用料等）、公共の給付金のうち指定管理業務に

係るもの（雇用調整助成金、持続化給付金等））を精算対象としながら施設の管理運

営経費（新型コロナウイルス感染症の影響を受けた経費）が減少した場合、指定管理

者はこれによる利益を得る結果となるため、市にその利益を償還するべきである（民

法第５３６条第２項参照）。 

そうであれば、リスク分担表を適用するまでもなく、また、前⑴のうち管理運営経

費（新型コロナウイルス感染症の影響を受けた経費）に関する限り協定書の変更を要

することなく、施設の閉鎖による経費の減少分を精算するよう通知するべきであった。 

⑶ 需要リスクに関するリスク分担表の必要性【意見】 

不測の事態により指定管理施設の経費が減少することを想定していなかったとのこ

とであるが、利用料金制を採用する施設では、経営努力の結果ではない不測の事態に

よる経費の減少のほか、収入の減少をも想定した対応を予め検討し、リスク分担表に

盛り込むことが望ましい。 

そこでリスク分担表の項目には、利用者や来館者の減少のうち市による利用制限や

不可抗力の場合は市がそのリスクを負担し、指定管理者のサービス低下や競業他者の

出店を原因とするリスクは指定管理者が負担するなど、収入の減少という需要リスク

に対しても対応可能なリスク項目を追加することが望ましい。 

なお、市、指定管理者のいずれか一方がリスクを負担することとした場合に、過大

な負担が想定される場面では、負担の上限を設けたり、両者が割合的に負担しあう旨

を協定書等に規定したりすることも考えられる。 

当然であるが、基本協定書の期間中にリスク分担表や協定書の内容を変更するには、

変更基本協定書の締結が必要である。 

⑷ 自主事業収入の減収補填について【意見】 

自主事業は本来的には指定管理者が指定管理業務と無関係に自らの責任で行う事業

であり、市がその需要リスクについてリスク分担することは全く想定されてこなかっ

たと思われる。しかし、指定管理者によっては、自主事業による収益をも精算対象と

して、余剰が多ければその分、指定管理料を返還することを打ち出す指定管理者もい

る。このような場合まで全面的に指定管理者のリスク分担として放置することは、公

平性の観点から妥当ではない。しかし、協定書やリスク分担表に予め記載のないこと

について、市が一方的に取り決めることも相応しくない。基本的には、市と指定管理

者が協議してリスク分担を決めるべき問題である。 
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市は、令和２年１２月７日付け通知（前３⑵イ（キ）参照）により、自主事業の余

剰金のうち年度協定書上の収支計画の収入に組み込んでいるものは、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受けたものについて精算の対象とし、これ以外の自主事業につい

ては、原則、精算の対象外とするよう指示した。 

しかし、影響を受けたか受けていないかの判断も容易ではなく、本来的には市と指

定管理者との対話に基づき、変更協定書を締結して解決するべき問題である。市とし

ても「指定管理者との協議の上、対応を必要とする案件については、行政改革推進課

に相談すること」として、所管課と指定管理者間の協議に配慮を示しているが、地方

自治法第２３４条第５項の趣旨から変更協定書の締結が必要である。 

 

【図表１－２７】経費の増加のみをリスク負担としている施設 

施設名 収入区分 第３章第４

1 笹戸生活改善センター笹戸会館 利用料金制 1

2 豊田市浅野会館 利用料金制 2

3 敷島農村環境改善センター敷島会館 利用料金制 3

4 築羽農村環境改善センター築羽会館 利用料金制 4

5 豊田市旭高原自然活用村 利用料金制 5

6 豊田市香嵐渓施設 利用料金制

7 豊田市百年草（老人デイサービスセンターを除く） 利用料金制

8 豊田市御内製作工房施設 利用料金制

9 西町活性化施設 利用料金制

10 田町活性化施設 利用料金制

11 城跡公園足助城 利用料金制

12 豊田市足助プール

13 小原トレーニングセンター及び緑の公園 8

14 小原北部生活改善センター 利用料金制 9

15 豊田市高岡コミュニティセンター・豊田市六鹿会館・豊田市高岡運動広場 利用料金制 10

16 豊田市高橋コミュニティセンター・加茂川公園 利用料金制

17 豊田市藤岡体育センター・豊田市藤岡総合グラウンド野球場・豊田市藤岡運動広場・豊田市藤岡テニスコート 利用料金制 11

18 豊田市藤岡ふれあいの館 利用料金制 12

19 とよた市民活動センター

20 豊田地域文化広場 利用料金制

21 五ケ丘運動広場

22 高岡公園体育館・高岡公園・若園運動広場 利用料金制

23 西部体育館・逢妻運動広場 利用料金制

24 井上公園水泳場 利用料金制

25 平戸橋いこいの広場 利用料金制

26 猿投棒の手ふれあい広場 利用料金制

27 豊田市高齢者温泉休養施設寿楽荘 利用料金制 16

28 豊田市老人福祉センター豊寿園 17

29 豊田高等職業訓練校  
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⑸ ２種類のリスク分担表と利用料金制適用施設との対応関係【意見】 

【図表１－２７】は、不可抗力等の項目について経費の増加のみを市のリスク分担

とするリスク分担表を採用している施設である。 

予備調査及び本調査で回答された【図表１－２１】及び【図表１－２２】掲載施設

の範囲で、経費の増加のみを市のリスク分担とするリスク分担表を採用している施設

が利用料金制適用施設か否か調査したところ、経費の増加のみをリスク負担としてい

る施設は【図表１－２７】に記載とおりであり、利用料金制を採用している施設は、

収入区分に「利用料金制」と記載した施設であった。空欄の施設は使用料制を採って

いる。これによると、経費の増加のみを市のリスク分担とするものの利用料金制を適

用していない施設が複数見られた。 

小原トレーニングセンター及び緑の公園や豊田市老人福祉センター豊寿園は、使用

料制適用施設かつ経費の増加を市のリスク分担とするリスク分担表を採用しているが、

実質的には経費を全部精算する剰余金精算制度適用施設であり、リスク分担表と実際

の取扱いの間に捻れが見られた。 

逆に、豊田市老人福祉センターぬくもりの里ほか６施設、どんぐりの里いなぶや豊

田市温浴施設じゅわじゅわは、経費の増減を市のリスク分担とするリスク分担表を採

用する剰余金精算制度適用施設であるが、利用料金制適用施設である。 

２種類のリスク分担表と利用料金制の適用関係について、整合性が取れているか否

かについて、指定管理者制度を適用する施設全体について改めて確認することを推奨

する。 

 ⑹ 使用料、利用料金、占用料及び行政財産目的外使用料の還付について【意見】 

行政財産の使用又は公の施設の利用については使用料を徴収することができ、使用

料に関する事項は条例で定めなければならない（地方自治法第２２５条、第２２８条

第１項）。また利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定め

るところにより、指定管理者が定めるものとし、指定管理者は、あらかじめ当該利用

料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない（地方自治法第２

４４条の２第９項）。 

市でも、公の施設に関する各種使用料及び利用料金条例、各種設置及び管理に関す

る条例、豊田市行政財産目的外使用料条例、豊田市道路の管理及び占用に関する条例

等を制定し、施設利用や行政財産の目的外使用の許可を受けた者は使用料を、市道や

準用河川その他の占用許可を受けた者は占用料を納付しなければならない旨が規定さ

れている。そして、これら条例には、使用料、占用料の還付に関して、原則として還

付しない旨を、また条例によっては、市長が相当の理由があると認めた場合には還付

できる旨を規定している。そうした条例の規定について、一部の例を下記のとおり掲

載する。 
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既納の使用料等は原則として還付しない点でほぼ一致しているが、例外的に還付で

きる場合については、①市長が利用を中止したとき、②使用者等の責めによらない事

由で許可を取り消したとき、③天災その他特別の事情（不可抗力）により利用できな

くなったとき、④使用者等が使用等の前日までに許可の取消しを申し出て、市長が相

当の理由があると認めた場合、⑤市長において特別の事情があると認めたとき、⑥指

定管理者が特別の事情があると認めたときなどと規定している条例があり、様々であ

る。 

一方、豊田市高齢者温泉休養施設条例のように既納の使用料（利用料金）に関する

定めがそもそも存在しない条例もある。 

令和２年２月２５日付け「新型コロナウイルス感染症への対応に係る使用料等の取

扱いについて（通知）」で、市は使用料等を納付した者に対し、新型コロナウイルス

感染症の拡大防止を理由として、使用目的（イベント等）の中止による当該許可の取

消し等をその使用日の前日までに申し出た場合に使用料等を全額還付することとし、

同月１９日から遡及して適用し、実際にも各種施設において許可の取消申請を受け付

け、使用料等の還付を実施した。新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するために、

使用者の自発的な許可の取消しを促すべく、申出者に対して一律使用料等の返還を取

決めた判断は妥当であるが、施設によっては条例上の根拠を欠く対応方法になり得た

可能性も否定できない。 

使用料等の返還に関しては、施設の特性に配慮しつつも、ある程度統一的な条例の

取決めが求められる。 

なお、営業時間短縮による使用料等の減額や一部還付についても、同様の問題があ

り、一部の施設では条例上の根拠を欠く対応になり得たため、ある程度統一的な条例

の取決めがなされることが好ましい。 

 

豊田市コンサートホール・能楽堂条例の記載例 

(使用料の減免) 

第１１条 市長は、特に公益上必要があると認めたときは、使用料を減免することができ

る。 

(使用料の不還付) 

第１２条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長において特別の事情があると認めた

ときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 

豊田市体育施設条例の記載例 

(使用料) 

第１２条 別表（略）に掲げる施設及び設備の利用者は、許可を受けたときは、これらの表

に定める使用料を納付しなければならない。 

２ 市長は、公益上特に必要があると認めたときは、使用料を減免することができる。 

３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長において特別の事情があると認めたとき

は、その全部又は一部を還付することができる。 

(利用料金) 
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第１３条 １～４（略） 

５ 指定管理者は、市長が定める基準により、利用料金を減免することができる。 

６ 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者において特別の事情があると認め

たときは、市長が定める基準により、その全部又は一部を還付することができる。 

 

豊田地域文化広場条例の記載例 

第１２条 １～４（略） 

５ 指定管理者は、市長が定める基準により、利用料金を減免することができる。 

６ 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者において特別の事情があると認め

たときは、市長が定める基準により、その全部又は一部を還付することができる。 

 

豊田市都市公園使用料及び利用料金条例の記載例 

(使用料及び利用料金の不還付) 

第５条 既納の使用料及び利用料金は、還付しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が利用期限内に公共の目的のため利用を禁止し、若しく

は利用者の申請によって利用の中止を認めたとき、又は利用者が天災その他特別の事情に

より利用することができなくなったときは、使用料の全部又は一部を還付することができ

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者が特別の事情があると認めたときは、市長が定

める基準により、利用料金の全部又は一部を還付することができる。 

(使用料及び利用料金の減免又は徴収の延期) 

第６条 市長は、貧困その他特別の事情があると認める者に対して使用料を減免し、又はそ

の徴収を延期することができる。 

２ 指定管理者は、市長が定める基準により、利用料金を減免することができる。 

 

豊田市保健所条例の記載例 

(使用料) 

第３条 診療等に係る保健所の施設の利用については、別表に定める使用料を徴収する。 

２（略） 

３ 既納の使用料は、還付しない。 

 

豊田市行政財産目的外使用料条例の記載例 

(使用料の還付) 

第４条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次に該当する場合は、その全部又は一部を

還付することができる。 

(1) 災害その他不可抗力による事由のため当該財産が使用できなくなったとき。 

(2) 使用者の責めによらない事由で使用許可を取り消したとき。 

(使用料の減免) 

第５条 市長は、特別な理由があるときは使用料を減免することができる。 

 

豊田市道路の管理及び占用に関する条例の記載例 

(占用料の還付) 

第１５条 既納の占用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

その全部又は一部を還付することができる。 

(1) 占用者の責めによらない理由によって占用することができない場合 

(2) 法第７１条の規定により市長が道路管理上必要なため許可の取消しをした場合 
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(3) 占用者が占用しようとする日の前日までに許可の取消しを申し出て、市長が相当の理

由があると認めた場合 

 

豊田市法定外公共物管理条例の記載例 

(占用料等の還付) 

第１４条 既納の占用料等は、還付しない。ただし、第１８条第２項の規定により、占用等

の許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更したとき、又は天災その

他特別の理由により占用等ができなくなったときは、その全部又は一部を還付することが

できる。 

(監督処分) 

第１８条 （略） 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、占用者等に対し、前項に規定

する処分をし、又は措置を命ずることができる。 

(1) 国等が法定外公共物に関する工事を施行するためやむを得ない必要が生じた場合 

(2) 前号に掲げるもののほか、法定外公共物の保全又は利用上やむを得ない公益上の必要

が生じた場合 

 

⑺ 使用料等還付対応は積極的に周知し感染拡大の防止効果を高められたい【意見】 

   令和２年２月２５日付け「新型コロナウイルス感染症への対応に係る使用料等の取

扱いについて（通知）」には、「当該対応については、市から使用者へ積極的に周知す

るものではありません。自発的に申出があった場合のみの対応としてください」と記

載され、その後も基本的にこの対応が維持されている。しかし、条例で定められた原

則と例外を逆転し、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のために本来の例外的取扱

いである還付を一般的に実施するからには、これを多くの市民に周知してこそ、感染

拡大の防止にとって有効な効果を発揮したであろうと考えられる。 

今後、何らかの感染症等が蔓延し、拡大防止のために使用料等を還付する取扱いを

する際には、是非、これを広く周知していただきたい。 

 ⑻ 指定管理者との協定締結事務の手引について【意見】 

行政改革推進課発の「指定管理者との協定締結事務の手引１０頁（８）の税制改正

（消費税８％→１０％）に伴う利用料金の負担について」の中段には、「精算方法は、

「利用料金負担金」として「利用料金減免補填金」などと合わせて精算しますので、

年度協定書には「指定経費の精算」に「利用料金減免補填金等」と記載してくださ

い。」とある。 

しかし、「利用料金減免補填金」（市が定める利用料金減免制度により、通常より減

少した利用料金を市が指定管理者に補填するもの）と「利用料金負担金」（消費税率

引上げに伴う利用料金改定を行わない指定管理者にこれによる利用料金の減少を補填

するもの）は、前者は市の制度による利用料金の減少を補填するものであるのに対し、

後者は市の制度外の事情により一時的に生じた利用料金の減少を補填するものであっ

て、性質が異なるものであり、「利用料金減免補填金等」に「利用料金負担金」を含

むとは一般的には解しがたい。 
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そのため、年度協定書の「利用料金減免補填金等」の記載をもって、「利用料金負

担金」を「指定経費」に含むとはいえず、地方自治法第２３４条第５項の趣旨から当

初協定書に記載し又は変更協定書を締結して利用料金負担金を補填するべきである。  
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第１０ 不測の事態に対する事前の備え 

 

１ 豊田市公共施設等総合管理計画 

⑴ 問題の所在 

第３章第２の５及び８で後述する総務監査課や学校づくり推進課の流用案件では、

福祉センターや学校の施設設備の修繕や更新のための財源として、予算の流用が行わ

れていた。同種の施設や設備が多数存在する場合、その修繕・更新を予算の流用に任

せると、場当たり的な対処に終始して、修繕・更新計画の立案など計画的な施設修

繕・設備更新が後手に回り、ある時点で大事故、大規模な損傷・故障等その他不測の

事態を招きかねない。また、豊田市温浴施設じゅわじゅわは市が所有する施設ではな

いものの、設置以来２０年以上経過していることもあり、大規模修繕を所有者と協議

するべき時期に来ていないか検討が必要と思われた。 

この点、市によると、豊田市公共施設等総合管理計画を策定し、予防保全及び事後

保全に分類して施設設備の維持管理は計画的に行っているとのことであった。 

⑵ 豊田市公共施設等総合管理計画の背景 

２００３年度に、市では公共建築物延命計画を策定し、翌年度からこの計画に基づ

き、屋根・外壁、指定設備の計画的な修繕を行っていたが、２００５年度には市町村

合併により、市域の拡大とともに、更に多くの公共施設等を保有するようになった。

そうしたところ、２０１２年に発生した中央自動車道笹子トンネルでの天井板落下事

故を契機として、国がインフラ長寿命化基本計画を策定し、２０１４年度には公共施

設等総合管理計画の策定を地方自治体に要請した。そして市は、２０１７年３月、豊

田市公共施設総合管理計画（以下「本計画」という）を策定し、２０２１年３月にこ

れを改定（以下「本計画改定版」という）した。 

 ⑶ 公共施設等の管理に関する全体方針と個別施設計画 

   本計画は、第８次豊田市総合計画・後期実践計画の重点施策である「まちの課題解

決力の強化」における「持続可能な地域経営」を具体化するものである。本計画改定

版第３章によれば、公共施設等の管理に関する全体方針のうち、不測の事態と関連す

るものは以下のとおりである。なお、公共施設等は、市が保有する公共建築物とイン

フラ施設に大別され多岐に及ぶところ、本書では学校施設（第３章第２の８参照）、

コミュニティ施設及び高齢者福祉施設（第３章第４参照）を含む公共建築物に焦点を

当てて紹介する。 

ア 基本方針 

（ア）安全・安心な施設の管理 

公共施設等の総量と施設ごとの状態を把握し、点検や診断に基づく修繕による

計画的な管理を行い、施設の安全性を確保する。 

（イ）計画的な管理の推進 
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定期的な点検や診断等により施設の状況を把握した上で、適切な管理手法、管

理体制の下、計画的な管理を個別施設計画に基づき PDCA サイクルにより継続的

に進める。 

イ 公共建築物の管理方針 

これまでも、公共建築物をより長く安全に使用していくため、長寿命化の取組を

計画的に進めてきた。今後は、引き続き取組を進めていく中で、施設の更新時期の

平準化を図るとともに、施設の総量抑制等により、トータルコストの縮減を図る。

また、更新については、将来の施設需要を適宜判断し、統合（機能の集約化・複合

化）や廃止などにより、総量抑制の取組を進める。 

ウ 公共施設の管理に関する基本的な考え方 

（ア）点検・診断等の実施方針 

・施設の安全性を確保するため、建築基準法等による法定点検を実施し、施設の

状況把握に努める。  

・点検結果等の情報を集約し、その後の修繕計画等に反映することで、結果の有

効活用を行う。 

（イ）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・部材の耐用年数を踏まえ、施設の状況に合わせた維持管理を計画的に行う。 

・維持管理の実施に当たっては、施設の利用状況や運営コストなどを踏まえ実施

内容を検討する。あわせて、耐久性の高い材料を使用することや省エネ機器の導

入等を検討することなどにより、経費の縮減を図る。 

（ウ）安全確保の実施方針 

・施設の点検等で、危険箇所を発見した場合は、同種又は竣工年次が近い施設に

ついても順次点検等を実施し、事故の未然防止に努める。 

・建物の耐久面から危険性が高いと思われる施設については、早期の更新等を検

討する。 

（エ）耐震化の実施方針 

・法改正を始めとした国の動向等を注視しつつ、耐震化を推進する。 

（オ）長寿命化の実施方針 

・特性に応じた予防保全型及び事後保全型の管理を行い、長寿命化対策を適切な

時期に実施し、目標使用年数を原則５７年以上（学校施設（小学校、中学校及び

特別支援学校）は原則８０年以上）に設定する。 

  エ 公共建築物個別施設計画の概要 

  （ア）対象施設 

原則、床面積１００㎡を超える建築物を有する施設 

※２０１９年３月末時点の市有建築物を対象 

※解体・譲渡・売却予定施設、利用予定のない施設等は対象外 
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※消防団施設は１００㎡以下も対象 

  （イ）計画期間 

原則、２０２１年度から２０２６年度までの６年間とする。 

  （ウ）基本的な方針の定義 

現状維持 ：部分的な修繕・改修等により、適切な施設管理を行う 

※以下のいずれにも該当しない場合は「現状維持」 

施設更新 ：施設の全部又は一部の建替えを予定 

集約化  ：同じ用途の複数の施設を１つの施設に統合することを予定 

大規模修繕：一定規模以上の修繕を予定 

大規模改修：一定規模以上の改修を予定 

  （エ）その他の用語の定義 

予防保全：損傷が軽微な早期段階に予防的な修繕等を実施することで、機能の

保持・回復を図る管理手法のこと。 

事後保全：保守点検等によって判明した機能低下を把握し、設備・部品の限界

管理基準に達した段階で対策を講じる管理手法のこと。浄化槽、濾

過器、小荷物昇降機等に適用する（用語集に定義なし）。 

維持管理：施設、設備、構造物等の機能の維持のために必要となる点検・調査、

補修などのこと。※この計画でいう維持管理には、施設の運用（電

気代や人件費等）は含まない。 

更新  ：劣化した部位・部材・機器等を新しいものに取り替えること。また、

施設そのものを建て替えること。 

改修  ：劣化した施設の性能・機能を、社会変化等により新たに求められる

こととなった水準まで（建設当初の水準以上に）改善すること。 

修繕  ：劣化した施設の性能・機能を、建設当初の水準まで回復すること。

広義には、補修及び改修も含む。予防保全型と事後保全型の両輪で

行う。 

補修  ：劣化した施設の性能・機能を、利用に支障のない程度まで回復する

こと。 

長寿命化：施設の構造部分（建物の場合は躯体）が健全である限り、適切な維

持・保全によって、寿命を永らえさせること。 

  オ 公共建築物個別施設計画総括表 

  （ア）学校施設 

① 対象施設ごとの基本的な方針 

【図表１－２８】のとおり。 

② 対策の優先順位の考え方 



８０ 

 

当該施設は、建設から３０年以上経過している建物が大半を占めており、児

童生徒が安全・安心で快適に学べる教育環境を維持するために、施設の老朽化

への対応や、社会環境の変化に伴う新たなニーズ（多様な学習活動の実施、安

全性への配慮、環境負荷の低減、地域との連携等）に対応した整備が必要であ

る。加えて、特別支援学校については、障がいの重度・重複化、多様化等の状

況を踏まえつつ、障がいのある児童生徒の一人一人の教育的ニーズに対応した

施設環境づくりが重要である。 

それらを踏まえ、国が示す使用年数８０年を目標に、施設の状態に応じ、長

期にわたって使い続けるために、長寿命化改修を実施する必要がある。 

実施に当たっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担

の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。 

 （イ）コミュニティ施設 

    ① 対象施設ごとの基本的な方針 

      【図表１－２９】のとおり。 

    ② 対策の優先順位の考え方 

 当該施設は、市民の連帯意識の高揚、健康の増進、ふれあいの場として位置

づけられており、一部のコミュニティセンターは支所、交流館、スポーツ施設

などの機能も持ち合わせている。 

今後、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮し

ながら計画的な施設の維持保全を進めていくことが重要である。 

  （ウ）高齢者福祉施設 

    ① 対象施設ごとの基本的な方針 

      【図表１－３０】のとおり。 

    ② 対策の優先順位の考え方 

当該施設は、年々高齢化が進んでいる日本社会において特に重要な施設であ

る。したがって、今後も安定的に機能を維持していくことが求められる。 

このニーズに応えるためには、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政

負担の平準化等も考慮しながら計画的な施設の維持保全を進めていくことが重

要である。 

 ⑷ ヒアリングの結果 

  ア 学校施設に関する個別施設計画 

学校づくり推進課によると、上記エ（エ）に記載した予防保全型（特に重要な設

備や、施設では建物の屋根・外壁等、それが損傷等すると全体が停止するようなも

のに対して計画修繕を行うもの）と事後保全型（浄化槽、ろ過器、小荷物昇降機等

の保守点検等によって機能低下が判明したものや部品の限界管理基準に達したもの
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に対して修繕を行うもの）を両輪に、全体的な施設の維持管理を行っている。この

両輪があることで、施設の適正な維持管理と経費の縮減を両立させている。 

対象施設ごとの基本的な方針は【図表１－２８】【図表１－２９】等本計画改定

版の巻末資料１：公共建築物個別施設計画の概要に記載されたとおりであるが、

個々具体的な設備については、一部設備において更新年数を基に予防保全型として

本計画で定めている。ただし、学校施設については都市整備部と別に建築部門の職

員の下、都市整備部の判断を学校施設に合わせてカスタマイズしつつ運営している。 

  イ 学校施設の設備に対する事後保全型修繕における流用案件 

各学校の小荷物専用昇降機保守点検業務委託、プールろ過装置保守点検業務委託、

消防用設備等保守点検業務委託等は事後保全型であり、例えばプールろ過装置保守

点検業務委託では、受託業者の保守点検により受託業者から取替えを早急に必要と

する設備はＣ、取替えを推奨するものはＢ、それ以外はＡにランク付けした結果が

契約で定めた時期に提出され、その結果に応じて協議の上、部品や設備の取替えを

判断している。予算的には小学校の場合４０００万円程度の修繕料を計上し、保守

点検の結果を受けた修繕はこの予算で基本的に行っている。数量的あるいは金額的

に当初予算の想定を超える場合に、予算の流用をすることはある。令和２年度はこ

のような流用が多く発生した。 

第３章第２の８に記載した流用案件のうち、⑸放送設備備品（小学校）豊田市立

滝脇小学校ほか５校放送設備修繕、⑹放送設備備品（中学校）豊田市立滝脇小学校

ほか５校放送設備修繕及び⑺放送設備備品（小学校）豊田市立東山小学校ほか３校

放送設備修繕については、業者による保守点検ではなく、各学校からの不具合の連

絡を受けて把握した事案であった。これに対し、⑶施設維持管理費（小学校）のう

ち豊田市立高嶺小学校浄化槽ブロワ等取替修繕並びに⑶施設維持管理費（小学校）

と⑷施設維持管理費（中学校）にいずれも掲載の豊田市立若林東小学校ほか１校浄

化槽ブロワー修繕、豊田市立美山小学校ほか１７校消防設備修繕、豊田市立童子山

小学校ほか３４校消防設備修繕、豊田市立寿恵野小学校ほか２８校小荷物専用昇降

機修繕及び豊田市立童子山小学校ほか３４校プールろ過装置修繕は、保守点検委託

における点検結果報告を基に修繕発注した。 

ただし、点検結果報告を業者から受ける際に担当者が業者にヒアリングした上で、

交換等が必要と判断したものについて順次修繕を実施しており、不具合があったも

のを全て修繕発注するわけではない。そのため、「不具合が見つかった時期が古い

から」という観点では捉えておらず、中には何回か前の点検で不具合が判明してお

り、しばらく様子見とした後に今回修繕すると判断したものもある。 
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【図表１－２８】対象施設ごとの基本的な方針（学校施設） 

小学校  施設名 所在地 基本的な方針 

1 童子山小学校 御幸町 大規模改修 

2 挙母小学校 平芝町 大規模改修 

3 根川小学校 下林町 大規模改修 

4 小清水小学校 田町 大規模改修 

5 前山小学校 前山町 大規模改修 

6 山之手小学校 山之手 大規模改修 

7 美山小学校 美山町 大規模改修 

8 寺部小学校 上野町 現状維持 

9 平井小学校 百々町 大規模改修 

10 野見小学校 野見町 現状維持 

11 古瀬間小学校 志賀町 大規模改修 

12 矢並小学校 矢並町 現状維持 

13 高嶺小学校 広美町 大規模改修 

14 寿恵野小学校 鴛鴨町 大規模改修 

15 畝部小学校 畝部西町 大規模改修 

16 堤小学校 堤本町 大規模改修 

17 若園小学校 中根町 大規模改修 

18 竹村小学校 住吉町 現状維持 

19 駒場小学校 駒場町 現状維持 

20 大林小学校 大林町 大規模改修 

21 大畑小学校 大畑町 大規模改修 

22 伊保小学校 保見町 現状維持 

23 加納小学校 加納町 大規模改修 

24 青木小学校 青木町 大規模改修 

25 西広瀬小学校 西広瀬町 現状維持 

26 東広瀬小学校 東広瀬町 現状維持 

27 中金小学校 中金町 現状維持 

28 上鷹見小学校 上高町 大規模改修 

29 幸海小学校 幸海町 大規模改修 

30 岩倉小学校 岩倉町 大規模改修 

31 九久平小学校 九久平町 大規模改修 

32 滝脇小学校 滝脇町 大規模修繕 

33 豊松小学校 坂上町 現状維持 

34 東山小学校 渋谷町 大規模改修 

35 元城小学校 八幡町 現状維持 

36 梅坪小学校 梅坪町 大規模改修 

37 朝日小学校 朝日町 大規模改修 

38 若林東小学校 若林東町 現状維持 

39 東保見小学校 保見ケ丘 大規模改修 

40 四郷小学校 四郷町 大規模改修 

41 浄水小学校 浄水町 大規模改修 

42 平和小学校 平和町 大規模改修 

43 市木小学校 市木町 大規模改修 

44 若林西小学校 若林西町 現状維持 

45 衣丘小学校 三軒町 大規模改修 

46 土橋小学校 土橋町 現状維持 
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47 広川台小学校 渋谷町 大規模改修 

48 井上小学校 井上町 大規模改修 

49 五ケ丘小学校 五ケ丘 大規模改修 

50 西保見小学校 保見ケ丘 大規模改修 

51 五ケ丘東小学校 五ケ丘 大規模改修 

52 浄水北小学校 浄水町 現状維持 

53 飯野小学校 藤岡飯野町 大規模改修 

54 石畳小学校 石畳町 大規模修繕 

55 御作小学校 御作町 大規模改修 

56 中山小学校 西中山町 大規模改修 

57 道慈小学校 千洗町 大規模改修 

58 本城小学校 市場町 現状維持 

59 小原中部小学校 遊屋町 現状維持 

60 足助小学校 足助町 大規模改修 

61 冷田小学校 四ツ松町 大規模修繕 

62 追分小学校 近岡町 大規模修繕 

63 佐切小学校 上脇町 大規模修繕 

64 則定小学校 則定町 大規模修繕 

65 萩野小学校 桑田和町 大規模改修 

66 明和小学校 平沢町 大規模修繕 

67 新盛小学校 新盛町 大規模修繕 

68 大蔵小学校 大蔵町 大規模改修 

69 御蔵小学校 御蔵町 大規模修繕 

70 花山小学校 下山田代町 大規模改修 

71 大沼小学校 大沼町 現状維持 

72 巴ケ丘小学校 大桑町 大規模改修 

73 小渡小学校 下切町 大規模改修 

74 敷島小学校 杉本町 大規模改修 

75 稲武小学校 稲武町 大規模改修 

中学校 施設名 所在地 基本的な方針 

1 崇化館中学校 栄町 大規模改修 

2 朝日丘中学校 朝日ケ丘 大規模改修 

3 豊南中学校 水源町 大規模改修 

4 高橋中学校 高橋町 大規模改修 

5 上郷中学校 上郷町 大規模改修 

6 高岡中学校 若林西町 大規模改修 

7 保見中学校 保見町 大規模改修 

8 猿投中学校 加納町 現状維持 

9 猿投台中学校 青木町 大規模改修 

10 石野中学校 力石町 現状維持 

11 松平中学校 九久平町 現状維持 

12 竜神中学校 竜神町 大規模改修 

13 美里中学校 美里 大規模改修 

14 逢妻中学校 新町 大規模改修 

15 若園中学校 花園町 大規模改修・施設更新・複合化 

16 梅坪台中学校 西山町 大規模改修 

17 前林中学校 前林町 大規模改修 

18 益富中学校 志賀町 大規模改修 
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19 末野原中学校 豊栄町 大規模改修 

20 井郷中学校 井上町 大規模改修 

21 浄水中学校 大清水町 現状維持 

22 藤岡中学校 木瀬町 大規模改修 

23 藤岡南中学校 西中山町 現状維持 

24 小原中学校 永太郎町 大規模改修 

25 足助中学校 足助町 大規模改修 

26 下山中学校 大沼町 大規模改修 

27 旭中学校 杉本町 大規模改修 

28 稲武中学校 桑原町 現状維持 
特別支援学校  施設名 所在地 基本的な方針 

1 豊田特別支援学校 大清水町 現状維持 

 

【図表１－２９】対象施設ごとの基本的な方針（コミュニティ施設） 

  施設名 所在地 基本的な方針 

1 猿投コミュニティセンター 四郷町 現状維持 

2 松平コミュニティセンター 九久平町 大規模修繕 

3 上郷コミュニティセンター 上郷町 大規模修繕 

4 高岡コミュニティセンター 高岡町 大規模修繕 

5 高橋コミュニティセンター 東山町 現状維持 

6 西部コミュニティセンター 本新町 大規模修繕 

 

【図表１－３０】対象施設ごとの基本的な方針（高齢者福祉施設） 

  施設名 所在地 基本的な方針 

1 豊田市百年草 足助町 大規模修繕 

2 老人福祉センター豊寿園 渡刈町 大規模修繕 

3 高齢者温泉休養施設「寿楽荘」 平畑町 大規模修繕 

4 東山デイサービスセンター 東山町 現状維持 

5 足助まめだ館 足助町 現状維持 

 

２ 不測の事態に対する備え 

 個別事業に関する監査の結果は第３章に掲載するが、複数の事業にまたがる監査の結

果に添える意見をここに記載する。 

⑴ 対価を伴わない実質的な補助金に対応するルールの整備の必要性【添える意見】 

フリーパーキング事業に関連しては、「コロナウイルス感染症拡大の影響によるフ

リーパーキング事業継続に関する覚書」（第３章第２の７⑵）に基づき負担金の名目

で実質的な補助金が支出されていた。また、豊田市美術館作品看視等会場運営業務委

託（第３章第３の１３）では、契約相手の職員が自宅研修をすることに対して委託料

を支出することで、実質的な補助金を支出していた。 

補助金として支出する場合は、公益上の必要性について補助金等ガイドラインに示

しているほか、補助金要綱の新規創設や改正に当たっては、緊急時を含めて補助金等
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適正化委員会に付議することとし、さらには予算要求時や予算執行伺い決裁時にも、

公益上の必要性の有無の審査をしている。 

しかし、負担金や委託料の名目で実質的な補助金が支出される場合は、このような

審査が欠落する結果となる。実質的な補助金が委託料として支出された例は、令和元

年度の本監査でも公益財団法人豊田市国際交流協会に関連して見受けられたが（令和

元年度豊田市包括外部監査結果報告書１８０頁）、不測の事態の下では、補助金以外

の名目で実質的な補助金が支出される際に、上記公益上の必要性に関する検討が欠落

する可能性は高まる。 

各種補助制度の公益上の必要性の有無に関しては、補助金等ガイドラインや補助金

等適正化委員会での審査等、これを判断するスキームがすでに存在するが、名目が負

担金や委託料であっても、対価関係のない支出は民法上の贈与であり実質的な寄附又

は補助（地方自治法第２３２条の２）であることを認識し、適切な執行節で予算執行

なされるよう、周知徹底やチェック体制の構築が望まれる。 

⑵ 崩落、クレーム、危険木等の情報を集積し経過観察されたい【添える意見】 

王滝地区そのまんま公園遊歩道法面（第３章第２の７⑴参照）は、２年余りの期間

に二度崩落を繰り返した。従来想定していた程度の補修では十分ではない場合もある

ことを想定し、今後の土砂災害に備える必要がある。また、古瀬間小学校の諸営繕工

事（第３章第２の８⑼）では、竹木の越境や日照権侵害について近隣からクレームが

あった。さらに、豊田市美術館樹木管理業務委託（第３章第３の１４）では、美術館

の休館日にもできる危険木の伐採業務等を行った。 

このような事故、クレーム、管理業務等の中にも、市民の身体財産を脅かす不測の

事態を事前に予防することに繋がる貴重な情報提供が含まれている可能性があると認

識し、情報を集積し、経過観察することが望まれる。 
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第３章 各論 

 

第１ 予算の補正 

 

１ 新型コロナウイルス感染症対策協力金交付費 

⑴ 概要 

愛知県が発表した新型コロナウイルス感染症に係る休業協力要請等に応じた事業者

に対して協力金を支給することを目的とする補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年４月補正予算 一般会計補正予算説明書（第１号） 

 

７款 商工費 － １項 商工費                   （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

１ 商工総務費 

372,321 

745,000 

1,117,321 

国県支出金 

372,500 

一般財源 

372,500 

１１ 役務費 5,000 

１８ 負担

金、補助及び

交付金 

740,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 支給対象者 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、愛知県の休業協力要請に応じて、要

請期間中、休業要請と営業時間短縮の要請に全面的に協力した豊田市内の中小事業

者等 

イ 関連規定 

  愛知県・豊田市新型コロナウイルス感染症対策協力金交付要綱 

豊田市新型コロナウイルス感染症対策テナント事業者協力金交付要綱 

豊田市新型コロナウイルス感染症対策理容業・美容業休業協力金交付要綱 

ウ 支給金額 

（ア）愛知県・豊田市新型コロナウイルス感染症対策協力金 

１事業者当たり５０万円 

（イ）豊田市新型コロナウイルス感染症対策テナント事業者協力金 

１事業者当たり５０万円 

（ウ）豊田市新型コロナウイルス感染症対策理容業・美容業休業協力金 

１事業者当たり１０万円 

エ 支給件数・支給実績 

（ア）愛知県・豊田市新型コロナウイルス感染症対策協力金 
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１７９９件 ８億９９５０万円 

（イ）豊田市新型コロナウイルス感染症対策テナント事業者協力金 

３９件 １９２５万円（なお、うち１件は支給額２５万円） 

（ウ）豊田市新型コロナウイルス感染症対策理容業・美容業休業協力金 

（組合員） ２３８件 ２３８０万円 

（非組合員）１５６年 １５６０万円 

※愛知県理容生活衛生同業組合及び愛知県美容業生活衛生同業組合 

 

２ 信用保証料補助金 

⑴ 概要 

中小企業等が融資を受けた場合に支払う信用保証料の補助金に関し、新型コロナウ

イルス感染症に関する補助金の増加等に対応するための補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年４月臨時会 一般会計補正予算説明書（第１号） 

 

７款 商工費 － １項 商工費                   （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

４ 金融対策費 

567,555 

720,000 

1,287,555 

一般財源 

720,000 

１８ 負担

金、補助及び

交付金 

720,000 

 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 信用保証料補助金制度の概要 

市では、信用保証料の補助の制度として、次の３種を実施している。 

（ア）信用保証料策補助金（補助率７５％ 上限５０万円） 

（イ）連鎖倒産防止関連融資信用保証料補助金（補助率１００％ 上限１００万円） 

（ウ）信用保証料緊急経済対策補助金（補助率１００％ 上限１００万円） 

このうち、（ウ）信用保証料緊急経済対策補助金は、新型コロナウイルス感染症

の発生に伴い、令和２年３月から、セーフティネット４号及び５号認定関連融資資

金、危機関連保証関連融資資金並びに経済環境適応資金〔経営あんしん（ウ）〕に

係る信用保証料に対する補助金として実施されたものである。 

イ 補助実績 

 令和２年度 

補助件数 ５７９件 

（うち、（ウ）は４４３件） 

交付決定金額 ２億６４９０万円 

（うち、（ウ）は２億５３４８万円） 
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ウ 関連規定 

豊田市信用保証料補助金交付要綱 

豊田市信用保証料緊急経済対策補助金交付要綱 

 

３ 特別定額給付金給付費 

⑴ 概要 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急事態宣言の下、感染拡大防止に留

意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行うため、住民１人当たり

１０万円を世帯単位に給付することを目的とする補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年５月専決 一般会計補正予算説明書（第２号） 

 

２款 総務費 － １項 総務管理費                 （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

１９ 

特別

定額

給付

金費 

0 

42,675,000 

42,675,000 

国県支出金 

42,675,000 

３ 職員手当等 1,200 

１０ 需用費 350 

１１ 役務費 20,450 

１２ 委託料 140,000 

１３ 使用料及び賃借料 13,000 

１８ 負担金、補助及び交付金 42,500,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

特別定額給付金に関する事務のうち、次の事務を外部委託した。 

委託業務名 概要 金額（円） 

（当初契約金額） 

委託先 

帳票作成等業務

委託 

申請書印刷・封入封緘 

郵送申請データ作成 

支給決定通知書印刷 

34,609,435 

（39,049,164） 

（株）イセトー 

名古屋支店 

申請受付等業務

委託 

申請書受付・通訳・コールセ

ンター2 次対応（10 人） 

申請書審査（40 人～5 人） 

33,733,667 

（36,080,000） 

トヨタすまいる

ライフ（株） 

コールセンター

業務委託 

コールセンター（20 人～5

人） 

21,915,437 

（25,566,200） 

アクティオ(株)

名古屋営業所 

オンライン申請

審査等業務委託 

オンライン申請審査（20

人） 

2,570,143 

（3,917,844） 

(公財)豊田市文

化振興財団 

オンライン申請

書データパンチ

業務委託 

オンライン申請データ作成 

（15,000 件） 

657,360 

（1,369,500） 

（株）メイケイ  

申請書データパ

ンチ業務委託 

郵送申請データ作成 

（60,000 件） 

5,439,896 

（7,392,000） 

（株）メイケイ  
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４ 子育て世帯への臨時特別給付金給付費 

⑴ 概要 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取組の

一つとして、児童手当を受給する世帯（０歳児～中学生のいる世帯）に対し、臨時特

別の給付金（一時金）を支給することを目的とした補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年５月１日専決 一般会計補正予算説明書（第２号） 

 

３款 民生費 － ４項 児童福祉費                 （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

６ 子育て世

帯への臨時特

別給付金費 

0 

597,972 

597,972 

国県支出金 

597,972 

１ 報酬 100 

３ 職員手当等 1,200 

１０ 需用費 316 

１１ 役務費 2,356 

１８ 負担金、

補助及び交付金 
594,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 対象児童 

児童手当（本則給付）の令和２年４月分の対象となる児童（３月分の対象となる

児童含む） 

イ 支給対象者 

対象児童に係る令和２年４月分（３月分を含む）の児童手当（本則給付）受給者 

ウ 給付額 

対象児童１人につき１万円 

エ 給付総額 

５億３０８８万円（令和２年６月～令和３年３月） 

 

５ ふるさと寄附金推進費 

⑴ 概要 

ＷＥ ＬＯＶＥ とよた応援寄附金（いわゆる、ふるさと納税）の事務や返礼に係

る費用に充てることを目的とした補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算 一般会計補正予算説明書（第３号） 
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２款 総務費 － １項 総務管理費                 （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

１３ 

企画費 

237,311 

97,700 

335,011 

一般財源 

97,700 

１１ 役務費 2,500 

１２ 委託料 84,200 

１３ 使用料及び賃借料 11,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 予算要求理由 

新型コロナ回復期における市民生活の応援やまちの活性化のための支援策として

「ふるさと寄附金」制度を活用することにより、目標寄附額を 1 億円から３億円に

拡大する。当該寄附額の増加により、当初予定していた事務委託等に係る費用も増

加することが見込まれることから、寄附による歳入（一般寄附金）及び事務に係る

歳出（委託料等）について、予算の補正が必要となった。 

イ 「ふるさと寄附金」の活用について 

新型コロナ対策に係るメニューを設置し、寄附金による応援を市内外から募るこ

とを目指す。市外在住者については、返礼品として「豊田市共通宿泊・飲食券」を

検討する。 

また、市内事業者を支援し、豊田市の魅力を市外に発信するため、公共的なサー

ビスが主であった返礼サービスについて、民間製品の取扱いを拡大する。 

そして、これらの寄附金を「プレミアム商品券」等の財源や子育て世帯への支援

に充てる。 

ウ 「ふるさと寄附金」の事務委託の概要 

（ア）目的 

新規返礼品開拓やプロモーション及び寄附金受入事務等に、民間事業者の持つ

スキームやノウハウを活用することで効率的かつ効果的な事業の実施を図る。 

（イ）主な委託業務内容 

ポータルサイトに係る業務、返礼品の受注・発注・発送・管理及び清算業務、

寄附金額及び寄附者のデータ管理業務、プロモーション業務等 

（ウ）委託先（契約相手方） 

（株）ＪＴＢ ふるさと開発事業部 

（エ）契約期間 

令和２年７月１６日から令和３年３月３１日まで 

（オ）契約金額 

１９８０万円（予定総額） 
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６ 豊田地域医療センター施設等整備費、豊田地域医療センター運営費負担金、医療従

事者応援金負担金 

⑴ 概要 

公益財団法人豊田地域医療センター運営費負担金に関する協定書に基づく、負担金

の不足額を補うための補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算 一般会計補正予算説明書（第３号） 

 

４款 衛生費 － １項 保健衛生費                 （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

１ 保

健衛生

総務費 

10,198,869 

779,020 

10,977,889 

一般財源 

779,020 

１２ 委託料 26,500 

１４ 工事請負費 176,500 

１８ 負担金、補助及び交付金 576,020 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 支給対象者 

（公財）豊田地域医療センター 

イ 関連規定 

公益財団法人豊田地域医療センター運営費負担金に関する協定書（平成３１年４

月１日締結） 

ウ 負担金額 

（ア）変更前の金額 ４億円 

変更後の金額 ９億６千万円 

（イ）主な変更理由 

① 新型コロナウイルス感染症の影響等による収入減 

・健診事業の中止・縮小（約２億３０００万円の減収） 

・外来診療の受診自粛者増（約２億５０００万円の減収） 

② 南棟改修工事期間の長期化による収入減 

・健診事業の縮小（約８０００万円の減収） 

 

７ 臨時特別水道事業補助金 

⑴ 概要 

水道事業の健全な経営を図るため、新型コロナウイルス感染症に係る緊急対策とし

て水道料金軽減又は免除時におけるその相当額その他必要な経費を補助することを目

的とする補正予算である。 
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⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算 一般会計補正予算説明書（第３号） 

 

４款 衛生費 － ２項 環境費                   （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

１ 環境衛生費 

851,557 

800,000 

1,651,557 

一般財源 

800,000 

１８ 負担金、

補助及び交付金 
800,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 補助対象者 

事業管理者（水道事業会計） 

イ 関連規定 

豊田市新型コロナウイルス感染症対策水道事業会計補助金交付要綱 

ウ 補助金交付決定額 

８億円（うち４億円を令和２年７月３０日に支払い、残り４億円を令和２年９月

３０日に支払う） 

エ 補助金対象経費 

７億５２４７万７０６６円（令和２年６月から９月までの減免額合計） 

（内訳）令和２年６月 １億６９１１万３６２６円 

７月 ２億０６９２万９０１９円 

８月 １億６９１７万２５８６円 

９月 ２億０７２６万１８３５円 

オ 補助金確定額 

７億２４００万円 

カ 超過交付額（返還額） 

７６００万円 

 

８ 中小企業緊急雇用対策費、働き方改革推進費 

⑴ 概要 

新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい経済情勢下の中小企業等の雇用の安

定と維持を図るために交付する補助金のための補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算 一般会計補正予算説明書（第３号） 
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５款 労働費 － １項 労働費                   （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

１ 労働費 

146,769 

760,000 

906,769 

一般財源 

760,000 

１８ 負担金、

補助及び交付金 
760,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 豊田市中小企業等雇用調整補助金 

（ア）補助対象者 

中小企業に適用される助成率で雇用調整助成金及び緊急雇用安定助成金の支給

決定を受けた事業主のうち、休業を実施した事業所を市内に有する者 

（イ）関連規定 

豊田市中小企業等雇用調整補助金交付要綱 

（ウ）補助金額 

市内事業所における休業期間のうち、令和２年４月１日から同年９月３０日ま

でにおける休業手当に要する経費（ただし、１事業所当たり上限２００万円） 

※本補助制度は、その後、国の特例延長に合わせ、随時、対象期間を延長し、

繰越明許を設定した上で、令和３年１１月３０日までの休業に対し、補助を

行った。 

① 国の助成金の助成率が１０／１０に満たない事業主に対し、市が、１から

国の助成率を差し引いた率を補助 

② 国の助成金の日額上限１万５千円（又は１万３千５百円）を超える部分に

ついて、市が１０／１０を補助 

イ 豊田市テレワーク導入支援補助金 

（ア）補助対象者 

① 国の助成金等の支給決定を受けていること。 

② 市内に事業所を有すること。 

③ 国の助成金等の申請に当たり、テレワークを新たに導入していること。 

（イ）関連規定 

豊田市テレワーク導入支援補助金交付要綱 

（ウ）補助金額 

国の助成金等の対象経費のうち、市内事業所におけるテレワーク導入に要した

経費に、市の補助率を乗じた額と、機器購入費を合わせた額とする。ただし、１

事業者につき上限１００万円。 
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９ 新型コロナウイルス感染症対策協力金交付費、中小企業者等支援費 

⑴ 概要 

新型コロナウイルス感染症の影響で売上げが減少している事業者を支援するため、

一定の条件を満たす中小企業者等に対し支援金を給付することを目的とした補正予算

である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算 一般会計補正予算説明書（第３号） 

 

７款 商工費 － １項 商工費                   （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

１ 商工総務費 

1,117,321 

1,210,000 

2,327,321 

国県支出金 

659,109 

一般財源 

550,891 

１８ 負担金、補

助及び交付金 
1,210,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 新型コロナウイルス感染症対策協力金（５億１０００万円） 

前記１の追加分に関するもの 

イ 中小企業者等支援補助金 

（ア）補助対象者 

① 市内の法人・個人事業主であること。 

② 資本金が１０億円未満であること（個人事業主を除く）。 

③ 令和２年の４月又は５月の事業所の売上額が、前年同月と比較して２５％以

上減少していること。 

④ 「愛知県・豊田市新型コロナウイルス感染症対策協力金」、「豊田市新型コロ

ナウイルス感染症対策理容業・美容業休業協力金」又は「豊田市新型コロナウ

イルス感染症対策テナント事業者協力金」の申請を本市に行っていないこと

（ただし、申請後に不交付決定を受けた事業者を除く）。 

⑤ 令和２年１月３１日時点で開業しており、営業実態が確認できること。 

⑥ 交付申請日から交付決定日までにおいて倒産・廃業をしていないこと。 

（イ）関連規定 

   豊田市中小企業者等支援金交付要綱 

（ウ）補助金額 

１事業者当たり１０万円（経営する事業所が複数の場合も１業者当たり１０万

円） 
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１０ ＷＥ ＬＯＶＥ とよた応援商品券事業費 

⑴ 概要 

市内店舗等で使用できるプレミアム付き商品券の発行及びそれに付随する消費喚起

事業に関する負担金の支払を目的とする補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算 一般会計補正予算説明書（第３号） 

 

７款 商工費 － １項 商工費                   （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

２ 商業振興費 

839,111 

500,000 

1,339,111 

その他の特定財源 

188,127 

一般財源 

311,873 

１８ 負担金、補

助及び交付金 
500,000 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 支給対象者 

とよた元気プロジェクト実行委員会（委員長 三宅英臣） 

イ 関連規定 

プレミアム付商品券事業に関する協定書（令和２年６月２２日締結） 

プレミアム付商品券事業に付随する消費喚起事業に関する協定書(上記同日締結) 

ウ 負担金額 

（ア）プレミアム付商品券事業 

・プレミアム付商品券の作成、販売及び換金に関する事業  

・商品券を使用できる店舗の募集及び登録に関する事業 

支出額 ４億６０００万円 

確定額 ４億１４５５万１４４４円 

精算額  ▲４５４４万８５５６円 

（イ）プレミアム付商品券事業に付随する消費喚起事業 

支出額   ４０００万円 

確定額   ３８４２万５５７０円 

精算額   ▲１５７万４４３０円 

 

１１ ＧＩＧＡスクール構想推進事業費 

⑴ 概要 

新型コロナウイルス感染症対策の緊急経済対策の一環として、国が示すＧＩＧＡス

クール構想の実現に向けて、豊田市立小・中・特別支援学校の学習者用１人１台及び
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教職員用タブレット端末の整備を行うとともに、緊急時における家庭でのオンライン

学習環境の整備等を行うことを目的とした補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算 一般会計補正予算説明書（第３号） 

 

１０款 教育費 － ２項 小学校費、３項 中学校費、４項 特別支援学校費 

（千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

２ 教

育振興

費 等 

1,017,249 

877,595 

1,894,844 

国県支出金 

35,172 

その他の特定財源 

11,873 

一般財源 

830,550 

１０ 需用費 30,300 

１１ 役務費 1,256 

１７ 備品購入費 846,039 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 学習用タブレット等の購入 

（ア）購入物品 タブレット端末ほか１１品目 

（イ）契約金額 ２３億７６００万円 

イ モバイルルーターの購入 

（ア）購入物品 モバイルルーター 

（イ）契約金額 １９９６万５０００円 

ウ スピーカーフォン等の購入 

（ア）購入物品 スピーカーフォンほか５品目 

（イ）契約金額  ６９４万７３８０円 

※なお、学習用タブレット等の購入の財源は、令和２年６月補正予算のほか、令和元

年度３月補正予算で計上され、繰越明許費として処理された財源（４８億４０００

万円 学習用タブレット購入費と小中学校等の校内ネットワークの改修費を含む）

が充てられた。 

 

１２ ひとり親世帯臨時特別給付金給付費 

⑴ 概要 

ひとり親世帯を支援するために臨時特別給付金を支給することを目的とした補正予

算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年６月補正予算（追加議案） 一般会計補正予算説明書（第４号） 
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３款 民生費 － ４項 児童福祉費                 （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

７ ひ

とり親

世帯臨

時特別

給付金

費 

0 

354,248 

354,248 

国県支出金 

354,248 

１ 報酬 2,087 

３ 職員手当等 2,500 

４ 共済費 705 

８ 旅費 133 

１０ 需用費 569 

１１ 役務費 1,714 

１３ 使用料及び賃借料 323 

１８ 負担金、補助及び交付金 346,217 

 

令和２年１２月専決 一般会計補正予算説明書（第１０号） 

 

３款 民生費 － ４項 児童福祉費                 （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

７ ひとり親

世帯臨時特別

給付金費 

354,248 

117,323 

471,571 

国県支出金 

117,323 

１８ 負担

金、補助及び

交付金 

117,323 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 支給対象者 

次のいずれかに該当するひとり親世帯 

① 令和２年６月分の児童扶養手当が支給された者 

② 公的年金等を受給しており、令和２年６月分の児童扶養手当の支給が全額停止

される者 

③ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変するなど、収入が児童扶

養手当を受給している者と同じ水準となっている者 

イ 給付額 

１世帯当たり５万円、第２子以降１人につき３万円（再支給分も同額） 

ウ 給付総額 

２億１６０２万円（令和２年７月～令和３年３月） 

１億５８６７万円（令和２年１２月～令和３年３月 再支給分） 
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１３ 学校保健特別対策事業費 

⑴ 概要 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大のリスクを最小限にするため、校長判断で迅

速かつ柔軟に感染症対策ができるよう、マスクや消毒液等の保健衛生用品等の購入に

充てるための経費を各学校に配分し、児童及び生徒が安心して学ぶことができる体制

の整備を促進することを目的とした補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 

令和２年７月専決 一般会計補正予算説明書（第５号） 

 

１０款 教育費 － ６項 学校教育費                （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

４ 学校

保健費 

341,034 

155,640 

496,674 

国県支出金 

155,640 

１０ 需用費 52,015 

１１ 役務費 20,150 

１３ 使用料及び賃借料 15,150 

１５ 備品購入費 68,325 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 感染症対策支援事業 

（ア）事業費 １３９５万０４３６円 

（イ）事業内容 消毒液やマスク等を一括購入し、各学校に配付。 

イ 学校再開支援事業 

（ア）事業費 １億５６２２万４１２６円 

（イ）事業内容 学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る物品を、校長判断に

より購入。 

（１校当たりの事業費上

限）児童・生徒数 

１校当たり事業費 

（上限額） 

対象学校数 

１～３００人 ２００万円 ４８校 

３０１人～５００人 ３００万円 ２１校 

５０1 人以上 ４００万円 ３４校 

特別支援学校 ５００万円 １校 

 

１４ バス運行推進費、愛知環状鉄道整備促進費 

⑴ 概要 

①基幹バスの運行事業者に対し、新型コロナウイルス感染症の影響で減少した運賃

収入を補填すること及び②愛知環状鉄道（株）に対し、豪雨災害により被害を受けた

施設の復旧を行うための費用等を補助することを目的とした補正予算である。 

⑵ 補正予算の内容 
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令和２年９月補正予算 一般会計補正予算説明書（第８号） 

 

８款 土木費 － ５項 都市計画費                 （千円） 

目 

補正前の額 
補正額の 

財源内訳 

節 
補 正 額 

計 区 分 金 額 

９ 総合交通

対策費 

1,196,679 

82,355 

1,279,034 

地方債 

11,200 

一般財源 

71,155 

１８ 負担

金、補助及び

交付金 

82,355 

 

⑶ 補正予算に基づく事業の概要 

ア 基幹バス運行負担金（豊栄交通分） 

（ア）対象者 

豊栄交通（株） 

（イ）対象路線 

① 基幹バス（中心市街地玄関口バス） 

② 基幹バス（下山・豊田線） 

③ 基幹バス（さなげ・足助線） 

④ 基幹バス（藤岡・豊田線（加納経由）） 

（ウ）負担金額 

路線 当初予算 変更後 増減額 

①中心市街地玄関口バス 23,283,470 円 21,559,076 円 ▲1,724,394 円 

②下山・豊田線 57,308,837 円 61,658,258 円 +4,349,421 円 

③さなげ・足助線 97,263,116 円 108,683,984 円 +11,420,868 円 

④藤岡・豊田線（加納経由） 35,152,062 円 39,884,609 円 +4,732,547 円 

 

 中心市街地玄関口バスは、令和２年４月から９月までの利用者が前年比－２３．

９％であったものの、当初利用者見込みが低かったため、結果的に当初見込みよ

り収入が多かった。高校生の利用がないため、他路線より新型コロナウイルス感

染症の影響が少なかった。 

イ 基幹バス運行負担金（名鉄バス分） 

（ア）対象者 

名鉄バス（株） 

（イ）対象路線 

① 基幹バス（土橋・豊田東環状線） 

② 基幹バス（小原・豊田線） 

③ 基幹バス（保見・豊田線） 

④ 基幹バス（藤岡・豊田線（西中山経由）） 
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⑤ 基幹バス（旭・豊田線） 

（ウ）負担金額 

路線 当初予算 変更後 増減額 

①土橋・豊田東環状線 144,873,549 円 209,733,267 円 +64,859,718 円 

②小原・豊田線 28,576,939 円 54,418,552 円 +25,841,613 円 

③保見・豊田線 32,931,099 円 49,028,265 円 +16,097,166 円 

④藤岡・豊田線（西中山経由） 10,636,854 円 17,746,727 円 +7,109,873 円 

⑤旭・豊田線 51,684,034 円 58,410,755 円 +6,726,721 円 

 

ウ 基幹バス運行負担金（オーワ分） 

（ア）対象者 

（株）オーワ 

（イ）対象路線 

① 基幹バス（稲武・足助線） 

② 基幹バス（旭・足助線） 

 （ウ）負担金額 

路線 当初予算 変更後 増減額 

①稲武・足助線 94,010,240 円 97,567,703 円 +3,557,463 円 

②旭・足助線 26,789,753 円 27,568,387 円 +778,634 円 

 

エ 愛知環状鉄道災害対策費補助金 

（ア）補助対象者 

愛知環状鉄道（株） 

（イ）補助対象事業 

令和２年７月の豪雨による法面崩落及び土砂流入の災害を受けた施設に対して、

鉄道の安全安定輸送を確保するために愛知環状鉄道（株）が行う仮復旧を含めた

復旧事業 

（ウ）補助対象経費 

９６４９万３０７９円 

（エ）補助金交付決定額 

９０５万２４９４円 

（補助対象経費の１／２から国庫補助額（１０９１万６６６６円）を控除した残

額のうち、豊田市負担分（４８５／２０００）） 
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第２ 予算の流用と予備費の充用 

 

１ 財政課 

⑴ 節別ハンドブック 

  財政課では、節別ハンドブック（令和２年４月１日版）（以下「ハンドブック」と

いう）を作成し、各節毎にその概要、各細節区分とその概要、当該節で予算計上する

もの、当該節で予算計上しないもの（判断に迷うもの）、予算要求前に関係課と調整

が必要なもの、予算要求に関するポイント等、支出負担行為日、検査・検収等の要否、

標準的な添付書類と留意事項等をとりまとめている。そして、執行時の注意点の問合

せ先も財政課である。 

⑵ 当初予算計上と流用対応の区別 

令和２年度の予算更正伺書によると、令和３年度当初予算要求していたり、令和２

年度の補正予算に計上したりしていたところ、財政課と調整の上、流用で対応するこ

ととされたものが散見された。そこで、財政課に対して、当初予算計上と流用対応の

区別に関して、令和３年度当初予算に計上するものと令和２年度予算流用にて対応す

るものの振分けについて、考え方を確認した。 

財政課によると、予算上の目節の流用については、法令上の定めはなく、首長の裁

量となるが、運用上のルールとして、豊田市予算決算会計規則において「人件費と物

件費の相互流用及び食糧費に対しての流用をしてはならない」と定められている。そ

の上で、当初予算計上と流用対応の区別については、原則は当初予算計上として考え

ている。ただし、例えば「緊急のもの」「軽微なもの」については、個々の事情や政

策判断に応じて流用対応としているとのことであった。 

⑶ 計上外執行と予算外執行 

   予算更正伺書に、「計上外執行」や「予算外執行」という文言が記載されているこ

とがある。条例及び規則に規定された用語ではないが、いずれも市内部で使用されて

いる用語である。市によると、それぞれの意義は次のとおりであった。 

  ア 計上外執行 

計上外執行とは、当初予算編成時点で想定していなかった事項に関して、同事業、

同節細節の範囲で予算執行を行うものであり、「流用」ではなく、通常の予算執行

であり、手続は必要ない。 

  イ 予算外執行 

予算外執行は、計上外執行と同義（流用ではない予算執行）に使われている場合

があるが、予算に計上がなく「流用」で執行する案件に「予算外執行」と記してい

る場合もある。流用は、次の①②に大別できるところ、②の場合に、所管課と財政

課が流用手続の中で判別しやすくするため、必要に応じて、内部の連絡用語として
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「予算外執行」と記している場合がある。ただし、予算外執行と表記がなくても、

手続上の問題はない。 

① 予算計上していた案件の単価や数量の変更である場合（例えば光熱水費の増加） 

② 予算計上していない新たな案件の場合（例えば新たな備品購入） 

 ⑷ 監査の結果 

  ア 予算外執行の用語は意義を統一するべきである【意見】 

予算更正伺書の書式によっては予め「予算外執行」の文言が印字されているもの

もあり、その文言にチェックを付して財政課に提出された予算更正伺書もあった。

予算外執行が計上外執行と同義に使用されるときは、同事業、同節の範囲内の通常

の執行方法であるのに対し、流用手続の中で使用されるときは不測の事態を予想さ

せる執行方法であり、両者は異なるといわざるを得ない。そうであれば、ハンドブ

ックに定義を記載するなどして、両者の使い分けを図るのが妥当である。 

  イ 目節の流用基準について【意見】 

議会の議決の対象となる歳入歳出予算は、款項であり、これらは「議決科目」、

目節は「執行科目」と呼ばれ、予算上の目節の流用については、首長の裁量となる。 

流用が許されるかどうかは、補正予算措置を待っている時間的余裕があるかどう

かという緊急性と、補正予算措置を待つまでもない軽微さ、流用を必要とする個別

事情を総合的に判断して、流用を許す運用とするのが妥当である。 

 

２ 人事課 

⑴ 予算更正伺書（令和３年３月２６日付け）必要額２００万円 

  ア 流用事由 

    「年度当初、マスクの購入により、別紙（略）のとおり執行したため、消耗品費

が不足するため」と記載されている。 

イ 支出負担行為日 

  ４４万５５２８円につき令和３年３月３０日 

１７万８７１９円につき令和３年３月３１日 

ウ 支出日 

  ４４万５５２８円につき令和３年３月３１日 

１７万８７１９円につき令和３年４月８日 

エ 経緯 

市によると、経緯は次のとおりであった。 

予算更正伺書提出の要因となったのは、物品の支払に際し、必要な予算額が不足

したため。支出負担行為日は、上記の支払を実施するために不足する額（流用額）

を決定した日、支出は、財政課へ流用処理を依頼した日を記載した。 
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しかし、支出負担行為日については、本来、物品の契約日である令和２年１１月

１６日が正しいところ、誤って流用額を決定した日を財政課へ伝えていた。 

流用処理が、連日となってしまったのは、令和３年４月９日に予定していた物品

の支払が実行できるだけの予算額を令和３年３月３０日に決定したが、必要額の計

算に誤りがあったことが発覚し、改めて、令和３年４月８日に必要額の流用処理を

財政課へ依頼したため。 

  オ 監査の結果 

  （ア）支出負担行為日及び必要額の正確性に留意されたい【指摘】 

豊田市予算決算会計規則第２６条は、「支出負担行為は、予算配当額又は債務

負担行為、継続費若しくは繰越明許費の金額を超えてはならない」としており、

支出負担行為日は予算残額の有無を確認するべき日として重要な意義がある。 

ハンドブック１７頁には、消耗品費の支出負担行為日の記載方法について、下

表のとおりとされている。この点は、同規則第２８条第１項の要請を詳細化した

ものである。 

また、必要額の計算ミスにより流用処理を連日行ったとのことであるが、予算

の流用に当たり必要額を明示することも、同規則第１７条第１項の要請である。 

不測の事態下で形式的なミスにより時間を浪費しないためにも、日頃から事務

の正確性に留意されたい。 

 

消耗品費に関する「支出負担行為日」（ハンドブック１７頁） 

支出負担行為決議兼支出伝票（12 伝票）で作成したもの 
請求日 
（請求日が年度を超える場合は、３月３１日） 

支出命令伝票（21 伝票）で作成したもの 

 

契約書を作成するもの 契約日 

契約締結決定書のみ作成するもの 契約締結決定書決定日 

ただし、別表（85 頁）「従来どおりの基準による支出負担行為日」での取扱いも可 

 
  （イ）支出負担行為に当たり予算残高を確認するべき【指摘】 

     前述のとおり、豊田市予算決算会計規則第２６条には、支出負担行為は、予算

配当額の金額を超えてはならないと記載されている。しかし、年度当初のマスク

購入により、本来の支出負担行為日（物品の契約日である令和２年１１月１６日）

において予算残額が既に不足していたものであり、同条に違反していた。 

支出負担行為に当たっては、予算残高を確認するべきである。 
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３ 財産管理課 

⑴ 予算更正伺書（令和２年８月７日付け）必要額３５８万０１６５円 

  ア 必要額 ３５８万０１６５円（流用等の額） 

 

 流（充）用元 流（充）用先 

所属 AN02 財政課 AB11 財産管理課 

会計・款・項・目 会計 A 款 2 項 1 目 10 会計 A 款 2 項 1 目 10 

事業コード （38403-01）35025-03 35024-01 

事業名称 庁舎等整備費（2 款執行停止

分費／ 費） 

庁舎管理費／事務費 

節・細節 12-02（測量設計等委託費） 10-01（消耗品費） 

予算額 （130,101,000円） 5,178,000円 

予算残額 （130,101,000円） 217,865円 

 

  イ 概要及び算出基礎（特定財源・補正処理等） 

    「新型コロナウイルス感染症緊急対策として、本庁舎等において適切な執務環境

や業務継続性の確保の視点から飛沫防止対策（アクリル板の設置）や感染拡大防止

対策（手指消毒液の設置）を当初計上外支出として消耗品費より緊急的に執行して

きたが、当初予定している経費の不足が生じたため予算更正を依頼する」と記載さ

れている。新型コロナウイルス感染症緊急対策として執行済の３２２万８００５円

に同じく今後執行予定の３５万２１６０円を加えた３５８万０１６５円について、

流用を求めるものである。 

  ウ 監査の結果 

計上外支出、計上外執行、予算外執行の用語を整理する必要がある【意見】 

予算更正伺書には「計上外支出」として消耗品費より緊急的に執行してきた旨が

記載されており、前１⑶の計上外執行又は予算外執行とも異なる表記であったため、

予算を緊急時において超法規的に別の用途に使用したものかと思われた。 

この点市によると、庁舎管理費の需用費として、当該案件を執行したことは、

「予算を別の用途に使用した」のではなく、適正な執行の範囲である。豊田市予算

決算会計規則第１７条では、流用を必要とする場合には予算更正伺書の提出を求め

ているが、本件は当初執行段階では流用することなく執行は可能であったため、同

規則に基づく予算更正伺書の提出は義務付けされていない。また、当初執行段階は

予算の範囲内の執行であり、同規則第２６条にも抵触しない。なお、「計上外執行」

に関する案件は、予算更正伺書を用いて処理しているが、同規則に基づく手続では

なく、財政課と所管課が必要に応じて任意に行っているものである、とのことであ

った。 

そうであれば、計上外支出、計上外執行、予算外執行の用語を整理し、使用する

ことが望ましい。 
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４ 保育課 

⑴ 予算更正伺書（令和３年２月１５日付け）必要額１６６万１８５４円 

  ア 流用事由 

    「こども園で新型コロナウイルス感染症の感染対策のために空気清浄機を購入す

るため（国から１０／１０補助金あり）。また、年度末に購入する増組備品が当初

の想定より多くなる予定であるため（大草こども園の乳児室改修等）」と記載され

ている。増組とは、クラスの増加の意味である。 

イ 支出負担行為日 

令和３年３月３１日 

ウ 支出 

令和３年４月１５日 

エ 事情 

    支出負担行為日や執行のスケジュールが上記のようになった理由は、次のとおり

であった。 

① 事業コード３６１０４－０１のその他備品購入費には緊急地震速報を購入する

予算があった。 

※緊急地震速報は納品が年度末となっており、請求書が業者から来ておらず、

令和３年４月に支払をする予定であった。（３月１０日に検収済） 

② 事業コード３５１９３－０１のその他備品購入費はコロナ対策及び園児の増加

により、想定以上に備品費を使用し、事業コード３６１０４－０１のその他備品

購入費である緊急地震速報のための予算から支出してしまっていた。 

③ 緊急地震速報の請求書が令和３年４月に届き、支払事務を行ったところ、事業

コード３５１９３－０１から支出されており、事業コード３６１０４－０１のそ

の他備品購入費にはあるべき予算がなかった。 

④ 令和３年４月１５日に財政課と調整し、事業コード３６１０４－０１から支出

して不足した金額を事業コード３５１９３－０１に予算を流用した。 

⑤ 令和３年４月流用後に緊急地震速報の支払事務を行った。 

  オ 監査の結果 

  （ア）予算残額を上回る支出をしたことは豊田市予算決算会計規則違反である【指摘】 

上記エ②は、豊田市予算決算会計規則第１７条第１項で必要とされる予算更正

伺書の提出や同条第３項の流用決定を経ないまま事業コード３６１０４－０１の

その他備品購入費（緊急地震速報購入費）を事業コード３５１９３－０１のその

他備品購入費として使用したものであり、必要な手続を経ていない。会計規則上

必要な手続を履践するべきである。 

  （イ）年度末に執行が確実に見込まれる予算は注意喚起しておくべき【意見】 
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     不測の事態下であればこのようなことが許されるとすれば、財政の規律は失わ

れかねないので、年度末まで執行されない予算であっても別の用途に使用されな

いよう、別の用途に支出できないシステムにするか、少なくとも本来の用途が何

であるか注意喚起するシステムを構築するべきである。 

 

５ 総務監査課 

⑴ 予算更正伺書（令和２年４月１３日付け）必要額７３０万００００円 

  ア 概要 

    公共建築課から、工事請負費(１４－００)についている予算を修繕料(１０－０

６）へ移すよう指示があったため、当該業務の予算を流用するもの。 

設計図書「福祉センターほか２施設天井落下防止部材取付修繕」の中の図面名称

「天井落下防止工法詳細図」によれば、作業内容は、以下の修繕内容を行うものと

のことだった。 

１）改修範囲内の天井の吊りボルト全てに BBクリッパーを設置すること。 

２）補強部についてはＷＢＢカチットワイヤーを設置し、野縁クリップをカバー

クリップにて補強すること。 

３）吊りボルト全てのハンガーは開き防止金具を取り付けること。 

  イ 監査の結果 

不測の事態を未然に予防するためにも正確性に留意する必要がある【指摘】 

ハンドブックによると、工事請負費は土地の造成、工作物等の建築、製造、改造、

移転及び解体の工事に要する経費である。 

一方、修繕料は本体の維持管理、原状復旧を目的とするもので、備品の修繕、部

品の取替えのための費用又は家屋等の小修繕で、工事の概念に入らないものに要す

る経費である。 

前者については、豊田市契約規則等で契約手続がルール化されているが、後者に

ついては全市的なルールが見られない（なお、令和３年４月、建築予防保全課にお

いて「建築物等に関する修繕発注事務の手引」を制定し、修繕料の執行について全

市内統一的なルールを確認したとのことである）。そのため、市では工事請負費と

するか修繕料とするかによって契約手続が異なってくるので、執行節の分類には重

要な意味があり、その正確性には留意する必要がある。 

とりわけ天井落下防止のような不測の事態を予防するための修繕は、必要と判断

した以上速やかに実施するべきであり、形式的な事務処理に時間を浪費することは

許されない。 

形式的な事務処理のために時間を費やし、不測の事態が現実化することがないよ

う、日頃の事務処理において常に正確性に留意されたい。 
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６ 福祉総合相談課  

⑴ 予算更正伺書（令和２年４月２０日付け）必要額３９０万００００円 

  ア 概要 

    新型コロナウイルス感染拡大の状況の中、離職、休業等に伴い急増する生活困窮

者等の相談に対応するため、生活困窮者自立支援業務委託について変更契約し、支

援員（事務・通訳員）を配置する必要があると記載されている。 

イ 流用元について 

  予算更正伺書の流用元の内訳欄に「６月補正時に流用で協議済」との記載がある。

予算の流用ではなく、補正予算で措置する方法も検討されたものである。 

市によると、新型コロナウイルスの影響による生活困窮者の増加に対応するため、

委託業務に係る職員を増員し、相談業務に迅速に対応できる体制を確保する必要性

があったところ、増員に伴う委託費の増額分について、補正予算と流用のどちらの

対応で進めるべきか財政課と協議した結果、部内の業務のうち、新型コロナウイル

スの影響で中止となる事業（豊田市戦没者春のみたま祭式典祭壇等設営委託）に要

する予算を流用財源としたとのことであった。 

ウ 市委託本来と社協業務の兼務の臨時職員の人件費負担の適否 

  また、予算更正伺書の流用元の内訳欄下部には、「人件費計と流用額との差額

（２１０万円）については、生活福祉資金貸付事業（市委託外事業との兼務）分と

して、社会福祉協議会（社協）が負担する。」との記載がある。 

市によると、新型コロナウイルス感染症の影響による生活困窮者の増加に対応す

るため、委託業務に係る職員を増員し相談業務等に迅速に対応できる体制を確保す

る必要性があったところ、体制検討に当たっては、生活困窮業務（市委託事業）に

必要な業務時間を確保した上で、社協業務である生活福祉資金貸付業務にも充てる

ために、４名の臨時職員を雇用し、生活困窮者の支援に必要な体制を確保したとの

ことである。 

必要経費（人件費計６００万円）のうち、社協業務である生活福祉資金貸付業務

に係る費用（２１０万円）は社協が、生活困窮業務（市委託事業）に係る費用（流

用額３９０万円）は市が負担するよう調整したものである。 

  エ 算定根拠 

    市の回答は以下のとおりであった。  

① 市から社会福祉協議会に対して市委託事業の見積徴収をしていたが、雇用す

る臨時職員は、市委託外事業（生活福祉資金貸付事業分）と兼務で行うことか

ら、市委託事業分と市委託外事業分を含めた見積書（委託費積算書）が社会福

祉協議会から提出された。 
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② 市委託分３９０万円に関して、「貸金等支払報告書」が別紙として添付され

ている。下段に「生活困窮者自立支援事業人件費増額分」「臨時職員分」「３９

０００００」の記載がある。 

③ ３９０万円の積算の詳細は不明。 

④ 市委託外分２１０万円の根拠も不明。 

⑤ ４名の臨時職員を雇用。市支払分か社協負担分か、従事した業務の実績に基

づく積算や確認はしていない。 

オ 監査の結果 

市委託事業と市委託外事業の兼務職員の人件費の算出根拠について【意見】 

市委託事業と市委託外事業の兼務職員の人件費のうち、市委託事業分の人件費を

市が負担する場合、契約相手の提出資料をそのまま鵜呑みにするのではなく、市委

託事業分が全体に占める割合や具体的な金額等を合理的な根拠資料に基づいて把握

し、市の負担額を算出すべきである。 

 

７ 商業観光課 

⑴ 予算更正伺書（令和２年９月８日付け）必要額１３９万０３００円 

  ア 概要 

「令和２年７月豪雨により、王滝地区そのまんま公園遊歩道法面が広範囲にわた

り崩落した。昨年度も同一箇所で崩落が発生していることから、利用者の安全確保

と更なる被害の拡大・発生を防ぐため、崩土除去及び法面の補修を行う」と記載さ

れている。 

  イ 同一箇所で崩落 

    昨年度も同一箇所で崩落が発生と記載されている点は、平成３０年度の誤りとの

ことであった。平成３０年５月に残土処理の上、土のうを積む法面修繕工事を２２

万１４００円で施工したが、令和２年７月豪雨で、土のうごと流されてしまったと

のことである。そこで、令和２年度にも９月８日、２０８万６７００円で崩土除去

修繕工事の契約を締結した。 

  市によると、平成３０年度の法面修繕の際に、法面に対して雨水の流入を防ぐた

め排水設備を補強していたが、近年の異常気象による長雨の影響（当時も長期間の

降雨あり）で、十分に雨水が排水されず地盤が軟弱化したことで崩落が発生したも

のと考えられる。排水設備の管理に関しては、公園の管理委託においても土砂の流

入があった場合は土砂を取り除く等の日常管理を行っていたが、結果として排水機

能が追い付かず地盤の軟弱化、法面の崩落につながった可能性が考えられるとのこ

とであった。 

ウ 監査の結果 

（ア）当初から十分な修繕工事を行うべき【意見】 
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平成３０年に修繕工事を行ったものの十分でなく、改めて、令和２年に崩土除

去修繕工事が必要となった。市に二重の負担が発生する結果を生じている。結果

から見ると、一度目の土のうを積む法面修繕工事は不十分なものであったと言わ

ざるを得ず、２年以上にわたって危険な状態が続いていた。土のうを積むだけで

なく、当初から十分な費用をかけて二度目のような崩土除去修繕工事で対応をす

べきであった。 

  （イ）過去の崩落箇所について情報を集約し経過観察するべき【添える意見】 

仮に一度目の修繕工事が十分なものであったとすれば、近年の異常気象による

雨量は想定を超えるものであることを念頭に置く必要がある。そこで、崩落のよ

うな新たな不測の事態にも備えるべく、過去の崩落箇所について全市的に情報を

集約し、経過観察を続けることが望ましい。第２章第１０の２を参照されたい。 

 

⑵ 予算更正伺書（令和２年４月１５日付け）必要額９９０万円 

  ア 概要 

「新型コロナウイルス感染拡大の影響により、市内の消費が落ち込み、中心市街

地においても各店舗の売り上げが減少している。中心市街地における駐車場の取組

であるフリーパーキング事業（豊田まちづくり㈱（運営））では加盟店から利用料

金(２年前の実績をもとに算出）を徴収しているが、経営状況の悪化により利用料

金の支払が困難な加盟店が発生している。まちなかの回遊促進に必要不可欠なフリ

ーパーキング事業継続のため、令和２年４月から６月の３か月間、フリーパーキン

グ運営事業者である豊田まちづくり㈱が支援対象加盟店に利用料金の一律減額措置

を行う。豊田市は、減額措置をした金額の負担を行う。」と記載されている。 

フリーパーキング（以下「ＦＰ」ともいう）事業の仕組みは【図表２－１】のと

おりであり、加盟店が豊田まちづくり（株）（以下「運営事業者」という）に支払

う利用料金（【図表２－１】の利用負担金）を減額措置し、市がその負担を行うも

のである。 

なお、市は運営事業者との間で「豊田市中心市街地駐車無料サービスフリーパー

キング駐車場利用に関する覚書」を毎年度締結し、市の施設利用者がＦＰを利用す

る負担金として令和３年度には１億３７５０万円を支払っている。 

 

【図表２－１】フリーパーキング事業の仕組み 
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イ コロナウイルス感染症拡大の影響によるフリーパーキング事業継続に関する覚書 

市が運営事業者との間で締結した令和２年４月２０日付けコロナウイルス感染症

拡大の影響によるフリーパーキング事業継続に関する覚書によると、本覚書は、フ

リーパーキング運営事業者である乙がコロナウイルス感染症拡大による影響で売上

が減少した加盟店に対し利用料金の一律減額措置を実施するに当たって、甲（市）

が減額措置分の金額を負担することで、本事業の継続を図ることを目的として、市

が同事業継続のための負担金として、運営事業者に９９０万円以内の金額を支払う

ものとされている。 

ウ フリーパーキング(ＦＰ)加盟店の新型ウイルスに係る緊急支援（案） 

前イの覚書に先立ち、運営事業者が令和２年４月１３日付けで市に提出した「フ

リーパーキング(ＦＰ)加盟店の新型ウイルスに係る緊急支援（案）」には次のよう

に記載されている。 

  （ア）前文 

「昨今の新型コロナウイルスによるＦＰ加盟店の売上および客数等の減少、駐

車場のＦＰ認証実績も前年同月比で６０％であり、事業者に及ぼす影響は日を追

うごとに深刻さを増しています。ついては、加盟店事業継続とＦＰ利用支援並び

に事業者の負担軽減を目的に、官民連携で展開するＦＰ事業の緊急支援として、

以下のとおりといたします。」と記載されている。 

  （イ）支援対象 

加盟店が運営事業者に支払うＦＰ利用に係る「利用料金」 

（ウ）支援期間 

令和２年４月から６月までの３か月間 

  （エ）支援内容 

⑴ 支援対象の加盟店および支援内容 

支援要否の指標：２０２０年３月分の認証料金実績、特約利用契約の加盟店負担率 

① 認証料金の前年同月比で１００％未満の加盟店→利用料金を一律１０％減額 

② 認証料金の前年同月比で５０％未満の加盟店、および利用料金固定制の特約契

約で負担率が前年の２倍以上の加盟店→利用料金を一律５０％減額（①と併用し

ない） 

＊①について、全ての加盟店の２０１８年度認証に対する利用料金の負担率は平均

３０％、２０２０年３月度は認証が減少し平均負担率が３９％まで上昇。差異の

１０％を利用料金から減額支援します。 

＊②は業績への影響が大きい加盟店の支援として、認証料金の前年同月比が５０％

を下回る業種（飲食業、ジム・観光・宿泊等のサービス業）のうち、利用料金が

固定制の特約利用契約の加盟店で２０２０年３月の負担率が前年の２倍以上とな

る加盟店に対し、利用料金の５０％を減額支援します。（料金変動制の加盟店は

２年後の利用料金に反映されるため除外します） 

＊前年の月の中途加盟など何らかの理由で正確な前年対比のない加盟店は、当年前

月以前の利用実績を鑑み個別に判断します。 

⑵ 支援対象から除外する加盟店及び項目 
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① 大型店等の特約利用契約で２０１８年度(Ｈ３０年度）の負担率が２０％未満

の加盟店 

② 支援期間中、新規加盟の初回利用料金を設定する加盟店 

③ 豊田市の加盟店の利用料金・豊田市負担金、全ての加盟店の認証ライター保守

料金 

  （オ）減額支援額 

減額支援額は次のように算定されている。 

減額前の４月ＦＰ利用料金３９０５万２５４９円 

減額後の４月ＦＰ利用料金３６０４万０８９７円 

減額支援額（月額）    ３０１万１６５２円 

３３０万円（３０１万１６５２円＋その他予備費） 

減額支援額（３か月間）  ９９０万円 

  （カ）確定金額 

     令和２年７月２０日に運営事業者から実績報告が提出され、市の確定負担金は

８３３万２７７４円（▲１５６万７２２６円）であった。 

  エ 監査の結果 

本負担は補助金として公益上の必要性を検討して実施するべきである【指摘】 

「豊田市中心市街地駐車無料サービスフリーパーキング駐車場利用に関する覚書」

では、市の施設利用者がＦＰを利用する負担金としての駐車料金が約定され、市か

ら運営事業者に対して年間１億３０００万円を超える負担金が別途支払われている。

これについては、市の施設利用者が負担するべき駐車料金を政策的に無料（上限５

時間）として市がこれを肩代わりする点で対価を伴う金銭の給付（負担金）である

と理解できる。 

しかし、加盟店の駐車料金を運営事業者が減額支援したことに対して、市がこれ

を補填することはフリーパーキング事業の継続のために、対価なく支出する補助金

である。そうであれば、地方自治法第２３２条の２に従い、「公益上必要」である

ことが求められるので、この点に関する検討が必要であった。 

第２章第１０の２⑴【添える意見】も参照されたい。 

 

⑶ 予算更正伺書（令和２年６月８日付け）必要額４５００万円 

  ア 事業名 

新型コロナウイルス感染症対策テナント事業者協力金（定額） 

イ 概要 

  事業概要については、第１の１参照。 

ウ 監査の結果 

重複受給を回避するために周知を徹底するほか、申請書類を工夫するべき【意見】 
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  豊田市新型コロナウイルス感染症対策テナント事業者協力金交付要綱第３条第５

号の規定する他の協力金を重複して受給していたため、本協力金の交付決定を取り

消し、返還させた例が７件存在した（全件納入済み）。 

他の協力金の重複受給を回避するために周知の徹底を図る、申請書類に他に受給

した協力金や申請中のものを記載させるなど、対応を工夫すべきである。 

 

⑷ 予算更正伺書（令和２年９月１日付け）必要額６２０万００００円 

  ア 事業名 

 ＷＥ ＬＯＶＥとよた応援花火 

  イ 必要額 ６２０万００００円（流用等の額） 

 流（充）用元① 流（充）用先 

所属 コード AG02 

課名 商業観光課 

コード AG02 

課名 商業観光課 

会計・款・項・目 A会計 07款 01項 06目 A会計 07款 01項 02目 

事業コード 37443-01 37123-01 

事業名称 豊田おいでんまつり開催負担

金 

商業活性化対策費 

節・細節 18-01 12-04 

予算額 198,000,000円 9,216,000円 

予算残額 0円 

（168,000,000円）※１ 

66,531円 ※2 

  ウ 概要及び算出基礎（特定財源・補正処理等） 

    「新型コロナウイルスの早期収束を願うとともに、市民及び事業者への励みとす

るため、（仮）ＷＥ ＬＯＶＥとよた応援花火の財源として流用したい。また、豊田

おいでんまつり中止に伴う市内花火業者の支援の一環でもある。告知等は行わずに

実施する（予定）。 

実施回数：３回（９月、１２月、３月）を予定 

発注事業者：市内事業者２社 

積算額１００万００００円×２社×３回＋２０万００００円（広報動画の作成） 

＝６２０万００００円 

※おいでん負担金は９／３時点では予算残０円ですが、商観の７－１－２－１２

－０４は予算残で８０７万５３３１円あるので、負担金減額後の流用として認め

ます」と記載されている。 

  エ 随意契約 

地方自治法施行令１６７条の２第１項２号（不動産の買入れ又は借入れ、普通地

方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な

物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しないもの）に該当

するものとして、随意契約で締結した。 

  オ 随意契約が推奨される場合 
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 本契約の契約相手を市内事業者２社に限定することの是非については、最高裁判

所昭和６２年３月２０日判決に照らして、地方自治法施行令１６７条の２第１項２

号の要件に該当するか否か検討すべきである。 

この点上記判決は、同号に掲げる「その性質又は目的が競争入札に適しないもの

をするとき」とは、不動産の買入れ又は借入れに関する契約のように当該契約の目

的物の性質から契約の相手方がおのずから特定の者に限定されてしまう場合や契約

の締結を秘密にすることが当該契約の目的を達成する上で必要とされる場合など当

該契約の性質又は目的に照らして競争入札の方法による契約の締結が不可能又は著

しく困難というべき場合がこれに該当することは疑いがないとした。 

不測の事態下であっても、安易に随意契約によって契約相手を選定することは裁

量権の範囲を逸脱することも否定し得ないが、新型コロナウイルス感染症の早期収

束を願うイベントの応援花火を市民に対して秘密裏に企画し実施すること、そして

豊田おいでんまつり中止に伴う市内花火業者を支援する目的は市民の福祉の増進に

適うものであり、そのために入札することなく市内業者と随意契約することにはむ

しろ推奨すべき理由があったと認められる。 

 

⑸ 予算更正伺書（令和３年２月２５日付け）必要額３３万３０００円 

  ア 事業名 

新型コロナウイルス感染対策事業補助金 

  イ 概要 

「令和２年１１月１０日に豊田市中小企業団体等事業費補助金交付要綱を改正し、

新型コロナウイルス感染対策事業補助金を新設した。この度、新型コロナウイルス

感染対策事業補助金の交付申請があるため、財源の流用を実施したい」と記載され

ている。 

  ウ 算出基礎 

申請件数（予定）１件 

交付申請額（予定）２０万８０００円 

  エ 支出負担行為日 

    ２０万８０００円につき令和３年２月２５日 

    １２万５０００円につき令和３年２月２６日 

オ 支出日 

 ２０万８０００円につき令和３年３月３日 

  １２万５０００円につき令和３年３月２２日 

カ 周知方法と実績について 

市によると、本補助金制度は対象となる各商店街や商工会等に個別に制度開始の

お知らせやチラシの送付を行うとともに、２月上旬に実施した補助金説明会でも再
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度広報を実施する等して周知した。しかし、以下の理由により、申請数が思うよう

に伸びなかったとのことであった。 

   ・要綱改正前に感染対策用品を買ってしまっていたため。 

   ・新型コロナウイルスの影響により原資が減ってしまった商店街にとって補助率が

５０％では心もとなく、商店街として感染対策用品を購入するのが厳しいため。 

  キ 監査の結果 

支出の法的根拠が薄弱である【意見】 

要綱を根拠として、財源を予算の流用に求めた場合、支出の法的根拠は極めて薄

弱であることに注意されたい。 

豊田市中小企業団体等事業費補助金交付要綱を改正し、本補助金を新設した令和

２年１１月１０日当時、財源の手当があったとは考え難いことから、始めから流用

を予定していたと考えられる。しかし、補助金のような公益性を必要とする事業に

ついては、仮に新型コロナウイルス感染症対策であっても、補正予算で措置するべ

きである。特に、支出根拠を要綱で定め、予算を流用した場合には、民主的な意思

決定が一切なされていないことに注意が必要である。 

 

８ 学校づくり推進課 

⑴ 学校配分予算（小学校・消耗品費） 

予算更正伺書（令和３年３月４日付け）必要額３００万円 

ア 概要 

各学校の学校運営に必要なコピー用紙等の消耗品が想定より多くかかることが分

かり、消耗品費が不足するため流用するものである。市は、各学校に予算を配分し、

各学校が執行計画を定め、各学校で購入伺を作成して執行し、配分総額における各

費目の金額は学校の要望により決定している。また、学校の予算の範囲内で組替

（費目間の流用）を認めているとのことであった。学校の予算の詳細は以下のとお

りである。 

イ 学校の予算について 

   市立学校の予算管理、物品・備品・教材等の整備、学校の施設・設備・用地の管

理、施設整備・施設計画などに関することは、学校づくり推進課が所管している。 

 （ア）配分予算 

    学校の予算は、教育活動の目的をより効果的に達成するため、各学校の児童・

生徒数等の学校規模に応じて配分される財務的裏付けである。 

年度当初に各学校長に配分額が通知され（令和２年度各学校の当初配分額につ

き【図表２－２】参照）、各学校は配分予算の執行計画を定めた上で、計画的で

効率的な支出をする。 

 （イ）執行方法 
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ａ 学校づくり推進課一括発注 

消耗品•印刷物は前期と後期の２回、管理用備品・教材用備品は年に１回、

市が全校分を一括して発注する。 

    ｂ 学校発注 

学校発注は迅速な対応を必要とすることから校長（内部委任された場合はそ

の職）の決裁で契約を行い、配分予算の範囲内で学校が発注する。 

科目別契約可能金額 使用料：４０万円以下 

修繕料、手数料、筆耕翻訳料：５０万円以下 

その他：８０万円以下 
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【図表２－２】令和２年度各学校の当初配分額                （円） 

№ 学校名 配分合計 № 学校名 配分合計
101 青木小学校 5,213,300 154 石畳小学校 2,845,200
102 朝日小学校 4,428,600 155 中山小学校 5,173,700
103 市木小学校 3,752,400 156 御作小学校 2,983,600
104 五ケ丘小学校 3,341,500 157 小原中部小学校 2,682,900
105 五ケ丘東小学校 2,712,400 158 道慈小学校 3,067,300
106 井上小学校 3,989,200 159 本城小学校 2,691,200
107 伊保小学校 3,804,700 160 足助小学校 3,050,600
108 岩倉小学校 3,693,200 161 追分小学校 2,356,000
109 畝部小学校 4,403,500 162 大蔵小学校 2,767,300
110 梅坪小学校 4,802,900 163 佐切小学校 2,806,900
111 大畑小学校 3,161,800 164 新盛小学校 2,182,400
112 大林小学校 5,168,800 165 則定小学校 2,608,600
113 加納小学校 3,614,200 166 萩野小学校 3,157,300
114 上鷹見小学校 3,198,400 167 冷田小学校 3,050,100
115 九久平小学校 3,511,200 168 御蔵小学校 2,485,700
116 幸海小学校 2,625,800 169 明和小学校 2,845,400
117 小清水小学校 5,863,100 171 大沼小学校 2,850,500
118 古瀬間小学校 4,369,900 174 花山小学校 3,005,800
119 駒場小学校 4,196,400 176 小渡小学校 2,715,900
120 挙母小学校 4,626,000 177 敷島小学校 3,426,800
121 衣丘小学校 4,757,500 179 稲武小学校 3,059,400
122 四郷小学校 3,811,300 180 巴ヶ丘小学校 2,881,700
123 浄水小学校 5,472,900 181 浄水北小学校 4,870,000
124 寿恵野小学校 4,958,800 201 逢妻中学校 8,554,800
125 高嶺小学校 5,174,100 202 朝日丘中学校 8,560,800
126 滝脇小学校 3,570,200 203 井郷中学校 6,538,300
127 竹村小学校 4,649,000 204 石野中学校 4,021,200
128 土橋小学校 3,702,200 205 梅坪台中学校 6,085,200
129 堤小学校 5,539,400 206 上郷中学校 6,730,400
130 寺部小学校 5,331,500 207 猿投中学校 7,490,500
131 童子山小学校 5,013,800 208 猿投台中学校 7,432,700
132 豊松小学校 2,901,700 209 末野原中学校 7,821,200
133 中金小学校 3,115,700 210 崇化館中学校 7,057,200
134 西広瀬小学校 3,084,200 211 高岡中学校 7,175,100
135 西保見小学校 5,619,600 212 高橋中学校 7,874,000
136 根川小学校 4,447,500 213 豊南中学校 8,385,200
137 野見小学校 4,044,600 214 保見中学校 6,506,300
138 東広瀬小学校 2,680,600 215 前林中学校 7,220,900
139 東保見小学校 4,559,500 216 益富中学校 5,627,600
140 東山小学校 4,004,100 217 松平中学校 5,739,500
141 平井小学校 3,509,300 218 美里中学校 7,476,700
142 広川台小学校 3,642,700 219 竜神中学校 8,226,800
144 平和小学校 3,537,300 220 若園中学校 5,288,000
145 前山小学校 5,326,700 222 藤岡中学校 5,051,200
146 美山小学校 5,703,800 223 小原中学校 4,628,000
147 元城小学校 4,668,300 224 足助中学校 4,871,300
148 矢並小学校 3,255,400 225 下山中学校 3,921,000
149 山之手小学校 5,517,400 226 旭中学校 4,799,900
150 若園小学校 5,400,300 228 藤岡南中学校 5,170,000
151 若林西小学校 4,242,500 227 稲武中学校 3,645,700
152 若林東小学校 4,488,000 230 浄水中学校 8,043,800
153 飯野小学校 3,343,200 229 豊田特別支援学校 8,356,000  

  （ウ）学校の予算の組替え（費目間の流用） 

     配分総額における各費目の金額変更の調査を９月と１月に行う。学校は、調査

時に執行計画を見直し、配分総額を上限として、必要な金額を各費目に割振りし
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直す。学校づくり推進課においては、要望調査の全学校分の集計を基に予算の過

不足を調整する。 

 

【図表２－３】令和２年度学校別組替額                   （円） 

 

令和２年度学校別組替え額
小学校名 消耗品費10-01 食糧費10-03 印刷製本費10-04 修繕料（備品）

1-10-06

修繕料（楽器）

2-10-06

賄材料費10-07 飼料費10-08 手数料（一般）

1-11-03

手数料（楽器）

2-11-03

筆耕翻訳料

11-04

使用料・賃貸借料

13-02

原材料費

15-00

管理用備品費

1-17-02

教材備品費

2-17-02

童子山小学校 142,088 0 20,448 -36,800 -10,000 -3,520 0 2,000 -10,000 0 0 0 -48,116 -56,100

挙母小学校 248,229 0 0 -121,804 -36,000 -3,680 0 -175,630 -30,000 9,140 0 0 172,395 -62,650

根川小学校 -67,682 0 0 387,200 0 0 0 0 0 0 0 0 -31,550 -287,968

小清水小学校 208,081 0 0 -78,770 0 3,560 0 -54,950 0 0 0 0 -72,860 -5,061

前山小学校 0 0 0 0 0 -92 0 -498 0 590 0 0 0 0

山之手小学校 0 0 158 0 0 0 0 -8,408 0 0 0 -53,940 23,936 8,250

美山小学校 0 0 0 -39,500 -9,000 0 0 -120,000 -9,000 0 0 -8,000 215,320 -29,820

寺部小学校 44,170 0 -3,670 -21,900 0 0 0 0 0 0 0 0 -18,600 0

平井小学校 -40,528 0 0 70,375 0 -1,110 0 -20,000 0 0 0 0 -1,470 -7,267

野見小学校 -10 0 0 -81,110 -8,000 -498 0 0 -17,000 10 0 0 107,210 -602

古瀬間小学校 0 0 0 0 -100 -265 -1,867 0 0 0 0 0 0 0

矢並小学校 0 0 0 0 -13,000 -3,947 -2,000 0 -8,000 0 0 0 0 0

高嶺小学校 0 0 0 -24,000 0 0 0 0 -600 0 0 0 0 24,093

寿恵野小学校 0 0 -2,330 -49,680 0 -965 0 47,553 0 -111 0 0 57,662 -52,129

畝部小学校 0 0 -1,234 0 0 0 0 0 0 140 0 0 0 0

堤小学校 418,254 0 -1,280 0 -30,000 0 0 0 -20,000 0 0 0 -112,240 -254,734

若園小学校 -10,000 0 10,000 0 0 0 0 6,700 0 0 0 0 266,300 -273,000

竹村小学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

駒場小学校 77,164 0 0 -200,000 0 0 0 0 0 0 0 0 122,836 0

大林小学校 -119,192 0 373 0 0 0 0 0 0 0 0 0 114,965 -17,880

大畑小学校 0 0 0 0 0 -5,000 0 5,000 0 0 0 0 0 0

伊保小学校 -103,065 0 0 -30,360 7,700 0 0 27,255 0 -2,000 0 0 43,560 56,910

加納小学校 0 0 0 -50,000 0 0 -13,095 -62,600 0 0 0 0 125,319 0

青木小学校 201,424 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 94,820 -53,730

西広瀬小学校 266,102 0 1 -100,000 -520 -50 -7,383 -40,000 -5,000 0 0 0 -2,750 -110,400

東広瀬小学校 201,793 0 -10,000 -168,800 0 -1,293 0 -19,000 0 -2,000 0 0 0 -700

中金小学校 -76,147 0 -12,200 -2,953 0 -10,638 -5,000 66,600 0 -6,784 -10,000 -30,000 187,110 -99,988

上鷹見小学校 0 0 0 -76,860 -20,000 -8,682 -7,948 -58,040 -20,000 300 0 -17,000 0 208,230

幸海小学校 -45,940 0 -636 -53,000 0 -2,500 0 77,330 0 0 0 -2,872 70,830 -43,212

岩倉小学校 -36,597 0 1,151 -100,782 0 0 0 0 0 0 0 0 58,860 77,368

九久平小学校 202,971 0 0 -100,000 0 0 0 -15,430 0 0 0 0 21,369 -22,930

滝脇小学校 112,924 0 88 0 0 -424 -7,500 0 0 -88 0 0 -42,886 -62,114

豊松小学校 35,301 0 8,112 -127,260 13,000 -10,564 -11,000 -32,324 -9,000 0 0 6,340 491,853 -364,458

東山小学校 0 0 0 -22,040 -15,000 -1,500 0 38,540 0 0 0 0 0 0

元城小学校 -4,460 0 -36,858 49,060 0 -275 0 0 0 0 0 0 1,707 -9,174

梅坪小学校 -13,360 0 0 0 0 0 0 9,510 0 0 0 0 15,300 -11,450

朝日小学校 149,565 0 3,143 143,230 0 0 0 -79,520 0 -1,000 0 -10,000 124,790 -256,398

若林東小学校 0 0 7,555 131,281 0 0 0 0 0 0 0 0 -96,258 -42,578

東保見小学校 83,074 0 0 -8,800 -2,000 -216 0 -40,000 -4,000 0 0 0 -7,289 -20,769

四郷小学校 390,512 0 2,343 -141,750 20,000 -3,000 0 -192,000 0 0 -80,000 0 3,895 0

浄水小学校 -256,436 0 0 -150,000 -20,000 0 0 66,400 -10,000 0 0 0 306,286 63,750

平和小学校 0 0 0 0 0 -4,000 0 118,700 0 0 0 0 0 -114,700

市木小学校 0 0 -529 -48,000 0 0 0 72,230 0 -4,000 0 0 0 -19,701

若林西小学校 -50,000 0 -73 0 0 0 0 -50,000 0 0 0 0 0 100,073

衣丘小学校 102,582 0 1,848 -62,390 0 -8,000 0 0 0 0 680 0 -42,410 27,690

土橋小学校 200,100 0 0 -80,100 -30,000 0 0 0 -30,000 0 0 0 -60,000 0

広川台小学校 413,281 0 0 -18,760 0 -4,000 0 -1,500 0 0 0 0 -23,930 -50,000

井上小学校 26,320 0 0 -45,740 -8,320 0 0 23,760 -18,000 0 0 0 21,980 0

五ケ丘小学校 272,285 0 0 -105,340 0 0 -21 -89,152 0 0 0 -10,000 278,384 -346,156

西保見小学校 81,291 0 0 0 0 0 0 -65,774 0 0 0 -15,517 0 0

五ケ丘東小学校 39,909 0 5,600 -25,000 0 0 -527 -12,400 0 0 0 -10,000 9,070 -33,566

飯野小学校 144,014 0 -261 286,180 0 0 0 307,240 0 -2,200 0 -210 408,739 0
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  （エ）各学校の配分額の変更（組替）内容 

     市によると、令和２年度学校別組替額は、【図表２－３】のとおりであった。 

石畳小学校 50,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -10,000 0 -50,000

御作小学校 -125,300 0 0 0 -5,000 0 0 0 -5,000 0 0 0 135,300 0

中山小学校 319,440 0 -1,602 -48,520 -66,900 -1,700 -110 -120,850 -44,000 0 0 0 -35,758 0

道慈小学校 0 0 -2,000 -77,900 -20,000 0 0 70,497 0 0 0 0 0 29,403

本城小学校 0 0 -5,000 -67,000 0 -10,000 -18,000 -97,250 0 0 -700 0 197,950 0

小原中部小学校 0 0 13,398 -6,947 0 -1,797 0 3,020 0 1,500 0 0 -29,831 -10,000

足助小学校 0 0 0 0 0 -418 0 -34,460 0 0 0 0 151,635 0

冷田小学校 -151,286 0 -8,483 -100,000 0 0 0 0 0 0 -700 0 -75,640 -153,825

追分小学校 -22,743 0 -3,994 0 0 0 0 30,000 -11,000 0 0 -11,000 -5,690 24,298

佐切小学校 141,460 0 0 -66,360 0 0 0 -35,100 0 0 0 -40,000 0 0

則定小学校 144,029 0 0 -51,240 -10,000 -1,037 0 34,185 -10,000 0 0 -15,387 -86,000 -4,550

萩野小学校 201,858 0 -48 -50,000 0 -587 0 -33,400 0 -4,000 0 0 -72,500 -41,323

明和小学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新盛小学校 -10,700 0 0 7,700 0 0 0 3,000 0 0 0 -5,000 -44,065 -19,400

大蔵小学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

御蔵小学校 0 0 0 0 30,000 0 0 -10,000 -20,000 0 0 0 0 0

花山小学校 -154,323 0 0 -15,000 30,000 0 -7,500 169,300 -20,000 -3,600 0 68,123 -19,000 -48,000

大沼小学校 0 0 0 0 0 0 0 -114,760 0 0 0 -10,000 84,069 0

巴ヶ丘小学校 -104,123 0 70 -40,280 -8,000 -2,180 -602 24,538 -20,000 -432 0 -7,477 387,406 -228,920

小渡小学校 0 0 -10,000 -100,027 0 -497 0 -3,737 0 0 0 0 0 114,261

敷島小学校 100,000 0 0 -90,300 0 0 0 15,329 0 0 -9,700 0 0 -15,329

稲武小学校 0 0 6,299 0 -27,000 0 0 -23,350 0 0 0 -1,876 90,100 -103,600

浄水北小学校 -21,460 0 0 0 254 -12 0 0 0 760 0 0 20,108 0

崇化館中学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

朝日丘中学校 735,047 0 -12,686 -168,350 -34,150 -776 0 77,310 -41,700 -875 -1,800 0 -394,720 -157,300

豊南中学校 0 0 -8,148 -53,192 -20,000 -5,000 0 0 0 0 0 0 0 86,340

高橋中学校 19,943 0 -3,890 -31,649 0 0 0 19,360 0 0 0 0 20,496 -24,260

上郷中学校 -215,485 0 0 0 0 0 0 123,500 0 30,000 0 0 14,321 47,664

高岡中学校 463,961 0 -2,483 -73,280 0 -8,384 0 17,400 0 0 -364 -10,000 -164,760 -261,250

保見中学校 256,249 0 -85,000 -50,000 0 -10,068 0 -80,370 0 -30,000 0 -811 0 0

猿投中学校 0 0 2,387 0 0 0 0 0 0 0 -2,500 0 -4,206 0

猿投台中学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石野中学校 256,638 0 -2,500 0 -8,000 0 0 49,100 0 0 0 0 -61,718 -184,420

松平中学校 -15,552 0 10,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,552 0

竜神中学校 -440,890 0 -5,635 -66,959 19,200 0 0 -18,300 -19,200 0 0 0 89,694 442,090

美里中学校 99,010 0 -5,568 0 -34,800 -1,050 0 13,200 -21,200 0 0 0 12,760 -62,352

逢妻中学校 0 0 0 0 0 -10,000 0 -20,000 0 30,000 0 0 -50,000 50,000

若園中学校 -70,848 0 0 71,060 0 0 0 -22,348 0 0 0 0 -18,792 1,980

梅坪台中学校 -405,791 0 -88,100 0 0 -2,249 0 0 0 4,988 0 0 -41,050 532,202

前林中学校 0 0 -355 0 -500 -3,000 0 0 -30 0 0 0 20,615 139,539

益富中学校 0 0 0 -200,000 -500 0 0 60,800 -10,300 -800 0 0 200,330 -50,000

末野原中学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 70,262 -70,262

井郷中学校 -35,653 0 -2,417 0 0 0 0 54,300 0 -200 0 0 143,454 -9,532

藤岡中学校 -100,000 0 -2,530 0 0 -4,504 0 0 0 0 -1,000 0 0 0

小原中学校 -12,100 0 6,097 -43,800 0 -10,000 0 0 0 -3,600 0 -50,000 0 0

足助中学校 77,631 0 0 0 0 0 0 40,700 0 852 -700 -16,000 -102,483 0

下山中学校 53,987 0 0 -30,695 0 -2,000 0 0 0 48 0 0 -21,340 0

旭中学校 211,554 0 36,745 28,500 500 0 0 -129,000 -105,000 0 -108,000 0 32,751 31,950

稲武中学校 0 0 0 0 0 0 0 -810 0 810 0 0 0 0

藤岡南中学校 0 -5,000 0 0 0 -3,000 0 5,428 0 0 0 -15,000 -100,000 0

浄水中学校 0 0 0 0 0 0 0 -65,663 0 0 0 0 0 65,663

豊田特別支援学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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  ウ 実際の流用額 

    実際の流用額は１０９万３７０７円であった。小学校７５校に配分している予算

の合計額である。 

 

⑵ 学校配分予算（小学校・備品購入費） 

 予算更正伺書（令和３年３月４日付け）必要額１０２８万円 

  ア 概要 

    予算更正伺書には、「コロナ感染予防用備品等を購入したことにより、当初の見

込み以上の費用が発生し予算が不足するため、流用して執行したい。主には学級増

への対応備品（４００万円弱）。その他配分予算内での執行節変更」と記載されて

いる。 

  イ 支出負担行為日 

予算更正伺書が令和３年３月４日付けで、支出負担行為日が令和２年１２月２１

日と記載されていたため事情を確認したところ、備品購入費の未払の伝票の中で、

支出負担行為日が最も古いものとしたとのことであった。 

ウ 実際の流用額 

流用額は２５１万６３５０円であった。小学校７５校に配分している予算による、

複数の伝票の合計額で、各学校に予算を配分し、各学校が執行計画を定め、各学校

で購入伺を作成して執行し、配分総額における各費目の金額は学校の要望により決

定している。また、学校の予算の範囲内で組替（費目間の流用）を認めている。こ

れは、前⑴と同様の説明であった。 

   

⑶ 施設維持管理費（小学校）  

予算更正伺書（令和２年１１月２６日付け）必要額５９８３万２３６０円  

ア 豊田市立元城小学校ほか３５校非常通報装置取替修繕 

  （ア）概要 

平成２９年６月古瀬間小で非常通報装置に不具合が発生した。令和２年度修繕

一覧表（令和２年１０月作成）に元城小ほか９校４４８万８０００円の非常通報

装置の修繕料を予算計上したが、交換が必要な学校が予定よりも多かったため、

予算を流用した。 

予算執行伺書（令和３年２月９日）の修繕摘要・執行理由には「非常通報装置

が経年劣化により不具合が多数発生しており、修理部品も不足している。現在の

状態では、緊急時に警察及び消防への通報が遅れてしまい、被害拡大の可能性が

高まるため、機器の取替修繕を行う」と記載されている。 

  （イ）対象校（小学校３０校 中学校６校） 
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     元城小、東広瀬小、青木小、加納小、若園小、畝部小、梅坪小、朝日小、美山

小、堤小、大畑小、伊保小、中金小、若林東小、寿恵野小、上鷹見小、九久平小、

矢並小、四郷小、土橋小、平和小、若林西小、衣丘小、市木小、古瀬間小、西広

瀬小、駒場小、岩倉小、石畳小、道慈小、上郷中、豊南中、高岡中、高橋中、逢

妻中、藤岡南中 

（ウ）修繕内容 

 非常通報装置修繕一式 

  （エ）支出負担行為兼支出命令の金額 

１３０６万８０００円（小学校３０校） 

２５７万４０００円（中学校６校） 

当初予算では、非常通報装置の修繕として元城小ほか９校、４４８万８０００

円を計上していたが、交換が必要な学校が予定よりも多かったため、予算流用し

た。 

  イ 豊田市立若林東小学校ほか１校浄化槽ブロワー修繕 

  （ア）修繕摘要・執行理由 

保守点検委託でブロワーの不具合が見つかったため、修繕を行う。 

  （イ）支出負担行為兼支出命令の金額 

１６２万１５１０円 

ウ 豊田市立高嶺小学校浄化槽ブロワ等取替修繕 

（ア）修繕摘要・執行理由 

法定点検で見つかった浄化槽の水中ブロワー及びチェッカープレートの修繕を

行う。 

  （イ）支出負担行為兼支出命令の金額 

７２万３２５０円 

エ 豊田市立美山小学校ほか１７校消防設備修繕 

  （ア）修繕摘要・執行理由 

防火設備保守点検を実施したところ不具合があることが判明した。緊急時に作

動しない状況にあるため修繕を行う。 

  （イ）対象校（小学校１２校 中学校６校） 

     小学校：美山小、高嶺小、寿恵野小、畝部小、堤小、若園小、竹村小、駒場小、

大林小、若林東小、若林西小、土橋小 

     中学校：上郷中、高岡中、竜神中、若園中、前林中、末野原中 

  （ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

８０８万９３４５円 

  オ 豊田市立童子山小学校ほか３４校消防設備修繕 

  （ア）修繕摘要・執行理由 
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防火設備保守点検を実施したところ不具合があることが判明した。緊急時に作

動しない状況にあるため修繕を行う。 

  （イ）対象校（小学校２５校 中学校１０校） 

小学校：童子山小、根川小、小清水小、山之手小、平井小、野見小、元城小、

梅坪小、朝日小、浄水小、前山小、古瀬間小、東山小、矢並小、幸海

小、岩倉小、九久平小、滝脇小、豊松小、東山小、市木小、平和小、

広川台小、五ケ丘小、五ケ丘東小 

中学校：崇化館中、朝日丘中、高橋中、逢妻中、梅坪中、浄水中、豊南中、松

平中、美里中、益富中 

  （ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

６１１万７４０８円 

  カ 豊田市立寿恵野小学校ほか２８校小荷物専用昇降機修繕 

  （ア）修繕摘要・執行理由 

小荷物専用昇降機保守点検において、小・中学校２９校で不良個所があること

が判明した。安全が給食運搬に支障があるため、修繕を行う。 

  （イ）対象校（小学校２４校 中学校５校） 

小学校：寿恵野小、東広瀬小、四郷小、衣丘小、西保見小、浄水小、高嶺小、

豊松小、市木小、中金小、幸海小、敷島小、加納小、竹村小、青木小、

五ケ丘小、岩倉小、若園小、小原中部小、若林西小、小清水小、駒場

小、平和小、山之手小 

     中学校：逢妻中、石野中、高橋中、崇化館中、竜神中 

  （ウ）修繕内容 

小荷物専用昇降機修繕一式 

  （エ）支出負担行為兼支出命令の金額 

４５１万５２８０円 

キ 豊田市立童子山小学校ほか３４校プールろ過装置修繕 

  （ア）修繕摘要・執行理由 

プールろ過装置修繕一式 

     後期プールろ過装置保守点検において、小・中学校３５校のプールろ過装置に

不良箇所がみられたため、修繕を行う。 

  （イ）対象校（小学校２４校 中学校１１校） 

小学校：童子山小、挙母小、根川小、美山小、平井小、古瀬間小、高嶺小、寿

恵野小、畝部小、青木小、西広瀬小、中金小、幸海小、岩倉小、豊松

小、梅坪小、四郷小、浄水小、五ケ丘小、西保見小、浄水北小、飯野

小、道慈小、小渡小 
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中学校：朝日丘中、上郷中、保見中、猿投中、松平中、逢妻中、井郷中、藤岡

中、下山中、旭中、稲武中 

  （ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

５１８万０９７８円 

 

 ⑷ 施設維持管理費（中学校）  

予算更正伺書（令和２年１１月２６日付け）必要額３０４５万３７５５円 

ア 豊田市立若林東小学校ほか１校浄化槽ブロワー修繕 

（ア）修繕摘要・執行理由 

保守点検委託でブロワーの不具合が見つかったため、修繕を行う。 

（イ）対象校 

若林東小学校、竜神中学校 

  （ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

１８６万１３１０円 

イ 豊田市立美山小学校ほか１７校消防設備修繕 

  （ア）修繕摘要・執行理由 

防火設備保守点検を実施したところ不具合があることが判明した。緊急時に作

動しない状況にあるため修繕を行う。 

  （イ）対象校（小学校１２校 中学校６校） 

 小学校：美山小、高嶺小、寿恵野小、畝部小、堤小、若園小、竹村小、駒場小、

大林小、若林東小、若林西小、土橋小 

     中学校：上郷中、高岡中、竜神中、若園中、前林中、末野原中 

（ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

２３６万０６５５円 

（エ）支出負担行為日 

令和３年３月３１日 

（オ）支出命令日 

令和３年４月８日 

ウ 豊田市立童子山小学校ほか３４校消防設備修繕 

  （ア）修繕摘要・執行理由 

防火設備保守点検を実施したところ不具合があることが判明した。緊急時に作

動しない状況にあるため修繕を行う。 

  （イ）対象校（小学校２５校 中学校１０校） 

小学校：童子山小、根川小、小清水小、山之手小、平井小、野見小、元城小、

梅坪小、朝日小、浄水小、前山小、古瀬間小、東山小、矢並小、幸海
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小、岩倉小、九久平小、滝脇小、豊松小、東山小、市木小、平和小、

広川台小、五ケ丘小、五ケ丘東小 

中学校：崇化館中、朝日丘中、高橋中、逢妻中、梅坪中、浄水中、豊南中、松

平中、美里中、益富中 

（ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

１８０万２５９２円 

（エ）支出負担行為日 

令和３年３月３１日 

（オ）支出命令日 

令和３年４月８日 

エ 豊田市立寿恵野小学校ほか２８校小荷物専用昇降機修繕 

（ア）修繕摘要・執行理由 

小荷物専用昇降機保守点検において、小・中学校２９校で不良個所があること

が判明した。安全が給食運搬に支障があるため、修繕を行う。 

（イ）対象校（小学校２４校 中学校５校） 

小学校：寿恵野小、東広瀬小、四郷小、衣丘小、西保見小、浄水小、高嶺小、

豊松小、市木小、中金小、幸海小、敷島小、加納小、竹村小、青木小、

五ケ丘小、岩倉小、若園小、小原中部小、若林西小、小清水小、駒場

小、平和小、山之手小 

中学校：逢妻中、石野中、高橋中、崇化館中、竜神中 

（ウ）修繕内容 

小荷物専用昇降機修繕一式 

（エ）支出負担行為兼支出命令の金額 

９８万６７００円 

（オ）支出負担行為日 

令和３年３月３１日 

（カ）支出命令日 

令和３年４月１６日 

オ 豊田市立若林東小学校ほか８校エレベーター設備修繕 

（ア）修繕摘要・執行理由 

保守点検委託でバッテリー、巻上ロープ等の不良個所が見つかった。健全な学

校運営のために修繕を行う。 

（イ）対象校（小学校７校 中学校２校） 

若林東小、石畳小、御蔵小、前山小、青木小、畝部小、井上小、上郷中、猿投

台中 

（ウ）修繕内容 
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エレベーター設備修繕一式 

（エ）支出負担行為兼支出命令の金額 

１４万５２００円 

（オ）支出負担行為日 

令和３年１月８日 

（カ）支出命令日 

令和３年１月１３日 

 カ 修繕名：豊田市立童子山小学校ほか３４校プールろ過装置修繕 

（ア）修繕摘要・執行理由 

プールろ過装置修繕一式 

     後期プールろ過装置保守点検において、小・中学校３５校のプールろ過装置に

不良箇所がみられたため、修繕を行う。 

（イ）対象校（小学校２４校 中学校１１校） 

小学校：童子山小、挙母小、根川小、美山小、平井小、古瀬間小、高嶺小、寿

恵野小、畝部小、青木小、西広瀬小、中金小、幸海小、岩倉小、豊松

小、梅坪小、四郷小、浄水小、五ケ丘小、西保見小、浄水北小、飯野

小、道慈小、小渡小 

中学校：朝日丘中、上郷中、保見中、猿投中、松平中、逢妻中、井郷中、藤岡

中、下山中、旭中、稲武中 

（ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

２２７万１５２２円 

（エ）支出負担行為日 

令和３年３月 31 日 

（オ）支出命令日 

令和３年４月８日 

 

⑸ 放送設備備品（小学校）  

予算更正伺書（令和２年４月３０日付け）流用見込額１００万円 

ア 豊田市立滝脇小学校ほか５校放送設備修繕 

（ア）概要 

下記の小学校の運動場で電源カットリレー不良又はスピーカーユニット不良が

発見された。 

滝脇小：令和元年９月１１日 運動場 電源カットリレー不良 

市木小：令和元年９月１４日 運動場 スピーカーユニット不良 

石畳小：令和元年１０月２３日 運動場 スピーカーユニット不良 

寿恵野小：令和元年１２月４日 運動場 スピーカーユニット不良 
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駒場小：令和元年１０月２７日  運動場 スピーカーユニット不良 

予算執行伺書の修繕摘要・執行理由には、放送設備で不具合が発生した。現在

の状態では、緊急時に構内放送が使用出来ず、初動対応が遅れてしまうため、設

備修繕を行うと記載されている。  

  （イ）業務内容 

放送設備不良箇所修繕一式 

同事業の備品購入費を流用（更正伺書提出済み） 

（ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

１９７万５６００円 

  イ 放送設備の故障が発生した時期・設備更新計画の有無 

    故障発見時期は、上記のとおり令和元年９月～１２月であり、放送設備の計画更

新（平成２６年～３０年）後の設備更新の計画等はない。 

  

⑹ 放送設備備品（中学校）  

予算更正伺書（令和２年４月３０日付け）必要額１００万円 

  ア 豊田市立滝脇小学校ほか５校放送設備修繕 

（ア）修繕摘要・執行理由 

放送設備で不具合が発生した。現在の状態では、緊急時に校内放送が出来ず、

初動対応が遅れてしまうため、設備修繕を行う。 

（イ）修繕内容 

放送設備不良箇所修繕一式 

（ウ）支出負担行為兼支出命令の金額 

１９９万９８００円 

（エ）支出負担行為日 

令和２年６月８日 

（オ）支出命令日 

令和２年８月５日 

 

⑺ 放送設備備品（小学校）  

予算更正伺書（令和３年１月２６日付け）流用見込額９９万８８００円 

ア 豊田市立東山小学校ほか３校放送設備修繕 

（ア）概要 

   下記の小学校の運動場で設備不良が発見された。 

東山小：令和２年１０月２７日 簡易アンプ不良 

野見小：令和２年１０月６日 ワイヤレスチューナーユニット不良 
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五ケ丘小：令和２年１２年１４日 リモートマイク、インターフェイスユニ

ット不良 

修繕摘要・執行理由には、校内放送や屋外運動場放送設備が故障しているため

修繕を行うと記載されている。  

  （イ）支出負担行為兼支出命令の金額 

９９万４８７７円 

イ 放送設備の故障が発生した時期・設備更新計画の有無 

故障の時期は、令和２年１０月～１２月、放送設備の計画更新（平成２６年～３

０年）後の設備更新の計画等はない。 

 

⑻ 諸営繕工事（小学校）  

予算更正伺書（令和３年１月２０日付け）必要額８６２８万６３６１円 

   予算更正伺書には、豊田市立小学校において、エアコンの老朽化や雨漏り・軒裏の

爆裂等、修繕を必要としている箇所が多くある。学校運営に支障を来す可能性がある

ため、学校づくり推進課で危険性・緊急性を精査した上で修繕が必要だと判断した案

件については、早急に執行したいとの理由が記載されている。 

ア 節が工事請負費から修繕費に変更された理由 

    市によると、予定していた工事発注案件において、発注額が下がったことと入札

差金があったため、工事請負費の残額を原資として修繕料への流用元としたとのこ

とである。 

イ エアコンの老朽化や雨漏・軒裏の爆烈等修繕箇所の発生時期と内容 

    市によると、修繕箇所が発生した時期と内容は次のとおりであった。 

（伊保小 保健室エアコン老朽化）令和２年１２月に「空調が効かない」と学校から

連絡があった。 

（九久平小 雨漏り）令和２年７月に「普通教室棟の北側窓際の複数個所で雨漏りが

発生している」と学校から連絡があった。 

（平和小 雨漏り）令和３年１月に「屋内運動場で雨漏りが確認され、雨天時には児

童が転倒するおそれがある」と学校から連絡があった。 

（平井小 軒裏爆裂）令和元年８月に「校舎軒裏の広範囲に爆裂が見られる」と学校

から連絡があった。児童等の安全を確保するため、状態の酷い部分につ

いては令和元年度中に緊急修繕を実施し、モルタルがすぐに落下する恐

れのない部分については令和２年度に予算を確保して修繕を実施した。 

  ウ 修繕内容 

    修繕内容は、【図表２－４】のとおり。 

エ 流用で対応した理由 

    市によると、当初予算ではなく流用対応とした理由は、次のような回答であった。 
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学校施設は建設から３０年以上経過している建物が大半であり、修繕が必要な箇

所が多くあるが、当初予算額の範囲内で修繕を実施するために優先度をつけて実施

している。実施できなかった修繕についても児童等の安全安心の確保のために、他

の事業の予算執行状況を見ながら流用対応で財源を確保することで修繕を推進して

いる。 

  オ 修繕内容 

予算更正伺書に添付された別紙の修繕内容と予算執行伺書の別紙修繕内容である

【図表２－４】を比較対照すると執行内容に相違がある。予算更正伺書別紙は、更

正伺作成時に修繕を行う予定だった案件の一覧であり、このうち予算状況や修繕の

優先度を踏まえて実際に修繕を行う案件について、予算執行伺書の【図表２－４】

を作成しているため、相違が生じていた。  
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【図表２－４】修繕内容一覧                        （円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見積額
実施しない案件

（R3実施or不必要）
学校名 (誰から） 場所 要望の内容 対応 緊急度（リストから選択） 担当長チェック

例 600,000 中山 校務主任 体育館 雨漏りするので修繕要望 亀裂部分にシーリング A　優先度 高

1 3,970,000 寿恵野 校長 グラウンド 水はけが悪い 土入れ替え A　優先度 高 A　優先度 高

2 1,000,000
大林小ほか3

校
室外機周り フェンス修繕 フェンス修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

3 0 5,000,000 滝脇小 校舎内 教室不足 教室改修 A　優先度 高
C　優先度 低（実施しな

い）

4 401,500 本城小 校務主任 校地内
舗装通路下の土が雨で侵食してい
る

修繕 B　優先度 中 B　優先度 中

5 181,500 道慈小 校務主任 運動場 国旗掲揚塔の支柱が壊れている 上部取替え A　優先度 高 B　優先度 中

6 583,000 道慈小 事務職員 トイレ
入り口から男子便所が丸見えにな
る

パーテーション設置 B　優先度 中 B　優先度 中

7 126,500 道慈小 事務職員 配膳室前
配膳車用高さ調整木材が割れてい
る

取替え B　優先度 中 B　優先度 中

8 0 4,968,700 大沼小 ヤマダ 太陽光 パワコン取替 パワコン取替 C　優先度 低 C　優先度 低（次年度）

9 0 817,300 土橋小 ヤマダ 風力発電 制御盤取替 制御盤取替 C　優先度 低 C　優先度 低（次年度）

10 0 4,000,000 伊保小 校長・校務 教室 ロッカーの劣化 修繕 A　優先度 高 C　優先度 低（次年度）

11 1,000,000 追分小 教頭 油庫 取替 取替 A　優先度 高 A　優先度 高

12 2,617,000 九久平小 事務職員 廊下等 校舎内の雨漏り 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

13 4,449,920 幸海小 教頭 廊下等 校舎内のかびの発生
換気扇の取付、防カビ
塗装

A　優先度 高 A　優先度 高

14 3,970,000 朝日小
保全改修業

者
更衣室屋上 更衣室の雨漏り 修繕 B　優先度 中 A　優先度 高

15 1,023,000 平和小 校務主任 体育館 体育館の雨漏り 修繕 C　優先度 低 A　優先度 高

16 3,640,000 朝日小 校務主任 多目的室 パーテーション設置 修繕 B　優先度 中 B　優先度 中

17 12,000,000 則定小 体育館 外壁修繕 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

18 0 5,000,000 滝脇小 教頭 相談室 クラス不足 教室改修 A　優先度 高
C　優先度 低（実施しな

い）

19 0 10,000,000 稲武小 校長 職員室ほか 空調設備修繕 取替修繕 A　優先度 高
C　優先度 低（実施しな

い）

20 2,500,000 敷島小 屋上、天井 校舎内の雨漏り 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

21 200,000 道慈小 事務職員 校舎壁面
校舎上にある時計塔（３面）が壊れ
ている

修繕 B　優先度 中 B　優先度 中

22 14,484,000 平井小 校長 校舎軒裏 軒裏に爆裂している箇所がある。 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

23 0 10,000,000 屋外運動場トイレ修繕 修繕 A　優先度 高 C　優先度 低（次年度）

24 0 5,000,000 体育館トイレ修繕 修繕 A　優先度 高 C　優先度 低（次年度）

25 0 5,000,000 モニュメント撤去 修繕 A　優先度 高 C　優先度 低（次年度）

26 951,500 中金小 議員さん 駐車場 雨水が側溝にたまってしまう 側溝・配管修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

27 8,000,000 足助小 理科室 廊下の新設（２方向避難路の確保） 修繕 A　優先度 高

28 918,500 小渡小 教頭 校舎軒下 軒下部分の補修 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

29 18,000,000
小学校３校

(堤・若園・五ケ
丘)

教室改修（普通教室へ） 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

30 275,000 寿恵野小 校務主任 南側門扉
レール不具合によって完全に閉まら
ない

修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

31 209,000 寿恵野小 校務主任
バスケットゴー

ル
昇降させるワイヤーが劣化により故
障

修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

32 1,000,000 畝部小 校長 ビオトープ
水回り設備の故障により、使用不可
となっている（水が循環しない）

修繕 A　優先度 高 B　優先度 中

33 2,200,000 若林西小 校務主任 配膳室 床の劣化 修繕 B　優先度 中 B　優先度 中

34 2,500,000 堤小 校務主任 外構 樹木の根による凹凸 修繕 B　優先度 中 B　優先度 中

35 3,000,000 本城小 エアコン 職員室・保健室のエアコン不具合 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

36 1,100,000 伊保小 校務主任 エアコン 保健室空調不具合 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

37 2,750,000 市木小 校務主任 体育館 電球不点及び昇降機故障 体育館電球のLED化 B　優先度 中 B　優先度 中

38 2,204,500 市木小 校務主任 門扉 門扉が故障により閉まらない。 修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

39 10,405,000 広川台小 校長 中庭 駐車場の数が足りない。 駐車場修繕 A　優先度 高 A　優先度 高

40 3,063,500 平井小 校務主任 北校舎 手摺の塗装がはがれている。 修繕 C　優先度 低 A　優先度 高

41 2,600,000 童子山小 校長 多目的トイレ A　優先度 高 A　優先度 高

42 2,500,000 御蔵 体育館 体育館屋根がさびている 塗装

113,823,420 49,786,000
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⑼ 諸営繕工事（小学校） 

 予算更正伺書（令和２年１２月２１日付け）必要額１０４３万３９５５円 

  ア 概要及び算出基礎 

    予算更正伺書には、次のような説明が記載されている。 

１ 今年度、新型コロナウイルス感染症により消毒が必要となった小学校が複数

校あった。当初予算要求の段階では不測の状況であり、必要な予算が確保でき

ていなかったため流用が必要である。 

２ 古瀬間小学校の敷地内にある木が市民の土地にはみ出しており、伐採するよ

うクレームが入った。適正な学校運営のため、早急に伐採する必要がある。 

３ 美山小学校の敷地内にある木が隣の家の壁に接触しており剪定するようクレ

ームが入った。適正な学校運営のため、早急に剪定する必要がある。 

  イ 近隣クレーム対応（古瀬間小学校） 

    令和２年１１月９日、近隣住民から「学校の樹木がはみ出しているため切ってほ

しい」と電話連絡があったのをきっかけにクレームが始まり、翌年２月２日、市内

造園会社との間で竹の伐採のための請負契約を１３１万８９００円にて締結してい

たところ、同月１５日には住民の代理人弁護士から「日照等の対応について住民か

ら委任を受け、竹林については全て伐採し、住民の土地利用に支障がないように要

求する」と内容証明郵便が届いた。弁護士とも日程調整し、同月２３日に竹の伐採

を行った。 

  ウ 監査の結果 

    近隣クレームを集積し経過観察することで不測の事態を予防するべき【意見】 

    近隣からのクレームは、市にとってはそれ自体不測の事態であるが、放置すれば

竹木の根の越境問題や日照権の侵害など、近隣住民に不測の事態を生じさせかねな

い。近隣からのクレームを集積し、経過観察を続けることで不測の事態を予防する

のが望ましい。 

 

⑽ 保全改修費  

予算更正伺書（令和２年６月２２日付け）必要額３７４０万円 

ア 高岡中学校のトイレ再整備事業 

（ア）概要及び算出基礎（特定財源・補正処理等） 

「高岡中学校のトイレ再整備事業について、執行節を見直した結果、修繕の内

容と判断したため、工事請負費から修繕料に切り替えて執行したい。（老朽化に

伴い発生した主にトイレの３Ｋ（臭い・汚い・暗い）を解消して衛生環境を確保

することが目的である。）なお、本事業は国庫補助金「学校施設環境改善交付金

（２／７）」を活用した事業であり、一般競争入札が求められており、修繕での
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契約はそれができない。そのため、他校のトイレ再整備事業実施においては、従

来どおり工事案件として執行する。今回は、工事案件として一般競争入札を行っ

た結果、２回入札不調となったことを受けての執行節変更であり、国庫補助金は

対象となる。」と記載されている。 

国庫補助金「学校施設環境改善交付金（２／７）」は、地方公共団体が作成し

た施設整備計画に基づく事業の実施に要する経費に充てるために、国が交付する

交付金で、交付対象事業は、危険建物、不適格建物の改築のほか、地震防災対策、

トイレ洋式化やバリアフリー化などを行う大規模改造などである。 

（イ）節変更の理由 

市によると、工事案件として一般競争入札を行ったものの２回入札不調（一回

目は入札者なし、二回目は入札者あり（１者辞退、１者失格））となり、夏休み

を利用した改修を行うためには早急に発注する必要があったため、実施する内容

を節別ハンドブックと照らし合わせるとともに財政課等とも協議するなどした上

で、執行節を見直し修繕として発注したとのことである。 

（ウ）修繕料での契約では一般競争入札ができない理由 

修繕料と工事請負費のハンドブックにおけるそれぞれの意義と両者の契約手続

の異同は、前５イに記載したとおりである。 

市によると、修繕料としての契約で一般競争入札しないのは、「修繕での契約

方法は、全庁での統一的ルールが整備されておらず、一般競争入札の仕組みがな

いため、指名競争入札で行っている」からであるとのことであった（なお、令和

３年４月、建築予防保全課において「建築物等に関する修繕発注事務の手引」を

制定し、修繕料の執行について全市内統一的なルールを確認した）。 

また、概要の欄には、他校のトイレ再整備事業実施については工事案件として

執行すると記載されていたため、他校については修繕料ではなく工事請負費とし

て執行する理由を照会したところ、他校については、広く市内業者へ入札機会を

与えるため、一般競争入札が可能な工事請負費で執行している、との回答であっ

た。 

 （エ）監査の結果 

恣意的な執行節の選択は避けるべき【指摘】 

工事請負費から修繕料に流用すれば、ハンドブック記載のルールが修繕料につ

いて曖昧であるために指名競争入札によることができるというのでは、地方自治

法第２３４条第２項及び地方自治法施行令第１６７条の潜脱であると言わざるを

得ない。国による交付金の交付対象事業は、危険建物、不適格建物の改築のほか、

地震防災対策、トイレ洋式化やバリアフリー化などを行う大規模改造等であるこ

とからも、修繕料ではなく工事請負費というべき経費である。 
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そして、修繕料について市内のルールが存在しない場合には、大原則を定める

地方自治法を始めとする関係法令に則って処理されるべきである。この場合、一

般競争入札を原則とする必要がある。 

財政課としても、予算更正伺書から法令潜脱の意図が確認できた場合には、豊

田市予算決算会計規則第１７条第２項の「審査」に基づくチェック権限を駆使し、

流用を認めない決定をしなければならない。 

 

地方自治法（契約の締結） 

第２３４条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意

契約又はせり売りの方法により締結するものとする。 

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当すると

きに限り、これによることができる。 

  

地方自治法施行令（指名競争入札） 

第１６７条 地方自治法第二百三十四条第二項の規定により指名競争入札によること

ができる場合は、次の各号に掲げる場合とする。 

一 工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競争入

札に適しないものをするとき。 

二 その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要が

ないと認められる程度に少数である契約をするとき。 

三 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。 
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第３ 個別の契約等事務と不測の事態 

 

１ 市制７０周年記念ロゴマーク応募作品展覧会実施業務委託 

 ⑴ 概要 

ア 業務内容（業務委託） 

令和３年に市制施行から７０周年を迎えるに当たり、市民から公募したロゴマー

ク作品を展示することで、７０周年を祝福する機運を高めるために、市から提供さ

れるデータに基づき展示物を作成すること、展示物を展示すること、キャプション

を作成すること、展示会に必要な備品等の調達をすること及び展示会の設営、撤去

をすることなどを委託するもの。 

  イ 委託場所 

    豊田市西町地内 

ウ 受託者 

    豊田共栄サービス（株） 

エ 委託期間 

    令和２年１２月１８日から令和３年２月６日まで 

オ 契約金額（税込） 

    ２９万１５００円 

    なお、令和２年１２月９日付け案件発注決定書（契約締結依頼書・予算執行伺書）

では、流用予定としている。 

  カ 費用の精算 

    豊田市業務委託契約約款において、次のとおり定められている。甲は市、乙は受

託者である（以下同じ）。 

（契約変更又は一時中止） 

第１０条 甲は、必要がある場合は乙と協議して、業務の内容を変更し、又は業

務を一時中止し、若しくはこれを打ち切ることができる。この場合において、

契約金額又は契約期間を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面により

これを定めるものとする。 

２ 甲は、前項の場合において、乙に損害が生じたときは、その損害を賠償する

ものとし、賠償額は甲乙協議して定める。 

３ 乙は、天災地変等乙の責めに帰することができない正当な理由により、契約

期間内に業務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由

を付した契約期間延長願により、契約期間の延長を申し出ることができる。 

４ 甲は、前項の申出があったときは、事実を調査し、やむを得ない理由がある

ときは、相当の期間に限り、契約期間の延長を認めることができる。 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和３年１月１３日 
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 イ 概要 

   展覧会の中止に伴い、契約期間を令和３年１月１４日までとする。変更による減

額は、当初金額（２９万１５００円）から当該委託に既に要した費用（（印刷費９

万２５００円＋キャプション印刷費２万４２００円＋進行管理費６０００円）×１．

１）を控除した金額（１５万６５３０円）とする。 

 ウ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言の発令（令和３年１月１３日）

に伴い、展覧会を中止したため。 

 エ 変更契約 

   第１回変更協議の結果、令和３年１月１３日付け変更委託契約書を締結し、契約

金額につき、減額変更して１３万４９７０円とすること、契約期間を令和２年１２

月１８日から令和３年２月６日までであったのを、終期を令和３年１月１４日とす

ることを合意した。 

⑶ ヒアリングの内容 

  令和３年１１月２９日、経営戦略課からヒアリングを行った。その概要は、以下の

とおりである。 

  減額変更に関する進行管理費の算出方法については、当初委託における進行管理費

の積算方法と同様の考え方で積算した。当初委託における進行管理費は、進行管理費

を除く積算金額に概ね５％を乗じて積算しており、減額変更においても、実際に行わ

れた印刷費とキャプション印刷費の合計に概ね５%を乗じた金額を既に要した進行管

理費として算出している。進行管理費の定め方は、業種や業務内容等により異なるた

め、当初積算時は仮見積等を参考に積算している。 

 なお、納品された印刷物等を活用し、令和３年度に展示会を開催した。 

また、案件発注決定書に流用予定とあるのは、当初予算では８万８０００円程度の

事業の予定であったが、年度当初から令和２年秋にかけて準備する中で、規模を拡大

する必要性があると考えたため、予算の使用状況を確認の上「流用予定」とした。 

⑷ 監査の結果 

進行管理費の精算額の算出方法について【意見】 

  展覧会の中止に伴い、契約金額をどのように変更するかは豊田市業務委託契約約款

第１０条の趣旨に基づき、市と受託者とで協議して定める必要がある。進行管理費の

精算についても双方の協議次第という側面はあるものの、協議結果は合理的なもので

ある必要がある。 

この点、「進行管理費」という名称からは、進行管理業務に対する対価と解され、

委託料の一部に対する一定割合の金額とするよりは、具体的に遂行された進行協議業

務の業務内容やこれに割いた執務時間を考慮して算出額を積算するのが合理的で妥当

な解決方法であったと考えられる。 
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２ ふるさとふれあいウォーキング「歩かまい稲武」事業負担金 

 ⑴ 概要 

ア 協定内容（負担金） 

名古屋市及び岐阜県中津川市との「ふれあい協定」（昭和６１年１０月締結）の

趣旨に基づく交流事業の一環として、稲武地区において、ウォーキング大会を開催

するもの。 

  イ 協定締結者 

    ふるさとふれあいウォーキング実行委員会 

ウ 開催予定日時 

    令和２年５月１７日（日）午前１０時００分から午後２時３０分まで 

エ 協定金額 

    １４３万９０００円 

  オ 費用の精算 

    協定書において、次のとおり定められている。 

第５条 乙は、事業が完了し、費用に剰余金が生じた場合は、甲に返還するもの

とする。 

⑵ 剰余金の返還 

   新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年４月９日、「歩かまい稲武」の

開催中止が決定された。 

これにより、大幅な支出の減少があり、９８万３６４０円の剰余金が発生し、返還

された。 

大会は中止になったものの、中止決定前に、大会開催準備のため、ポスター、チラ

シ、体温計等を購入した。また、大会中止決定後の令和２年４月２０日、ウォーキン

グ大会の看板制作費用の見積を取得し（制作費４万８９５０円）、その後、発注がな

された。市によると、前年度まで使用していた看板が老朽化したため発注したとのこ

とである。 

⑶ 監査の結果 

   ウォーキング大会看板について令和２年度内に制作する必要性がない【意見】 

   ウォーキング大会看板は、令和２年度の中止が決定された後発注されているところ、

令和２年度内に制作する必要性はない。 

   次年度以降に使用することがあるかも知れないが、次年度以降の開催の可否は不明

であるし（実際、令和３年度も中止となっている）、保管しているだけでも看板の老

朽化は進むのであるから、令和２年度に作成しても行政効率が悪い。必要となった年

に新たに制作すべきであった。 
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３ ラリーイベント等を活用したまちづくり事業負担金 

 ⑴ 概要 

ア 協定内容（負担金） 

地方ラリーイベント（シロキヤラリー）の実施、同イベント及びＷＲＣ世界ラリ

ー選手権を活用して、稲武地区のＰＲ等を行うもの。 

  イ 協定締結者 

    特定非営利活動法人稲武まちづくり協議会 

ウ 協定期間 

  令和２年７月６日から令和３年３月３１日まで 

エ 協定金額 

    ６１８万８０００円 

  オ 費用の精算 

    協定書において、次のとおり定められている。 

第３条 乙は、前条の決算結果に基づき、甲に精算後の負担金を返還するものと

する。 

⑵ 年度協定の変更 

 ア 変更協定の締結 

令和２年１１月２日、変更協議が行われ、新型コロナウイルス感染症の影響のた

め、地方ラリーイベント（シロキヤラリー）が中止となったことにより、会場設営、

観客輸送、出演者謝礼、映像中継等に関する経費合計４５３万８０００円が減額さ

れた。 

他方で、次年度以降の開催に向けた地域の盛上げやＰＲを効果的に実施するため、

ラリーイベント等のＰＲグッズを新たに制作する経費１０５万円が増額された。こ

の時点では、制作するグッズとして、国道掲示用の懸垂幕や配布用のノベルティ

（クリアファイル、ステッカーなど）、販売も想定するノベルティ（エコバッグ、

缶バッチなど）が想定され、過去の別事業でグッズを制作した時の実績を参考に、

概算で計上された金額が１０５万円であった。 

その結果、市の負担金は２７０万円となり、同日、変更協定書が締結された。変

更協定書に添付された収支予算書（変更）においては、ＰＲグッズ等制作欄の備考

において「企画・デザイン、懸垂幕、ノベルティ 等」と記載されている。 

  イ 制作されたＰＲグッズの内容 

    実際に制作されたＰＲグッズは、変更協定書作成時に予定されていた上記グッズ

とは異なり、トートバッグ（９００個）、マスキングテープ（９００個）、オリジナ

ルコイン（１０００個）、ウレタンマスク（１５００個）である。これらは、ガチ

ャガチャの景品・用品である。 

市によると、制作するグッズの変更は、協定締結者との口頭での協議により行っ

たとのことである。 
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⑶ 監査の結果 

 ア ＰＲグッズ制作の必要性の検討が不十分である【意見】 

変更協定書作成時点において、制作するＰＲグッズは国道掲示用の懸垂幕や配布

用のノベルティ（クリアファイル、ステッカーなど）、販売も想定するノベルティ

（エコバッグ、缶バッチなど）を想定し、別事業の実績を参考にした概算で１０５

万円という金額を計上したとのことである。しかし、結果として上記グッズは制作

されていない。 

上記懸垂幕やノベルティを制作する必要性の検討が不十分であったといわざるを

えない。 

 イ 制作するグッズを変更する場合は再協議し、再度変更協定書を作成すべき【指摘】 

   実際に制作された「ＰＲグッズ」は、変更協定書作成時点において想定され、収

支予算書の備考欄にも記載されていたグッズ（懸垂幕やノベルティ）とは異なるガ

チャガチャの景品等であった。 

   このように、変更協定時に予定されていたグッズとは異なるグッズを製作するこ

とになったのであれば、その必要性や必要経費も異なるのであるから、再度変更協

議を行い、当該グッズを制作すること及びその費用の必要性、相当性等を検討した

上で、変更協定書を作成すべきである。 

 ウ 令和２年度内にグッズを制作する必要性がない【指摘】 

   ＰＲグッズが制作されたのは令和３年３月であり、制作されたグッズを年度内に

利用することは予定されておらず、具体的な使用時期や使用場所も決まっていなか

った。このような状況の下、グッズを制作する必要性は見受けられない。 

 

４ 豊田市和紙のふるさと和紙漉き体験業務委託 

⑴ 概要 

 ア 委託場所 

   豊田市永太郎町地内 

イ 契約内容（業務委託） 

豊田市和紙のふるさと和紙工芸館において和紙漉き体験に関する業務、和紙工芸

館の日常管理業務等を委託するもの。 

主要な業務内容は、仕様書によると以下のとおりである。 

   ① 和紙漉き体験、和紙漉き体験者の実習指導に関する業務 

   ② 和紙漉き体験者の使用料の収納事務 

   ③ 和紙のふるさと及び豊田小原和紙工芸の紹介に関する業務 

   ④ 和紙漉き体験業務に付随する和紙工芸館の運営業務 

   ⑤ 和紙工芸館の日常管理業務 

   ⑥ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた業務 
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ウ 受託者 

  和紙のふるさと運営協議会 

エ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

オ 契約金額（税込） 

  １６５７万９２００円 

⑵ 新型コロナウイルス感染拡大の影響 

   令和２年４月１１日から５月１８日まで臨時休館となった。休館中、和紙漉き体験

に関する業務は実施できなかったが、委託金額の変更はなされなかった。 

   その理由は、市によると、休館期間中、施設管理業務として通常実施することがで

きない箇所の清掃等環境美化業務を実施したほか、「市長が必要と認める業務」（上記

⑴イ⑥）として、和紙原料栽培業務（コウゾ畑の手入れ、トロロアオイ畑の準備、コ

ウゾの苗づくりなど）を実施し、契約の範囲内で全体の業務量を調整したためである

とのことであった。 

⑶ 監査の結果 

 ア 「市長が必要と認める業務」という規定の解釈運用のあり方【指摘】 

   臨時休館により、業務内容が変更されているが、仕様書に定める「市長が必要と

認める業務」であるとして契約の変更はなされていない。 

しかし、市長が必要と認めた決定等はなく、所管部署が判断したのみとのことで

ある。そうすると、「市長が必要と認める業務」には該当しない。所管部署の判断

のみで、安易に「市長が必要と認める業務」に該当するとされるのであれば、容易

に業務内容の変更が可能となってしまい相当ではない。 

   市によると、豊田市職務権限規程第１９条、並びに別表第１（第１９条、第２１

条、第２８条関係）各課共通決定区分表中、「４ 契約 ３契約内容の変更（契約

金額の変更を除く。）」、及び別表第２（第１９条、第２０条、第２１条、第２８条

関係）財務関係決定区分表中「２ 支出負担行為 １２委託料」の３０００万以下

の区分（副課長）に基づき、小原支所において、判断したとのことであった。 

しかし本件は、変更協議書は作成されておらず契約変更をしたものではなく、仕

様書の「市長が必要と認める業務」であるとして、契約変更手続を経ずに、小原支

所のみで判断したことが問題なので、上記市の反論は当たらない。 

「市長が必要と認める」という言葉は多用されているが、これが空文化して所管

課のみで判断することが常態化しているのであれば、認識を改める必要がある。 

  イ 変更契約締結の必要性【指摘】 

和紙原料栽培業務は、上記⑴イ①～⑤とは性質が異なる業務なのであるから、こ

れを委託対象業務とするのであれば、変更協議の上、変更契約書を作成すべきであ

る。 
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５ 「夢の教室」ｉｎ豊田業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   日本サッカー協会（ＪＦＡ）が全国各地で実施している「夢の教室」事業をトヨ

タ自動車（株）や中京大学の協力を得るなど、豊田市独自の方法で開催する業務を

委託するもの。 

 イ 受託者 

   （公財）日本サッカー協会  

ウ 委託期間 

  令和２年５月１日から令和３年３月１９日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ８１４万０２３９円 

オ 締結日 

  令和２年４月３０日 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年９月２４日 

 イ 概要 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止等のため、以下２点の変更を行う。 

   ・５月から９月までの事業中止及び１０月以降の実施予定校を変更する。 

   ・１０月以降については、夢先生が学校へ訪問する事業形態から、ＩＣＴ機器を

活用したオンラインでの事業形態へ運営方法を変更する。 

 ウ 変更金額（概算） 

   約６２０万円の減額 

 エ 理由 

   ・５月から９月までの事業中止のため、対象経費を減額する。 

   ・１０月以降のオンラインによる運営形態への変更に伴い、事業内容（仕様書変

更）、事業経費及び変更後の実施予定学校数を踏まえた変更を行う。 

⑶ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和２年１０月１日 

 イ 概要 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止等のため、以下２点の変更を行う。 

   ・５月から９月までの事業中止及び１０月以降の実施予定校を変更する。 

   ・１０月以降については、夢先生が学校へ訪問する事業形態から、ＩＣＴ機器を

活用したオンラインでの事業形態へ運営方法を変更する。 
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  ウ 変更金額（税込） 

    ６１９万３１２９円の減額 

  エ 委託期間 

    令和２年５月１日から令和３年３月１９日まで 

⑷ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和３年３月３日 

 イ 概要 

   夢先生の派遣元の回数変更 

   ＪＦＡ派遣（有償）：１８回（７回減少） 

   トヨタ自動車・中京大学・豊田市派遣（無償）：２７回（７回増加） 

   実施回数は、計２１校４５クラスで変更なし。 

 ウ 変更金額（概算） 

   約３９万６０００円の減額 

 エ 理由 

   ・ＪＦＡ派遣（有償）及びトヨタ自動車・中京大学・豊田市派遣（無償）の夢先

生登壇回数に変更が発生したため、金額変更を行う。 

   ・夢先生の派遣先の変更に伴い、ディレクターに係る活動回数や行程に変更が発

生したため、金額変更を行う。 

⑸ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和３年３月１１日 

 イ 概要 

   夢先生の派遣元の回数変更。 

   ＪＦＡ派遣（有償）：１８回（７回減少） 

   トヨタ自動車・中京大学・豊田市派遣（無償）：２７回（７回増加） 

   実施回数は、計２１校４５クラスで変更なし。 

  ウ 変更金額（税込） 

    ３９万６０２１円の減額 

  エ 委託期間 

    令和２年５月１日から令和３年３月１９日まで 

⑹ 監査の結果 

ア 変更協議は速やかに行うべき【意見】 

５月から開催を中止しているにもかかわらず、９月に第１回変更協議を行ってい

るが、変更契約締結は遅れても協議は速やかに行うべきである。 

  イ 変更契約書は速やかに締結するべき【意見】 
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有償・無償の変更が早くに決定していたのであれば、その時点で変更協議を行い、

変更契約を締結すべきであった。 

 

６ 豊田市駅前イベント企画・運営業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   令和２年１１月１９日から同月２２日までに開催される世界ラリー選手権に合わ

せ、豊田市駅前イベントを実施することで、子どもから大人まで幅広い世代が、Ｗ

ＲＣを知り、楽しめるきっかけとなる場及び機会を創出するとともに、市内におい

て「宿泊」「飲食」等の地域経済の活性化にもつなげることを目的とするもの。 

 イ 受託者 

   （株）ＪＴＢ 

ウ 委託期間 

  令和２年７月３０日から令和３年２月２６日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ２４９９万９２５０円 

オ 締結日 

  令和２年７月２９日 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年９月１日 

 イ 概要 

   イベント中止に伴う企画・運営に係る費用の減額及び契約期間の変更。 

 ウ 変更金額（概算） 

   約２４６４万４０００円の減額（減額率９８．５８％） 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症の影響により、世界ラリー選手権が中止となったこと

に伴い、豊田市駅前イベントも中止となったため。契約締結後の中止のため、イベ

ント企画制作費及び打合せ関連の費用のみが発生する。 

⑶ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和２年９月１日 

 イ 概要 

   新型コロナウイルス感染症によるイベント中止に伴う企画・運営に係る費用の減

額及び契約期間の変更。 

  ウ 変更金額（税込） 
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    ２４６４万３５１０円の減額 

  エ 委託期間 

    令和２年７月３０日から同年９月３０日まで 

⑷ 監査の結果 

 任意解除の規定により合意解約する方法も検討するべきであった【意見】 

 契約を存続させた場合、委託検査が必要であり、企画書等の成果物に関する権利が

市に帰属することになる（仕様書７項）。この点、本件業務委託においては、成果物

が存在しないとのことであった。そうすると、委託検査の対象が存しないか、極めて

限定されるため、委託検査の実効性が乏しい。また、市に帰属する成果物に係る権利

も存しないことから、契約を存続させる必要性が乏しい。端的に契約の解消と損害額

の確定のため、合意解約書を締結するべきであった。 

 

７ 豊田市駅下装飾業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   令和２年１１月１９日から同月２２日に開催される世界ラリー選手権のＰＲのた

め、豊田市駅下の窓面にデザインされたシールを貼付する業務等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   （株）クラチスタヂオ 

ウ 委託期間 

  令和２年６月１日から同年７月１５日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ３１万３５００円 

オ 締結日 

  令和２年５月２９日 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年７月１０日 

 イ 概要 

   契約期間を延長する。 

 ウ 変更金額（概算） 

   金額の変更はなし。 

 エ 理由 

   ラリージャパンからのデータ提供が大幅に遅れ、期間内に委託業務が完了しない

ため。 

⑶ 変更契約 
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 ア 締結日 

   令和２年７月１０日 

 イ 概要 

   契約期間を延長する。 

  ウ 変更金額（税込） 

    金額の変更はなし。 

  エ 委託期間 

    令和２年６月１日から同年８月２８日まで 

⑷ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和２年８月２０日 

 イ 概要 

   豊田市駅下装飾を中止するため、デザイン費等実施分のみの支払とし、契約金額

を減額する。 

 ウ 変更金額（概算） 

   １９万８０００円の減額 

 エ 理由 

   ラリージャパン中止に伴い、豊田市駅下装飾を中止することとしたため。 

⑸ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和２年８月２０日 

 イ 概要 

   豊田市駅下装飾を中止するため、デザイン費等実施分のみの支払とし、契約金額

を減額する。 

  ウ 変更金額（税込） 

    １９万８０００円の減額 

  エ 委託期間 

    令和２年６月１日から同年８月２８日まで 

⑹ 監査の結果 

  ア 変更契約締結決定書の誤記【意見】 

    令和２年８月２０日付け「変更契約締結決定書」における原契約締結日欄に「令

和２年７月１０日」とあるのは、「令和２年５月２９日」の誤記である。 

  イ 変更後の委託料算出方法【指摘】 

    本委託業務の内容は、デザイン制作、印刷、施工の各工程である。当初の委託費

積算書においては、他の入札業者の見積書を根拠にデザイン制作の単価として４万
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円を積算したにもかかわらず、受託者の見積書を根拠に１０万５０００円と大幅な

増額となっている。なお、各業務内容と積算単価の対比は以下のとおりである。 

 

【図表２－５】委託料積算書と契約（変更）金額の対比          （円） 

業務内容 委託料積算書 契約金額 変更後積算単価

デザイン制作 40,000 105,000
印刷 300,000 0
施工（剥離含む） 95,200 0
消費税 43,520 28,500 10,500
合計 478,720 313,500 115,500

285,000

 

 

    本件業務委託が中止となり、印刷工程に進んでいないのであれば、当初積算単価

のとおりであれば、最大４万円の支出で済んでいたにもかかわらず、積算単価の変

更により、１１万５５００円（税込）の支出となったのは、恣意的に単価を変更し、

受託者の利益を図ったとしか考えられない。現に、市に対するヒアリングにおいて

は、当初積算単価では受託者に不利益になるためと回答していた。 

    また、変更契約の根拠資料となる受託者作成の上記見積書は令和２年８月２８日

付けとなっているのに対し、変更契約は令和２年８月２０日に締結されている。仮

に上記見積書が令和２年８月２８日に市に提出されたのであれば、根拠資料を確認

することなく上記積算単価の増額に係る変更契約を締結していたこととなる。 

    この点、市は令和２年８月２０日に令和２年８月２８日付けの上記見積書を受領

したと回答するが、そうであれば直ちに日付の修正を受託者に求めるべきであった。 

  ウ 任意解除の規定により合意解約する方法も検討するべきであった【意見】 

  受託者の見積書が令和２年８月２０日までに提出されていたことを裏付ける資料

がなく、増額した根拠は明らかにならなかったが、仮に、１１万円余りの支出が、

精算方法としてやむを得ない金額であったのであれば、デザイン制作料の根拠不明

な増額ではなく、契約の解消と最終的に支払うべき損害額の確定のため、合意解約

書を締結する過程で、１１万５０００円の算出根拠を明確にする方法もあった。 

エ 契約金額の内訳を予め明確にしておくことが望ましい【意見】 

当初契約金額である３１万３５００円（税込）については、積算根拠が不明であ

る。変更契約のために受託者から提出された見積書を信じれば、印刷と施工の工程

の委託料内訳は１８万円（１３万円＋５万円）であったことになるが、市による当

初の委託料積算書の３９万５２００円（３０万円＋９万５２００円）とは大きな乖

離がある。不測の事態により委託業務が中断することも予め想定し、契約金額とし

ての委託料の内訳も明確にしておくことが望ましい。 
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８ 世界ラリー選手権ＰＲコーナー制作業務委託 

 ⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   令和２年１１月１９日から同月２２日に開催される世界ラリー選手権のＰＲのた

め、市庁舎内のスポーツコーナーにおいて、背面ラッピングシートの制作及び貼付、

展示品及び展示台の設置等の業務を委託するもの。 

 イ 受託者 

   （株）クラチスタヂオ 

ウ 委託期間 

  令和２年７月１０日から同年１１月３０日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ４９万４４５０円 

オ 締結日 

  令和２年７月１０日 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年８月２０日 

 イ 概要 

   スポーツコーナー制作を中止するため、契約期間の変更を行う。また、デザイン

費等実施分のみの支払とし、契約金額を減額する。 

   契約期間 （変更前）令和２年７月１０日から同年１１月３０日まで 

        （変更後）令和２年７月１０日から同年８月２８日まで  

   契約金額 （変更前）４９万４４５０円 

        （変更後）２３万２６５０円 

 ウ 変更金額（概算） 

   ２６万１８００円の減額 

 エ 理由 

   ラリージャパン中止に伴い、スポーツコーナー制作を中止するため。 

⑶ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和２年８月２０日 

 イ 概要 

   契約期間を延長する。 

  ウ 変更金額（税込） 

    ２６万１８００円の減額 

  エ 委託期間 
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    令和２年７月１０日から同年８月２８日まで 

⑷ 監査の結果 

変更契約の根拠資料である見積書の提出時期【意見】 

   変更契約の根拠資料となる受託者作成の見積書は令和２年８月２８日付けとなって

いるのに対し、変更契約は令和２年８月２０日に締結されている。仮に見積書が令和

２年８月２８日に市に提出されたのであれば、根拠資料を確認することなく変更契約

を締結していたこととなる。 

   この点、市は令和２年８月２０日に令和２年８月２８日付けの上記見積書を受領し

たと回答するが、そうであれば直ちに日付の修正を受託者に求めるべきであった。 

 

９ 公金警備輸送等業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   美術館の公金等を集荷し、金融機関の店舗まで運搬する業務等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   日本通運（株）  

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ８８万円 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年４月２１日 

 イ 概要 

   美術館が、令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館となることに伴い、

当該期間中の集金業務を３回分減らした。 

 ウ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年４月１０日に愛知県知事が

「緊急事態宣言」を発出したことにより、美術館が翌日の令和２年４月１１日から

同年５月６日まで臨時休館となり、観覧料等の取扱いがなくなり、公金の集金や警

備輸送の必要がなくなったため。 

⑶ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月７日 

 イ 概要 
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   美術館の臨時休館期間が令和２年６月１日まで延長されたことに伴い、新たに延

長された臨時休館期間の集金業務を２回分減らした。 

 ウ 理由 

   「緊急事態宣言」延長を受け、美術館が令和２年６月１日まで臨時休館となり、

観覧料等の取扱いがなくなり、公金の集金や警備輸送の必要がなくなったため。 

⑷ 変更協議（第３回） 

 ア 協議日 

   令和２年１２月１日 

 イ 概要 

   臨時休館に伴う開館日の変更により、集金日を変更した。年度を通しての集金回

数は当初とおりとした。 

 当初の集金回数・・・・・・４０回 

    集金しなくなった回数・・・１０回 （変更協議で減らした分を含む） 

    新たに集金する回数・・・・１０回 

    変更後の集金回数・・・・・４０回 

 ウ 理由 

   「緊急事態宣言」を受け、美術館が臨時休館となり、展覧会スケジュール及び開

館日が変更となった。これに伴い、公金警備輸送の集金日の変更が必要となったた

めとされている。 

 エ 変更契約 

   金額の変更を伴わない軽微な変更であるため、変更契約書を交わさない。 

⑸ ヒアリングの結果 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、「緊急事態宣言」が発出され、臨時閉

館となり、その臨時休館期間における公金の集金等の必要性がなくなった。これらは、

２回の変更協議において協議され、臨時休館期間内に予定されていた公金警備輸送業

務が１０回分減少した。しかしながら、３回目の変更協議によって、令和３年１月以

降、従前週に０回か１回であった集金頻度を最大週３回まで高めている。そして、減

少した１０回分を新たに追加して、変更後の集金回数を当初集金回数に合わせている。 

   これについては、集金の必要性がないにもかかわらず、当初の集金回数を確保する

ために恣意的に設定されたようにも見受けられた。 

この点、市は、令和３年１月以降、二つの美術展を同時開催したことから、「集金

頻度を増やした」、また、「極力現金を保管せず、公金は速やかに市へ入金するように

過去に市の監査委員から指導されたことから、収入が多くなる期間内の集金回数を契

約回数の範囲内で最大限増やし、現金をなるべく保管しないようにした」とのことで

あった。そこで念のため集金記録を確認したところ、たしかに展覧会同時開催期間

（年度末）は、集金日毎の集金額が多いことが認められた。 
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⑹ 監査の結果 

金額の変更を伴わない変更契約も変更契約書を締結する必要がある【意見】 

前⑸に記載した疑念は、変更協議書（第３回）に、その他として「金額の変更を伴

わない軽微な変更であるため、変更契約書を交わさない」と記載されていたことから

生じたものである。契約金額の変更を伴わない変更契約は変更契約書を締結する必要

がないとしてしまうと、第三者から見ると変更契約書を締結しないために契約金額が

変更しないように変更内容を意図的に調整したとの疑いが生じる。また、契約当事者

にもそのような動機づけが働かないとは言い切れないと解される。 

なお、市によると、委託契約事務の取扱いとして、令和３年度から変更協議後の変

更契約書の締結省略は、行わないことを全庁に周知したとのことであるため、指摘で

はなく意見として記載する。 

 

１０ 豊田市美術館ミュージアムショップ運営業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   美術館及び美術館主催の実行委員会が制作するカタログ、書籍及びグッズのほか

前売券等を販売し、その管理を行うこと等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   （株）マイブックサービス 

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ３５６万４０００円 

オ 支払回数 

  ４回（６月、９月、１２月及び３月） 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年４月１日 

 イ 概要 

   委託料の支払回数について、年４回の分割払いを毎月払いに変更する変更協議を

した。 

 ウ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、国内外において、景気が大幅に落ち込み、

経済的な打撃を受けたことで、契約当初予定していた四半期支払いでは受託者の経

営上厳しい状況であり、経営ができないためとされている。 

⑶ 変更協議（第２回） 
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 ア 協議日 

   令和２年４月１５日 

 イ 概要 

   美術館が、令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館となることに伴い、

出勤日等を変更した。 

 ウ 変更金額 

   臨時休館期間内は、書籍の通信販売を継続して行うため、毎週木曜日に出勤し、

事務処理を行うものとし、委託料の変更はなしとする。 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「緊急事態宣言」を受け、美術館が

臨時休館となり、臨時休館期間内の館内での商品販売業務等が不可能となったため

とされている。 

⑷ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和２年４月３０日 

 イ 概要 

   委託料の支払回数について、年４回の分割払いを毎月払いに変更する変更契約書

を締結した。 

⑸ 変更協議（第３回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月７日 

 イ 概要 

   美術館の臨時休館期間の延長に伴い、出勤日等を変更した。具体的には、延長期

間の出勤日数２２日のうち、４日（毎週木曜日）は出勤し、書籍の通信販売の事務

処理を行うこととし、出勤しない１８日分は、混雑が予想されるデザインあ展会期

の混雑日の出勤人数１人増に振り替える。 

 ウ 変更金額 

   委託料の変更はなしとする。 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「緊急事態宣言」を受け、美術館が

臨時休館となり、臨時休館期間内の館内での商品販売業務等が不可能となった。ま

た、臨時休館に伴う展覧会スケジュールの変更により、デザインあ展は上杜会展と

同時開催となり、会期中は、ミュージアムショップの混雑が予想される。このこと

から、来店者対応の出勤者増が必要となるため。 

 オ 変更契約 

   金額の変更を伴わない軽微な変更であるため、変更契約書を交わさない。 
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⑹ 監査の結果 

 ア 不測の事態において支払回数を増やす変更には変更契約は不要である【意見】 

市は当初契約では年４回払い（６月、９月、１２月及び３月）の約定であったと

ころ、変更協議により毎月の１２回払いに変更し、さらに４月３０日に変更契約書

を締結している。市にとっては契約で定められた期限の利益を放棄するものであり、

受託者にとって不利益はない。平時であれば今回のように変更契約書を締結して支

払回数を増加するところ、真に不測の事態下では、変更契約書を締結するまでもな

く、受託者に不利益のないこのような変更は行うべき場合がある（豊田市業務委託

契約約款第１０条第１項第１文、第２章第８の５⑷イ参照）。 

  イ 出勤日の変更を伴う業務内容の変更には変更契約書を締結する必要がある【意見】 

委託料に変更がない場合でも、出勤日の変更は業務内容の重要な変更であり、変

更契約書を締結して対処するべきである。変更協議書（第３回）に、その他として

「金額の変更を伴わない軽微な変更であるため、変更契約書は交わさない」と記載

されていたが、変更契約書を締結しないために契約金額が変更しないように変更内

容を意図的に調整したとの疑念を抱かれないためにも、変更契約書の締結は必要で

ある。なお、市によると、委託契約事務の取扱いとして、令和３年度から変更協議

後の変更契約書の締結省略は、行わないことを全庁に周知したとのことであるため、

指摘ではなく意見として記載する。 

 

１１ 豊田市美術館清掃管理業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   美術館の清掃管理業務等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   （有）旭クリーナー  

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  １２８７万円 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年４月１１日 

 イ 概要 

   美術館が、令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館となることに伴い、

業務日数が８日減少するため、この８日分を休館中でも作業を行うことができる定

期清掃業務に充てた。 
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 ウ 変更金額 

   計８日分の業務追加により、金額の変更はなしとする。 

   ①カーペット清掃１回追加 

   ②足場不要ガラス清掃２回追加 

   ③大池丸池清掃１回追加 

   ④感染症対策のための消毒作業の追加 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年４月１０日に愛知県知事が

「緊急事態宣言」を発出したことにより、美術館が翌日の令和２年４月１１日から

同年５月６日まで臨時休館となり、委託業務のスタッフポスト数の減少が余儀なく

されたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑶ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月１５日 

 イ 概要 

   美術館の臨時休館期間が令和２年５月１８日まで延長されたことに伴い、業務日

数が１０日減少するため、この１０日分を５月１９日以降に実施する定期清掃業務

と、日常清掃に充てた。 

 ウ 変更金額 

   計１０日分の業務追加により、金額の変更はなしとする。 

 エ 理由 

   「緊急事態宣言」延長を受け、美術館の臨時休館期間が延び、委託業務のスタッ

フポスト数の減少が余儀なくされたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑷ 監査の結果 

業務内容の変更には変更契約書を締結するべきである【意見】 

委託料に変更がない場合でも、委託業務の内容の変更は重要な変更であり、変更契

約書を締結して対処するべきである。 

なお、市によると、委託契約事務の取扱いとして、令和３年度から変更協議後の変

更契約書の締結省略は、行わないことを全庁に周知したとのことであるため、指摘で

はなく意見として記載する。 
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１２ 豊田市美術館常駐警備業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   美術館における異常事態の予防及び早期発見並びにその被害の拡大防止等を目的

として警備業務等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   （有）パトロールサービス  

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ３０２５万円 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年４月１１日 

 イ 概要 

   美術館が、令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館となることに伴い、

ポスト数が３１ポスト減少するため、５月７日以降の業務において、この３１ポス

トをポスト数設定の変更により増加させた。 

 ウ 変更金額 

   計３１ポスト分の業務追加により、金額の変更はなしとする。 

   ５月７日以降の平日３ポスト設定を、６月２１日まで平日（火曜日から金曜日ま

で）を４ポストに増加させ（計２６ポスト増）、５月７日から同月３１日までの土

日（４ポスト）のうち、５月９日、１０日、１６日、１７日及び２３日の５日間を

１ポスト増加する（計５ポスト増）。 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年４月１０日に愛知県知事が

「緊急事態宣言」を発出したことにより、美術館が翌日の令和２年４月１１日から

同年５月６日まで臨時休館となり、委託業務のスタッフポスト数の減少が余儀なく

されたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑶ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月１５日 
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 イ 概要 

   美術館の臨時休館期間が令和２年５月１８日まで延長されたことに伴い、ポスト

数が４５ポスト減少するため、この４５ポストをポスト数設定の変更により増加さ

せた。 

 ウ 変更金額 

   計４５ポスト分の業務追加により、金額の変更はなしとする。 

   ５月１９日以降の平日３ポスト、休日（祝日）４ポストを、８月６日まで平日４

ポスト、休日５ポストに増加する。 

 エ 理由 

   「緊急事態宣言」延長を受け、美術館の臨時休館期間が延び、委託業務のスタッ

フポスト数の減少が余儀なくされたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑷ 変更協議（第３回） 

 ア 協議日 

   令和３年２月２５日 

 イ 概要 

   美術館の作品展示替え等作業に伴う立会業務が増加し、ポスト数が４ポスト不足

するため、ポスト数を増加する。 

 ウ 変更金額 

   不足する４ポスト分の業務追加により、１５万７０００円の増額となる。 

 エ 理由 

   美術館の作品展示替え作業立会等で、当初の想定以上にポストの追加が必要とな

ったため。 

 オ 変更契約 

   変更契約は年度末に行うこととする。 

⑸ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和３年３月９日 

 イ 概要 

   不足する４ポスト分の業務を追加する。 

⑹ 監査の結果 

ア 不測の事態下であっても、契約変更の理由は合理的に記載するべき【意見】  

令和２年４月１１日の第１回変更協議において、美術館の臨時休館に伴い、その

期間におけるポスト数が減少し、減少したポスト数を臨時休館期間終了直後から、

平常のポスト数に１ポストを加える形で総ポスト数に変更が生じないよう調整して
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いるが、この早期の調整によって、結果として、委託期間終了間際にポスト数が不

足するに至っている。臨時休館終了直後のポスト数の増加の調整は、ただ総ポスト

数を変更することなくいわば消化するためだけに調整されており経済性に反してい

るように思われた。 

この点市によると、美術館の再開館時にも新型コロナウイルス感染症は収束した

わけではなく、来館者や美術館スタッフに対して、より一層の感染対策（３密対策

等）を実施しての美術館運営をする必要があった。具体的には、休館期間前は、マ

スクをしない来館者とのトラブル（大声を出す、居座る等）がしばしば問題となっ

ていたことから、美術館再開後はその対応は警備員を中心に行うこととし、加えて

全ての来館者のマスク着用の徹底（声掛け、マスクをしていない人には予備マスク

を渡す等）や、手指消毒の徹底、チケット購入カウンター等で来館者同士が距離を

保つ等の徹底、体調不良者の早期発見と初期対応（声掛け、検温チェック、他の来

館者との隔離等）も行うこととした。そのために巡回等の回数が平常時よりも増え

て、来館者の行動様式（マスク着用や間隔を空けて並ぶ等）が落ち着くまでの間は、

ポスト数を増やす必要があった。また、委託期間終了間際にポスト数が不足したこ

とは、上記の理由と直接関係なく、３月中頃に終了した展覧会の作品の入替え（取

外し、荷積み、搬出、搬入、荷解き、展示）において、展示室や収蔵庫、トラック

ヤードにおける警備員の立会い頻度が当初の見込みよりも多くなったためである、

とのことであった。 

しかし、変更協議書（第１回）の変更理由には、「臨時休館となり、委託業務の

スタッフポスト数の減少が余儀なくされたため」と記載されており、ポスト数の減

少が変更の主たる理由であることが明確にされている。逆に、再開後の警備体制や

必要ポストについて何も触れることなく臨時休館による減少ポスト数と同数を再開

後に増加させ、金額の変更なし、変更契約書は交わさないと結論している。これら

のことから、市が述べる上記理由は後付けと見られても仕方がない。 

不測の事態下であっても、変更の理由は合理的に記載する必要がある。 

イ ポスト数の調整についても変更契約書を締結する必要がある【意見】 

金額の変更を伴わない変更契約は軽微な変更であるとして変更契約書の締結を不

要とすると、変更契約書を締結しないために安易にポスト数を調整して総ポスト数

に変更が生じないようにする動機づけが働きかねない。ポスト数の変更は受託者の

給付内容の変更を伴うものであり軽微とはいえず、また、ポスト数の変更について

慎重を期するためにも、変更契約書の締結は必要である。 

なお、市によると、委託契約事務の取扱いとして、令和３年度から変更協議後の

変更契約書の締結省略は、行わないことを全庁に周知したとのことであるため、指

摘ではなく意見として記載する。 
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１３ 豊田市美術館作品看視等会場運営業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   美術館における美術品の保護、来館者の安全確保及び事故防止等を目的として美

術館としての会場運営業務等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   （株）コングレ  

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  １億０４１６万４５００円 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年４月１５日 

 イ 概要 

   美術館が、令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館となることに伴い、

臨時休館期間中は、電話交換のポストのみ出勤とした。 

 ウ 変更金額 

   交通費相当分である６７万０５００円（１ポスト当たり１５００円の４４７ポス

ト分）を減額する。 

受付・看視業務のポスト（４４７ポスト）は自宅待機とし、自宅にて研修を実施

する。 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年４月１０日に愛知県知事が

「緊急事態宣言」を発出したことにより、美術館が翌日の令和２年４月１１日から

同年５月６日まで臨時休館となり、委託業務のスタッフポスト数の減少が余儀なく

されたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑶ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月７日 

 イ 概要 

   美術館の臨時休館期間が令和２年５月３１日まで延長されたことに伴い、臨時休

館期間中は、電話交換のポストのみ出勤とした。受付・看視業務のポストは自宅待

機（自宅にて研修）とした。 
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 ウ 変更金額 

   協議中 

 エ 理由 

   「緊急事態宣言」延長を受け、美術館の臨時休館期間が延び、委託業務のスタッ

フポスト数の減少が余儀なくされたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑷ 変更協議（第３回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月１９日 

 イ 概要 

   美術館の臨時休館期間が令和２年５月１８日までに短縮し、余剰となっていた２

０４ポストは同月１９日以降に振り替える。２０４ポストの振替内容は調整する。 

   ５月１９日以降、当面の間 

   ライブラリー：閉鎖のため、当該ポストは展示室２へ移動し、展示室２を２ポス

ト対応とする。 

   茶室（童子苑）：５月３１日まで、茶室での展示は行わないため、当該ポストは、

チケットカウンターの列整理等に移動する。 

 ウ 変更金額 

   金額の変更はなしとする。 

 エ 理由 

   令和２年５月１４日における国の「緊急事態宣言」の解除を受けて、同月１９日

から開館することとしたため。 

⑸ 変更協議（第４回） 

 ア 協議日 

   令和２年７月１日 

 イ 概要 

   美術館の展覧会スケジュールの変更により、ポスト数を変更する。全体で４３３

ポストを増加する。 

 ウ 変更金額 

   約６２８万４０００円増額 

 エ 理由 

   展覧会スケジュールの変更により、ポスト数の増加・減少が必要となったため。 

⑹ 変更協議（第５回） 

 ア 協議日 

   令和２年１２月１日 
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 イ 概要 

   「デザインあ展」及び「上杜会展」の会期中におけるポスト数を変更する。１日

当たり８時間のポストを２３４ポスト、１日当たり５時間のポストを４９ポスト増

加する。また、「デザインあ展」の予行練習を令和２年１２月２９日に実施し、１

日当たり３時間のポストを２２ポスト増加する。 

 ウ 変更金額 

   約４０９万３０００円増額 

 エ 理由 

   「デザインあ展」の開催に当たり、実行委員会形式から直営へと変更したため。 

⑺ 変更契約 

 ア 締結日 

   令和３年３月３１日 

 イ 概要 

   全５回の協議に基づき、ポストの増減の調整を行い、委託料を増額するもの。 

  ウ 変更金額（税込） 

    ４２０万８２７１円増額 

⑻ 監査の結果 

ア 自宅研修は本業務委託の内容とは関連性が認められない【指摘】 

本業務委託は、美術館における美術品の保護、来館者の安全確保及び事故防止等

を目的として美術館としての会場運営業務等を委託するものである。これに対して、

令和２年４月１４日付け受託者の「豊田市美術館受付・看視スタッフ在宅研修につ

いて」によると、自宅待機とした受付・看視業務のポスト（４４７ポスト）に課し

た自宅研修の内容は、接遇の基本、豊田市美術館での業務に当たっての知識の確認、

就業意識等であり、受託者の職員教育ではあるが、市に対する委託業務の履行とは

認められない。 

イ 業務内容の変更には変更契約書を締結するべきである【指摘】  

自宅研修が本業務委託の内容であるとするためには、変更契約書を締結しなけれ

ばならない。委託料に変更がない場合でも、委託業務の内容の変更は重要な変更で

あり、変更契約書を締結して対処するべきである。ただし、市の職員ではない受託

者の職員が自宅研修することを内容とする業務委託の変更契約は、合理的とは認め

難い。 

このような不合理性を自覚するためにも、契約金額の変更を伴わない場合にも変

更契約書を締結する必要がある。 

ウ 自宅研修のために支出した委託料は実質的な補助金である【指摘】 

  受託者の職員が自宅研修をして研鑽を積むことは、受託者の業務との関係では対

価関係はあるものの、市の業務委託との関係では対価関係が認められない。市が対
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価なく受託者に金員を支払うことには、実質的に補助金支出としての意味がある。

市が補助金を支出できるのは、公益上必要な場合に限られる（地方自治法第２３２

条の２）。本委託料の支出に当たってはこのような公益上の必要性についての検討

が必要であった。 

なお、【添える意見】（第２章第１０の２⑴）を参照されたい。 

エ 休館期間中の減少ポストを自宅研修に当てたことは経済性に反していた【指摘】  

美術館の臨時休館に伴い、その期間におけるポスト数が減少し、減少したポスト

数を自宅研修に当てることで令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館の

ポスト数に変更が生じないよう調整したが、この早期の調整によって、結果として、

委託期間終了が近づいた１月下旬にはポスト数が不足するに至っており経済性に反

している。 

この点市によると、美術館の再開館時にも新型コロナウイルス感染症は収束した

わけではなく、来館者や美術館スタッフに対して、より一層の感染対策（３密対策

等）を実施しての美術館運営をする必要があった。まず、コロナ禍により令和２年

度の展覧会自体が当初の計画と大きく変更したため、当初のポスト数に変更が生じ

た。さらに、展示室内における安全対策として、展示室内の暗幕を来館者が来る度

に看視員が開閉したり、手指消毒及び鑑賞する際に他の来館者と一定の間隔をあけ

ること等を、来館者へ徹底してもらうためにポストの増加が必要となった。特に、

１月から開催した「デザインあ展」は子ども向けの体験型の展覧会であり、来館者

自らが作品を動かしたり触ったりする展示品が多く、１人触る毎にその都度看視員

がそこを消毒して、次の人を案内する等の対応が、基本的な感染対策に加えて必要

となりポスト数が増加した。総ポスト数に変更が生じないように調整したのではな

く、来館者への感染対策を行うために増加したポストであり、消化するためだけに

調整されたものではない、とのことであった。 

しかし、変更協議書（第１回）の変更理由には、「臨時休館となり、委託業務の

スタッフポスト数の減少が余儀なくされたため」と記載されており、ポスト数の減

少が変更の主たる理由であることが明確にされている。逆に、再開後の作品看視等

体制や必要ポストについて何も触れることなく臨時休館による減少ポスト数と同数

を自宅研修に当てることで増加させ、「今後は、臨時休館終了後その都度、変更金

額等を調整していく」として変更契約書は交わしていない。むしろ、令和２年４月

１１日から同年５月６日までに関しては、交通費相当分を減額した以外は金額変更

していない。この期間について自宅研修に当てて委託料を支払うのではなく、適正

に減額変更して再開後の業務に当てていれば年度末の増額は圧縮することが可能で

あった。 

これらのことから、市が述べる上記理由は後付けと言わざるを得ない。不測の事

態下であっても、ポスト数の調整は慎重に行う必要がある。 
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１４ 豊田市美術館樹木管理業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   美術館及び童子苑の樹木管理業務等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   （有）丹羽造園  

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ２０５７万円 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年４月１５日 

 イ 概要 

   美術館が、令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館となることに伴い、

業務日数が１１日減少するため、この１１日分を休館中でも作業を行うことができ

る業務（危険木の伐採作業等）に充てた。 

 ウ 変更金額 

   金額の変更はなしとする。 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年４月１０日に愛知県知事が

「緊急事態宣言」を発出したことにより、美術館が翌１１日から同年５月６日まで

臨時休館となり、委託業務の従事日数の減少が余儀なくされたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑶ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月１５日 

 イ 概要 

   美術館の臨時休館期間が令和２年５月１８日まで延長されたことに伴い、業務日

数が合計で１７日減少するため、うち１６日分を危険木の伐採作業等に充てた。 

 ウ 変更金額 

   金額の変更はなしとする。 

 エ 理由 

   「緊急事態宣言」延長を受け、美術館の臨時休館期間が延び、委託業務のスタッ

フポスト数の減少が余儀なくされたため。 
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 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑷ 監査の結果 

ア 業務内容の変更には変更契約書を締結するべきである【意見】 

委託料に変更がない場合でも、委託業務の内容の変更は重要な変更であり、変更

契約書を締結して対処するべきである。なお、市によると、委託契約事務の取扱い

として、令和３年度から変更協議後の変更契約書の締結省略は、行わないことを全

庁に周知したとのことであるため、指摘ではなく意見として記載する。 

  イ 視野を広げて委託料の有効活用を【意見】 

樹木管理業務等の業務内容を、美術館の臨時休館を受けて合計２７日分の業務日

数を休館中でも作業を行うことができる業務（危険木の伐採作業等）に充てたが、

その成果については確認することができなかった。危険木や支障木は、美術館に限

らず様々な公共施設に共通する問題であるから、変更契約を締結の上、他の公共施

設の危険木や支障木の点検を受託者に依頼するなど、不測の事態下であっても既存

の委託契約に基づく委託料を有効活用されたい。なお、危険木や支障木の情報を収

集して経過観察をすることが望ましいと考えるので、第２章第１０の２⑵記載の

【添える意見】を参照されたい。 

 

１５ 豊田市美術館設備運転及び保守点検業務委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

   美術館における異常事態の予防及び早期発見並びにその被害の拡大防止等を目的

として警備業務等を委託するもの。 

 イ 受託者 

   昭和建物管理（株） 

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ３４３２万円 

⑵ 変更協議（第１回） 

 ア 協議日 

   令和２年４月１１日 

 イ 概要 

   美術館が、令和２年４月１１日から同年５月６日まで臨時休館となることに伴い、

ポスト数が９ポスト減少するため、５月７日以降の業務において、この９ポストを

ポスト数設定の変更により増加させた。 
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 ウ 変更金額 

   令和２年５月７日から同月３１日まで、計９ポスト分の業務追加により、金額の

変更はなしとする。 

   通常業務６ポスト増加（５月７日、１２日、１５日、１８日、２１日及び３１日） 

長時間業務３ポスト増加（５月１１日、２２日及び２５日） 

 エ 理由 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年４月１０日に県知事が「緊

急事態宣言」を発出したことにより、美術館が翌１１日から同年５月６日まで臨時

休館となり、委託業務のスタッフポスト数の減少が余儀なくされたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑶ 変更協議（第２回） 

 ア 協議日 

   令和２年５月１５日 

 イ 概要 

   美術館の臨時休館期間が令和２年５月１８日まで延長されたことに伴い、ポスト

数が１１ポスト減少するため、この１１ポストをポスト数設定の変更により増加さ

せた。 

 ウ 変更金額 

   令和２年５月１８日から同年６月３０日まで、計１１ポスト分の業務追加により、

金額の変更はなしとする。 

  通常業務９ポスト増加 

長時間業務２ポスト増加 

 エ 理由 

   「緊急事態宣言」延長を受け、美術館の臨時休館期間が延び、委託業務のスタッ

フポスト数の減少が余儀なくされたため。 

 オ 変更契約 

   変更契約書は交わさない。 

⑷ 監査の結果 

 業務内容の変更には変更契約書を締結するべきである【意見】 

委託料に変更がない場合でも、委託業務の内容の変更は受託者の給付内容の変更を

伴う重要な変更であり、変更契約書を締結して対処するべきである。 

なお、市によると、委託契約事務の取扱いとして、令和３年度から変更協議後の変

更契約書の締結省略は、行わないことを全庁に周知したとのことであるため、指摘で

はなく意見として記載する。 
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１６ 子どもの居場所づくり事業業務委託 

 ⑴ 中断した事業一覧 

   本事業では、【図表２－６】のとおり事業が中断した。 

 

【図表２－６】中断した事業一覧 
事業名 受託者 委託期間

契約金額
（税込）

変更
契約

変更後の金額
（税込）

変更概要

令和2年4月1日 971万7898円

～令和3年3月31日 （△220万7576円）

令和2年4月1日 178万4758円

～令和3年3月31日 （△1万9075円）

令和2年6月8日 72万0775円

～令和3年3月31日 （△16万6925円）

令和2年6月8日 72万6000円

～令和3年3月31日 （△12万3750円）

令和2年6月8日 35万4750円

～令和3年3月31日 （△6万6550円）

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年8月19日 7万5680円

～令和3年3月31日 （△4万2570円）

令和2年10月12日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 20万0000円

～令和3年3月31日 （△5万1200円）

令和2年6月8日 20万0711円

～令和3年3月31日 （△4万9789円）

令和2年6月8日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 35万7346円

～令和3年3月31日 （△6万0000円）

令和2年6月8日 22万8500円

～令和3年3月31日 （△3万0500円）

令和2年4月２日 -

～令和3年3月31日

令和2年6月8日 10万6508円

～令和3年3月31日 （△16万6492円）

令和2年6月8日 0円

～令和3年3月31日 （△8万7300円）

令和2年4月９日 12万3745円

～令和3年3月31日 （△1万8255円）

令和2年6月8日 3万8575円

～令和3年3月31日 （△11万3925円）

公営美和自治区地域子ども
の居場所づくり事業業務委
託

キッズクラブレインボー 14万2000円 有
実施回数の変更に伴う報償
費・需用費の減額

枝下町自治区地域子どもの
居場所づくり事業業務委託

枝下わいわいクラブ 15万2500円 有
実施回数の変更に伴う管理
費・報償費・需用費の減額

藤岡南地区地域子どもの居
場所づくり事業業務委託

ふじなんキッズ 27万3000円 有
実施回数の変更に伴う管理
費・報償費・需用費の減額

京町自治区地域子どもの居
場所づくり事業業務委託

京町子どもひろば 8万7300円
合意
解約

外根自治区地域子どもの居
場所づくり事業業務委託

外根子供大きく育て隊 25万9000円 有
実施回数の変更に伴う管理
費・需用費の減額

平戸橋二区自治区地域子ど
もの居場所づくり事業業務
委託

平戸橋二区ふれあいクラブ 17万9500円 有
実施回数の変更に伴う管理
費・報償費の減額と需用費の
増額

豊松自治区地域子どもの居
場所づくり事業業務委託

豊松っ子わんぱーく 26万6500円 有
定期外開催(イベント)の実施回
数変更に伴う管理費・報償費の
減額と消毒液等の需用費の増額

丸山自治区地域子どもの居
場所づくり事業業務委託

丸山まちづくり協議会丸山
わくわくこどもクラブ

41万7346円 有
実施回数の変更に伴う管理
費・報償費の減額

岩滝町自治区地域子どもの
居場所づくり事業業務委託

岩滝子供見守り隊 25万1200円 有
定期外開催（イベント）の実
施回数変更に伴う管理費・報
償費・需用費の減額

豊南地区地域子どもの居場
所づくり事業業務委託

豊南地区子どものスペース
ウィンドミル

25万0500円 有 報償費・需用費の減額

西保見小学校子どもの居場
所づくり事業業務委託

西保見小学校地域学校共働
本部

11万8250円 有
スタッフ配置人数の変更によ
る減額と需用費及び新型コロ
ナウイルス対策費の増額

矢並小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

矢並小学校地域学校共働本
部

31万5700円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

畝部小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

畝部小学校地域学校共働本
部

90万5300円 有
実施日時数の変更による減額
と新型コロナウイルス対策費
の増額

中金小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

中金小学校地域学校共働本
部

25万9050円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

若林西小学校子どもの居場
所づくり事業業務委託

若林西小学校地域学校共働
本部

95万8650円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

四郷小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

四郷小学校地域学校共働本
部

23万5400円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

東山小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

東山小学校地域学校共働本
部

111万2100円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

井上小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

井上小学校地域学校共働本
部

98万5050円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

野見小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

野見小学校地域学校共働本
部

112万5300円 有
実施日時数の変更による減額
と新型コロナウイルス対策費
の増額

広川台小学校子どもの居場
所づくり事業業務委託

広川台小学校地域学校共働
本部

109万1200円 有
実施日時数の変更による減額
と新型コロナウイルス対策費
の増額

平井小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

平井小学校地域学校共働本
部

117万1500円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

青木小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

青木小学校地域学校共働本
部

85万6350円 有
実施日数の変更による減額と
新型コロナウイルス対策費の
増額

追分小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

追分小学校地域学校共働本
部

42万1300円 有 実施日時数の変更による減額

土橋小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

土橋小学校地域学校共働本
部

113万7400円 有
実施日時数の変更による減額
と新型コロナウイルス対策費
の増額

浄水北小学校子どもの居場
所づくり事業業務委託

浄水北小学校地域学校共働
本部

88万7700円 有 実施日時数の変更による減額

浄水小学校子どもの居場所
づくり事業業務委託

浄水小学校地域学校共働本
部

84万9750円 有 実施日時数の変更による減額

逢妻子どもの居場所づくり
事業業務委託

（特）あいちNPO市民ネット
ワークセンター

1192万5474円 有
実施日数の変更・実施時間の
変更による減額と消毒液等の
購入による増額

稲武地区子どもの居場所づ
くり事業業務委託

（公社）豊田市シルバー人
材センター

180万3833円 有
実施日時数の変更による減額
と需用費及びコロナ対策費の
増額
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 ⑵ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    各仕様書によれば、いずれも概ね、子どもが主体となった遊びを見守ることや、

子どもの異年齢交流、異世代交流を図ること等の業務を委託するものである。    

逢妻子どもの居場所づくり事業業務委託のみ、それに加えて施設の清掃及び受付管

理業務がある。 

 イ 中止・中断に関連する規定 

   各契約書に添付された豊田市業務委託契約約款には次の規定がある。市によると、

令和２年度に同第１０条第２項に基づく損害賠償の要請があった事例はない。 

（契約変更又は一時中止） 

第１０条 甲は、必要がある場合は乙と協議して、業務の内容を変更し、又は業務を

一時中止し、若しくはこれを打ち切ることができる。この場合において、契約金額

又は契約期間を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定める

ものとする。 

２ 甲は、前項の場合において、乙に損害が生じたときは、その損害を賠償するもの

とし、賠償額は甲乙協議して定める。 

３ 乙は、天災地変等乙の貴めに帰することができない正当な理由により、契約期間

内に業務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を付した

契約期間延長願により、契約期間の延長を申し出ることができる。 

４ 甲は、前項の申出があったときは、事実を調査し、やむを得ない理由があるとき

は、相当の期間に限り、契約期間の延長を認めることができる。 

 

（甲の任意解除権） 

第１４条 甲は、業務が完了するまでの間は、次条から第１８条までの規定によるほ

か、必要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、乙に損害を及ぼした

ときは、その損害を賠償しなければならない。 

   また、施設の清掃及び受付管理業務が委託業務に含まれている逢妻子どもの居場

所づくり事業業務委託には、仕様書に責任分担の定めがある。 

９ 責任分担 

（１）事業に係る甲乙間の責任の分担については、別表２「リスク分担表」に定める

とおりとする。 

（２）上記に規定する「リスク分担表」に定める事項以外の不測の事態が生じた場合

は、甲乙双方協議の上で当該事態に係る貢任分担を決定する。 

 

別表２            リスク分担表 

項目 内容 
負担者 

甲 乙 

政治、行政的理由

による事業変更 

政治、行政的理由から施設の運営の継続に支障

が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なく

された場合の経費の増減 

○  

不可抗力 暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、

暴動その他甲又は乙のいずれの責めにも帰すこ

とのできない自然的又は人為的な現象等に伴う

施設修復等の経費増減 

○  

 ※抜粋 ※甲＝市、乙＝受託者 
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⑶ 変更契約（変更理由） 

各変更協議書の変更理由及び各案件発注決定書の変更（執行）理由の欄には、いず

れも新型コロナウイルス感染症拡大防止のためである旨が記載されている。 

変更事務取扱要領第３条第２項ウに該当すると判断してなされたものである。 

金額変更を伴わない変更契約が交わされた事業は、減額と増額の金額が一致してい

るものであるが、これは、市によると、新型コロナウイルス感染対策にかかった費用

を当初金額の範囲内で認めているためである。 

（変更のできる範囲） 

第３条 変更のできる範囲は、次に掲げる理由により、やむを得ず変更する必要が生

じた場合とする。 

（１） （略） 

（２）発注時において予期することが困難な要因に基づくもの 

ア 法改正等に伴う場合 

イ 社会情勢の急激な変化による場合 

ウ その他予期することが困難な要因等でやむを得ない場合 

（３）～（５） （略） 

 ⑷ 監査の結果 

ア 増額の必要性について【意見】 

   市は、新型コロナウイルス感染症対策にかかった費用を当初金額の範囲で認めて

いるが、契約変更の是非は、減額と増額それぞれについて検討されるべきであるか

ら、減額と増額を一致させることに必然性は認めがたく、むしろ感染対策のために

必要かつ十分な費用かどうか十分検討がなされたか疑問である。 

   １月に発注した逢妻子どもの居場所づくり事業業務委託を除いて、いずれも新型

コロナウイルス感染症が明らかになってから発注されており（最も多いのが令和２

年５月２９日発注、同年６月８日締結である）、委託費積算書には初めから新型コ

ロナウイルス対策費が計上されている。それでもなお増額が必要になった理由は、

契約変更に当たっての案件発注決定書、変更協議書及び契約締結決定書からは不明

である。また、その増額で子どもやスタッフの安全が確保されたといえるかどうか

の検証もできない。増額が必要な理由や金額の正当性については、具体的な事情に

基づいて検討し、記載する必要がある。 

  イ 豊松自治区地域子どもの居場所づくり事業業務委託における増額の必要性【意見】 

上記アとも関連するが、特に本事業では、令和３年３月２日の案件発注決定及び

変更協議でイベントの実施回数の変更に伴う管理費・報償費の減額９５００円と消

毒液等の需用費の増額９５００円を行うことが決まり、同月５日に変更契約が交わ

されているところ、その間の同月４日午後３時３１分、受託者から、余白に「※２

／２２『代休日わんぱーく』休止の為、人弁費（ママ）４５００円、講師料５００

０円 返金します。」と付記された「令和２年度地域子どもの居場所づくり事業見

込み収支決算書」がＦＡＸにより提出されている。その後、最終的な「令和２年度

地域子どもの居場所づくり事業収支決算書」には、余白に「代休日休止の為、９５
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００円返金予定でしたが コロナ対策用品と事務用品を購入させていただきまし

た。」と付記され、支出欄には「事務用品（ペン・マジック）」が３０００円、「コ

ロナ対策費（マスク・ウォッシュフォーム ペーパータオル）」が６５００円追加

されていた。 

つまり、受託者は、３月４日から同月３１日までの間に上記物品を購入している

と思われるが、契約終了まで１か月を切った段階で増額の変更契約をしてまで購入

しなければならない事情は不明である。実際、その間に事業が実施されたのは、

「令和２年度地域子どもの居場所づくり事業管理費支払報告書」及び「令和２年度

地域子どもの居場所参加人数報告書」によると、３月４日、５日及び１１日の３回

のみである（３月４日の午後３時３１分の時点で購入されていなかったとすると実

質的には２回である）。しかも「新型コロナウイルス感染拡大防止対策」により

「事務用品（ペン・マジック）」が必要になる理由も不明である。増額の必要性や

金額の妥当性を慎重に検討するべきであった。 

ウ 変更協議は予め行うべきである【意見】 

本件各事業では、逢妻子どもの居場所づくり事業業務委託及び京町自治区地域子

どもの居場所づくり事業業務委託を除いて、令和３年３月２日に変更協議及び変更

契約の発注決定がなされ、同月５日に契約締結決定及び変更契約締結が行われてい

る。しかし、委託業務の一部を中止したり、費用を追加したりするのであれば、本

来、そのこと自体を将来に向かって意思決定するべきである。感染拡大状況に応じ

て臨機応変に対応しなければならなかったことを思えば、変更契約締結が３月５日

となったことが直ちに遅滞であるとはいえないが、少なくとも感染拡大に合わせて

一部中止とすることや、対策費を追加することについては事前に決定し（その他業

務委託変更事務取扱要領第５条は変更金額を「概算」とすることができると規定し

ている）、受託者と変更協議しておくべきである。さもなければ、あくまで当初契

約に拘束されている受託者としては、十分な感染対策をとることができないまま事

業を継続しなければならず、利用者を危険に晒しかねない。したがって、少なくと

も変更協議や変更契約の発注決定については、方針を固めた段階で行う必要がある。 

 

１７ 豊田市放課後児童健全育成事業業務委託 

 ⑴ 中断した業務一覧 

   本事業では、【図表２－７】のとおり事業が中断した。 
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【図表２－７】中断した事業一覧 

事業名 受託者 委託期間 契約金額
変更
契約

変更後の金額 変更概要

令和2年4月1日 1億5282万9785円

～令和3年3月31日 （△217万0215円）

令和2年4月1日 2億0230万1751円

～令和3年3月31日 （△404万4249円）

令和2年4月1日 1億0978万5766円

～令和3年3月31日 （△56万9334円）

令和1年12月26日 2億1065万1470円

～令和3年3月31日 （△134万8530円）

令和2年4月1日 1億4082万3233円

～令和3年3月31日 （△67万6767円）

令和2年4月1日 6617万3466円

～令和3年3月31日 （△62万6534円）

令和2年4月1日 －

～令和3年3月31日

豊田市放課後児童健全育成
事業　地域クラブ（浄水地
区）運営業務委託

（一社）まごころスクール 5330万0000円 無

豊田市放課後児童健全育成
事業　西部ブロック運営業
務委託

（副）大和社会福祉事業振
興会

1億4150万0000円 有
開設時間短縮による支援員及
び補助員の人件費の減額と消
毒作業等の人件費等の増額

豊田市放課後児童健全育成
事業　地域クラブ（朝日丘
地区）運営業務委託

（一社）朝日丘コミュニ
ティクラブ

6680万0000円 有
開設時間短縮による支援員及
び補助員の人件費の減額と消
毒作業等の人件費等の増額

豊田市放課後児童健全育成
事業　北東部ブロック運営
業務委託

（株）トライグループ 1億1035万5100円 有
開設時間短縮による支援員及
び補助員の人件費の減額と消
毒作業等の人件費等の増額

豊田市放課後児童健全育成
事業　中部ブロック運営業
務委託

（副）大和社会福祉事業振
興会

2億1200万0000円 有
開設時間短縮による支援員及
び補助員の人件費の減額と消
毒作業等の人件費等の増額

豊田市放課後児童健全育成
事業　南東部ブロック運営
業務委託

ホーメックス（株） 1億5500万0000円 有
開設時間短縮による支援員及
び補助員の人件費の減額と消
毒作業等の人件費等の増額

豊田市放課後児童健全育成
事業　南西部ブロック運営
業務委託

（学）大和学園 2億0634万6000円 有
開設時間短縮による支援員及
び補助員の人件費の減額と消
毒作業等の人件費等の増額

 

 

⑵ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    各仕様書によれば、いずれも、児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づき、保

護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終

了後等に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健

全な育成を図る放課後児童クラブの運営を委託するものである。 

 イ 中止・中断に関連する規定 

   各契約書に添付された豊田市業務委託契約約款には次の規定がある。 

 

（契約変更又は一時中止） 

第１０条 甲は、必要がある場合は乙と協議して、業務の内容を変更し、又は業務を

一時中止し、若しくはこれを打ち切ることができる。この場合において、契約金額

又は契約期間を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定める

ものとする。 

２ 甲は、前項の場合において、乙に損害が生じたときは、その損害を賠償するもの

とし、賠償額は甲乙協議して定める。 

３ 乙は、天災地変等乙の貴めに帰することができない正当な理由により、契約期間

内に業務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を付した

契約期間延長願により、契約期間の延長を申し出ることができる。 

４ 甲は、前項の申出があったときは、事実を調査し、やむを得ない理由があるとき

は、相当の期間に限り、契約期間の延長を認めることができる。 

 

（甲の任意解除権） 

第１４条 甲は、業務が完了するまでの間は、次条から第１８条までの規定によるほ

か、必要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、乙に損害を及ぼした

ときは、その損害を賠償しなければならない。 

また、仕様書には次のとおり費用の分担区分の定めがある。 
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コ 業務又は費用の分担区分 

（ア）（イ） （略） 

（ウ）業務のリスク分担区分は別表３のとおりとする。 

（別表３）リスク分担区分 

項目 費用区分 受託者 市 

政治、行政的理由

による事業変更 

政治、行政的理由から施設の運営の継続に支障

が生じた場合、受託者が業務内容の変更を余儀

なくされた場合の経費の増減 

 ○ 

不可抗力 暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、

暴動その他市又は受託者のいずれの責めにも帰

すことのできない自然的又は人為的な現象等に

伴う施設修復等の経費増減 

 ○ 

 ※抜粋 

⑶ 変更契約（変更理由） 

各変更協議書の変更理由の欄には、いずれも新型コロナウイルス感染症の影響によ

る学校の休校に伴い、夏季休業中に授業を実施したため、開設時間が短縮された旨が

記載されている。また、各案件発注決定書の変更（執行）理由の欄には、減少した開

設時間の人件費を減額することに加えて、職員が勤務時間外に消毒作業等を実施する

場合の人件費等のかかり増し経費を増額する旨が記載されている。 

変更事務取扱要領第３条第１項アに該当すると判断してなされたものである。 

（変更のできる範囲） 

第３条 変更のできる範囲は、次に掲げる理由により、やむを得ず変更する必要が生

じた場合とする。 

（１）発注後に発生した外的条件によるもの 

ア 自然現象その他不可抗力による場合 

イ 他事業等に関連して影響を受ける場合 

ウ 地元調整等の処理による場合で、円滑な事業実施上やむを得ず、かつ、合理

的なものに限る。 

（２）～（４） （略） 

 ⑷ 監査の結果 

ア 変更協議は予め行うべきである【意見】 

本件各事業では、令和３年３月１１日から１９日までの間に変更協議が行われ、

同月２４日に変更契約の発注決定が、同月３１日に契約締結決定及び変更契約締結

が行われている。しかし、委託業務の一部を中止したり、費用を追加したりするの

であれば、本来、そのこと自体を将来に向かって意思決定するべきである。感染拡

大状況に応じて臨機応変に対応しなければならなかったことを思えば、変更契約締

結が３月３１日となったことが直ちに遅滞であるとはいえないが、少なくとも夏休

みの変動に合わせて一部中止とすることや、対策費を追加することについては事前

に決定し（その他業務委託変更事務取扱要領第５条は変更金額を「概算」とするこ

とができると規定している）、受託者と変更協議しておくべきである。さもなけれ

ば、あくまで当初契約に拘束されている受託者としては、事業を継続しなければな
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らない。したがって、少なくとも変更協議や変更の発注決定については、方針を固

めた段階で行う必要がある。 

イ 増額と減額それぞれについて変更協議するべきである【意見】 

本件各事業における変更契約は、いずれも契約金額を減額するものであるが、具

体的には増額と減額を積算した結果であり、減額が増額を上回ったために減額とな

ったものである。 

このように増額と減額の双方がある場合には、増額と減額が一体の関係にない限

り、それぞれ是非を検討する必要があり、そのため変更協議書の「変更金額（概

算）」の欄には「増額分」を記載する欄と「減額分」を記載する欄が設けられてい

る。ところが、本件各事業の変更協議書では、「変更金額（概算）」の「増額分」の

欄は「０千円」であり、「減額分」の欄に増額と減額の差額が記載されているのみ

である。「協議事項」の欄でも、増額への言及は全くない。 

変更の委託費積算書や案件発注決定書には増額の記載があるので、市として増額

の検討はなされているものの、変更協議に当たっても、増額と減額それぞれについ

て協議して、記録に残すべきである。 

 

１８ リサイクルステーション資源収集運搬業務委託 

⑴ 概要 

 ア 委託場所 

   末野原中学校北側（大林町１１丁目８番地２）ほか２２箇所 

イ 契約内容（業務委託） 

リサイクルステーションにある資源物（ガラスびん、有害ごみ、危険ごみ、飲料

缶、ペットボトル及びプラスチック製容器包装）の収集及び運搬を委託するもの。 

ウ 受託者 

  豊田環境事業（同） 

エ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

オ 契約金額 

  ４０３２万１６００円（税込） 

⑵ 契約の変更 

  ア 変更理由 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大によるリサイクルステーションの閉鎖に伴

い、収集の中止及び特別収集の追加（再開に伴う収集量の増加に対応するため）を

行った。また、東梅坪町リサイクルステーションの閉鎖による収集の中止、台風の

接近等による緊急の収集を行った。 

これらにより、収集回数に変更があり、３６万５０１円の減額となった。 



１６８ 

 

イ 変更契約 

上記事情による数量変更の結果、令和３年３月２日、３６万５０１円（税込）委

託金額を減少する内容の変更委託契約が締結された。 

⑶ 監査の結果 

 ア 追加された特別収集の単価が不相当である【意見】 

   仕様書において、特別収集の収集品目はプラスチック製容器包装、ペットボトル

及び飲料缶の３品で、単価は１回１万３７００円とされている。 

   リサイクルステーション再開に伴い追加された特別収集について、ペットボトル

及び飲料缶の２品やペットボトルの１品しか収集されない日があった。このような

収集日についても、決算においては、３品収集された日と同じ単価である１万３７

００円で計算されていた。 

   収集品目の減少により、業務量も減少するのであるから、２品又は１品の場合の

単価を定め、これを適用するのが相当である。 

  イ 数量変更の場合の委託費の増減を契約書に明記しておくべきである【指摘】 

    数量変更があった場合の委託費の増減ルールについて、委託契約書に定められて

いない。委託先が協議に応じない場合、紛争となるおそれがある。 

そこで、数量変更があった場合のルールを契約書に明記しておくべきである。 

 

１９ リサイクルステーション管理等委託 

⑴ 概要 

 ア リサイクルステーション設置場所 

   リサイクルステーション資源収集運搬業務委託と同様。 

イ 契約内容（業務委託） 

市が設置するリサイクルステーションにおいて、確実に資源化を図り、リサイク

ルステーションの円滑な管理運営を行うため、必要となる管理業務を委託するもの。 

ウ 受託者 

  （公社）豊田市シルバー人材センター 

エ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

オ 契約金額（税込） 

  ９０６７万６０８３円 

⑵ 変更契約 

  ア 変更理由 

    以下の事情により、契約の変更が必要となった。 

①令和２年４月の緊急事態宣言により、全リサイクルステーションを３７日間閉鎖

した。 
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②閉鎖期間中、不法投棄等トラブルの未然防止のため、臨時で巡回業務を行った。 

③閉鎖期間終了後、利用者の一時的な増加が見込まれたため、１か月間は、繁忙開

設日とした。 

④解体工事の都合から、東梅坪町リサイクルステーションは当初予定より１か月早

く、令和２年１１月末に廃止した。 

⑤東梅坪町リサイクルステーション廃止に伴い、四郷町リサイクルステーションの

利用者の増加が見込まれたため、１月から常時繁忙開設日とした。 

イ 変更契約の内容 

上記事情によるリサイクルステーション開設日数変更の結果、令和３年３月２４

日に、６６０万３８２３円（税込）を減少する内容の変更委託契約が締結された。 

⑶ 監査の結果 

  数量変更の場合の委託費の増減を契約書に明記しておくべきである【指摘】 

数量変更があった場合の委託費の増減ルールについて、委託契約書に定められてい

ない。委託先が協議に応じない場合、紛争となるおそれがある。 

そこで、数量変更があった場合のルールを契約書に明記しておくべきである。 

 

２０ リユース工房管理等業務委託 

⑴ 概要 

 ア 委託場所 

   豊田市清掃事業所内（渡刈町大明神３９番地３） 

イ 契約内容（業務委託） 

家庭から排出された粗大ごみを再使用する「リユース工房」の円滑な管理運営に

必要な業務を委託するもの。 

ウ 受託者 

  （特）とよたエコ人プロジェクト 

エ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

オ 契約金額（税込） 

  ２３１万円 

⑵ 変更契約 

  ア 変更理由 

新型コロナウイルス感染症の影響により、リユース工房の臨時閉館及び出張イベ

ントが一部中止となった。 

また、閉館期間中の粗大ごみの受入れ、エコットウィークフェスタ期間中（令和

２年１２月８日から１３日まで）の臨時開館を行った。 
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イ 変更契約の内容 

上記事情による数量変更の結果、令和３年３月１２日、３３万３４４２円（税込）

を減少する内容の変更委託契約が締結された。 

⑶ 監査の結果 

  数量変更の場合の委託費の増減を契約書に明記しておくべきである【指摘】 

数量変更があった場合の委託費の増減ルールについて、委託契約書に定められてい

ない。委託先が協議に応じない場合、紛争となるおそれがある。 

そこで、数量変更があった場合のルールを契約書に明記しておくべきである。 

 

２１ 豊田市戦没者春のみたま祭式典祭壇等設営委託 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（業務委託） 

豊田市戦没者春のみたま祭式典（令和２年４月１８日午前１０時から１１時３０

分まで）の祭壇設営のための事前打合せ、設営作業、撤去作業等に関する委託契約

である。 

イ 受託者 

  （株）モダン装美 

ウ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和２年４月１８日まで（変更前） 

  変更による完了期日 令和２年４月１８日 

エ 契約金額（税込） 

  ２０７万９０００円（変更前） 

  変更契約により８万８００８円（△１９９万０９９２円） 

⑵ 変更契約 

  ア 変更概要 

原契約締結の翌日である４月２日に変更協議が行われ、原契約の委託費積算書か

ら「運搬・設営・撤去」を残し、当初５４万円の見積のところ３万２０４０円に変

更された。また、「祭壇用菊花手付金」の項目がなかったところこれを追加して５

万円増額させ、「祭壇用菊花」から「映写スクリーン」までの項目に関して、「数量」

を全て０に変更した（金額はいずれも税別）。結果として、変更後は８万８００８

円（税込）とされた。 

市によると、実際にかかった費用（実被害額）を参考見積書（令和２年４月２日

付け）として受託者から入手したところ、品名・仕様欄には、「事前準備」として

祭壇用菊花手付金１式５万円及び運搬・設営・撤去（祭壇費用）１式３万円の合計

金額８万８０００円（税込）が見積もられており、これに請負率（予定価格に対す
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る落札金額の割合）の関係で生じた端数８円を加算して、変更後の委託料８万８０

０８円（税込）を支出したとのことである。 

イ 変更理由 

新型コロナウイルスの影響により、令和２年度豊田市戦没者春のみたま祭の開催

を中止したため。 

⑶ 監査の結果 

 ア 当初の見積の委託費積算方法について【意見】 

変更契約に当たり、当初の見積になかった「祭壇用菊花手付金」の項目を追加し

５万円を加算したこと、「運搬・設営・撤去」の業務は行われなかったにもかかわ

らず、当初５４万円の見積のところ３万２０４０円を残して支出した点は、受託者

の参考見積書しか根拠がなく、妥当性に疑問が残る処理であった。 

「運搬・設営・撤去」の業務の存否にかかわらず、事前準備として３万２０４０

円に相当する事務経費や祭壇用菊花手付金５万円に相当する業務が発生するのであ

れば、当初からこれを見積の積算根拠とする必要がある。 

  イ 解約合意書締結による契約解消も検討するべきであった【意見】  

    豊田市業務委託契約約款第１４条第１項には、任意解除権に関する規定があり、

市は、必要があるときは契約を解除できる。解除した場合、同条第２項により、市

は受託者に損害を賠償しなければならない。変更契約後の契約金額である８万８０

０８円は、実際にかかった費用（実被害額）に関する参考見積書の金額を基にして

おり、同項の損害に相当する金額と考えられる。そうであれば、契約の解消と損害

額の確定を内容とする解約合意書を締結するのが妥当であった。 

 

２２ 少年消防クラブ防火防災体験ツアー設営業務委託 

 ⑴ 概要 

ア 業務内容（業務委託） 

少年消防クラブ防火防災体験ツアーで使用するＷｉ－Ｆｉルーター等の通信機器

設営と熱中症予防対策のため氷菓の搬送を委託するもの。 

  イ 委託場所 

    豊田市下林町地内 

ウ 受託者 

    （株）ライフサービス東海 

エ 委託期間 

    令和２年７月２８日から同年８月８日まで 

オ 契約金額（税込） 

    ５万３９００円 
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  カ 契約日 

    令和２年７月２８日 

⑵ 合意解約 

 ア 合意日 

   令和２年８月５日 

 イ 概要 

   令和２年７月２８日付け委託契約を合意解約した。解約金額は、契約金額全てで、

既済はないため、支払は生じない。 

 ウ 理由 

   新型コロナウイルス感染症の発生状況を踏まえ、令和２年８月８日開催予定であ

った少年消防クラブ防火防災体験ツアーを中止した。開催中止に伴い、原契約の履

行は不可能のため、合意の上、原契約を解約するものとしたため。 

⑶ 監査の結果 

  原契約を締結する必要があったとは認められない【意見】 

委託契約の契約日から１週間余りで合意解除に至っている。令和２年５月下旬から

６月にかけて全国の新型コロナウイルス感染症の新規感染者数は減少していたが、６

月中旬から７月中旬にかけて急拡大しており、愛知県内でも７月２２日にそれまでで

最多の５３名の新規感染者が報告されていた。少年消防クラブ防火防災体験ツアーの

開催対応について、事前の検討が不十分であったといわざるをえない。 

 

２３ 旭高原少年自然の家野外学習送迎バス借入 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（物品借入） 

仕様書記載の事業内容は、旭高原少年自然の家で実施する野外学習に際し、児

童・生徒を、各小中学校から活動場所まで、行程表に基づき送迎するためのバスを

借り入れるものである。 

イ 賃貸人 

  （株）森龍観光サービス 

ウ 借入期間 

令和２年６月２６日から同年７月３１日まで 

エ 契約金額（税込） 

  ５４万９７８０円 

オ 中止・中断に関連する規定 

契約の解除に関する定めとして、契約書添付の「豊田市物品賃貸借契約約款（単

年度）Ｒ２．４．１改正」に第７条（甲の催告による解除権）、第８条（甲の催告に
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よらない解除権）、第９条（談合その他不法行為に係る解除）及び第１０条（暴力団

等排除に係る解除）がある。任意の解除権又は解約申入れに関する規定はない。 

また、契約の変更に関する定めとして、「送迎バス借入事業仕様書」に「３．送迎

日時等の連絡等（変更を含む。） やむを得ない事情等により日程等を変更する場合、

違約料は一般貸切旅客自動車運送事業標準約款による。」との記載がある。一般貸切

旅客自動車運送事業標準約款（昭和６２年１月２３日運輸省告示第４９号）（以下

「運送事業標準約款」ともいう）には、次のとおり違約料に関する条項がある。 

（違約料） 

第１５条 当社は、契約責任者が、その都合により運送契約を解除するときは、その者か

ら、次の区分により違約料を申し受けます。 

配車日の１４日前から８日前まで 所定の運賃及び料金の２０％に相当する額 

配車日の７日前から配車日時の２ 所定の運賃及び料金の３０％に相当する額 

４時間前まで 

配車日時の２４時間前以降    所定の運賃及び料金の５０％に相当する額 

２ 当社は、契約責任者が、その都合により配車車両数の２０％以上の数の車両の減少を

伴う運送契約の内容の変更をするときは、その者から、減少した配車車両につき、前項

の例により算出した額の違約料を申し受けます。 

３ 当社は、前２項の場合において、第１３条の規定により契約責任者から収受した運賃

及び料金があるときは、これを違約料に充当することがあります。 

４ 当社は、当社の都合により運送契約を解除し、又は配車車両数の減少を伴う運送契約

の内容の変更をするときは、契約責任者に対し、第１項又は第２項の例により、違約料

を支払います。 

５ 前４項の規定は、天災その他やむを得ない事由による場合には適用しません。 

⑵ 合意解約 

ア 契約締結及び解約の概要 

令和２年２月、借入期間として令和２年４月１６日から同年７月３１日までを予

定した入札が行われ、１２２万２６００円（税抜）で落札された。 

令和２年３月３１日、契約締結に先立って変更協議が行われ、同年５月１日まで

に実施予定だった６校の中止を理由に借入期間及び契約金額が変更され、同年４月

１日、⑴記載の内容で契約が締結された。 

    その後、令和２年６月１日付け合意解約書によって合意解約された。 

イ 解約理由 

合意解約書には、新型コロナウイルス感染症の発生状況を踏まえ、旭高原での野

外学習中止を決定した旨が記載されている。 

⑶ 監査の結果 

  貸切バスであることを踏まえた確認の必要性【意見】 

貸切バスの運送については、道路運送法や国土交通省自動車局策定の「輸送の安全

を確保するための貸切バス選定・利用ガイドライン」等があり、契約に当たってはそ

れらを遵守することが求められる。 

そして、上記ガイドラインは、貸切バス事業者の選定に関する留意点として、事業

許可を受けた者であるか否か、営業区域、任意保険・共済の加入状況等を確認するよ
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う要請している。また、運送契約に関する留意点として、運賃及び料金は乗車時にお

いて地方運輸局長等に届け出て実施しているものによらなければ事業者が行政処分を

受けること等が記載されている。さらに、貸切バスの調達に係る入札等における留意

点として、運賃制度の概要を説明するとともに「公示運賃の下限を下回る運賃での落

札は、運行に必要な安全コストが計上されておらず、したがって、当該運行において

利用者の生命身体の安全が十分確保されないおそれがあることに十分ご留意くださ

い。」と注意喚起し、入札時には応札者に対して届出運賃により入札額を積算した旨

の確約書や国税及び地方税の納税証明書の提出を求めることにより、応札者が安全コ

ストを含んだ届出運賃を基に入札額を積算したか、安定的に事業運営している事業者

か等を確認することを勧めている。そして、当地域の運賃及び料金の具体的内容につ

いては、「一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の変更命令について」（平成２６

年３月２６日付け中部運輸局公示第１６７号）に定められている。 

ところが、市では、運賃の算定については上記公示に沿って積算していることがう

かがえるものの、貸切バス事業者の事業許可や営業区域、保険・共済加入の有無、運

輸局に届け出た運賃及び料金の確認は行っていないとのことである。安全な運送を確

保するために重要な事項であるから、上記ガイドラインに従った確認を行うことが必

要である。 

 

２４ 豊田市総合野外センター野外学習送迎バス借入 

⑴ 概要 

 ア 契約内容（物品借入） 

仕様書によれば、豊田市総合野外センターで実施する野外学習に際し、児童・生

徒を、各学校から豊田市総合野外センターまで、行程表に基づき送迎するためのバ

スを借り入れるものである。 

イ 賃貸人 

  （株）森龍観光サービス  

ウ 借入期間 

  令和２年６月２日から同年１１月３０日まで 

  変更による完了期日 令和２年８月３１日 

エ 契約金額（税込） 

  ８７３万２１３０円（変更前） 

  変更契約により３万０５８０円（△８７０万１５００円） 

オ 中止・中断に関連する規定 

契約の解除に関する定めとして、契約書添付の「豊田市物品賃貸借契約約款（単

年度）Ｒ２．４．１改正」に第７条（甲の催告による解除権）、第８条（甲の催告に
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よらない解除権）、第９条（談合その他不法行為に係る解除）及び第１０条（暴力団

等排除に係る解除）がある。任意の解除権又は解約申入れに関する条項はない。 

また、契約の変更に関する定めとして、「送迎バス借入事業仕様書」に「３．送迎

日時等の連絡等（変更を含む。） やむを得ない事情等により日程等を変更する場合、

違約料は一般貸切旅客自動車運送事業標準約款による。」との記載がある。 

⑵ 変更契約 

ア 変更概要 

  令和２年５月２９日、日にち変更に伴うバス料金の増額について変更協議が行わ

れ、事業完了後に運行実績に基づいて変更契約を交わす方針となった。 

令和２年６月３０日、６月に予定していた野外学習を中止したことによるバス運

行台数の減少に伴う減額について変更協議が行われた。 

令和２年７月３１日、７月に予定していた野外学習を中止したことによるバス運

行台数の減少に伴う減額について変更協議が行われた。その際、運送事業標準運送

約款第１５条第１項（前２３⑴オ参照）に基づく違約料が１校発生するため、その

違約料を残して減額する方針となった。 

令和２年８月３１日、９月以降に予定していた野外学習を全て中止したことによ

るバスの借入キャンセルに伴う減額及び契約期間の短縮について変更協議が行われ、

同日、契約金額を違約料１校分に減額する変更契約が締結された。 

市によると、キャンセル料はバス借入費と同じく備品使用料の執行節で支払うこ

とになっており、一部運行をキャンセルした場合には、運行費及びキャンセル料を

同じ契約に基づいて支払うため、変更契約の形式をとったということである。また、

変更協議の前提となっている個別の運行の中止（キャンセル）は、担当者から契約

者に対する電話にて行われており、記録は存在しない。 

イ 変更理由 

変更物品借入決定書の変更（執行）理由の欄には、新型コロナウイルス感染症の

影響で、全件キャンセルとなったためである旨が記載されている。 

ウ 違約料について 

  市によると、８月７日付けで令和２年度の野外学習を中止する旨の通知が出るま

では、キャンセルの判断は学校に委ねられており、各学校にキャンセルする場合は

できるだけ２週間前までにするよう働きかけていたが、１校のみ直前まで実施予定

のところ、新型コロナウイルス感染症の拡大状況から、キャンセル決定が１０日前

になった。また、そのキャンセルは新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うもので、

「天災その他やむを得ない事由」（運送事業標準約款第１５条第５項、前２３⑴オ

参照）には該当しないと判断したとのことである。 
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⑶ 監査の結果 

ア 中止（キャンセル）の記録を残すべきであったこと【指摘】 

   本契約には、運送事業標準約款第１５条に従った違約料を支払う旨の約定があり、

違約料発生の有無及び金額は、運送契約の解除（同条第１項）又は内容の変更（同

条第２項）が配送日時との時間的間隔によって区分されている。そうであれば、解

除又は内容の変更をいつ行ったかは違約料の発生及び金額を左右する重要な事項で

ある。個別の運行の中止（キャンセル）を電話のみで済ませ、記録化しなかったこ

とは適切とはいえない。 

感染状況が随時変動する中で判断する必要があったことを思えば、野外学習を実

施するかどうかの判断自体が容易でなかったことは理解でき、実施の判断が直前に

なることはある程度やむを得ないし、中止の決定をしたことを賃貸人に迅速に伝達

する必要性はあるから、電話により中止を伝えたことが不適切であったとはいえな

い。しかし、違約料の有無及び金額を左右する事情である以上、何らかの記録を残

しておくべきであり、仮に事後的になったとしても速やかに書面（ファクシミリや

電子メールを含む）を差し入れることが望ましい。少なくとも各運行の中止を伝え

た際の経過記録だけでも残しておくとか、変更協議書に各運行の中止をいつ行った

か具体的に記載する等の工夫はしておくべきであった。 

  イ キャンセル料の支払を内容とする変更契約について【意見】 

    本件では、全ての運行が中止され、キャンセル料の金額で変更契約が交わされて

いるが、中止するのであれば、もはやバス貸出の履行は想定されなくなったのであ

るから、変更契約ではなく、契約を解除するのが本来である。キャンセル料は、賠

償額の予定と考えるのが自然であり、物品借入の対価そのものではない。 

    市は、同じ契約に基づいて支払うため、変更契約の形式をとったとのことである

が、解除によって原状回復したとしても、損害賠償の請求が妨げられないことは民

法第５４５条４項に規定されているところであり、契約関係を維持しなければなら

ない理由はない。市においても、キャンセル料の支払について合意解約書に明記す

ることで支払は可能ということであり、支障はない。 

    したがって、全てを中止するときには合意解約をする方が望ましい。 

  ウ キャンセル料の要否【意見】 

    市が１４日以内のキャンセルとなった１校分のキャンセル料を支払ったことは、

契約書に基づく標準的な対応ではあるものの、「（天災）その他やむを得ない事由」

（運送事業標準約款第１５条第５項、前２３⑴オ参照）というのは、発注者の責め

に帰すことができないような客観的事情や通常解除を回避できないような客観的事

情を指す趣旨と解され、新型コロナウイルス感染症の拡大もその該当性を直ちに否

定する必要はないようにも思われる。また、違約料の持つ賠償額の予定という趣旨

からすれば、賃貸人の損害の発生状況も確認の上、判断するのも一つの方法である。 
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エ 貸切バスであることを踏まえた確認の必要性【意見】 

貸切バスの運送については、道路運送法や国土交通省自動車局策定の「輸送の安

全を確保するための貸切バス選定・利用ガイドライン」等があり、契約に当たって

はそれらを遵守することが求められる。 

そして、上記ガイドラインは、貸切バス事業者の選定に関する留意点として、事

業許可を受けた者であるか否か、営業区域、任意保険・共済の加入状況等を確認す

るよう要請している。また、運送契約に関する留意点として、運賃及び料金は乗車

時において地方運輸局長等に届け出て実施しているものによらなければ事業者が行

政処分を受けること等が記載されている。さらに、貸切バスの調達に係る入札等に

おける留意点として、運賃制度の概要を説明するとともに「公示運賃の下限を下回

る運賃での落札は、運行に必要な安全コストが計上されておらず、したがって、当

該運行において利用者の生命身体の安全が十分確保されないおそれがあることに十

分ご留意ください。」と注意喚起し、入札時には応札者に対して届出運賃により入

札額を積算した旨の確約書や国税及び地方税の納税証明書の提出を求めることによ

り、応札者が安全コストを含んだ届出運賃を基に入札額を積算したか、安定的に事

業運営している事業者か等を確認することを勧めている。そして、当地域の運賃及

び料金の具体的内容については、「一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の変

更命令について」（平成２６年３月２６日付け中部運輸局公示第１６７号）に定め

られている。 

ところが、市では、運賃の算定については上記公示に沿って積算していることが

うかがえるものの、貸切バス事業者の事業許可や営業区域、保険・共済加入の有無、

運輸局に届け出た運賃及び料金の確認は行っていないとのことである。安全な運送

を確保するために重要な事項であるから、上記ガイドラインに従った確認を行うこ

とが必要である。 

 

２５ 施設見学学習送迎バス借入 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（物品借入） 

仕様書によると、豊田市施設見学学習に際し、児童を各小学校から各見学施設ま

での、その都度指定する日時・行程に基づいて安全に送迎するためのバスを借り入

れるものである。 

  イ 賃貸人 

名鉄観光サービス（株）  

 ウ 借入期間 

   令和２年４月２８日から同年１１月３０日まで 
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 エ 契約金額（税込） 

   ７２７万７６００円（変更前） 

   変更契約により２６７万５２００円（△４６０万２４００円） 

オ 中止・中断に関連する規定 

契約の解除に関する定めとして、契約書添付の「豊田市物品賃貸借契約約款（単

年度）Ｒ２．４．１改正」に第７条（甲の催告による解除権）、第８条（甲の催告に

よらない解除権）、第９条（談合その他不法行為に係る解除）及び第１０条（暴力団

等排除に係る解除）がある。任意の解除権又は解約申入れに関する条項はない。 

また、契約の変更に関する定めとして、「送迎バス借入事業仕様書」に「３．送迎

日時等の連絡等（変更を含む。） やむを得ない事情等により日程等を変更する場合、

違約料は一般貸切旅客自動車運送事業標準約款による。」との記載がある。 

⑵ 変更契約 

 ア 変更概要 

令和２年４月１０日、日程変更と中止による運行台数の減少について協議された

ほか、事業完了時に実績に基づいて変更契約を交わす方針となった。 

令和２年９月３０日、９月の施設見学中止による減額について協議された。 

令和２年１０月３１日、１０月の施設見学を中止又は徒歩移動に変更したことに

よる減額について協議された。 

令和２年１１月３０日、以上の変更について、変更契約が締結された。 

市によると、変更協議の前提となっている個別の運行の中止（キャンセル）は、

担当者から契約者に対する電話にて行われており、記録は存在しない。 

また、変更契約書添付の「令和２年度施設見学学習計画表」では、バスの台数が

増えている学校もあるが、市によると、当初契約の台数から増台した分については、

学校が負担したため、本契約において増額はない。 

  イ 変更理由 

変更物品借入決定書の変更（執行）理由の欄には、新型コロナウイルス感染症の

影響により、キャンセルする学校があったためである旨が記載されている。 

⑶ 監査の結果 

 中止（キャンセル）の記録を残すべきであったこと【指摘】 

本契約には、運送事業標準約款第１５条（前２３⑴オ参照）に従った違約料を支払

う旨の約定があり、違約料発生の有無及び金額は、運送契約の解除（同条第１項）又

は内容の変更（同条第２項）が配送日時との時間的間隔によって区分されている。そ

うであれば、解除又は内容の変更をいつ行ったかは違約料の発生及び金額を左右する

重要な事項である。個別の運行の中止（キャンセル）を電話のみで済ませ、記録化し

なかったことは適切とはいえない。 
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感染状況が随時変動する中で判断する必要があったことを思えば、施設見学学習を

実施するかどうかの判断自体が容易でなかったことは理解でき、実施の判断が直前に

なることはある程度やむを得ないし、中止の決定をしたことを賃貸人に迅速に伝達す

る必要性はあるから、電話により中止を伝えたことが不適切であったとはいえない。

しかし、違約料の有無及び金額を左右する事情である以上、何らかの記録を残してお

くべきであり、仮に事後的になったとしても速やかに書面（ファクシミリや電子メー

ルを含む）を差し入れることが望ましい。少なくとも各運行の中止を伝えた際の経過

記録だけでも残しておくとか、変更協議書に各運行の中止をいつ行ったか具体的に記

載する等の工夫はしておくべきであった。 

 

２６ プール用殺菌消毒剤（液体）（単価契約） 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（物品購入） 

    仕様書によれば、学校プール衛生管理のために、プール用殺菌消毒剤（液体）を

購入するというものである。 

  イ 売主 

    昭和堂薬局 鈴木 秀和 

 ウ 供給期間 

   令和２年４月１４日から同年９月３０日まで 

 エ 契約金額（税込） 

   １Ｋｇ当たり１１３．４円（予定数量 １万Ｋｇ） 

 オ 中止・中断に関連する規定 

契約の解除に関する定めとして、契約書添付の「豊田市物品購入契約約款 Ｒ２．

４．１改正」に第１４条（甲の催告による解除権）、第１５条（甲の催告によらな

い解除権）、第１６条（談合その他不法行為に係る解除）及び第１７条（暴力団等

排除に係る解除）がある。 

また、契約の変更に関する定めとして、第１１条（物価変動等による契約金額の

変更）がある。 

（物価変動等による契約金額の変更） 

第１１条 甲又は乙は、特別な要因により主要な材料の価格に著しい変動を生じ、又

は予定数量と納入数量が著しく異なることにより契約金額が不適当となったと認め

られるときは、契約金額の変更を請求することができる。 

⑵ 変更協議 

 ア 変更概要 

変更契約はないが、市によると、令和２年５月１日、プールの中止が決まったた

め、同月７日、変更協議が行われ、予定数量を１万Ｋｇから０Ｋｇへ変更した。 
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イ 変更理由 

変更協議書によれば、学校プールの中止が決定し、プール用薬剤が不要となった

ためである。 

⑶ 監査の結果 

 任意の解除規定を設けるべきである【意見】 

 本件は単価契約であり、市は、予定数量を０へ変更することにより購入を中止して

いる。予定数量が予定に過ぎないことからすれば、変更契約や契約解除をしないで数

量変更で対応するというのが誤りであったとまではいえない。しかし、市によると、

契約書添付の仕様書記載の量については、個別の発注行為を予定しておらず、契約書

を交わすことをもって個別の発注を兼ねた運用をしているということであるから、実

質的には、既に成立した個別の売買契約を解除したに等しい状態である。売主の立場

からすると、増えることは想定できても減ることは想定しにくいということである。

その上、数量を著しく減少する場合には、契約約款第１１条に基づいて契約変更する

ことにより、ある程度想定外の事態に対応できるものの、数量を０とする場合にはそ

のような手立てもない。 

 不要になった物品購入を継続する合理性はないが、売主にとって不意打ちにならな

いよう配慮する必要もある。そのためには、市が契約の拘束力からの解放を求めるこ

とがありうることを示しておくことが望ましく、物品購入においても任意の解除規定

を設けることも検討した方が良いと考えられる。 

 

２７ プール用凝集剤（単価契約） 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（物品購入） 

    仕様書によれば、学校プール衛生管理のために、凝集剤を購入するというもので

ある。 

  イ 売主 

    清化工業（株）  

 ウ 供給期間 

   令和２年４月１４日から同年９月３０日まで 

 エ 契約金額（税込） 

   １Ｋｇ当たり９１３円（予定数量 １０００Ｋｇ） 

 オ 中止・中断に関連する規定 

契約の解除に関する定めとして、契約書添付の「豊田市物品購入契約約款 Ｒ２．

４．１改正」に第１４条（甲の催告による解除権）、第１５条（甲の催告によらな

い解除権）、第１６条（談合その他不法行為に係る解除）及び第１７条（暴力団等

排除に係る解除）がある。 
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また、契約の変更に関する定めとして、第１１条（物価変動等による契約金額の

変更）がある。 

⑵ 変更協議 

 ア 変更概要 

変更契約はないが、市によると、令和２年５月１日、プールの中止が決まったた

め、同月７日、変更協議が行われ、予定数量を１０００Ｋｇから０Ｋｇへ変更した。 

 イ 変更理由 

変更協議書によれば、学校プールの中止が決定し、プール用薬剤が不要となった

ためである。 

 ⑶ 監査の結果 

   任意の解除規定を設けるべきである【意見】 

   本件は単価契約であり、市は、予定数量を０へ変更することにより購入を中止して

いる。予定数量が予定に過ぎないことからすれば、変更契約や契約解除をしないで数

量変更で対応するというのが誤りであったとまではいえない。しかし、市によると、

契約書添付の仕様書記載の量については、個別の発注行為を予定しておらず、契約書

を交わすことをもって個別の発注を兼ねた運用をしているということであるから、実

質的には、既に成立した個別の売買契約を解除したに等しい状態である。売主の立場

からすると、増えることは想定できても減ることは想定しにくいということである。

その上、数量を著しく減少する場合には、契約約款第１１条に基づいて契約変更する

ことにより、ある程度想定外の事態に対応できるものの、数量を０とする場合にはそ

のような手立てもない。 

   不要になった物品購入を継続する合理性はないが、売主にとって不意打ちにならな

いよう配慮する必要もある。そのためには、市が契約の拘束力からの解放を求めるこ

とがありうることを示しておくことが望ましく、物品購入においても任意の解除規定

を設けることも検討した方が良いと考えられる。 

 

２８ プール用殺菌消毒剤（顆粒）（単価契約） 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（物品購入） 

    仕様書によれば、学校プール衛生管理のために、プール用殺菌消毒剤（顆粒）を

購入するというものである。 

  イ 売主 

    昭和堂薬局 鈴木 秀和 

 ウ 供給期間 

   令和２年４月１４日から同年９月３０日まで 
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 エ 契約金額（税込） 

   １Ｋｇ当たり９８４．５円（予定数量 ２８００Ｋｇ） 

 オ 中止・中断に関連する規定 

契約の解除に関する定めとして、契約書添付の「豊田市物品購入契約約款 Ｒ２．

４．１改正」に第１４条（甲の催告による解除権）、第１５条（甲の催告によらな

い解除権）、第１６条（談合その他不法行為に係る解除）及び第１７条（暴力団等

排除に係る解除）がある。 

また、契約の変更に関する定めとして、第１１条（物価変動等による契約金額の

変更）がある。 

⑵ 変更協議 

 ア 変更概要 

    変更契約はないが、令和２年５月１日、プールの中止が決まったため、令和２年

５月７日、変更協議が行われ、予定数量を２８００Ｋｇから０Ｋｇへ変更した。 

 イ 変更理由 

変更協議書によれば、学校プールの中止が決定し、プール用薬剤が不要となった

ためである。 

 ⑶ 監査の結果 

   任意の解除規定を設けるべきである【意見】  

   本件は単価契約であり、市は、予定数量を０へ変更することにより購入を中止して

いる。予定数量が予定に過ぎないことからすれば、変更契約や契約解除をしないで数

量変更で対応するというのが誤りであったとまではいえない。しかし、市によると、

契約書添付の仕様書記載の量については、個別の発注行為を予定しておらず、契約書

を交わすことをもって個別の発注を兼ねた運用をしているということであるから、実

質的には、既に成立した個別の売買契約を解除したに等しい状態である。売主の立場

からすると、増えることは想定できても減ることは想定しにくいということである。

その上、数量を著しく減少する場合には、契約約款第１１条に基づいて契約変更する

ことにより、ある程度想定外の事態に対応できるものの、数量を０とする場合にはそ

のような手立てもない。 

不要になった物品購入を継続する合理性はないが、売主にとって不意打ちにならな

いよう配慮する必要もある。そのためには、市が契約の拘束力からの解放を求めるこ

とがありうることを示しておくことが望ましく、物品購入においても任意の解除規定

を設けることも検討した方が良いと考えられる。 
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２９ 豊田市東部給食センター改築整備運営事業 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    東部給食センターを建設し、その維持管理や給食調理等を行うものである。民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づく事業である。 

  イ 受託者 

（株）豊田東部スクールランチサービス 

 ウ 事業期間（債務負担行為に基づく複数年度契約） 

   平成２１年６月２９日から令和８年３月３１日まで 

 エ 契約金額（税込） 

   １０１億１２８６万３７２６円  

   ただし、相殺あり（△２９０万４００４円）。 

⑵ 変更協議 

 ア 概要 

変更契約はないが、「豊田市東部給食センター改築整備運営事業新型コロナウイ

ルス感染防止による小中学校の一斉臨時休校に伴う委託料の減額に関する申出につ

いて」と題する令和２年４月１日付け書面により受託者に対して同年３月２日から

給食再開までの期間の減額を申し出た上、「豊田市東部給食センター改築整備運営

事業新型コロナウイルス感染防止による小中学校の一斉臨時休校に伴う委託料の減

額について」と題する同年６月２３日付け書面により、同年３月２日から５月３０

日までの委託料合計２９０万４００４円を減額し、減額分を令和２年度第２四半期

委託料で相殺する旨の合意がある。減額の対象は、消耗品費、配送車燃料及び水光

熱費である。 

イ 理由 

受託者に対して減額を申し出た上記書面の減額協議の理由には、新型コロナウイ

ルス感染防止による小中学校の一斉臨時休校に伴い、給食提供が大幅に減少した旨

及び事業契約書及び覚書において想定していない、定めのない事項であり、不可抗

力に当たると考える旨が記載されている。 

⑶ 監査の結果 

 ア 変更契約の手続を経るべきであること【指摘】 

    本件では変更契約の形式がとられていないものの、相殺合意をした上記書面には、

「減額することとし」と記載されており、実体は委託料減額の合意のようでもある。

その事情を市から聴取したところ、本契約では委託料を固定料金と変動料金（１食

当たりの単価に予定給食数を乗じて計算するもの）から算出しており、もともと具

体的な事業費を特定していないから、現行の契約を変更するものではなく、そのた

め変更契約は不要と判断し、相殺合意を行ったとのことであった。 
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確かに、後記する各種「学校給食配送等業務委託」や「給食調理等及び給食用物

資調達業務委託」では、給食の調理や配送については光熱水費や燃料費等の費目を

積算した上で契約されているのに対し、本契約にはそのような算定方法がとられて

いないという違いがある。しかし、だからといって契約の変更には該当しないとい

うのでは、あたかも契約書に記載されたことを変更する場合には変更契約の手続が

必要であるが、契約書に記載されていないことを行う場合には変更契約の手続は必

要ないということになりかねず、不合理である。いずれもその必要性や許容性等を

真摯に検討すべきことは同じである。 

代金の減額を合意するのであれば、たとえ費目の変更がなくても当然契約の変更

に当たるといえるし、相殺を合意する場合においても、契約に関連する合意である

以上、交わす文書の表題にかかわらず、変更協議や発注決定等を行うべきである。 

  イ 相殺するのであれば対象を明確にする必要があること【意見】 

そもそも「減額分は令和２年度第２四半期委託料で相殺する」という記載のみで

は自働債権と受働債権が必ずしも明らかではない。そこで念のため検討すると、本

契約に基づく業務の一部が不要となったのは、市の判断として行った小中学校の臨

時休校に伴う給食提供の中止によるものであるから、債権者である市の責めに帰す

べき事由によるものとして処理するのが自然であり、民法第５３６条２項（本件の

場合は平成２９年法第４４号による改正前のもの）に基づく処理をする必要がある。 

そうすると、受託者は反対給付である委託料の支払を受ける権利を失わない一方、

債務を免れたことによって得た利益を償還すべきということになる（民法５３６条

２項（平成２９年法律第４４号による改正前のもの））。この点では、市が、消耗品

費等の受託者が免れた支出を減額対象としたことは、理にかなっているが、これを

法的に見れば、市は受託者に民法５３６条２項ただし書に基づく利益の償還請求権

を有し、受託者は市に契約に基づく委託料支払請求権を有するということであり、

相殺をするのであれば、これらを対当額にて相殺することとなると考えられる。 

相殺するのであれば、このように対象債権を明確にした上で行う必要がある。 

  ウ 減額の計算方法について【意見】 

減額は、令和２年３月から５月分までの消耗品費、配送車燃料費及び水光熱費で

ある。消耗品費は、１月及び２月の１食当たりの平均額を算出し、それに当月中止

された給食数を掛けて算出されている。配送車燃料費は、１月及び２月の１日１台

当たりの平均額を算出し、それに当月走行しなかった台数及び日数を掛けて算出さ

れている。水光熱費は、基本使用料を除いた１月及び２月の１日当たりの平均額と

当月の１日当たりの日割金額の差額を算出した上、その差額に対し中止した日数を

掛けて算出されている。 

しかし、市は、この減額の決定を行うに当たり、減額の計算書に整合性がとれて

いない箇所があることを看過して、決定を行った。具体的には、３月の水光熱費に
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ついて、基本使用料を除いた金額の欄に記載された金額から計算して導かれる日割

金額と、日割金額の欄に記載された金額が一致していなかった。もっとも、この点

について市に確認したところ、基本使用料を除いた金額の方が誤り（訂正があった

ことを反映していなかった）であり、平均額の欄に記載した金額の方が正しかった

とのことであったため、結果的に減額の金額に誤りは生じなかった。 

また、受託者と書面を交わすに当たっては、計算書も綴られたが、上記水光熱費

の誤記は正しく修正された一方で、１月及び２月の配送車燃料費について、決定時

には正しかった走行台数及び平均額が誤って変更されていた。もっとも、減額金額

にその変更は反映されていなかったため、結果的に減額の金額に誤りは生じなかっ

た。さらには、本来３月から５月までの計算書を綴るべきところ、４月及び５月の

計算書が綴られていなかった。 

本件では結果的に減額金額の誤りまでは免れたものの、いくつもの数字を扱いな

がら、訂正を重ねていると誤りが生じやすいものであるから、契約金額や減額金額

のような重要な数字を扱う際には、訂正箇所を一目で分かるようにしたり複数人で

確認したりするなどして、事務処理に過誤が生じないようにする必要がある。 

本監査の過程で当初誤りを含む資料が提出されたため、これを基に再精算を行う

べきである旨の指摘を検討していたところ、市から以下のような説明があった。 

 

  市の説明内容 

監査時に提出した資料のうち、「豊田市東部給食センター改築整備運営事業新型コロナ

ウイルス感染防止による小中学校の一斉臨時休校に伴う委託料の減額について」の決定

書（令和２年６月２３日起案、同日決定）に添付されていた、令和２年３月分の水光熱

費の減額を計算するための資料では、外部監査結果報告書（第３稿）に記載されたとお

り、基本使用料を控除した水光熱費は３,８７７,０００円と記載されていた。 

・しかし、実際に市と受託者が押印し、各自１通ずつ保有している書面には、同金額は

４,０３２,０００円と記載されていた。（添付資料(略)) 

・受託者に改めて確認したところ、３月に支払った水光熱費は５,６５４,０００円であ

り、基本使用料１,６２２,０００円を控除すると４,０３２,０００円となる。 

・基本使用料を控除した水光熱費が４,０３２,０００円であれば、日割り金額は１９２,

０００円となり、計算結果は誤りでなかったことになる。 

・決定書に、誤った金額が記入された資料が添付されていた理由は不明。 

・市と受託者が押印し保有している確認書面に添付されている計算書も、水光熱費の部

分は整合がとれているが、配送車燃料費を計算する表で、１月及び２月の走行台数が、

正しくは１６台であるのに１５台と記されており、その結果２か月平均の金額も６７２.

１円と誤ったものが記入されている。 

・また、４月分及び５月分の減額を計算するための資料が添付されていない。 

・以上のことから、減額の計算自体に誤りはなく、減額申入れの対象から漏れてしまっ

たものはなかったと、訂正を申し入れたい。 

・しかし、決定書及び市及び受託者が交わした書面に不正確な資料を添付していたこと

は、反省すべき点と認識している。 
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３０ 豊田市北部給食センター改築整備運営事業 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    北部給食センターを建設し、その維持管理や給食調理等を行うものである。民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づく事業である。

令和２年４月から給食提供を開始した。 

  イ 受託者 

（株）豊田北部スクールランチサービス 

 ウ 事業期間（債務負担行為に基づく複数年度契約） 

   平成２９年１２月１８日から令和１７年３月３１日まで 

 エ 契約金額（税込） 

   ９７億１１３１万７８７３円 

   ただし、相殺あり（△９６万３０１４円）。 

⑵ 変更協議 

 ア 概要 

   変更契約はないが、「豊田市北部給食センター改築整備運営事業新型コロナウイ

ルス感染防止による小中学校の一斉臨時休校に伴う委託料の減額について」と題す

る令和３年３月１５日付け書面により、令和２年４月７日から５月２９日までの委

託料９６万３０１４円を減額し、減額分を令和２年度第４四半期委託料で相殺する

旨の合意がある。減額の対象は、消耗品費、配送車燃料及び水光熱費である。 

イ 理由 

上記減額及び相殺に際しての決裁文書には「発生した事象」として「新型コロナ

ウイルス感染防止のため令和２年４月及び５月に小中学校が一斉臨時休校となった

ことで、同期間の給食調理がこども園のものだけとなった。（略）事業契約書に従

うのみで委託料を支払っては、著しく不当な委託料を市は事業者に支払ってしまう

ことになってしまうため、市及び事業者が協議の上、委託料を精算することとした。

（略）」とある。 

⑶ 監査の結果   

ア 変更契約の手続を経るべきであること【指摘】 

    本件では変更契約の形式が取られていないものの、相殺合意をした上記書面には、

「減額することとし」と記載されており、実体は委託料減額の合意のようでもある。

その事情を市から聴取したところ、本契約では委託料を固定料金と変動料金（１食

当たりの単価に予定給食数を乗じて計算するもの）から算出しており、もともと具

体的な事業費を特定していないから、現行の契約を変更するものではなく、そのた

め変更契約は不要と判断し、相殺合意を行ったということであった。 
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確かに、後記する各種「学校給食配送等業務委託」や「給食調理等及び給食用物

資調達業務委託」では、給食の調理や配送については光熱水費や燃料費等の費目を

積算した上で契約されているのに対し、本契約にはそのような算定方法がとられて

いないという違いがある。しかし、だからといって契約の変更には該当しないとい

うのでは、あたかも契約書に記載されたことを変更する場合には変更契約の手続が

必要であるが、契約書に記載されていないことを行う場合には変更契約の手続は必

要ないということになりかねず、不合理である。いずれもその必要性や許容性等を

真摯に検討すべきことは同じである。 

代金の減額を合意するのであれば、たとえ費目の変更がなくても当然契約の変更

に当たるといえるし、相殺を合意する場合においても、契約に関連する合意である

以上、交わす文書の表題にかかわらず、変更協議や発注決定等を行うべきである。 

  イ 相殺するのであれば対象を明確にする必要があること【意見】 

そもそも「減額分は令和２年度第４四半期委託料で相殺する」という記載のみで

は自働債権と受働債権が必ずしも明らかではない。そこで念のため検討すると、本

契約に基づく業務の一部が不要となったのは、市の判断として行った小中学校の臨

時休校に伴う給食提供の中止によるものであるから、債権者である市の責めに帰す

べき事由によるものとして処理するのが自然であり、民法第５３６条２項（本件の

場合は平成２９年法第４４号による改正前のもの）に基づく処理をする必要がある。

そうすると、受託者は反対給付である委託料の支払いを受ける権利を失わない一方、

債務を免れたことによって得た利益を償還すべきということになる（民法５３６条

２項（平成２９年法律第４４号による改正前のもの））。この点では、市が、消耗品

費等の受託者が免れた支出を減額対象としたことは、理にかなっているが、これを

法的に見れば、市は受託者に民法５３６条２項ただし書に基づく利益の償還請求権

を有し、受託者は市に契約に基づく委託料支払請求権を有するということであり、

相殺をするのであれば、これらを対当額にて相殺することとなると考えられる。相

殺するのであれば、このように対象債権を明確にした上で行う必要がある。 

  ウ 水光熱費【意見】 

本事業においても、令和２年４月及び５月の消耗品費、配送車燃料及び水光熱費 

の減額がなされている。北部給食センターについては、まさにその令和２年４月か

ら給食提供を開始したばかりのため、東部給食センターのように直前２か月の平均

を参考にするということができず、市は、半年後の令和２年１０月及び１１月を比

較対象にした（減額の算定方法は、東部給食センターと同様の方法である）。 

ところが、水光熱費については、令和２年１０月及び１１月の１日当たりの平均

額が１６万０９０２円であったのに対し、４月は２５万１９４１円、５月は１７万

４７７７円といずれも上回ったため、結果的に減額とならなかった。 
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しかし、そもそもなぜ小中学校の給食提供がなされていない４月及び５月の水光

熱費の方が高額であったのか純粋に疑問がある。原因は、減額の算定資料からも委

託業務監督記録からも明らかではないが、減額の適否を検討するためには、原因の

検討や１０月及び１１月以外との比較も行うと良かったと考えられる。 

 

３１ 学校給食配送等業務委託【その１】（豊田市中部給食センター及び１民間会社） 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    仕様書によれば、豊田市中部給食センター及び市が調理を委託する（株）トフス

において調理された給食を小中学校及びこども園等に配送回収する配送業務、回収

業務等を委託するものである。 

  イ 受託者 

    日本通運（株）  

 ウ 委託期間（長期継続契約） 

   平成３０年６月１日から令和５年７月３１日まで 

 エ 契約金額（税込） 

   ３億８０６６万７６００円（変更前） 

   ３億８６１６万３７５２円（消費税法改正に伴い、令和元年１０月１日に変更） 

   変更契約により３億８６１４万９９４０円（△１万３８１２円） 

  オ 中止・中断に関連する規定 

    契約の解除に関する定めとして、契約書添付の「豊田市業務委託契約約款 Ｈ３

０．４．１改正」に第１２条（甲の解除権）、第１６条（乙の解除権）等がある。 

    また、契約の変更に関する定めとして、第１０条（契約変更又は一時中止）等が

ある。 

⑵ 変更契約 

ア 変更概要 

変更委託契約書及び変更協議書によれば、令和２年８月１８日、新型コロナウイ

ルスの影響による臨時休校に伴い提供が中止された同年４月及び５月の小中学校の

給食について、不要になった運行費（走行距離／燃費×燃料価格）が減額された。 

減額対象を運行費のみとした理由は、市によると、臨時休校は小中学校のみの対

応であり、契約に含まれるこども園への業務は継続して行われていたこと、及び国

の指示に基づく臨時休校が原因であり、再開の見通しが不明の中で、受託者に従業

員を確保させる必要があったためとのことである。 

減額実施時期については、市によると、国の指示に基づく臨時休校が原因であり、

また同年度中に再度臨時休校を行う可能性が否めなかったため、協議の上、学校再

開後、新型コロナウイルス感染症の流行具合を見て精算することにした。減額実施
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の時期は学校再開後も新型コロナウイルス感染症の収束の兆しが見えなかったため、

受託者毎に精算時期が異なった。変更契約事務に係る時間の都合及び新型コロナウ

イルス感染症の流行状況が不透明の中で、毎月減額をしていたら支払が１か月以上

遅延することが予想され、長期継続契約の期間中であり、受託者に負担を強いるこ

とになるため、精算時期を協議によって定める判断をしたとのことである。 

 イ 変更理由 

変更協議書には、臨時休校に伴い、減少した業務に対して減額できる項目を精査

した旨が記載されている。 

⑶ 監査の結果 

  「変更のできる範囲」（変更事務取扱要領第３条）の特定【意見】 

  変更協議書では、変更事務取扱要領の該当項目は第３条第２項ウ（発注時において

予期することが困難な要因に基づくもの・その他予期することが困難な要因等でやむ

を得ない場合）となっているものの、保健給食課から契約課に対する説明文書には

「その他業務委託変更事務取扱要領第３条に規定する自然現象その他不可抗力により

やむを得ず変更するもの」という第３条第１項アの文言があり、統一されていない。

令和２年度の場合、いずれにせよ新型コロナウイルス感染症が原因であることは明ら

かであり、いずれも該当し得るといえるが、事務処理に当たっては、どの条項に従っ

て処理するものか意識し、統一的に運用することが望ましい。 

 

３２ 学校給食配送等業務委託【その２】（豊田市平和給食センター） 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    仕様書によれば、豊田市平和給食センターにおいて調理された給食を小中学校及

びこども園に配送回収する配送業務、回収業務、食器等の洗浄・消毒の補助業務及

び廃棄物収集運搬業務等を委託するものである。 

  イ 受託者 

    日本通運（株） 

 ウ 委託期間（長期継続契約） 

   平成３０年４月２７日から令和５年７月３１日まで 

 エ 契約金額（税込） 

   ２億８５４９万８０００円（変更前） 

   ２億８９６２万００７３円（消費税法改正に伴い令和元年１０月１日に変更） 

   変更契約により２億８９５７万３００７円（△４万７０６６円） 

   変更契約により２億８９４９万１５３４円（△８万１４７３円） 

 

 



１９０ 

 

⑵ 変更契約 

 ア 変更概要 

変更委託契約書及び変更協議書によれば、まず令和２年３月３１日、新型コロナ

ウイルス感染症の影響による臨時休校に伴い提供が中止された令和２年３月の小中

学校の給食について、運行費（走行距離／燃費×燃料価格）が減額された。次に、

令和２年８月１２日、同様に同年４月から６月までの小中学校の給食について運行

費（走行距離／燃費×燃料価格）が減額された。 

 イ 変更理由 

変更協議書には、臨時休校に伴い、減少した業務に対して減額できる項目を精査

した旨が記載されている。 

 ⑶ 監査の結果 

   「変更のできる範囲」（変更事務取扱要領第３条）の特定【意見】 

変更協議書では、変更事務取扱要領の該当項目は第３条第２項ウ（発注時において

予期することが困難な要因に基づくもの・その他予期することが困難な要因等でやむ

を得ない場合）となっているものの、保健給食課から契約課に対する説明文書には

「その他業務委託変更事務取扱要領第３条に規定する自然現象その他不可抗力により

やむを得ず変更するもの」という第３条第１項アの文言があり、統一されていない。

令和２年度の場合、いずれにせよ新型コロナウイルス感染症が原因であることは明ら

かであり、いずれも該当し得るといえるが、事務処理に当たっては、どの条項に従っ

て処理するものか意識し、統一的に運用することが望ましい。 

 

３３ 学校給食配送等業務委託【その４】（豊田市南部給食センター） 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    仕様書によれば、豊田市南部給食センターにおいて調理された給食を小中学校及

びこども園に配送回収する配送業務、回収業務、食器等の洗浄・消毒の補助業務及

び廃棄物収集運搬業務等を委託するものである。 

  イ 受託者 

    希望運輸（株） 

 ウ 委託期間（長期継続契約） 

   平成３０年４月２７日から令和５年７月３１日まで 

 エ 契約金額（税込） 

   ２億３４１７万１０００円（変更前） 

   ２億３７５５万２０００円（消費税法改正に伴い令和元年１０月１日に変更） 

   変更契約により２億３７４８万７７５０円（△６万４２５０円） 

   変更契約により２億３７３３万３５５１円（△１５万４１９９円） 
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⑵ 変更契約 

 ア 変更概要 

変更委託契約書及び変更協議書によれば、まず令和２年３月３１日、新型コロナ

ウイルス感染症の影響による臨時休校に伴い提供が中止された同年３月の小中学校

の給食について、運行費（走行距離／燃費×燃料価格）が減額された。次に、同年

８月１２日、同様に同年４月から６月までの小中学校の給食について運行費（走行

距離／燃費×燃料価格）が減額された。 

 イ 変更理由 

変更協議書には、臨時休校に伴い、減少した業務に対して減額できる項目を精査

した旨が記載されている。 

 ⑶ 監査の結果 

   「変更のできる範囲」（変更事務取扱要領第３条）の特定【意見】 

変更協議書では、変更事務取扱要領の該当項目は第３条第２項ウ（発注時において

予期することが困難な要因に基づくもの・その他予期することが困難な要因等でやむ

を得ない場合）となっているものの、保健給食課から契約課に対する説明文書には

「その他業務委託変更事務取扱要領第３条に規定する自然現象その他不可抗力により

やむを得ず変更するもの」という第３条第１項アの文言があり、統一されていない。

令和２年度の場合、いずれにせよ新型コロナウイルス感染症が原因であることは明ら

かであり、いずれも該当し得るといえるが、事務処理に当たっては、どの条項に従っ

て処理するものか意識し、統一的に運用することが望ましい。 

 

３４ 旭中学校給食配送等業務委託 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

    仕様書によれば、旭中学校において調理された給食を敷島小学校及び小渡小学校

並びに杉本こども園及び小渡こども園へ配送回収する配送業務、回収業務等を委託

するものである。 

  イ 受託者 

    トヨタ生活協同組合 

 ウ 委託期間（長期継続契約） 

   令和元年１１月２２日から令和７年２月２８日まで 

 エ 契約金額（税込） 

２２００万００００円（変更前） 

   変更契約により２１９８万７８１２円（△１万２１８８円） 

   変更契約により２１９５万８５６１円（△２万９２５１円） 
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⑵ 変更契約 

 ア 変更概要 

変更委託契約書及び変更協議書によれば、まず令和２年３月３１日、新型コロナ

ウイルス感染症の影響による臨時休校に伴い提供が中止された同年３月の小学校の

給食について、運行費（走行距離／燃費×燃料価格）が減額された。次に、令和３

年３月２日、同様に令和２年４月から６月までの小学校の給食について運行費（走

行距離／燃費×燃料価格）が減額された。 

イ 変更理由 

変更協議書には、臨時休校に伴い、減少した業務に対して減額できる項目を精査

した旨が記載されている。 

 ⑶ 監査の結果 

   「変更のできる範囲」（変更事務取扱要領第３条）の特定【意見】 

変更協議書では、変更事務取扱要領の該当項目は第３条第２項ウ（発注時において

予期することが困難な要因に基づくもの・その他予期することが困難な要因等でやむ

を得ない場合）となっているものの、保健給食課から契約課に対する説明文書には

「その他業務委託変更事務取扱要領第３条に規定する自然現象その他不可抗力により

やむを得ず変更するもの」という第３条第１項アの文言があり、統一されていない。

令和２年度の場合、いずれにせよ新型コロナウイルス感染症が原因であることは明ら

かであり、いずれも該当し得るといえるが、事務処理に当たっては、どの条項に従っ

て処理するものか意識し、統一的に運用することが望ましい。 

 

３５ 給食調理等及び給食用物資調達業務委託 

 ⑴ 概要 

  ア 契約内容（業務委託） 

仕様書によれば、業務の概要は、給食調理業務、園給食業務、給食用物資調達業

務、施設設備等の維持管理及びその他である。 

  イ 受託者 

（公財）豊田市学校給食協会 

 ウ 委託期間 

   令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 エ 契約金額（税込） 

２７億３３９２万４１３７円（変更前） 

変更契約（１回目）により２５億３５３９万７８２０円（△１億９８５２万６３

１７円） 

変更契約（２回目）により２４億１２１２万１４７円（△１億２３２７万７６７

３円） 
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変更契約（３回目）により２３億７６９３万３５９９円（△３５１８万６５４８

円） 

⑵ 変更契約 

 ア 変更概要 

   新型コロナウイルス感染症対策に係る小・中・特別支援学校の臨時休校による学

校給食休止を経て、令和２年７月１０日（１回目）に、受託者から公益財団法人愛

知県学校給食会及び物資納入業者へ支払う補償費を追加計上する一方、給食材料費

を減額した。また、令和３年１月４日（２回目）にはさらに実施食数の減少による

給食材料費の減額を行い、同年３月３１日（３回目）には、燃料費や光熱水費、給

食材料費等を減額した。 

イ 変更理由 

案件発注決定書（変更第１回）の変更の（執行）理由には、新型コロナウイルス

感染症の影響による臨時休校に伴い、小中学校で給食の提供を中止したためとある。 

２回目の変更契約前に行われた変更協議書の変更理由の欄には、令和２年７月１

０日付け変更契約時と比較し、学校給食の実施食数及び実施日数の減少が見込まれ

る旨が記載されている。 

案件発注決定書（変更第３回）の変更（執行）理由の欄には、燃料費において重

油使用料が減少し、単価も下落した旨及び光熱水費において、想定よりも使用量が

減少した旨が記載されている。 

変更事務取扱要領第３条第２項ウに該当すると判断してなされたものである。 

 ⑶ 監査の結果 

   委託費積算のあり方について【意見】 

   本契約では、３回の変更契約の際、調理等業務内の各項目が減額されているが、全

て単位が「式」で、数量が「１」であるため、単価の記載がない変更委託契約書添付

の委託費積算書によっては具体的な変更内容を知ることができない。単価の記載があ

る案件発注決定書添付の委託費積算書を参照しなければ、各項目を減額するのかどう

かも判別できない。１式による積算にはこのような不都合があるため（なお、委託契

約事務の手引（工事関係委託を除く）には、１式で積算した項目については、原則と

して変更契約ができない旨が記載されている）、各項目に応じた単価及び数量を具体

化した積算方法とすることを検討するべきである。  
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第４ 公の施設の利用停止 

 

１ 笹戸生活改善センター笹戸会館 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市笹戸町平畑１番地 

イ 指定管理者 

笹戸自治区 

ウ 基本協定（利用料金制（施設の使用料は指定管理者の収入となる制度。以下同じ。

【図表１－２４】参照）） 

期間 平成２８年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

７９万８０００円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第３条 

１～３（略） 

４ 指定管理料の修繕料及び利用料金減免補填金を相殺し剰余金が生じた場合

は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後速やかに甲に返還するも

のとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填するものとする。 

⑵ 年度協定の変更 

 ア 概要 

 （ア）精算対象経費の変更 

  上記年度協定書において、利用料金負担金（※）が精算対象経費として含まれ

ていないところ、これを精算対象経費に含めるため、令和３年３月３１日付け変

更年度協定書において、次のとおり変更が行われた。 

第３条 

１～３（略） 

４ 指定管理料の修繕料、利用料金減免補填金及び利用料金負担金を相殺し剰余

金が生じた場合は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後速やかに

甲に返還するものとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填するものとす

る。 

    （※）利用料金負担金 

       消費税率８％を前提に利用料金収入を見込んで指定管理料を算出している施設

（平成３０年度以前に公募を実施した施設等）は、令和元年１０月１日に実施さ

れた消費税率引上げに伴う利用料金改定を実施しない場合、当初の見込みより指

定管理者の収入（消費税抜の金額）が減少することになる。この減少額を市が補

填するものである。以下同じ。 



１９５ 

 

（イ）精算対象経費の精算 

  修繕料 ２０円剰余 

  利用料金減免補填金 ７２００円不足 

  利用料金負担金 ８３２円不足 

  合計 ８０１２円不足 

 （ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

    本施設は、令和３年４月１１日から５月１８日まで、新型コロナウイルス感染

症拡大の影響により休館となったが、これを原因とする精算は行われていない。

市によると、その理由は、指定管理者との協議により、休館期間中においても施

設の管理運営業務は継続して実施したこと及び期間中の利用料金収入に影響が無

かったことを確認したことから、精算の必要が無いと判断したとのことである。 

 （エ）精算額 

    ８０１２円増額 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、指定管理料が８０１２円（税

込）増額された。 

⑶ 監査の結果 

  利用料金負担金精算の根拠を当初の年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点にお

いて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知（第２

章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げられている。

ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３月３１日付け

変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料金負担金を精算

対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記しておくべきであった。 

 

２ 豊田市浅野会館 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市浅谷町下万場３０３番地２ 

イ 指定管理者 

浅野自治区 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成２８年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

８６万２０００円（税込） 



１９６ 

 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第３条 

１～３（略） 

４ 指定管理料の修繕料及び利用料金減免補填金を相殺し剰余金が生じた場合

は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後速やかに甲に返還するも

のとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填するものとする。 

⑵ 年度協定の変更 

ア 概要 

 （ア）精算対象経費の変更 

  上記年度協定書において、利用料金負担金は精算対象経費として含まれていな

いところ、これを精算対象経費に含めるため、令和３年３月３１日付け変更年度

協定書において、次のとおり変更が行われた。 

第３条 

１～３（略） 

４ 指定管理料の修繕料、利用料金減免補填金及び利用料金負担金を相殺し剰余

金が生じた場合は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後速やかに

甲に返還するものとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填するものとす

る。 

（イ）精算対象経費の精算 

  修繕料 １８万円剰余 

  利用料金減免補填金 ３４００円不足 

  利用料金負担金 １４６円不足 

   合計 １７万６４５４円剰余 

 （ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

    笹戸会館と同様、精算は行われていない。 

 （エ）精算額 

    １７万６４５４円の減額 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、指定管理料が１７万６４５４

円（税込）減額された。 

⑶ 監査の結果 

  利用料金負担金精算の根拠を当初の年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点にお

いて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知（第２

章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げられている。 

ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３月３１日付

け変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料金負担金を精

算対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記しておくべきであった。 



１９７ 

 

３ 敷島農村環境改善センター敷島会館 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市杉本町奥西山４９番地 

イ 指定管理者 

敷島自治区 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成２８年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 年度協定 

  （ア）令和２年度指定管理料  

１２１万６０００円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第３条  

１～３（略） 

４ 指定管理料の修繕料及び利用料金減免補填金を相殺し剰余金が生じた場合

は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後速やかに甲に返還するも

のとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填するものとする。 

⑵ 年度協定の変更 

 ア 概要 

 （ア）精算対象経費の変更 

  上記年度協定書において、利用料金負担金は精算対象経費として含まれていな

いところ、これを精算対象経費に含めるため、令和３年３月３１日付け変更年度

協定書において、次のとおり変更が行われた。 

第３条  

１～３（略） 

４ 指定管理料の修繕料、利用料金減免補填金及び利用料金負担金を相殺し

剰余金が生じた場合は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後

速やかに甲に返還するものとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填

するものとする。 

（イ）年度協定書に従った精算 

  修繕料 ５万１９４０円剰余 

  利用料金減免補填金 ３万０９００円不足 

  利用料金負担金 ６２００円不足 

  合計 １万４８４０円剰余 

（ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

   笹戸会館と同様、精算は行われていない。 

 （エ）精算額 

    １万４８４０円の減額 



１９８ 

 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、指定管理料が１万４８４０円

（税込）減額された。 

⑶ 監査の結果 

利用料金負担金精算の根拠を当初の年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点にお

いて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知（第２

章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げられている。

ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３月３１日付け

変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料金負担金を精算

対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記しておくべきであった。 

 

４ 築羽農村環境改善センター築羽会館 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市槇本町落合１１番地１ 

イ 指定管理者 

築羽自治区 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成２８年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

９２万２０００円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第３条  

１～３（略） 

４ 指定管理料の修繕料及び利用料金減免補填金を相殺し剰余金が生じた場合

は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後速やかに甲に返還するも

のとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填するものとする。 

⑵ 年度協定の変更 

 ア 概要 

 （ア）精算対象経費の変更 

  上記年度協定書において、利用料金負担金は精算対象経費として含まれていな

いところ、これを精算対象経費に含めるため、令和３年３月３１日付け変更年度

協定書において、次のとおり変更が行われた。 

第３条  

１～３（略） 



１９９ 

 

４ 指定管理料の修繕料、利用料金減免補填金及び利用料金負担金を相殺し剰余

金が生じた場合は、甲乙協議の上精算を行い、令和２年度決算終了後速やかに

甲に返還するものとし、逆に不足する場合には当該不足分を補填するものとす

る。 

（イ）年度協定書に従った精算 

修繕料 ７９４０円剰余 

  利用料金減免補填金 ５１４０円不足 

  利用料金負担金 ２６７７円不足 

  合計 １２３円剰余 

（ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

  笹戸会館と同様、精算は行われていない。 

 （エ）精算額 

    １２３円の減額 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、指定管理料が１２３円（税込）

減額された。 

⑶ 監査の結果 

利用料金負担金精算の根拠を当初の年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点にお

いて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知（第２

章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げられている。 

ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３月３１日付

け変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料金負担金を精

算対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記しておくべきであった。 

 

５ 豊田市旭高原自然活用村 

⑴ 概要 

 ア 施設 

所在地 豊田市旭八幡町根山６８番地１ 

イ 指定管理者 

（株）旭高原 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

１億１１８０万００００円（税込） 

 



２００ 

 

  （イ）経費の精算 

 年度協定書において、次のとおり定められている。 

（指定経費の精算） 

第４条 前条の指定管理料に含まれる修繕料及び水道使用料等（以下「指定経

費」という。）は、以下の金額とする。 

修繕料 金 3,500,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

水道使用料 金 1,800,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

利用料金減免補填

金等 

金 1,150,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２ 指定経費に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって、令和２年度

決算終了後速やかに甲に返還するものとし、逆に指定経費が不足する場合には

甲が当該不足分を補填するものとする。 

⑵ 年度協定の変更 

 ア 概要 

 （ア）年度協定書に従った精算 

    修繕料 ０円 

    水道使用料 ６万２０９７円不足 

    利用料金減免補填金 ３５万７８００円剰余 

 （イ）利用料金負担金の精算 

    ５万２８８円剰余 

    基本協定書及び年度協定書に規定はないが、精算対象とされた。 

（ウ）基本協定に基づくリスク分担経費の精算 

   基本協定書の指定管理者制度リスク分担表には、電気料金に関する物価変動リ

スクについて、次のような定めがある。 

１０％以上の物価変動がある場合について、市は１０％を超える部分の金額を負

担し、指定管理者は１０％を下回る部分の金額を返納する。ただし、物価変動に

より積算の金額と実績の金額の差が５０万円を超える場合は、当該５０万円を超

える分（千円未満切捨て）を追加負担又は返納するものとする。 

   令和２年度電気料金の実績額と予定額の差額は１０６万１８７２円であったこ

とから、上記リスク分担表に基づく精算として、５０万円を超える部分（千円未

満切捨て）である５６万１０００円が返納対象とされた。 

 （エ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算（指定管理分） 

   ａ 収入 

利用料金収入の減少 ４３３万６６００円減少 

 令和元年４月及び５月分と令和２年４月及び５月分の差額 

     事業参加料収入の減少 ６９万５７００円減少 

      令和元年４月及び５月分と令和２年４月及び５月分の差額 

     雇用調整助成金の受給 １３３万２６８１円 

     持続化給付金の受給 ７万８０００円 

     愛知県新型コロナ対策協力金の受給 １万９５００円 



２０１ 

 

   ｂ 支出 

     ３５５万２４２６円減少 

      令和元年４月及び５月分と令和２年４月及び５月分の差額 

   ｃ 収支合計 

４万９６９３円不足 

 （オ）新型コロナウイルス感染拡大の影響による精算（自主事業分） 

    ７２万２５５２円増額 

   なお、令和２年１２月７日付け通知（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）による

と、本指定管理者の自主事業は原則として精算対象外とされているが、担当課が

行政改革推進課、財政課及び地域支援課と相談した結果、精算の対象とされた。

しかし、精算の対象と決定するに当たり、協議書や決定書等の書面は作成されて

いない。 

（カ）精算額 

    １３万４７４６円の減額 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、指定管理料が１３万４７４６

円（税込）減額された。 

⑶ 監査の結果 

 ア 電気使用量の減少をリスク分担表の「物価変動」として扱うのは誤り【指摘】 

   上記⑵ア（ウ）のとおり、電気使用量の減少による電気料金の減少を、「物価変

動」として扱い、リスク分担表に基づいて５０万円を超える金額のみ精算を行った。   

しかし、「物価変動」とは、電気料金自体の価格変動を指しているのであり、電気

使用量の増減の結果としての電気料金の増減は「物価変動」ではない。よって、電

気使用量の減少による電気料金の減少を、「物価変動」として扱い、精算対象とし

たのは誤りである。 

 イ 利用料金負担金精算の根拠を当初年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度協定書締結時点におい

て、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知（第２

章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げられてい

る。ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３月３１

日付け変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料金負担

金を精算対象経費とすることは、当初の年度協定書において明記しておくべきであ

った。 

ウ 自主事業の精算について協議書等を作成するべきである【指摘】 



２０２ 

 

   上記⑵ア（オ）について、例外として精算の対象とするのであれば、その妥当性

や他の施設との公平性が問題となりうるのであるから、その決定に至る過程を協議

書、決定書等で残すべきである。 

 

６ どんぐりの里いなぶ 

⑴ 概要 

 ア 施設 

名称及び所在地 

健康増進施設どんぐりの湯 豊田市武節町針原２２番地１ 

農林水産物直売施設どんぐり横丁 豊田市武節町針原６番地１ 

イ 指定管理者 

（株）どんぐりの里いなぶ 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

不測の事態について、基本協定書第２１条に次のように規定されている。 

第２１条 管理運営業務に係る甲乙問の責任の分担については、別記２「指定管

理者制度リスク分担表」に定めるとおりとする。 

２ 別記２「指定管理者制度リスク分担表」に定める事項以外の不測の事態が生

じた場合は、甲乙双方協議の上で当該事態に係る責任分担を決定する。 

指定管理者制度リスク分担表には、灯油の単価に関する物価変動リスクについ

て、次のような定めがある。 

１０％以上の物価変動がある場合について、市は１０％を超える部分の金額を負

担し、指定管理者は１０％を下回る部分の金額を返納する。ただし、物価変動に

より積算の金額と実績の金額の差が５０万円を超える場合は、当該５０万円を超

える分（千円未満切捨て）を追加負担又は返納するものとする。 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

１億１９３７万６０００円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

（指定経費の精算） 

第４条 前条の指定管理料に含まれる修繕料及び利用料金減免補填金（以下「指

定経費」という。）は、以下の金額とする。 

修繕料 金 5,000,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

利用料金減免補填金 金 0 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２ 指定経費に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって、令和２年度

決算終了後速やかに甲に返還するものとし、逆に指定経費が不足する場合には

甲が当該不足分を補填するものとする。 
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⑵ 年度協定の変更 

 ア 概要 

 （ア）年度協定書に従った精算 

    修繕料 ５５万５０６０円剰余 

 （イ）基本協定に基づくリスク分担経費の精算 

   灯油代に関する物価変動リスクの精算として１９５万９０００円が返納対象と

された。 

   年度協定書第６条には、「基本協定書第２１条に基づく物価変動リスク分担に

係る特定経費の精算は、別添（略）「物価変動リスク分担細則」により行うもの

とする。」とされている。同細則については、第２章第９の４⑸参照。 

上記１９５万９０００円の返納は、リスク分担表（前⑴ウ）ではなく同細則に

基づくものである。 

  （ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

    新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言発令を受け、令和２年４月

１１日から５月１８日まで本施設全体が休館し、どんぐりの湯はさらに５月２４

日まで休館となった。また、令和３年１月８日から２月２８日まで、緊急事態宣

言発令を受け、１時間の時短営業を行った。 

  ａ 収入 

利用料金収入の減少 １５４１万２０００円減少 

     休館又は時短営業を行った４月、５月、１月及び２月について、それぞれ

の月の過去３年分の利用料金収入平均額と令和２年度の実績額の差額によ

り計算された。 

    雇用調整助成金の受給 ４０７万１５０３円 

     持続化給付金の受給 ６９万４０００円 

     県市新型コロナ対策協力金の受給 １７万３５００円 

   ｂ 支出 

     ６１１万８１３円減少 

      燃料費及び光熱水費につき、利用料金の減少と同様、休館又は時短営業を

行った４月、５月、１月及び２月について、それぞれの月の過去３年分の

平均額と令和２年度の実績額の差額により計算された。ただし、灯油代に

ついては、１月及び２月について、５０万円以上の減額となっているもの

の、使用量は例年並であるとして、精算の対象とされなかった。 

   ｃ 収支合計 

     ４３６万２１８４円不足 

（エ）精算額 

    １８４万８１２４円増額 
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 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、指定管理料が１８４万８１２

４円（税込）増額された。 

⑶ 監査の結果 

 ア １月及び２月の灯油代も精算対象とすべきである【指摘】 

   ４月及び５月の灯油代は物価変動リスク分担細則に基づき概ね精算されているも

のの、１月及び２月の灯油代に関しては、「年間計画使用量２０万７８８４リット

ルを１２等分した金額以上の使用量のため「コロナ影響なし」と判断」したとして、

新型コロナウイルス感染症の影響による灯油代の減少は精算されなかった。 

しかし、冬である１月及び２月は他の月に比べ灯油使用量が大きく増加するのが

通常であり、年間使用計画量を１２等分した量と比較するのは相当ではない。実際

に、過去３年間の灯油代平均金額は４月が１６４万１３３３円、５月が１６３万２

６００円であるのに対し、１月は２１１万１３３３円、２月は２１０万７３３３円

となっており、４月及び５月に比べて、明らかに高くなっている（【図表２－８】

参照）。そして、過去３年の平均額（月額）と比較すると、１月分は５２万４９３

３円、２月分は５６万７３３円の減少となっている。そうすると、１月及び２月分

について、年間計画使用量を１２等分した金額で比較するのではなく、過去の同じ

月から減少したか否かにより判断すべきであり、金額の大きな減少が生じているの

であるから、１月及び２月の灯油代の減少についても、新型コロナウイルス感染症

の影響があるとして精算の対象とすべきであった。 

この精算は、リスク分担表（又はその細則）の適用結果というより、民法第５３

６条第２項の趣旨から償還することが求められる。 

 

【図表２－８】灯油代の過去３年間の平均額との差額       （円） 

年度等 ４月 ５月 １月 ２月

平成２９年度実績 1,584,000 1,427,800 1,908,000 1,770,000

平成３０年度実績 1,620,000 1,740,000 2,458,000 2,560,000

令和元年度実績 1,720,000 1,730,000 1,968,000 1,992,000

以上３年間平均⒜ 1,641,333 1,632,600 2,111,333 2,107,333

令和２年度実績⒝ 610,000 0 1,586,400 1,546,600

差額⒜－⒝ 1,031,333 1,632,600 524,933 560,733

差額の４か月合計

2020年度の休館月に対応する月

3,749,600  
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 イ 剰余金精算制度適用施設と利用料金制【意見】 

   本施設は、利用料金制（【図表１－２４】参照）の適用施設であると同時に、剰

余金精算制度適用施設である。しかし、利用料金制は、指定管理者の努力による経

費減や利用料金収入増は指定管理者の収益とすることで、指定管理者の経営努力が

発揮しやすくすると同時に、施設管理の経済性、効率性を図ることを目的とする制

度であり、剰余金精算制度を適用しない取扱いに親和的である（剰余金精算制度非

適用施設）。 

令和３年３月１０日付け協定変更協議書も、変更理由に「基本協定書（リスク分

担表）に規定する「政治、行政的理由から施設の管理運営の継続に支障が生じた場

合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費の増加」に該当のため」と記

載されているように、本施設が剰余金精算制度非適用施設であることを前提として

記載しているため、剰余金精算制度適用の適否について再検討することを推奨する。 

 

７ どんぐり工房 

⑴ 概要 

 ア 施設 

所在地 豊田市武節町針原１５番地 

イ 指定管理者 

いなぶ観光協会 

ウ 基本協定（使用料制（施設の使用料徴収事務を指定管理者に委託し、使用料は市

の収入となる制度。以下同じ。【図表１－２４】参照）） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

９４０万００００円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第３条 １～３（略） 

４ 指定管理料に余剰金が生じた場合は、甲乙協議のうえ清算を行い、令和２年

度決算終了後速やかに甲に返還するものとする。ただし、指定管理料の運用で

得た利子収入等は清算対象から除外するものとする。 

⑵ 剰余金の精算 

 ア 収支計算書の内容 

    収支決算書によると、支出は協定額を１２万５７５１円上回った。なお、新型コ

ロナウイルス感染症の影響による休館により、事業運営費等多くの経費が減少した

が、休館期間中に、通常では行うことのできない梁のホコリ落とし・清掃（３５万
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２８８０円）を実施した結果、支出は協定額を上回った。この梁の清掃がなければ、

経費は２２万７１２９円の余剰となっていた。 

他方で収入は、物販に伴う施設使用料（手作り作品の展示と販売の参加料として

売上の５％）が協定額（１万円）を１２５５円上回った（決算額１万１２５５円）。

また、「事業参加料収入の一部から補てん」することによって、事業参加料を協定

額（２８万円）から１２万４４９６円増加させる（決算額４０万４４９６円）こと

により、収支を合致させた結果、精算は０円となった。 

「事業参加料収入の一部から補てん」の意味について、市によると、指定管理業

務の事業参加料収入１０万１９７０円に自主事業の事業参加料収入（１１８万６３

４４円）の一部（３０万２５２６円）を加えたものであるとのことであった。しか

し、収支決算書において事業参加料収入は、指定管理業務なのか自主事業なのか区

別されておらず、また、自主事業としての事業参加料収入の総額は不明である。 

  イ 事業参加料について 

管理運営業務仕様書では、指定管理者が行う業務及び自主事業について、次のと

おり定められている。 

４ 指定管理者が行う業務  （１）（略） 

（２）条例第３条に規定する当該施設の事業の運営に関する業務 

  ① 施設内の山里体験業務の実施 

   ア 講座の内容及び料金については、豊田市と協議の上、決定する。 

   イ 講座の料金については、体験のための材料費等に係る実費として、指

定管理者が徴収し、指定管理者の収入とする。 

  ② 山里体験メニューの拡充・ＰＲ機能の強化業務 

  ③ 山里体験ツアーのコーディネート機能の強化業務 

  ④ 山里体験受け入れ組織の発掘、育成業務         以下（略） 

５ 自主事業 

  指定管理者は施設利用を促進するため、自主事業を実施できる。但し、自主

事業の実施に際して必要な経費は、指定管理者が負担するものとする。 

   また、指定管理者自主事業実施基準では、自主事業を行う場合の事前協議及び実

施報告について、次のとおり定められている。 

（事前協議） 

第３ 指定管理者が自主事業を行うにあたっては、その事業内容、収支計画及び

参加料等を明らかにした上で、事前に市の承認を得なければならない。 

（実施報告） 

第５ 指定管理者が自主事業を実施した場合は、参加者の状況、事業成果及び経

理状況等を市に報告しなければならない。 

   これらの規定によると、指定管理者は、指定管理業務として、仕様書４（２）で

定められた山里体験業務を実施するに当たり、講座の料金を徴収し、指定管理者の

収入とする。 

   この他、事業内容、収支計画及び参加料等を明らかにした上で、事前に市の承認

を得れば、自主事業を実施することができる。そして、自主事業を実施した場合、

参加者の状況、事業成果及び経理状況等を市に報告しなければならない。 
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 令和２年度事業計画書では、指定管理業務として、稲武どんぐり工房山里体験を

参加料３００円～１５００円で実施するとされている。ほかに、事業参加料が発生

する事業の記載はない。 

 令和２年度事業報告書によると、実際に実施された山里体験業務は、工芸体験

（ストラップ、ぶんぶんこま、絵付け、たねコプター、ヒンメリ、稲武の白うさぎ、

草木染め、フィルムステンド、夏限・昆虫、夏限・うちわ及びひな祭り限定 雛の

絵付け）、食体験（そば打ち及び五平餅作り）、農業体験（じゃがいも堀り、ラベン

ダー狩り及びさつまいもほり）、自然体験（名倉川ビンゴ、川遊び及び忍者になろ

う）、その他（まち巡り及び出張体験山里マルシェ（ぶんぶんこま））とのことであ

る。市によると、このうち、工芸体験（ストラップ及びぶんぶんこま）のみが指定

管理業務でそれ以外は自主事業とのことであった。しかし、自主事業について、指

定管理者は市の承認を受けていないため、指定管理業務と自主事業の区別の根拠は

定かではない。これらの体験業務の事業参加料について、収支決算書に決算額４０

万４４９６円、「事業参加料収入の一部から補てん」との記載があるのみで、指定

管理業務としての事業参加料収入の金額や自主事業としての収入の金額は記載され

ていない。 

⑶ 監査の結果 

 ア 山里体験業務を自主事業と扱うことはできない【指摘】 

   市によると、工芸体験（ストラップ及びぶんぶんこま）以外は自主事業であると

のことである。 

しかし、仕様書では、施設内の山里体験業務は指定管理業務とされており、工芸

体験（ストラップ及びぶんぶんこま）のみが指定管理業務であるとの定めはない。

また、自主事業を行う場合、その事業内容、収支計画及び参加料等を明らかにした

上で、事前に市の承認を得なければならないところ、この手続はとられていない。 

よって、工芸体験（ストラップ及びぶんぶんこま）以外を自主事業と扱う根拠は

ないことから、山里体験業務を自主事業と扱うことはできない。 

山里体験業務の収入を指定管理業務の事業参加料として扱う場合、事業参加料収

入には余剰金が生じることから、精算をすることが必要となる。 

 イ 自主事業の参加者の状況、事業成果及び経理状況等を報告させるべき【指摘】 

   上記のとおり、体験業務を自主事業として扱うことはできないが、自主事業とし

て扱うとしても、経理状況が市に報告されておらず、市は、指定管理者が自主事業

とする事業による収支を把握していなかった。 

   これでは、指定管理者が自主事業によりどの程度の利益を得ているのか把握でき

ず、適切な指定管理料を算定することができない。 

   よって、指定管理者自主事業実施基準に従い、自主事業の経理状況等を報告させ

るべきである。 
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８ 小原トレーニングセンター及び緑の公園 

⑴ 概要 

 ア 施設 

  所在地 豊田市市場町陣出８７９番地 

イ 指定管理者 

（公社）豊田市シルバー人材センター 

ウ 基本協定（使用料制） 

期間 平成２８年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

２２５２万６３２０円（税込） 

  （イ）経費の精算 

 年度協定書において、次のとおり定められている。 

（指定経費の精算） 

第４条 前条の指定管理料に含まれる電気 A（高圧）料金及び修繕料（以下「指

定経費」という。）は、以下の金額とする。 

電気 A（高圧）料金 金 4,678,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

修繕料 金 1,000,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２ 指定経費に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって､令和２年度

決算終了後速やかに甲に返還するものとし､指定経費が不足する場合には甲が

当該不足分を補填するものとする。 

３ 指定経費以外の経費が不足する場合､基本協定書別記２「指定管理者制度リ

スク分担表｣において甲が負担者となる旨が規定されている場合を除き、甲は

当該不足分を補填しないものとする。 

４ 指定経費以外の経費に剰余金が生じた場合、乙は自らの申し出により、甲へ

当該剰余金を返還することができる。 

⑵ 指定管理料の精算 

 ア 指定経費の精算 

   電気Ａ（高圧）料金 ４８万８３７８円剰余 

   修繕料 ４万２０１０円剰余 

   合計 ５３万０３８８円剰余 

 イ 指定経費以外の経費の精算 

   市によると、上記指定経費の剰余金５３万０３８８円から全ての経費を精算した

後の剰余金５万８０８７円を差し引いた４７万２３０１円を、環境整備費、光熱水

費、消耗品費及び役務費にコロナ分支出として充当処理したとのことである。 

そして、この処理の根拠は年度協定書第４条第４項であり、指定管理者が提出し

た剰余金精算報告書が同条項に定める「自らの申し出」であるとのことである。 

ウ 精算額 

上記処理の結果として、全ての経費を精算した後の剰余金５万８０８７円が返還

された。 
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⑶ 監査の結果 

  ア 指定経費以外の経費を年度協定書第４条第４項により処理したのは誤り【指摘】 

    年度協定書第４条第４項は、「指定経費以外の経費に剰余金が生じた場合」の処

理であるところ、指定経費以外の経費は不足となっているのであるから、同条第３

項により処理すべきである。同項によれば、リスク分担表に該当しない限り、市は

補填しないとされている。 

    よって、指定経費以外の経費の不足分について、リスク分担表該当性の検討をす

ることなく、指定経費の剰余金を充当したのは、年度協定書に反するものである。 

  イ 指定経費以外の経費について年度協定書第４条第３項の検討が未了である【指摘】 

    本監査を進める中で、市は、指定経費以外の経費の不足について、年度協定書第

４条第３項による処理が正しかったとしたが、それでも、リスク分担表の「政治、

行政的理由から施設の管理運営の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を

余儀なくされた場合の経費の増加」又は「不可抗力」に該当することから、同項に

より市が不足額の４７万２３０１円を負担することは妥当であるとのことである。 

市によるとリスク分担表に定める事情による経費増加と判断した理由は、「人件

費の増加分は経営努力で吸収するものとして対象としないこと、指定経費である電

気料金（高圧）の一部は換気しながらのエアコン使用に伴う増額で本来はコロナの

影響であるものの通常精算となっていることなどを考慮した上で、指定経費以外で、

人件費を除く令和元年度と令和２年度の実執行額の差４８万７９００円も参考に、

妥当な額と総合的に判断しました。」とのことである。 

しかし、同項に基づき市が経費を負担するには、リスク分担表に定められた事由

により経費（本件では、環境整備費、光熱水費、消耗品費及び役務費）が増加した

ことが必要であるところ（【図表１－２５】及び【図表１－２７】参照）、各費目と

リスク分担表に定められた事由との因果関係は個別に検討されていない。例えば、

少なくとも役務費は、リスク分担表に定める事情によって生じたとは考えられない。 

    よって、この点の検討を経ずに４７万２３０１円を年度協定書第４条第３項によ

って精算したものと解することはできない。 

  ウ 年度協定書及び基本協定書を実態に即したものに変更するべき【指摘】 

    令和２年度の処理を全体としてみれば、経費全部が精算対象となっている。市に

よると、過去も本施設では同様の処理をしているようである。年度協定書において、

経費を全部精算する定めにしておけば、上記ア及びイの問題は生じない。    

この点は、使用料制を採りながら剰余金精算制度非適用施設としてのリスク分担表

を採用しているという捻れから生じる問題でもあり（【図表１－２４】及び【図表

１－２７】参照）、年度協定書及び基本協定書のリスク分担表のあり方（【図表１－

２５】参照）を、全部精算している実態に合わせて再検討する必要がある。 
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９ 小原北部生活改善センター 

⑴ 概要 

 ア 施設 

所在地 豊田市雑敷町東門８４番地１ 

イ 指定管理者 

小原北部開発推進協議会 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成２８年４月１日から令和３年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

１６８万円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第３条 １～３（略） 

４ 指定管理料に係る剰余金は、利用料金減免補填金及び修繕料を除き精算しな

い。 

⑵ 年度協定の変更 

 ア 概要 

（ア）年度協定書に従った精算 

    利用料金減免補填金 ３万３８００円剰余 

修繕料 ２万４５９０円剰余 

 （イ）利用料金負担金の精算 

    １９４円不足 

    基本協定書及び年度協定書に根拠規定はないが、精算対象とされた。 

（ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

   ａ 収入 

利用料金収入の減少 １５万０３９６円減少 

市によると、下記（エ）の精算額を０円とするために、逆算して、利用

料金収入の減少額を１５万０３９６円としたとのことである。 

     利用料金減免補填金の減少 ３万３８００円減少 

   ｂ 支出 

     １２万６０００円減少 

市によると、前年度実績額を参考に妥当と思われる範囲で算出したとの

ことである。 

   ｃ 収支合計 

 ５万８１９６円不足 
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（エ）精算額 

    ０円 

 イ 精算結果 

   精算額０円のため、変更協定書等は作成されていない。 

⑶ 監査の結果 

ア 利用料金負担金精算の根拠を当初年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点に

おいて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知

（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げら

れている。よって、利用料金負担金を精算対象経費とすることを、当初の年度協定

書において明記しておくべきであった。 

イ 新型コロナウイルス感染症の影響による精算額の算出基準を明確にすべき【指摘】 

 上記⑵ア（ウ）のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響について、支出の減

少額は前年度実績額を参考に妥当と思われる範囲で算出し、収入の減少額は、精算

額が０円となるように逆算して算出されており、恣意的である。 

 例えば、休館期間中を精算対象にする、年間の収支を精算対象にするなど、精算

額の算出基準を明確にするべきである。 

 

１０ 豊田市高岡コミュニティセンター、豊田市六鹿会館及び豊田市高岡運動広場 

⑴ 概要 

 ア 施設 

  豊田市高岡コミュニティセンター 豊田市高岡町長根５１番地 

  豊田市六鹿会館 豊田市高岡町長根５１番地 

  豊田市高岡運動広場 豊田市高岡町秋葉山１０番地 

イ 指定管理者 

アクティオ（株） 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

６１３８万４６３０円（税込） 

  （イ）経費の精算 

 年度協定書において、次のとおり定められている。 

（指定経費の精算） 

第４条 前条の指定管理料に含まれる修繕料及び利用料金減免補填金等（以下

「指定経費」という。）は、以下の金額とする。 

修繕料 金 966,857 円（消費税及び地方消費税を含む。） 
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利用料金減免補填金等 金 960,200 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２ 指定経費に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって、令和２年度

決算終了後速やかに甲に返還するものとし、逆に指定経費が不足する場合には

甲が当該不足分を補填するものとする。 

⑵ 年度協定の変更 

 ア 概要 

（ア）年度協定書に従った精算 

    修繕料 １３０万２９１３円不足 

    利用料金減免補填金 ５万３２４０円剰余 

利用料金還付補填金 ４万０４５０円剰余 

  （イ）利用料金負担金の精算 

１万３０９４円不足 

 基本協定書及び年度協定書に根拠規定はないが、精算対象とされた。 

 （ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

  ａ 収入 

利用料金収入の減少 １５２万８３７５円減少 

      収支計画書年額と決算書年額の差額 

     自主事業剰余金の減少 ２７００円減少 

     利用料金減免補填金の減少 ５万３２４０円減少 

   ｂ 支出 

     １９３万３９８５円減少 

   ｃ 収支合計 

     ３４万９６７０円剰余 

（エ）精算額 

    ８７万２６４７円増額 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、指定管理料が８７万２６４７

円（税込）増額された。 

⑶ 監査の結果 

 ア 利用料金負担金精算の根拠を当初年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点に

おいて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知

（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げら

れている。ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３

月３１日付け変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。よっ

て、利用料金負担金を精算対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記

しておくべきであった。 
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 イ 新型コロナウイルス感染症の影響による剰余分を精算対象に含める根拠【意見】 

   令和２年１２月７日付け通知（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）では、基本協定

書（リスク分担表）を根拠に、指定管理料に剰余が生じた場合も精算対象とするも

のとされている。 

   しかし、「政治、行政的理由による事業変更」や「不可抗力」のいずれにおいて

も、経費が「増加」した場合に市が負担するとされているのであり、経費が「減少」

した場合、指定管理者が負担するとはされていないのであるから、剰余分について、

基本協定書（リスク分担表）に基づき精算をすることはできない。 

   ただし、民法第５３６条第２項の趣旨から、利用料金収入の減少を精算対象にし

つつ減少した経費を精算しなければ、指定管理者が利益を得ることになるので、そ

の利益を市に償還するべきであり、剰余分を精算したこと自体は妥当である。 

 

１１ 豊田市藤岡体育センター、豊田市藤岡総合グラウンド野球場、豊田市藤岡運動広

場及び豊田市藤岡テニスコート 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   豊田市藤岡体育センター 豊田市藤岡飯野町仲ノ下５０１番地 

   豊田市藤岡総合グラウンド野球場 豊田市木瀬町徳万場１１５１番地３ 

   豊田市藤岡運動広場 豊田市折平町松葉坂５０７番地３ 

   豊田市藤岡テニスコート 豊田市藤岡飯野町井ノ脇４０１番地 

イ 指定管理者 

（株）都市環境サービス 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

１１１０万１８５２円（税込） 

  （イ）経費の精算 

 年度協定書において、次のとおり定められている。 

（指定経費の精算） 

第４条 精算する経費は、修繕料及び利用料金減免補填金等（以下「指定経費」

という。）とする。 

２ 前条の指定管理料に含まれる指定経費」は、以下の金額とする。 

修繕料 金 500,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

利用料金減免補填金等 金 43,298 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

３ 指定経費に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって､令和２年度

決算終了後速やかに甲に返還するものとし､指定経費が不足する場合には甲が

当該不足分を補填するものとする。 
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⑵ 変更協定 

 ア 概要 

（ア）年度協定書（下記変更後の年度協定）に従った精算 

    修繕料 ８４５１円剰余 

    利用料金減免補填金 ２万１１８８円剰余 

利用料金負担金 ４万０３２１円不足 

 （イ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

   ａ 収入 

利用料金収入の減少 ２４万４７９０円減少 

      収支計画書年額と決算書年額の差額 

   ｂ 支出 

     １８万４０７６円減少 

      ４月及び５月分の光熱水費減少額及びコロナ対策消耗品購入費支出 

   ｃ 収支合計 

     ６万０７１４円不足 

（ウ）精算額 

    ７万１３９６円増額 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書において、利用料金負担金及び新型コロ

ナウイルス感染症の影響による精算を指定経費に加えた上で、指定管理料が７万１

３９６円（税込）増額された。 

⑶ 監査の結果 

 ア 収入の減少と支出の減少は同じ期間で計算するべき【指摘】 

   上記⑵ア（イ）のとおり、収入は年間の減少額で計算しているのに対し、支出は

４月及び５月分の減少分しか計算されていない。市によると、その理由は、開館時

間短縮等に伴う減少額の算出が難しいため、閉館期間（４月及び５月分）のみで算

出したとのことである。 

   しかし、利用者の減少は、収入を減少させるとともに、経費の支出も減少させる

のであるから、同じ期間で計算するべきである。減少額の算出方法については、収

入の減少額の算出方法と同様に、収支計画書年額と決算書年額の差額によるのが相

当と考えられる。 

 イ 利用料金負担金精算の根拠を当初の年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点に

おいて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知

（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げら

れている。ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３
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月３１日付け変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料

金負担金を精算対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記しておくべ

きであった。 

 

１２ 豊田市藤岡ふれあいの館 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市藤岡飯野町大川ケ原７７２番地５ 

イ 指定管理者 

ホーメックス（株） 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 年度協定 

（ア）令和２年度指定管理料  

２２６４万９６１７円（税込） 

  （イ）経費の精算 

 年度協定書において、次のとおり定められている。 

（指定経費の精算） 

第４条 前条の指定管理料に含まれる修繕料及び利用料金減免補填金（以下「指

定経費」という。）は、以下の金額とする。 

修繕料 金 365,000 円（うち、消費税及び地方消費税の額 

金 33,181 円） 

利用料金減免補填金等 金 100,000 円（うち、消費税及び地方消費税の額 

金 9,090 円） 

２ 指定経費に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって､令和２年度

決算終了後速やかに甲に返還するものとし､指定経費が不足する場合には甲が

当該不足分を補填するものとする。 

 

（防犯カメラ電気料の精算） 

第５条 甲は、防犯カメラの運用にかかる電気料相当額を、電気料単価の実績に

基づき前条に定める精算時に乙に支払うものとする。 

⑵ 変更協定 

 ア 概要 

（ア）年度協定書に従った精算 

    修繕料 １３００円不足 

    利用料金減免補填金 ８万２８００円剰余 

防犯カメラ電気料 ９７２０円不足 

 （イ）利用料金負担金の精算 

    ２万８５５７円不足 

    基本協定書及び年度協定書に根拠規定はないが、精算対象とされた。 
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（ウ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算 

   ａ 収入 

利用料金収入の減少 ３７万５０８０円減少 

      収支計画書年額と決算書年額の差額 

     雇用調整助成金の収入 １５万６３２５円 

   ｂ 支出 

消毒用品購入 ５万５０００円 

   ｃ 収支合計 

     ２７万３７５５円不足 

（エ）精算額 

    ２３万５３２円増額 

 イ 変更年度協定 

   令和３年３月３１日付け変更年度協定書が締結され、指定管理料が２３万５３２

円（税込）増額された。   

⑶ 監査の結果 

 ア 利用料金負担金精算の根拠を当初年度協定書において明記しておくべき【意見】 

   利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点に

おいて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知

（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げら

れている。ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３

月３１日付け変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料

金負担金を精算対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記しておくべ

きであった。 

 イ 新型コロナウイルス感染症の影響による経費の減少を精算するべき【指摘】 

   本施設においては、新型コロナウイルス感染症の影響による支出の減少について

は精算対象とされていない。その理由は、指定管理者の裁量の範疇において精算対

象外としているためとのことである。 

しかし、令和２年１２月７日付け通知（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）におい

ては、「事業の未実施による管理運営費の減少額を差し引いて」精算額を算出する

とされている。同通知により、利用料金収入を補填するのであれば、管理運営費の

減少額を適切に差し引く必要がある。休館による利用者の減少は、管理運営費であ

る光熱水費の支出も減少させるのであるから、その減少額を差し引いて精算額を算

出すべきである。 

民法第５３６条第２項の趣旨から、市の判断で施設を閉鎖し、しかも利用料金収

入を精算対象とすることで指定管理者が利益を得たときは、その利益を市に償還す
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るべきであり、光熱水費の減少額を利用料金収入から差し引いて精算する必要があ

る。 

 

１３ 豊田市産業文化センター及び豊田市青少年センター 

 ⑴ 概要 

  ア 業務内容 

    豊田市産業文化センター及び豊田市青少年センター（豊田市小坂本町１丁目２５

番地）の庶務業務、貸館受付業務、指定管理施設及び設備の維持管理に関する業務、

とよた科学体験館の施設及び設備の維持管理に関する業務、とよた科学体験館の事

業に関する業務、豊田市青少年センターの事業に関する業務、緊急業務、修繕関係

業務等を行うものである。 

  イ 指定管理者 

    （公財）豊田市文化振興財団 

 ウ 基本協定（使用料制） 

期間 平成３１年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 エ 令和２年度指定管理料 

   １億８４４３万５０００円 

   （内訳 豊田産業文化センター １億３１６０万１０００円 

       とよた科学体験館     ４４８６万２０００円 

       豊田青少年センター     ７９７万２０００円） 

   ただし、９４７万９１６４円は剰余金として返還されている。 

   （内訳 豊田産業文化センター ４６９万５３７０円 

       とよた科学体験館   ３６０万９２８３円 

       青少年センター    １１７万４５１１円） 

オ 利用停止に関連する規定 

  業務内容に関するものとして基本協定書第８条（業務内容の変更及び中止）、指

定管理料のうち修繕料の精算に関するものとして基本協定書第１３条（施設等の維

持補修等）第３項、指定管理料の剰余金の返還に関するものとして年度協定書第３

条（指定管理料）第４項がある。 

  基本協定書第２２条第２項別記２指定管理者制度リスク分担表によれば、政治、

行政的理由による事業変更（政治、行政的理由から施設の管理運営の継続に支障が

生じた場合又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費の増減）や不可抗力

（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その他市又は指定管理者のい

ずれの責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象等に伴う施設修復等の

経費増減）のリスクを負担するのは市である。 
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基本協定書 

（業務内容の変更及び中止） 

第８条 甲は、必要があると認める場合は、管理運営業務の内容を変更し、その全部

又は一部の履行を中止させることができる。この場合において、指定管理料又は協

定の内容を変更する必要がある場合は、甲乙協譲して定めるものとする。 

２ 乙は、その責に帰することができない理由その他正当な理由により、管理運営業

務が履行できなくなった場合は、直ちに甲にその旨を明示して、その指示を求めな

ければならない。 

（施設等の維持補修等） 

第１３条 １～２ （略） 

３ 指定管理料に含める修繕料は、年度協定書で定めるところにより、精算するもの

とする。 

４～５ （略） 

（責任分担） 

第２２条 管理運営業務に係る甲乙間の責任の分担については、別記２「指定管理者

制度リスク分担表」に定めるとおりとする。 

２ 別記２「指定管理者制度リスク分担表」に定める事項以外の不測の事態が生じた

場合は、甲乙双方協議の上で当該事態に係る責任分担を決定する。 

 

別記２         指定管理者制度リスク分担表 

項目 内容 
負担者 

市 指定管理者 

政治、行政的理

由による事業変

更 

政治、行政的理由から施設の管理

運営の継続に支障が生じた場合、

又は業務内容の変更を余儀なくさ

れた場合の経費の増減 

○  

不可抗力 暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、

火災、争乱、暴動その他市又は指

定管理者のいずれの責めにも帰す

ことのできない自然的又は人為的

な現象等に伴う施設修復等の経費

増減 

○  

※抜粋 ※甲＝市、乙＝指定管理者 

⑵ 利用停止 

  新型コロナウイルス緊急事態宣言に伴い、令和２年４月１１日から閉館し、同年５

月１９日から（科学体験館等一部の施設は６月２日から）利用者を制限するなどしな

がら再開した。 

⑶ 経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。これによると、想定されている 

のは剰余金が生じる場合だけで、不足が生じる場合は想定されていない。 

   年度協定書 

第３条 １～３（略） 

４ 指定管理料に剰余金が生じた場合は、甲乙協議のうえ精算を行い、令和２年度決

算終了後速やかに甲に返還するものとする。ただし、指定管理料の運用で得た利子

収入等は精算対象から除外するものとする。 
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⑷ 使用料返還について 

 ア 概要 

 （ア）市の通知 

令和２年２月２５日付け「新型コロナウイルス感染症への対応に係る使用料等

の取扱いについて（通知）」において、新型コロナウイルスの拡散防止を理由と

して、使用目的の中止による当該許可の取消し等をその使用日の前日までに申し

出た場合には、使用料等を全額還付するとした。 

令和３年１月１４日付け「愛知県における緊急事態宣言に伴う公共施設の対応

方針について（通知）」において、利用時間を午後８時までに短縮したことに伴

い、午後８時以降の時間帯を含む利用区分について、既納の使用料がある場合は、

減免相当額（条例、規則の定める時間単位の使用料か条例等に定めがない場合に

は、使用料÷利用区分の時間数×短縮後の利用時間数）を還付することを求めて

いる。 

（イ）使用料の還付の根拠 

豊田産業文化センター条例第１４条は、「既納の使用料は還付しない。ただし、

市長が特別な事情があると認めたときは、その全部又は一部を還付することがで

きる。」と規定している。また、豊田産業文化センター管理規則第１７条は、「条

例第１４条ただし書の規定による使用料の還付は、別表第３に定める基準による

ものとする。」と規定し、区分に従って還付率を定めている。 

同様に豊田市青少年育成施設条例第１２条も、「既納の使用料は、還付しない。

ただし、市長において特別の事情があると認めたときは、その全部又は一部を還

付することができる。」と規定しているが、豊田市青少年育成施設管理規則には、

上記豊田市産業文化センター管理規則第１７条のような規定はない。 

（ウ）使用料の還付 

 ① 令和２年４月２日付け予算更正伺書 

    令和２年４月１１日から豊田市産業文化センターを閉館し、小ホール・多目

的ホールの利用を取り消すことで、使用料の還付が多額になるためとして、１

４９万１４００円の流用の承認を得ていた。なお、市によると予算更正伺書に

同月１０日からと記載されているのは、１１日からの誤記である。 

 ② 令和２年５月１１日付け予算更正伺書 

   豊田市産業文化センターの利用取消申請が多く、小ホール・多目的ホールの

利用を取り消すことで、使用料の還付が多額になるためとして、９３万６１０

０円の流用の承認を得ていた。 

（エ）還付方法 

   還付請求者が、「施設使用料還付口座届出書」という書式を利用して、振込先

口座を記載して、市に対し請求する。 
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⑸ 監査の結果  

 還付の事由及び基準について【意見】 

 使用料の一部の還付について、豊田産業文化センター管理規則第１７条は、「条例

第１４条ただし書の規定による使用料の還付は、別表第３に定める基準によるものと

する。」と規定し、区分に従って還付率を定めている。しかし、豊田市青少年センタ

ーについては、条例上は使用料の一部の還付も可能であるが、どのような基準でその

還付する一部の金額を計算するのか必ずしも明らかではない。豊田市青少年センター

についても一部還付の場合には、その基準も定めることが望ましい。 

 

１４ 豊田市老人福祉センターぬくもりの里ほか６施設 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   豊田市池島町屋ケ平２２番地（豊田市老人福祉センターぬくもりの里）ほか 

イ 指定管理者 

（社福）豊田市社会福祉協議会 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

なお、基本協定書別記８「指定管理料の算定について」には、豊田市社会福祉協

議会が施設管理とあわせて収益性のある事業（介護保険事業等）を実施する指定管

理施設について、収益確保に向けた取組が施設の収支に影響する形をとることで団

体の自主性の維持・向上を図るよう、指定管理料の算定方法を定めるとしている。

詳細は⑶において後記する。 

また、基本協定書別記９は、剰余金精算制度適用施設としてのリスク分担表を採

用している。 

エ 年度協定（令和２年４月１日付け） 

（ア）令和２年度指定管理料  

２億６３８８万６０００円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第３条 １～３（略） 

４ 指定管理料に剰余金が生じた場合は、甲乙協議のうえ精算を行い、令和２年

度決算終了後速やかに甲に返還するものとする。ただし、指定管理料の運用で

得た利子収入等は精算対象から除外するものとする。 

⑵ 使用料の還付 

 ア 概要 
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 （ア）市の通知 

  令和３年１月１４日付け「緊急事態宣言発令による福祉センターの対応につい

て」において、豊田市福祉センター及び下山保健福祉センターまどいの丘につき、

利用時間を午後８時までに短縮したことに伴い、条例及び規則に定める利用区分

の使用料から短縮後の利用時間に係る使用料を差し引いた額を減免するとする。

同年２月５日付け通知においても同様の対応を求めている。 

（イ）使用料の還付の有無 

  使用料の還付は、行われなかった。市によると、利用当日に徴収する場合や、

使用料が既納の場合で、その貸館の利用日を利用時間の制限解除後に変更すると

きは、還付は発生せず、今回、全てこれらのケースに該当したため、還付は発生

しなかったとのことである。 

⑶ 指定管理料の算定について 

基本協定書別記８では、「指定菅理施設での指定管理料は通常は指定管理業務のみ

を対象とするが、自主事業及び委託事業についても福祉センターの業務上不可分な部

分があるため、算定に一部含めることとする」として指定管理料の算定方法を定めて

いる。 

ア 精算対象 

（ア）指定管理業務の費用及び収益の全部。 

（イ）自主事業のうち介護保険事業、障がい福祉サービス事業等の給付費収入がある

事業、介護予防・日常生活支援総合事業、地域生活支援事業の費用及び収益の全

部。 

（ウ）委託事業である包括支援センターなどの収益の一部。 

イ 指定管理料の補填・返納 

（ア）指定管理料の補填 

精算の結果、７施設合計７００万円を超える不足額が発生する場合、指定管理

料の変更契約を締結し当該会計年度にて市が補填する。指定管理者が１２月まで

に提示した当該年度の指定管理料の過不足の見込み額に対し、精算時に見込み額

を超える不足額が確認された場合は、市からの不足額補は実施しない。 

（イ）施設ごとの補填・返還額の算出 

７施設の決算額に不足と剰余が混在する場合等は、不足額又は剰余額の金額の

割合に応じて按分して施設ごとに返納又は補填をすべき金額の算定を行う。 

（ウ）指定管理料の返納について 

精算の結果、７施設分を合計して７００万円を超える剰余額が発生した場合に

は、剰余金として７００万円を超える金額を市が定める期日までに市へ納付しな

ければならない。なお、精算額の合計額に１千円未満の端数がある場合はこれを

切捨てとする。 
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⑷ 指定管理料剰余金の精算 

 ア 令和２年度指定管理料剰余金の納付についての決定 

 （ア）日付 

令和３年５月２６日 

（イ）剰余金の概要 

   ① 豊田市老人福祉センターぬくもりの里ほか６施設の管理運営に関する収支計

算書（合算）によると、剰余金の金額は、３９７６万１３２８円である。 

   ② 剰余金の内訳としては、収入として、指定管理料２億６３８８万６０００円、

利用料１２３万１５００円、会費・寄付金８５万９６４８円、介護保険収入５

億０２１４万６４１１円、障害福祉サービス等収入２６６１万０５８４円、雑

収入・事業収入１９２万９９８０円、感染症対策補助金６４６万３５００円の

合計８億０３１２万７６２３円、支出として、人件費５億４８３３万４７７９

円、施設管理費２億１５０３万１５１６円、事業運営費０円であり、収入から

支出を控除した残額である３９７６万１３２８円である。 

（ウ）剰余金返還額 

  剰余金の金額が７００万円を超える金額（１０００円未満端数切捨て）が市に

対する返還を求める金額である。そこで、上記の剰余金３９７６万１３２８円か

ら７００万円を控除した金額で１０００円未満の端数を切り捨てた３２７６万１

０００円が市に対する返還金となる。 

（エ）令和２年度指定管理料剰余金の納付 

   令和２年度指定管理料剰余金の納付として、納期限を令和３年６月３０日とし

て、３２７６万１０００円（税込）の納付を指定管理者に対し求めている。 

⑸ 監査の結果 

剰余金精算制度適用施設の見直しが望まれる【意見】 

本施設は利用料金制を採用しており、指定管理者の努力による経費減や利用料金収

入増は指定管理者の収益とすることで、指定管理者の経営努力が発揮しやすくすると

同時に、施設管理の経済性及び効率性を図ることを目的とする制度であり、剰余金精

算制度を適用しない取扱いに親和的である（剰余金精算制度非適用施設）。基本協定

書別記８にも「収益確保に向けた取組が施設の収支に影響する形を取ることで団体の

自主性の維持・向上を図る」と記載されており、７００万円という上限はあるものの、

ある程度指定管理者の経営努力を発揮できる制度設計がなされている。 

しかし、基本協定書別記９のリスク分担表は、経費の増減を全て市のリスク分担と

する剰余金精算制度適用施設である前提のものを採用している。別記８の内容に適合

するリスク分担表に差し替えるため、変更基本協定書を締結することが望ましい。 
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１５ 豊田市温浴施設じゅわじゅわ 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市本新町７丁目４８番地６ 

イ 指定管理者 

（株）豊田ほっとかん 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで 

エ 年度協定（令和２年４月１日付け） 

（ア）令和２年度指定管理料  

９１２４万２１６２円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第４条 前条の指定管理料に含まれる修繕費は、以下の金額とする。 

 修繕費 金６，７００，１００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２ 修繕料に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって、令和２年度決

算終了後速やかに甲に返還するものとし、修繕料が不足する場合には甲が当該

不足分を補填するものとする。 

 （ウ）特定経費 

    年度協定書第６条には、「基本協定書第２２条第１項に基づく「指定管理者制

度リスク分担表」に係る特定経費の協定額は、別表のとおりとする。」として、

別表令和２年度特定経費年度協定明細書が添付され、電気と都市ガスが特定経費

とされている。しかし、物価変動リスク分担細則（第２章第９の４⑸参照）その

ものは基本協定書に添付されているものの、何が特定経費に該当するかは、基本

協定書別記２のリスク分担表からは明確にならない。 

⑵ 剰余金の精算 

 ア 変更協議 

 （ア）日付 

令和３年３月３１日 

（イ）変更の概要 

   修繕料剰余金の精算として１２８万６５６０円を指定管理者が市に対し返還す

ることとし、コロナの影響による精算として指定管理者の収入のマイナス分であ

る１１６８万４４００円を市が指定管理者に補填し、コロナ関係分の支出として

７４９万８４２２円を指定管理者から市に返還させることとし、これらの金額の

相殺控除後の２８９万９４１８円につき市が指定管理者に対して補填をすること

とした（なお、特定経費の精算はない）。その結果、指定管理料を９４１４万１

５８０円に変更した。 
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（ウ）変更の理由 

   修繕料剰余金の精算及びコロナの影響による精算、特定経費の精算のため。 

（エ）変更協定の締結 

   令和３年３月３１日、指定管理料を９４１４万１５８０円に増額変更する旨の

協定が締結された。 

イ 積算の根拠等 

 （ア）令和２年度修繕料剰余金の精算について 

令和２年度指定管理者修繕実施報告書によると、修繕件数が３０件で、修繕金

額が５４１万３５４０円であった。なお、上記件数及び金額中、令和２年中のも

の（５月２１日から１１月２０日まで）は、１３件で１２１万７４０３円、令和

３年中のもの（２月１日から３月３１日まで）は、１７件で４１９万６１３７円

であった。 

（イ）令和２年度指定管理料の精算について 

   利用料金収入に関し、収支計画書に記載の金額である２８６２万３２００円か

ら実績値である１６９５万１８００円を控除した１１６７万１４００円につきそ

の金額をそのまま施設の休館及び利用者の減少による利用料金収入の減少分と認

定していた。また、事業参加料収入に関し、収支計画書に記載の金額である２万

８５００円から実績値である１万５５００円を控除した１万３０００円につきそ

の金額をそのまま施設の休館及び感染症対策による健康講座の中止による減少と

して事業参加収入の減少分と認定していた。 

人件費中、臨時パート職員については、４月及び５月は休館の影響によりシフ

トは減少したが、特別休暇のため給与を支給したとして減額は認めなかった。 

施設管理費のうち光熱水費に関し、収支計画書に記載の金額である３３８３万

３１８３円から実績値である２８１５万９７４３円を控除した５６７万３４４０

円のうち令和元年度と令和２年度の差分の３９３万５９７９円を新型コロナウイ

ルス感染症の影響による減額分として認定した。なお、光熱水費につき、比較す

る令和元年度の９月までの消費税率が８パーセントであったので、消費税変更に

伴う調整分として１．０９倍（令和元年度の消費税率が上半期が８パーセント、

下半期が１０パーセント）して減少額を算出した。このほか当初の収支計画書に

記載の金額から実績値を控除した上で、消耗品費等については休館及び利用者の

減少に伴う消耗品の購入減として５３万３６４０円の減額を、再委託費につき感

染症影響分として施設管理減少分の４１万８６００円、クリーニング代３万９８

５７円、インストラクター派遣代の８８万円の合計１３３万８４５７円の減額を、

使用料として４５万７５８１円の減少中、感染症影響分としてマットリース料の

減額分の５万４２００円を認定した。 
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事業運営費中、当初の収支計画書に記載の諸経費８５万５０００円から実績値

６７万１５６０円のうち感染症影響分として新型コロナウイルス感染症への対応

に係る休館で４月の水質検査中止による減少分の２万４６００円の減額を認定し

た。 

（ウ）物価変動リスク分担 

   特定経費である電気料金及びガス料金について、物価変動リスク分担細則（第

２章第９の４⑸参照）に基づき計算したところ、特定経費年度協定額と物価変動

調整後所要額との差額が大きくなかった（差額が５０万円を超えなかった）ため、

調整はなかった。 

⑶ 監査の結果 

 ア 指定管理料の重大な金額変更に際しては検討経過を書面として残されたい【意見】 

基本協定書第２０条には利用料金に関する規定が置かれ、同条第４項には「乙は、

甲が利用料金の減免制度を定める場合には、これに従い利用料金を減免しなければ

ならない。」、第５項には「前項の規定に基づき減免した利用料金は、年度協定書で

定めるところにより、甲が補填するものとする。なお、前項で定める減免制度以外

の利用料金の補填は、甲乙協議の上決定するものとする。」とされている。しかし、

令和３年３月３１日付け協定変更協議書、令和２年度剰余金精算報告書及び変更年

度協定書に至るまで、変更協定書はもちろん変更協議の経過についても検討の経過

については資料として残されていない。 

利用料金収入に関し、収支計画書に記載の金額である２８６２万３２００円から

実績値である１６９５万１８００円を控除した１１６７万１４００円を市が補填す

るという変更は、金額的に見て極めて重大な変更である。そこから差し引くべき管

理運営経費の算出方法も、合理的なものであることが求められるが、検討の経過が

不明であった。光熱水費では、令和元年度との比較をして３９３万５９７９円の減

少を算出しているが、他の項目では他年度との比較の視点を導入していない。この

ような差を設けることの合理性が検討された形跡がない。電気料金及びガス料金に

ついては、特定経費として物価変動リスク分担細則を適用した結果、差額が５０万

円を超えないとして一切の経費を運営管理費の減少から除外してしまったが、（単

価ではなく）電気使用量やガス使用量が減少していればそれも利用料金収入から差

し引くべきところ、それを差し引かないことの合理性が検討された形跡が認められ

ない。 

重大な金額変更を伴う変更協議には、検討の合理性を担保するため検討経過も記

録として残されたい。 

  イ 物価変動リスク分担細則の特定経費の指定【意見】 

電気料金と都市ガス料金が特定経費であることが、基本協定書別記２のリスク分

担表から明確になるよう、リスク分担表を訂正することが望ましい。 



２２６ 

 

 

１６ 豊田市高齢者温泉休養施設寿楽荘 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市平畑町東田７２２番地 

イ 指定管理者 

（株）平畑温泉観光サービス 

ウ 基本協定（利用料金制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 年度協定（令和２年４月１日付け） 

（ア）令和２年度指定管理料  

７７８４万６１２４円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第４条 前条の指定管理料に含まれる修繕費は、以下の金額とする。 

 修繕費 金２，３７５，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２ 修繕料に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって、令和２年度決

算終了後速やかに甲に返還するものとし、修繕料が不足する場合には甲が当該

不足分を補填するものとする。 

 （ウ）特定経費 

    基本協定書第２２条第１項の別記２指定管理者制度リスク分担表には、特定経

費として電気料金と重油料金が指定され、特定経費については物価変動リスク分

担細則（第２章第９の４⑸参照）によることとされている。これを受けて年度協

定書第５条には、基本協定書第２２条第１項に基づく「指定管理者制度リスク分

担表」に係る特定経費の協定額は、別表のとおりとする。」として、別表令和２

年度特定経費年度協定明細書が添付されている。 

⑵ 剰余金の精算 

 ア 変更協議 

 （ア）日付 

令和３年３月３１日 

（イ）変更の概要 

   修繕料剰余金の精算として１８万２４１７円を市が指定管理者に対し補填する

こととし、利用料金負担金として消費税率の８パーセントから１０パーセントへ

の改定に伴う変更額として１５万２７８２円を市が指定管理者に対し補填するこ

ととし、感染症の影響による精算として指定管理者の収入のマイナス分である６

３０万２２４３円を市が指定管理者に対し補填し、感染症関係分の支出として５

３１万１７１５円を指定管理者が市に対し返還することとし、特定経費の精算と
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して物価変動リスク調整対象経費である１８万６０００円を指定管理者が市に対

し返還することとし、これらの金額の相殺控除後の１１３万９７２７円につき市

が指定管理者に対して補填をすることとした。その結果、指定管理料を７８９８

万５８５１円に変更した。 

（ウ）変更の理由 

   修繕料剰余金の精算、感染症の影響による精算及び特定経費の精算のため。 

（エ）変更協定の締結 

   令和３年３月３１日、指定管理料を７８９８万５８５１円（税込）に増額変更

する旨の協定が締結された。 

イ 積算の根拠等 

 （ア）従来分の精算について 

ａ 令和２年度修繕料剰余金の精算について 

令和２年度豊田市高齢者温泉休養施設寿楽荘施設小規模修繕等実施報告書に

よると、修繕件数が２３件で、修繕金額が２５５万７４１７円であり、年間修

繕費として予定していた２３７万５０００円を１８万２４１７円分上回ってい

たため、市が指定管理者に補填した。なお、上記件数及び金額中、令和２年中

のもの（５月３日から１２月２８日まで）は、１９件で１９６万８３２７円、

令和２年から令和３年にかけてのもの（１２月２４日から１月２５日まで）は

１件で４０万６４５０円、令和３年中のもの（２月８日から３月１９日まで）

は３件で１８万２６４０円であった。 

    ｂ 利用料金負担金の精算について 

令和２年度の利用料金実績額８２５万０２００円を１．０８で割り戻した７

６３万９０７４円から、同額を１．１で割り戻した７５０万０１８１円を差し

引いた１３万８８９３円に１．１を乗じた１５万２７８２円を市から指定管理

者に補填した。 

ｃ 物価変動リスク分担 

    特定経費である電気料金及び重油料金について、基本協定書別記２関係 物

価変動リスク分担細則（第２章第９の４⑸参照）に基づき計算したところ、特

定経費年度協定額と物価変動調整後所要額との差額が６８万６０００円となり、

５０万円を控除した１８万６０００円が調整の金額と認定され、指定管理者か

ら市に返還された。 

（イ）新型コロナウイルス感染症の影響による精算について 

   利用料金収入に関し、収支計画書に記載の金額である１７６０万円から実績値

である８２５万０２００円を控除した９３４万９８００円につきその金額をその

まま施設の休館及び利用者の減少による利用料金収入の減少分と認定していた。

また、その他収入として、雇用調整助成金１９７万２５５７円、持続化給付金１
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０７万５０００円が当初の収支計画書に記載のない収入として挙げられ、感染症

の影響による増額分と認定された。そして、９３４万９８００円から１９７万２

５５７円と１０７万５０００円を差し引いた６３０万２２４３円が利用料金収入

の減少として市から指定管理者に補填対象とされた。 

人件費中、臨時パート職員については、当初、収支計画書に１９５７万７５０

０円が計上されたところ、実際には支出は０円であったが、人件費として一括で

掲載（委託業務夜間警備、配管洗浄作業、庭園管理、パート賃金等）との理由で

感染症影響による減少分と認定しなかった。 

施設管理費のうち光熱水費に関し、収支計画書に記載の金額である１６５５万

５９５０円から実績値である１２６０万０７９６円を控除した３９５万５１５４

円のうち令和元年度と令和２年度の差分の３２１万５９００円に指定管理者と協

議して定めた１．０９を乗じた金額である３５０万５３３１円を感染症影響の減

額分として認定した。このほか当初の収支計画書に記載の金額から実績値を控除

した上で、消耗品費等については、感染症対策で消毒薬等の衛生物品の購入が増

えたが来客が減少してトイレットペーパー等の日常的な消耗品の購入が減少した

ので、５７万５０６３円の減額を、役務費につき、感染症影響分として主にクリ

ーニング費が減少したとして８０万５２９３円の減額を、再委託費につき、感染

症影響分として清掃等の頻度が減ったための４２万６０２８円の減額を認定した。 

以上運営管理費の減少分として合計５３１万１７１５円を利用料金収入の減少

額である６３０万２２４３円から差し引いた９９万０５２８円が新型コロナウイ

ルス感染症の影響による精算分として市から指定管理者に補填された。 

⑶ 監査の結果 

 ア 指定管理料の重大な金額変更に際しては検討経過を書面として残されたい【意見】 

基本協定書第２０条には利用料金に関する規定が置かれ、同条第４項には「乙は、

甲が利用料金の減免制度を定める場合には、これに従い利用料金を減免しなければ

ならない。」、第５項には「前項の規定に基づき減免した利用料金は、年度協定書で

定めるところにより、甲が補填するものとする。なお、前項で定める減免制度以外

の利用料金の補填は、甲乙協議の上決定するものとする。」とされている。しかし、

令和３年３月３１日付け協定変更協議書、令和２年度剰余金精算報告書及び変更年

度協定書に至るまで、変更協定書はもちろん変更協議の経過についても検討の経過

については資料として残されていない。 

利用料金収入に関し、収支計画書に記載の金額である１７６０万円から実績値で

ある８２５万０２００円を控除した９３４万９８００円を市が補填するという変更

は、金額的に見て極めて重大な変更である。そこから差し引くべき管理運営経費の

算出方法も、合理的なものであることが求められるが、検討の経過が不明であった。 
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光熱水費では、令和元年度との比較をして３５０万５３３１円の減少を算出して

いるが、他の項目では他年度との比較の視点を導入していない。このような差を設

けることの合理性が検討された形跡がない。 

電気料金及び重油料金については、特定経費として物価変動リスク分担細則を適

用した結果、差額が５０万円を超えた１８万６０００円のみ精算し、それ以外の経

費を運営管理費の減少から除外してしまったが、（単価ではなく）電気使用量や重

油使用量が減少していればそれも利用料金収入から差し引くべきところ、それを差

し引かないことの合理性が検討された形跡が認められない。 

重大な金額変更を伴う変更協議には、検討の合理性を担保するため検討経過も記

録として残されたい。 

イ 利用料金負担金精算の根拠を当初の年度協定書において明記しておくべき【意見】 

    利用料金負担金を市が補填することは、当初の令和２年度年度協定書締結時点に

おいて、市の方針として決まっていたものである。令和２年１２月７日付け通知

（第２章第９の３⑵イ（キ）参照）でも「例年精算対象としている項目」に挙げら

れている。ところが、当初の年度協定書においては定められておらず、令和３年３

月３１日付け変更年度協定書において、精算対象とすることが定められた。利用料

金負担金を精算対象経費とすることを、当初の年度協定書において明記しておくべ

きであった。 

  

１７ 豊田市老人福祉センター豊寿園 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市渡刈町５丁目２００番地 

イ 指定管理者 

（社福）豊田市社会福祉協議会 

ウ 基本協定 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

なお、基本協定書別記１「豊田市老人福祉センター管理運営業務仕様書」には、

老人デイサービスセンターの管理運営に係る費用の負担について、「地方自治法第

２４４条の２第８項の規定により、介護保険収入及び利用料収入については、利用

料金として指定管理者の収入とするため、基本的に管理運営に係る費用は全て指定

管理者が負担することとする」と記載されている。 

エ 年度協定（令和２年４月１日付け） 

（ア）令和２年度指定管理料  

７５２７万７５９２円（税込） 

（イ）経費の精算 
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   年度協定書において、次のとおり定められている。 

第４条 前条の指定管理料に含まれる修繕料は、以下の金額とする。  

修繕料 金２，４４０，０００円 

（うち、消費税及び地方消費税の額金２２１，８１８円） 

２ 修繕料に剰余金が生じた場合は、甲が指示する方法によって、令和２年度決

算終了後速やかに甲に返還するものとし、修繕料が不足する場合には甲が当該

不足分を補填するものとする。 

 （ウ）特定経費 

    基本協定書第２２条第１項の別記２指定管理者制度リスク分担表には、特定経

費として電気料金と都市ガス料金が指定され、特定経費については物価変動リス

ク分担細則（第２章第９の４⑸参照）によることとされている。これを受けて年

度協定書第５条には、基本協定書第２２条第１項に基づく「指定管理者制度リス

ク分担表」に係る特定経費の協定額は、別表のとおりとする。」として、別表令

和２年度特定経費年度協定明細書が添付されている。 

⑵ 剰余金の精算 

 ア 変更協議 

 （ア）日付 

令和３年３月３１日 

（イ）変更の概要 

   修繕料剰余金の精算として１５７万００９０円を市が指定管理者に対し補填す

ること、特定経費の精算として物価変動リスク調整対象経費である５９万３００

０円を市が指定管理者に対し補填すること、感染症の影響による精算として指定

管理者の収入のマイナス分である９１万２０００円を市が指定管理者に補填する

こと、感染症関係分の支出として９９６万６９９８円を指定管理者から市に返還

することとし、これらの金額の相殺控除後の６８９万１９０８円につき指定管理

者が市に対し返還をすることとした。その結果、指定管理料を６８３８万５６８

４円に変更した。 

（ウ）変更の理由 

   特定経費年度協定額の変更、修繕料剰余金の精算及び感染症の影響による精算

のため。 

（エ）変更協定の締結 

   令和３年３月３１日、指定管理料を６８３８万５６８４円（税込）に減額変更

する旨の協定が締結された。 

イ 積算の根拠等 

 （ア）従来分の精算について 

ａ 令和２年度修繕料剰余金の精算について 

令和２年度豊田市老人福祉センター豊寿園修繕実施報告書によると、修繕件

数が２０件で、修繕金額が４０１万００９０円であり、年間修繕費として予定
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していた２４４万円を１５７万００９０円分上回っていた。なお、上記件数及

び金額中、令和２年中のもの（４月１６日から１２月２２日まで）は、２７件

で３６１万８４９０円、令和３年中のもの（２月８日から３月１５日まで）は

３件で３９万１６００円であった。 

ｂ 物価変動リスク分担 

    特定経費である電気料金及び重油料金について、基本協定書別記２関係 物

価変動リスク分担細則（第２章第９の４⑸参照）に基づき計算したところ、特

定経費年度協定額と物価変動調整後所要額との差額が８６万８０００円となり、

５０万円を控除した３６万８０００円と物価変動調整後所要額である７５３万

３０００円の３パーセント相当額である２２万５０００円の合計である５９万

３０００円が調整の金額と認定され、市から指定管理者への追加負担額となっ

た。 

（イ）令和２年度指定管理料の精算について 

   事業参加料収入に関し、収支計画書に記載の事業参加料収入の金額である９１

万２０００円から実績値である０円を控除した９１万２０００円につき、コロナ

の影響による減額分と認定された。 

人件費中、正規職員につき、当初、収支計画書に２２９４万２０６５円が計上

されたところ、実際には支出は１９９７万８５９１円であり、臨時パート職員に

ついては、当初、収支計画書に４９３万３７４０円が計上されたところ、実際に

は支出は４６３万６８２０円であったが、人件費としては、休館時の人員減の際

には、特別休暇で対応しているとして、感染症影響による減少分と認定しなかっ

た。 

施設管理費のうち光熱水費に関し、収支計画書に記載の金額である１７１９万

０７５８円から実績値である１７１８万６３６４円を控除した金額は４３９４円

であったが、令和元年度と令和２年度の差分であって指定管理者と協議して定め

た５７８万１４７９円を感染症影響の減額分として認定した。このほか当初の収

支計画書に記載の金額から実績値を控除した上で、消耗品費等については、消毒

剤、消毒薬等の購入が増えたので、３８万８００５円の増額を、再委託費につき、

感染症影響分として「湯茶管理業務委託」休止に伴うものとして２１２万２８９

３円の減額を認定した。 

⑶ 監査の結果 

 指定管理料の重大な金額変更に際しては検討経過を書面として残されたい【意見】 

事業参加料収入に関する精算額は大きいとはいえないが、光熱水費に関し、５７８

万１４７９円を感染症影響の減額分として指定管理者から市に返還を求めるという変

更は、金額的に見て極めて重大な変更であり、合理的なものであることが求められる

が、検討の経過が不明であった。 
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光熱水費では、令和元年度との比較をして５７８万１４７９円の減少を算出してい

るが、他の項目では他年度との比較の視点を導入していない。このような差を設ける

ことの合理性が検討された形跡がない。 

電気料金及び都市ガス料金については、特定経費として物価変動リスク分担細則を

適用したが、（単価ではなく）電気使用量や都市ガス使用量が減少していればそれも

精算対象とするべきところ、それを差し引かないことの合理性が検討された形跡が認

められない。 

重大な金額変更を伴う変更協議には、検討の合理性を担保するため検討経過も記録

として残されたい。 

 

１８ 豊田市高岡農村環境改善センター 

⑴ 概要 

 ア 施設 

   所在地 豊田市高岡町長根１７番地 

イ 指定管理者 

農村環境改善センター管理協会 

ウ 基本協定（使用料制） 

期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 年度協定 

  （ア）令和２年度指定管理料  

２０４３万３０００円（税込） 

（イ）経費の精算 

   年度協定書において、次のとおり定められている。これによると、想定されて

いるのは、剰余金が生じる場合だけで不足が生じる場合は想定されていない。 

第３条 １～３（略） 

４ 指定管理料に剰余金が生じた場合は、甲乙協議のうえ精算を行い、令和２年

度決算終了後速やかに甲に返還するものとする。ただし、指定管理料の運用で

得た利子収入等は精算対象から除外するものとする。 

 オ 閉館 

   令和２年４月１０日付け「新型コロナウイルス緊急事態宣言に伴う指定管理施設

の閉館に係る対応について（通知）」及び同年５月５日付けの行政改革推進課からの

メールに基づき、令和２年５月１８日まで閉館した。 

⑵ 使用料返還について 

ア 令和２年４月２５日付け還付の決定に関する概要 

（ア）令和２年２月２５日付け「新型コロナウイルス感染症への対応に係る使用料等

の取扱いについて（通知）」を踏まえ、令和２年４月２５日付けで豊田市高岡農

村環境改善センター使用料の還付（戻出）について決定している。 
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  主旨としては、使用料納入後に利用内容に変更があったため、豊田市高岡農村

環境改善センター条例第１０条第４項及び豊田市高岡農村環境改善センター管理

規則第７条第１号により使用料の還付をすることである。 

豊田市高岡農村環境改善センター条例第１０条 １～３（略） 

４ 既納の使用料は還付しない。ただし、市長が特別な事情があると認めたとき

は、その全部又は一部を還付することができる。 

豊田市高岡農村環境改善センター管理規則第７条 

 条例第１０条第４項ただし書の規定による使用料の還付は、次の各号によるもの

とし、当該各号に該当する場合は既納の使用料の全部を還付する。 

⑴ 災害その他利用者の責めに帰することができない理由により取消しがなされた

とき。 

（略） 

（イ）還付金額 

  ４万５２００円 

 （ウ）還付方法 

    還付請求者が、「豊田市高岡農村環境改善センター使用料の還付方法について」

という書式を利用して、現金又は口座振込の手段を選択し、口座振込を選択した

場合には、振込先口座を記載して、署名押印の上で、市に対し請求する。 

 イ 令和３年２月８日付け還付の決定に関する概要 

 （ア）愛知県における緊急事態宣言（１月１３日発令）に伴う施設の利用時間短縮に

より発生した使用料の還付を、「愛知県における緊急事態宣言発令に伴う施設の

対応等について（豊農整発第２３０１号）」に基づき行うと決定している。令和

３年１月１５日付け「愛知県における緊急事態宣言発令に伴う施設の対応等につ

いて（通知）（豊農整発第２３０１号）」は、令和３年１月１８日から同年２月７

日まで、施設の利用時間が午後９時までであったものを午後８時までに短縮する

ことに伴い、午後８時から９時までの１時間分の使用料を減免するとし、あわせ

て利用者から利用時間の短縮等を理由とするキャンセルの申出がある場合は使用

料の還付をすることを求めている。 

  根拠法令等として、上記の豊田市高岡農村環境改善センター条例第１０条第４

項及び豊田市高岡農村環境改善センター管理規則第７条第１号を挙げている。 

（イ）還付金額 

  ５０６０円 

 （ウ）還付方法 

    還付請求者が、「豊田市高岡農村環境改善センター使用料の還付方法について」

という書式を利用して、現金又は口座振込の手段を選択し、口座振込を選択した

場合には、振込先口座を記載して、署名押印の上で、豊田市に対し請求をさせて

いる。なお、一部、還付を請求する者の押印が漏れているものがある。 

 ウ 令和３年３月２日付け還付の決定に関する概要 
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（ア）愛知県における緊急事態宣言（１月１３日発令）に伴う施設の利用時間短縮に

より発生した使用料の還付を行うと決定している。 

  根拠法令等として、上記の豊田市高岡農村環境改善センター条例第１０条第４

項及び豊田市高岡農村環境改善センター管理規則第７条第１号を挙げている。 

（イ）還付金額 

  ７５０円 

 （ウ）還付方法 

    還付請求者が、「豊田市高岡農村環境改善センター使用料の還付方法について」

という書式を利用して、現金又は口座振込の手段を選択し、口座振込を選択した

場合には、振込先口座を記載して、署名押印の上で、豊田市に対し請求をさせて

いる。 

⑶ 指定管理料について 

  農地整備課において「緊急事態宣言発出による高岡農村環境改善センター閉館に伴

うセンター職員の出勤体制及び指定管理料の変更について」の検討が、令和２年４月

１０日に行われた。その内容として、職員の出勤体制につき、「協会公社等における

新型コロナウイルス感染拡大防止に係る出勤の取扱い等について（通知②）（令和２

年３月１３日付け通知）」により「業施設等の休業・停止等により、通常業務がなく

なり、他の業務へ従事変更の調整を行ってもなお業務がない場合は職務専念義務免除

にて対応」と通知があったこと、課内において閉館時にできる業務を検討したこと

（電話対応、書類整理、施設の日常点検等）、同施設の事務長から休館時にしかでき

ない業務をヒアリングしたこと（和室の畳の交換、予約表の更新、施設の側溝の大掃

除等）から、閉館時も職員は出勤し、指定管理業務を継続することを決定した（電話

にて施設側に指示した）。指定管理料の変更につき、閉館していても出勤し指定管理

業務を遂行するため、指定管理料を変更しないことと決定した。 

 ⑷ ヒアリングの結果 

  ア 使用料の一部還付について 

   使用料の一部還付の根拠に関し、確かに、豊田市高岡農村環境改善センター管理

規則第７条第１号には明示されていないが、豊田市高岡農村環境改善センター条例

第１０条第４項において、市長の決定で一部の返還が可能であることから、一部還

付の場合の計算方法を行政改革推進課からの通知の計算方法に基づくことで問題な

いとの認識であった。また、キャンセルの理由は聴取り等で利用者からは確認をし

ていた。 

 イ 休館中の業務について 

   休館中にも職員が出勤して電話対応、書類整理等の指定管理業務を行っているこ

とから、令和２年３月１３日付け「協会公社等における新型コロナウイルス感染症

拡大防止に係る出勤の取扱い等について（通知②）」に基づき、指定管理料の変更
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は不要と判断した。令和２年４月１０日に決定をした以後、指定管理料の変更の要

否については検討していない、指定管理者の報告書等の具体的な指定管理業務で行

った記録は存しないとのことであった。また、具体的な決定において、行政改革推

進課等の関係部署との相談は行われていなかった。 

 ⑸ 監査の結果 

  ア 使用料の一部還付について基準を明確化することが望ましい【意見】 

    使用料の還付の根拠法令につき、豊田市高岡農村環境改善センター条例第１０条

第４項及び豊田市高岡農村環境改善センター管理規則第７条第１号を挙げている。 

   しかし、上記規則は、既納の使用料の全部を還付する場合である。そのため、開

館時間の短縮に伴う一部還付の場合には直ちに適用できる条項ではない。確かに、

全部が還付できるのであれば、一部の還付が可能であるとの解釈は可能であるが、

具体的な規則がない場合に、どのような基準でその還付する一部の金額を計算する

のか必ずしも明らかではない。一部還付の場合には、規則で一部還付の基準を明確

化すべく、その基準を定めることが望ましい。 

イ 指定管理料の変更の可能性について【意見】 

   閉館していても出勤し指定管理業務を遂行するため、指定管理料を変更しないこ

とと決定されている。決定が年度の早い時期（令和２年４月１０日）であり、決定

自体が当該年度全体としての実体を反映していない可能性があると思われた。 

市によると、下記のとおり業務内容を確認したとのことであるが、休館中の具体

的な業務内容については記録化していないとのことであった。休館中の業務は通常

業務と全く異質なものとなり、通常の業務報告では成果を把握することができない

ので、日報を徴収するなどして具体的な業務内容と成果を把握する必要がある。 

           記 

令和２年４月末改善センターにて業務内容を確認 

令和２年５月７日閉館延長時、業務内容を確認 

令和２年５月１５日改善センターにて業務内容の確認、感染防止対策を依頼 

令和２年６月３日改善センターにて出勤簿を確認 

令和２年７月１日第１四半期収支報告書確認 


